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１ 

 

令和元年６月19日 

 

 情報通信行政・郵政行政審議会電気通信事業部会 

  部会長  川 濵  昇 殿 

 

                              接 続 委 員 会 

                                 主 査  相 田  仁 

 

 

報 告 書（案） 

 

 

平成31年３月28日付け諮問第3115号をもって諮問された事案について、調査の結果、下記のと

おり報告します。  

 

記 

 

１ 本件、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本・西日

本」という。）の第一種指定電気通信設備との接続に関する接続約款の変更の認可について

は、次の点が確保された場合には、東日本電信電話株式会社については将来原価方式に係る

接続料を除き、西日本電信電話株式会社については将来原価方式に係る接続料及び通信用建

物に係る年額料金額（コロケーションのスペース代の一部）を除き、諮問のとおり認可する

ことが適当と認められる（括弧内は別添２において対応する当委員会の考え方）。 

 

平成 30 年５月末までに申し込みのあった「D 型」メニューをより廉価である「C 型」又は

「C-20 型等」のメニューに変更できる措置の申込みを可能とする期間を６ヶ月とすること。

（考え方１８） 

 

２ 今回認可をすることが適当と認められる部分以外の部分（将来原価方式接続料等。別添１

参照）については、速やかに改めて申請が行われることが適当である。 

 

３ 提出された意見及びそれに対する当委員会の考え方は、別添２のとおりであり、総務省に

おいては、以下の措置が講じられることを要望する（括弧内は別添２において対応する当委

員会の考え方）。 

 

 （１）ＮＴＴ東日本・西日本に対し、需要が減少傾向にある接続料が大幅に減少するなど、

通常予想される傾向と全く異なる金額の変動が生じる可能性がある場合には、接続事業者に

対し、例えば申請接続料に係る事業者向け説明会の機会を捉えて予想される将来変動に関す

る補足説明を行うなどの方法により、できる限り早期の情報開示が行われることが望ましい

ので、その旨をＮＴＴ東日本・西日本に要請すること。（考え方２） 

 



２ 

 

 （２）ＮＴＴ東日本・西日本に対し、網終端装置の本来のメニューである C 型等 ※により円

滑なインターネット接続が実現できていることの説明がメニューごとに区分した網終端装置

の利用状況などの関連データの提供とともにＮＴＴ東日本・西日本から定期的に行われるよ

う、要請すること。（考え方１７） 

 ※：IP通信網終端装置（増設基準を設けるものに限る。）に協定事業者との PPPoE接続のた

めのインタフェース相当を付与する機能 

 

４ 総務省調査「通信量からみた我が国の音声通信利用状況」の結果が修正され、最新版が公

表されたことに伴うＮＧＮ接続料の修正（別添１参照）については、総務省からＮＴＴ東日

本・西日本に所要の対応を要請されたい。 

 

５ 西日本電信電話株式会社が総務省に対する報告書（令和元年６月１７日付け西設相制第

000040 号）において表明した方針「コロケーションに係る料金のうち、通信用建物料金が再

申請となることで、認可が行われた際の遡及精算が二度に亘るため、接続事業者様の事務処

理負担を軽減する観点から、当社接続約款 料金表第３表（預かり保守等契約等に基づく負担

額）の規定に関しては、再申請を行う通信用建物料金の認可が行われた後の実施となるよう

約款申請（平成 31年３月 20日付け西設相制第６号申請に対する補正）を実施することとし

ます。」（別添１参照）については、妥当と認められる。 

 

以上 



0

令和元年６月下旬に想定される
東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の

第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の
認可再申請に関する説明

（令和元年度の将来原価接続料等の再算定）

① 光ファイバの耐用年数の見直しに伴う将来原価接続料の再算定

② 総務省の音声トラヒックの統計誤りによるＮＧＮ接続料算定誤りの是正

③ 通信用建物の料金算定の誤りの是正（西日本電信電話株式会社のみ）

④ フレキシブルファイバの取扱いの適正化

令和元年６月

別添１



1

光ファイバの耐用年数の見直しに伴う将来原価接続料の算定

総務省の音声トラヒックの統計誤りによる算定誤りの是正

通信用建物の料金算定の誤りの是正（西日本電信電話株式会社のみ）

フレキシブルファイバの取扱いの適正化



2光ファイバの耐用年数の見直しに伴う将来原価接続料の算定について

１．耐用年数

現行 見直し後

架空光ファイバ 15年 20年

地下光ファイバ 21年 28年

海底光ファイバ 13年 21年

機能名

端末回線伝送機能（光信号端末回線にて伝送を行う機能）

端末回線伝送機能（光信号主端末回線にて伝送を行う機能）

端末回線伝送機能（複数年段階料金を適用するもの）

端末回線伝送機能（端末回線を収容する伝送装置及び端末回
線により伝送を行う機能）

一般中継系ルータ交換伝送機能

一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能※

一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能※

関門交換機接続ルーティング伝送機能※

イーサネットフレーム伝送機能

２．改定対象となる接続機能

光ファイバの経済的耐用年数については、本審議会においても、「現行の耐用年数が採られてから既に10年近くが経過しようと
していることに鑑み、・・・見直しに向けて早期に対応する必要がある」などとしてきたところ（※１）であるが、総務省に対する報告
（※３）によると、「材質・構造・用途・使用上の環境」、「技術の革新」、「経済的事情の変化による陳腐化の危険の程度」及び「光
ファイバの撤去率」をもとにした耐用年数の推計結果を踏まえ、総合的に検討した結果、以下「１．耐用年数」の表に掲げるとおり
令和元年度期首より見直すこととしたとのことであり、将来原価方式により算定されている以下「２ 改定対象となる接続機能」の表
に掲げる機能について、令和元年度接続料を再算定するとのことである。（将来原価の予測の合理性を維持するため、既に予測され認可
された令和元年度の原価等の変更が必要となる）

※１：情報通信行政・郵政行政審議会 電気通信事業部会「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変

更の認可（平成３０年度の接続料の新設及び改定等）について」 （資料87-1）考え方５
※２：令和元年６月１７日付け東経企営第１９－０００４３号（NTT東日本）、同日付け西企営第４８号（NTT西日本）

※法定機能を組み合わせて算出されている適用接続料



3加入光ファイバ接続料の推移（１）

2,808円

2,929円

2,675円

2,490円

2,278円

2,036円

3,159円

3,292円

3,163円

2,953円

2,764円

2,458円

1,971円

2,432円

1,802円

2,256円

1,700円

1,900円

2,100円

2,300円

2,500円

2,700円

2,900円

3,100円

3,300円

平成26年度

適用接続料

平成27年度

適用接続料

平成28年度

適用接続料

平成29年度

適用接続料

平成30年度

適用接続料

令和元年度

認可接続料

シェアドアク
セス方式
※２、※３

シングルス
ター方式※２

①認可接続料

①認可接続料

②申請接続料

③再申請接続料

③再申請接続料

○ ＮＴＴ東日本・西日本の加入光ファイバ接続料について、①平成２８年度認可の今年度適用金額、②平成３１
年３月に申請された今年度適用金額（※１）及び③令和元年６月下旬に再申請される見込みの今年度適用金
額を比較するとともに、６年分の推移を表すと、以下のとおり。

※１平成29年度における収入と原価の差額に係る見込値と実績値の乖離額を、平成31年度の接続料原価に
算入することについて、３条許可が申請されているところ。

②申請接続料

-26円

-202円
-176円

-65円
-234円

-169円

※２ 施設設置負担金加算料を含む。
※３ シェアドアクセス方式の加入光ファイバの接続料に含まれる局外スプリッタの接続料は、実績原価方式にて算定（認可済の平成31年度接続料に含まれる局外スプリッタ接続料は平成28年度適用接続料（東：75円、西60
円）であり、平成31年度の変更申請接続料に含まれる局外スプリッタ接続料は平成31年度適用接続料（東：31円、西：21円（現在申請中）））。

【NTT東日本】



4加入光ファイバ接続料の推移（２）

2,847円

2,947円

2,679円

2,553円

2,360円

2,044円

3,206円

3,353円
3,302円

3,159円
2,978円

2,595円

1,989円

2,574円

1,794円

2,372円

1,700円

1,900円

2,100円

2,300円

2,500円

2,700円

2,900円

3,100円

3,300円

平成26年度

適用接続料

平成27年度

適用接続料

平成28年度

適用接続料

平成29年度

適用接続料

平成30年度

適用接続料

令和元年度

認可接続料

シェアドアク
セス方式
※２、※３

シングルス
ター方式※２

①認可接続料

①認可接続料

②申請接続料

③再申請接続料

③再申請接続料

②申請接続料

-21円

-223円
-202円

-55円
-250円

-195円

※２ 施設設置負担金加算料を含む。
※３ シェアドアクセス方式の加入光ファイバの接続料に含まれる局外スプリッタの接続料は、実績原価方式にて算定（認可済の平成31年度接続料に含まれる局外スプリッタ接続料は平成28年度適用接続料（東：75円、西60
円）であり、平成31年度の変更申請接続料に含まれる局外スプリッタ接続料は平成31年度適用接続料（東：31円、西：21円（現在申請中）））。

【NTT西日本】
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※１ 光屋内配線加算額、光信号分岐端末回線、回線管理運営費は実績原価方式により算定。光信号主端末回線は将来原価方式により算定。
※２ 光屋内配線加算額は、引込線と一体として設置される場合にのみ適用される。
※３ 括弧内はH30年度接続料

Ｏ
Ｌ
Ｔ

管路・とう道

光配線盤

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ

４分岐

分岐端末回線
（引込線）

主端末回線
局外

スプリッタ

１芯の光ファイバ（主端末回線）を最大８ユーザで共用

き線点

ＯＳＵ

Ｏ
Ｎ
Ｕ

申請接続料※1 光屋内配線加算額※2 光信号分岐端末回線 回線管理運営費 光信号主端末回線

ＮＴＴ東日本
186円(189円)

/分岐端末回線

399円（440円）

/分岐端末回線

41円（44円）

/分岐端末回線

1,802円（2,278円）

/主端末回線

ＮＴＴ西日本
178円（178円）

/分岐端末回線

513円（517円）

/分岐端末回線

70円（80円）

/分岐端末回線

1,794円（2,360円）

/主端末回線

他事業者
IP網

ISP
網

相互接続点
相互接続点

ONU:Optical Network Unit （光回線終端装置）
OSU:Optical Subscriber Unit （光回線伝送装置：ONUと対向して光信号を伝送する装置）

最大８分岐

収容数 接続料合計 収容数 接続料合計

1 2,428円（2,951円） 5 986円（1,129円）

2 1,527円（1,812円） 6 926円（1,053円）

3 1,227円（1,432円） 7 883円（998円）

4 1,077円（1,243円） 8 851円（958円）

〔収容数別に見た接続料の合計額（ＮＴＴ東日本の場合）〕

戸建て ＮＴＴ局舎

シェアドアクセス方式に係る接続料（令和元年度）

〔収容数別に見た接続料の合計額（ＮＴＴ西日本の場合）〕

収容数 接続料合計 収容数 接続料合計

1 2,555円（3,135円） 5 1,120円（1,247円）

2 1,658円（1,955円） 6 1,060円（1,168円）

3 1,359円（1,562円） 7 1,017円（1,112円）

4 1,210円（1,365円） 8 985円（1,070円）

※括弧内はH30年度接続料※括弧内はH30年度接続料

○ ＮＴＴ東日本・西日本が設置する加入光ファイバ（シェアドアクセス方式）の各種設備（光屋内配線～主端末回線）を、
他の電気通信事業者が接続ルールに従って利用する場合に支払うべき接続料は、再申請では次のとおりとなる見込
み。



6光ファイバの耐用年数の見直し等に伴う将来原価接続料の算定について（１）

機能名 単位
①反映後
接続料※１

②当初申請
接続料

影響額
③平成30年度

接続料①－②
(①－②)/③
（単位：％）

光信号端末回線伝送機能
（加入光ファイバ）

（光信号端末回線にて伝送を行う
機能※2）

１回線ごとに月額 2,256 2,432 ▲176 ▲6.4% 2,764

（光信号主端末回線にて伝送を行
う機能※2）

１回線ごとに月額 1,802 1,971 ▲169 ▲7.4% 2,278

（複数年段階料金を適用するもの） １回線ごとに月額 1,611 1,736 ▲125 ▲6.3% 1,980
（端末回線を収容する伝送装置及
び端末回線により伝送を行う機能）

１回線ごとに月額 3,560 3,742 ▲182 ▲4.4% 4,149

一般中継系ルータ交換伝
送機能
（NGNの中継ルータ及び伝
送路）

（優先クラスのもの）

１Mbitまでごとに
月額

0.00018151 0.00018161 ▲0.00000010 ▲0.0% 0.00020210

一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能
（収容局接続機能）＜NTT東日本・西日本のみ＞

一般収容局ルータに
おける１IP通信網収容

装置ごとに月額
1,204,917 1,205,161 ▲244 ▲0.0% 1,348,049

一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能
（中継局接続機能）＜NTT東日本・西日本のみ＞

１ポートごとに月
額

4,812,500 4,812,500 0 0.0% 5,041,667

関門交換機接続ルーティング伝送機能※3

（IGS接続（ひかり電話））
３分ごとに 1.31 1.31 0.00 0.0% 1.40

イーサネットフレーム伝送機能（NTT東日本・西日本のみ）
（イーサネット）

単位料金区域ごとに
月額 371,717 371,817 ▲100 ▲0.0% 412,026

※１ 光ファイバの耐用年数の見直しに伴う影響を反映した料金額。総務省の音声トラヒックの統計誤りによるNGN接続料算定に用いられる需要誤りの是正に伴う影響については、反映していない。
※２ 施設設置負担金加算料を含む。
※３ 中継交換機能はLRIC機能により算定。平成31年度単金は３分あたり0.20円。

（単位：円）【NTT東日本】

○ 加入光ファイバ以外も含めて、将来原価接続料に関し、平成31年３月の認可申請における金額と、耐用年数の見直しを反映
させた金額を比較すると、以下のとおり。



7光ファイバの耐用年数の見直し等に伴う将来原価接続料の算定について（２）

機能名 単位
①反映後
接続料※１

②当初申請
接続料

影響額
③平成30年度

接続料①－②
(①－②)/③
（単位：％）

光信号端末回線伝送機能
（加入光ファイバ）

（光信号端末回線にて伝送を行う
機能※2）

１回線ごとに月額 2,372 2,574 ▲202 ▲6.8% 2,978

（光信号主端末回線にて伝送を行
う機能※2）

１回線ごとに月額 1,794 1,989 ▲195 ▲8.3% 2,360

（複数年段階料金を適用するもの） １回線ごとに月額 1,570 1,703 ▲133 ▲6.6% 2,020
（端末回線を収容する伝送装置及
び端末回線により伝送を行う機能）

１回線ごとに月額 4,304 4,512 ▲208 ▲4.3% 4,796

一般中継系ルータ交換伝
送機能
（NGNの中継ルータ及び伝
送路）

（優先クラスのもの）

１Mbitまでごとに
月額

0.00022798 0.00022828 ▲0.00000030 ▲0.1% 0.00028088

一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能
（収容局接続機能）＜NTT東日本・西日本のみ＞

一般収容局ルータに
おける１IP通信網収容

装置ごとに月額
1,602,938 1,603,767 ▲829 ▲0.0% 1,712,989

一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能
（中継局接続機能）＜NTT東日本・西日本のみ＞

１ポートごとに月
額

4,270,833 4,270,833 0 0.0% 4,229,167

関門交換機接続ルーティング伝送機能※3

（IGS接続（ひかり電話））
３分ごとに 1.465 1.467 ▲0.001 ▲0.1% 1.62

イーサネットフレーム伝送機能（NTT東日本・西日本のみ）
（イーサネット）

単位料金区域ごとに
月額 514,463 514,563 ▲100 ▲0.0% 535,616

（単位：円）【NTT西日本】

※１ 光ファイバの耐用年数の見直しに伴う影響を反映した料金額。総務省の音声トラヒックの統計誤りによるNGN接続料算定に用いられる需要誤りの是正に伴う影響については、反映していない。
※２ 施設設置負担金加算料を含む。
※３ 中継交換機能はLRIC機能により算定。平成31年度単金は３分あたり0.20円。
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光ファイバの耐用年数の見直しに伴う将来原価接続料の算定

総務省の音声トラヒックの統計誤りによる算定誤りの是正

通信用建物の料金算定の誤りの是正（西日本電信電話株式会社のみ）

フレキシブルファイバの取扱いの適正化



9総務省の音声トラヒックの統計誤りによるNGN接続料算定に用いられる需要誤りの是正について（１）

機能名 単位
①再申請
接続料

②当初申請
接続料

影響額

③平成30年度
接続料

①－② （内、音声ト
ラヒック統計誤り修

正の影響額）

(①－②)/③
（単位：％）

一般中継系ルータ交換伝送機能
（NGNの中継ルータ及び伝送路）

（優先クラスのもの） １Mbitまでごとに
月額

0.00018151 0.00018161 ▲0.00000010
(▲0.00000000)

▲0.0%
(▲0.0%) 0.00020210

一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能
（収容局接続機能）＜NTT東日本・西日本のみ＞

一般収容局ルータに
おける１IP通信網収容

装置ごとに月額
1,204,897 1,205,161 ▲264

(▲20)
▲0.0%

(▲0.0%) 1,348,049

一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能
（中継局接続機能）＜NTT東日本・西日本のみ＞

１ポートごとに月
額

4,812,500 4,812,500 0
(0)

0.0％
（0.0％）

5,041,667

関門交換機接続ルーティング伝送機能※

（IGS接続（ひかり電話））
３分ごとに 1.311 1.314 ▲0.003

(▲0.003)
▲0.2%
(▲0.2%)

1.40

（単位：円）【NTT東日本】

○ NGN接続料（IGS接続）の需要の予測値は、前々算定期間のひかり電話のトラヒック実績を基に、ひかり電話施設数の増加や他の通信
先施設数の変動等を加味して算定する（原価算定根拠）とされ、より具体的には、１加入当たりトラヒック（通信回数）変動率としては、総務省
公表のトラヒック値により固定発着の１加入当たり通信回数を推測（※）する方法が採られ、その対前年変動率の平成20年度以降の平均
（平成31年３月の申請接続料では、平成29年度までの10年平均）が採用されている。

※次々頁のとおり、総務省調査「通信量からみた我が国の音声通信利用状況」を使用して推測。平成29年度については同調査結果が申
請時に未公表（平成31年３月26日公表）であったため平成27・28年度の平均で外挿。

○ これについて、総務省公表のトラヒック値（平成30年１月31日公表）に誤りがあり、認可申請後、平成31年３月26日に修正値が公表され
たため、当該修正を反映する必要が生じた。また、認可申請時には未公表であった平成29年度の値が同時に公表されたため、それを併せ
て反映することが適当であることにもなった。

○ これらの修正については、今回の再申請において対応するよう、総務省から要請することとしたい。

○ なお、影響は下表のとおり軽微である。

※ 中継交換機能はLRIC機能により算定。平成31年度単金は３分あたり0.20円。
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機能名 単位
①再申請
接続料

②当初申請
接続料

影響額

③平成30年度
接続料

①－② （内、音声ト
ラヒック統計誤り修

正の影響額）

(①－②)/③
（単位：％）

一般中継系ルータ交換伝送機能
（NGNの中継ルータ及び伝送路）

（優先クラスのもの） １Mbitまでごとに
月額

0.00022798 0.00022828 ▲0.00000030
(▲0.00000000)

▲0.1%
(▲0.0%) 0.00028088

一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能
（収容局接続機能）＜NTT東日本・西日本のみ＞

一般収容局ルータに
おける１IP通信網収容

装置ごとに月額
1,602,938 1,603,767 ▲829

(▲0)
▲0.0%

(▲0.0%) 1,712,989

一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能
（中継局接続機能）＜NTT東日本・西日本のみ＞

１ポートごとに月
額

4,270,833 4,270,833 0
(0)

0.0％
（0.0％）

4,229,167

関門交換機接続ルーティング伝送機能※

（IGS接続（ひかり電話））
３分ごとに 1.462 1.467 ▲0.004

(▲0.003)
▲0.3%
(▲0.2%)

1.62

（単位：円）【NTT西日本】

※ 中継交換機能はLRIC機能により算定。平成31年度単金は３分あたり0.20円。

総務省の音声トラヒックの統計誤りによるNGN接続料算定に用いられる需要誤りの是正について（２）
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【ＩＧＳ接続の通信回数の予測値の算定方法】（通信時間も同様の方法で算定）
呼の類型別に、前々算定期間のそれぞれの実績値に対して、それぞれ次の各変動率を合算したものを乗じて予測値を算定。

ひかり電話施設数の変動率 通信先施設数の変動率
（⇔の下に記載の電話種類の施設数の変動率）

１加入当たりトラヒック（通信回
数）変動率

呼の類型 個別／共通

（類型ごとの値
かどうか）

算定方法 個別／
共通

算定方法 個別／
共通

算定方法

ＮＧＮひかり電話⇔
ＮＴＴ東日本の固定
電話

共通 ＮＴＴ法の総務
大臣認可を受け
る事業計画に記
載の値を採用

（この表で単に
「事業計画値」と
いう）

個別 事業計画値 共通 総務省公表のトラヒック
値により固定発着の１
加入当たり通信回数を
推測（※）し、その対前
年変動率の平成20年度
以降の平均
（今回申請接続料では、
平成29年度までの10年
平均）
※総務省調査「通信量からみ
た我が国の音声通信利用状
況」を使用して推測。

ＮＧＮひかり電話⇔
ＮＴＴ西日本の固定
電話

共通 個別 事業計画値 共通

ＮＧＮひかり電話⇔
他事業者

共通 個別 総務省公表の契約数を
使いＮＴＴ東西以外の施
設数を算定した上でそ
の前々算定期間まで３
年間の増減数の平均値
で直近２年を外挿

共通

○ 設備管理運営費の予測値は、基本として、前々算定期間（２年前）の実績値を基にして取得固定資産の増減率等と効率化率
（毎年度▲３％）を加味して算定。（装置本体等の減価償却費は投資額を考慮して個別に算定。その他具体的方法は網使用料算定根拠に記載）

○ 需要の予測値は、前々算定期間のひかり電話のトラヒック実績を基に、ひかり電話施設数の増加や他の通信先施設数の変動
等を加味して算定する（原価算定根拠）とされ、より具体的には、以下の方法を採用。
○ いずれの方法も、平成２０（２００８）年度適用接続料の算定で採用された後、基本的に変更されることなく継続している。

（参考）ＮＧＮ接続料（ＩＧＳ接続）算定に用いられる需要及び原価の主な予測方法
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光ファイバの耐用年数の見直しに伴う将来原価接続料の算定

総務省の音声トラヒックの統計誤りによる算定誤りの是正

通信用建物の料金算定の誤りの是正（西日本電信電話株式会社のみ）

フレキシブルファイバの取扱いの適正化



13通信用建物の料金算定の誤りの是正（西日本電信電話株式会社のみ）（１）

○ 通信用建物の年額料金（コロケーションのスペース代の一部）について、NTT西日本から総務省に対し、平成３１年３月に認
可申請した金額に誤りがあったため再申請を行うとの報告があった（※１）。具体的には、今年度より算定作業効率化の観点か
ら、通信用建物料金において算定用ツールを導入したところ、通信用建物の正味固定資産価額を算定するプロセスにおいて、ロ
ジックエラーにより（１）本来控除すべき原価要素の一部（二重床）の控除漏れ（※２）及び（２）原価要素の一部の積算漏れが生じ
たとのことである。
※１：令和元年６月１７日付西設相制第００００４０号。接続事業者の指摘で発覚したとのこと。
※２：手作業による補正も適切に行われなかったとのことである。
○ ＮＴＴ西日本は、発覚・判明後速やかに事象の内容及び本来の金額を一般公表するとともに全ての接続事業者に周知してお
り、また、算定用ツールの導入・変更時の正常性確認作業の抜本的見直し（過去データを用いた動作検証等）、補正が必要な場
合の算定ツール等による対応の徹底などの抜本的な再発防止策を講ずるとしている。
○ なお、ＮＴＴ西日本からは、コロケーション料金のうち通信用建物料金のみが再申請となることで認可が行われた際の遡及精
算が二度にわたるため、接続事業者の事務処理負担を軽減する観点から、コロケーション料金全体が再申請に係る認可が行わ
れた後の実施となるよう補正申請（本年３月の申請に対する補正）を実施したいとの表明もされている。
○ 平均額、総額における影響額は、次のとおり。NTT西日本全体の2715箇所の通信用建物のうち、影響を受けたのは1283箇
所。

（１）通信用建物の料金（平均額）への影響額 （年額、単位：円／㎡、【】内は調整額加算前の数値）

区分 再申請予定料金 資料９４－２（※） 申請値 平成30年度平均額

通信用建物
平均額

21,262円
【20,775円】

19,698円
【19,991円】

22,643円
【21,467円】

21,448円
【20,972円】

平成30年度
平均額との差分

▲186円（▲0.87%）

【▲197円（▲0.94%）】

▲1,750円（▲8.16%）

【▲981円（▲4.68%）】

1,195円（5.57%）

【495円（2.36%）】
－

※ 平成３１年度適用接続料の諮問時の電気通信事業部会（第94回）において使用した説明資料（資料94－２）において、通信用建物料
金の平均額としてロジックエラーのある算定用ツールで算出された数値に基づくものを使用しており、誤った金額を記載してしまっているこ
とが判明。
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（２）総額への影響
額

区分
再申請予定料金

の場合
申請料金の場合 平成30年度総額

年間想定総額 1,637 1,830 1,640

平成30年度総額と
の差分

▲3 (▲0.2%) 190 (▲11.6%) －

（年額、単位：百万円）

注：平成30年度末時点における事業者のコロケーションリソース利用量より推計

通信用建物の料金算定の誤りの是正（西日本電信電話株式会社のみ）（２）
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光ファイバの耐用年数の見直しに伴う将来原価接続料の算定

総務省の音声トラヒックの統計誤りによる算定誤りの是正

通信用建物の料金算定の誤りの是正（西日本電信電話株式会社のみ）

フレキシブルファイバの取扱いの適正化



16フレキシブルファイバの取扱いの適正化について

フレキシブルファイバの概要

光提供エリア内 光提供エリア外

携帯電話事業者等に対し、既存設備が存在しないエリア（光未提供エリア）等において、個別設備を設置
し、既存設備区間の設備と組み合わせて伝送路設備等を提供するサービス。
提供形態は、これまで、卸電気通信役務のみであり、相互接続での提供は受け付けていない。

○ いわゆる「フレキシブルファイバ」について、省令（電気通信事業報告規則）に基づく固定端末系伝送路設備に関する定期報
告について報告内容の正確性を期すよう総務省から報告義務対象事業者に対して一斉に行われた要請（※１）を受け精査した際
に、 NTT東日本・西日本から、 「フレキシブルファイバ」に用いる伝送路設備を固定端末系伝送路設備として取り扱うべきことが
判明したとの報告があった。（※１ 「固定端末系伝送路設備設置状況報告について」（平成31年４月23日付け総基料第76号））

（固定端末系伝送路設備は、指定告示（平成13年総務省告示第243号）により、第一種指定電気通信設備に指定されていること
から、フレキシブルファイバに用いる伝送路設備もその対象として取り扱われることとなる。）

○ NTT東日本・西日本は、同報告において、フレキシブルファイバは、既存設備が存在しないエリア（光未提供エリア）において
利用事業者の要望に基づき当該利用事業者の代わりに新たに設備を構築するものであり、卸電気通信役務による提供を前提に
その提供条件を定めていることから相互接続による提供は困難としており、加入光ファイバに係る接続料の再算定に当たって、
フレキシブルファイバに係る費用を接続料原価から除くとともにフレキシブルファイバを接続機能の対象外とする内容（※２）の再
申請が、行われる見込みである。（※２ 第一種指定電気通信設備接続料規則第３条による許可が必要。）



17今後のスケジュール（想定）

６月27日（木）頃 電気通信事業部会 諮問

※情報通信行政・郵政行政審議会議事規則（平成15年郵政行政審議会決定第１号）第８条の

規定により、文書その他の方法により審議を行う。

７月２日（火）頃 意見招請（１回目）開始

７月24日（水）頃 意見招請（１回目）終了

７月27日（土）頃 意見招請（２回目）開始

８月７日（水）頃 意見招請（２回目）終了

８月中旬 接続委員会

８月23日（金） 電気通信事業部会 答申

今後速やかに再申請があった場合には、以下のスケジュールが想定される。



１ 
 

 

 

 

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する 

接続約款の変更案に対する意見及びその考え方 

－平成 31 年度の接続料の改定等－ 
意見募集期間： 平成 31 年３月 29 日～令和元年５月７日 

再意見募集期間：令和元年５月 10 日～同年５月 23 日 

 

意見及び再意見提出者一覧 

意見提出者 ９者（法人等：８者、個人：１者） 

再意見提出者 22 者（法人等：21 者、個人：１者） 

 
（提出順、敬称略） 

受付. 意見提出者 再意見提出者 

１ 個人 個人 

２ フリービット株式会社 株式会社STNet 

３ 
一般社団法人 日本ユニファイド通信事

業者協会 
EditNet株式会社 

４ NGN IPoE協議会 KDDI株式会社 

５ ＫＤＤＩ株式会社 ソフトバンク株式会社 

６ ソフトバンク株式会社 株式会社オプテージ 

別添２ 



２ 
 

７ 株式会社朝日ネット 西日本電信電話株式会社 

８ EditNet株式会社 東日本電信電話株式会社 

９ 
一般社団法人日本インターネットプロバ

イダー協会 

株式会社アットアイ 

有限会社あまくさ藍ネット 

株式会社エヌディエス 

オーシャンブロードバンド株式会社 

株式会社サンライズシステムズ 

ジェットインターネット株式会社 

株式会社シナプス 

ディーシーエヌ株式会社 

株式会社新潟通信サービス 

虹ネット株式会社 

有限会社ナインレイヤーズ 

有限会社マンダラネット 

10 － 
一般社団法人日本インターネットプロ

バイダー協会 

11 － 
特定非営利活動法人地域間高速ネッ

トワーク機構 
 

 

 

  



３ 
 

（１）実績原価方式に基づく平成31年度の接続料改定等 

■：NTT東日本・西日本からの意見 ●：NTT東日本・西日本以外の事業者・団体からの意見 ▲：個人からの意見 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見１ 

● コロケーション費用に係る予見性確保の取組み

として、電気料の情報開示のみでは不十分であるた

め、設備使用料の情報についても開示する必要があ

る。 

再意見１ 

■ 更なる予見性向上の取組みとして、１０月末ま

でに、設備使用料の算定に用いる「設備管理運営

費比率」を開示するとともに、１１月以降、早期

開示の前までに、主要エリアにおけるコロケーシ

ョン実績の多いビル等を数ビル抽出したうえで、

設備使用料の試算値を開示することとする。 

考え方１ 

 

○ 平成 30 年度接続料に係る情報通信行政・郵政

行政審議会答申書（平成 30 年 5月 25日）におい

て、東日本電信電話株式会社殿(以下「NTT東日本

殿」といいます。)及び西日本電信電話株式会社

殿(以下「NTT西日本殿」といいます。)(以下併せ

て「NTT東西殿」といいます。)に対し、コロケー

ション費用の予見性向上のための取組について、

更に改善の余地が無いか検討すべきとされ、これ

に基づき要請が行われました。これを受けて、NTT

東西殿より平成 31 年度のコロケーション費用に

係る予見性確保の取組みとして、10 月末に電気

料の試算値が開示されました。しかしながら、平

成 30 年度においては、調整額の影響もあり、電

気料より設備使用料の変動が大きかったことを

踏まえると、電気料の情報開示のみでは不十分で

あるため、主要エリアだけでも電気料と同様に設

備使用料の情報についても 10 月末に開示する必

要があると考えます。 

（ソフトバンク） 

○ これまで、接続事業者の予見性確保の観点か

ら、コロケーション費用の速報値として、主要エ

リア（ＮＴＴ東日本：東京・神奈川、ＮＴＴ西日

本：大阪・愛知）におけるビル毎の設備保管料（ス

ペース料・電気料）および設備使用料（電力設備・

空調設備使用料等）を、接続料の認可申請の時期

に合わせ、例年１月末頃に「早期開示」として開

示しているところです。 

上記に加え、２０１８年度より、予見性向上に

資する新たな取組みとして、接続事業者にご負担

いただくコロケーション費用において最も負担

割合が大きく、接続会計結果に基づく諸比率等を

用いる必要がない電気料について、毎年度１０月

末に電力会社の公表値に基づく試算値を開示し

ました。 

ご指摘の「設備使用料（電力設備・空調設備使

用料等）」については、１０月末に総務省殿に報

告する各種諸比率を用いる必要があることから、

主要エリアのみであっても単金を１０月末に開

示することは困難ですが、更なる予見性向上の取

組みとして、１０月末までに、設備使用料の算定

○ 意見を踏まえNTT東

日本・西日本において

コロケーション費用の

予見性向上のための取

組を進捗させるとのこ

とであり、これが着実

に行われる必要がある

とともに、引き続き、本

審議会の昨年の答申※１

を踏まえ総務省からＮ

ＴＴ東西に対し行われ

た要請※２に基づき、更

に改善の余地がないか

の検討が行われること

が適当と考えます。 

 

※１：平成３０年５月２

５日付け情郵審第１７

号 

※２：平成３０年５月２

５日付け総基料第１０

無 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

に用いる「設備管理運営費比率」を開示するとと

もに、１１月以降、早期開示の前までに、主要エ

リアにおけるコロケーション実績の多いビル等

を数ビル抽出したうえで、設備使用料の試算値を

開示することとします。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

９号により「コロケー

ション費用の予見性向

上のための取組につい

て、更に改善の余地が

ないか検討を進めるこ

と。」が要請された。 

意見２ 

● 上昇傾向が続くと考えられていたメタル接続専

用線について、２年連続減少となるのみならず、平

成 31 年度は大幅に減少。接続事業者の予見性を高

めるといった観点から、設備更改やコスト削減に向

けた取組等に関する具体的な費用への影響額を含

め開示したうえで、中長期的な接続料の見通しを開

示すべき。 

 

再意見２ 

● 接続料原価の予測に資する情報をホームペー

ジにて継続的に開示いただき、更に、接続料原価

に大幅な変動が生じる可能性がある場合には、可

能な限り、事前に詳細な情報を接続事業者に開示

いただくことを要望。 

● 複数年の将来予測を提示いただきたい。また、

一時的な要因により、大幅な料金変動が想定され

る場合は、激変緩和措置のように一部費用を繰り

延べ、一定期間内で取り漏れなく平準化した料金

を設定することも可能だと考える。 

■ 設備維持を行うために必要なコストを見通し、

将来の接続料水準を予測することは困難。仮に将

来の接続料水準を大胆に推計して開示したとし

ても、不確実な予測に基づく接続料の開示は接続

事業者の予見性の確保につながらない。 

考え方２ 

 

 

○ 接続料金の上昇傾向が続くと考えられていたメ

タル接続専用線について、2 年連続の減少となるの

みでなく、平成 31 年度は大幅な減少となっていま

す。通信路設定伝送機能については、情報通信行政・

郵政行政審議会答申書（平成 28年 3月 31日）にお

いて、中長期的な接続料原価の推移の予測に資する

情報として、例えば設備更改に係る計画、コスト削

減に向けた取組等を開示することにより、接続事業

者の予見性をさらに高めるための方策の検討を行

○ 今回申請された平成31年度の通信路設定伝送

機能の接続料は、前年比でNTT東日本▲43.9％、

NTT西日本▲60.8％（高速ディジタル64kb/s、エ

コノミークラス、タイプ2、同一MA64kb/s、エコ

ノミークラス、タイプ2、同一MA内）と、NTT東・

西共に大幅な減少となっております。接続料の急

激な変化は予算編成や事業計画を立てる上で大

きな影響を与えることになります。 

今回の急激な接続料の減少要因については、

○ 通信路設定伝送機能

等のレガシー系設備に

係る接続料に関する情

報の事前開示について

は、毎年１０月末に翌

年度適用接続料の見込

みが開示されているほ

か、中長期的な接続料

原価の推移予測に資す

無 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

うべきとされ、これに基づき NTT東西殿に要請が行

われました。これを受けて、平成 28年に専用ノード

装置等の更改に係る見通しがNTT東西殿より開示さ

れましたが、費用への影響の程度が分からない上

に、平成 29年以降は情報開示が実施されておらず、

今回の大幅な減少について予見することはできな

い状況でした。今回のように接続料が激変すると、

接続事業者としてはサービスの継続や予算等の事

業計画を立てることが困難であり、また接続料が上

昇することを要因として、ネットワークの切替えを

お願いしていたユーザに対しても説明が困難な状

況となっています。 

このような状況から、接続事業者の予見性を高め

るためには、設備更改やコスト削減に向けた取組等

に関する具体的な費用への影響額を含め開示いた

だいたうえで、上記答申に基づき次年度以降につい

ても引き続き中長期的な接続料の見通しを開示し

ていただきたいと考えます。 

（ソフトバンク） 

 

○ また、接続専用線の部分でも述べましたが、接続

事業者の予見性を高めるといった観点から、メタル

回線についても同様に、設備更改やコスト削減に向

けた取組等に関する具体的な費用への影響額を含

めて開示いただいたうえで中長期的な接続料の見

通しを開示すべきと考えます。 

（ソフトバンク） 

「専用線ノード装置等の設備更改に伴う設備の

スリム化による施設保全費が減少するとともに、

旧設備の除却が平成28年度で概ね完了したこと

から固定資産除却費が減少、また、平成28年度に

実施した残価一括償却の反動により減価償却費

が減少したこと」(*1)とあり、いずれの要因につ

いても実績原価方式による接続料算定において

は、接続料原価が大幅に減少に転じることや、マ

イナスの調整額が加算される可能性について予

め見通しが立つものだったのではないかと考え

られます。 

接続事業者の予見性の確保に関しては、情報通

信行政・郵政行政審議会答申書（平成28年3月31

日）の考え方(*2)を踏まえ、NTT東・西に接続事

業者の予見性を高めるための方策を検討するこ

とが要請された結果、NTT東・西は、平成29年度

接続料申請に先立ち平成28年10月31日に接続事

業者向けのホームページで、「専用ノード装置等

の更改に係る見通し」（平成28年度までの予定）

を開示しました。 

しかしながら、その後は接続事業者に対して特

段の情報開示も行われていないことから、当該要

請の趣旨を踏まえ、今後は、接続料原価の予測に

資する情報として、「専用ノード装置等の更改に

係る見通し」と同様の情報を継続的に開示いただ

き、更に、接続料原価に大幅な変動が生じる可能

性がある場合には、可能な限り、事前に詳細な情

報を接続事業者に開示いただくことを要望いた

します。 

 

*1：NTT東西の接続約款の変更認可申請に関する説

る情報として、平成２

８年の本審議会の答申
※１を踏まえて総務省か

らＮＴＴ東西に対して

行われた要請※２を受

け、ＮＴＴ東西から、平

成28年10月31日に、専

用線ノード装置等に係

る平成２５年度から平

成２８年度までの設備

更改の実施スケジュー

ル及び平成２４年度か

ら平成２７年度までの

専用線に係る接続料原

価の実績推移が開示さ

れたところと承知して

います。 

○ 今回の申請（令和元

年度適用接続料）にお

ける専用線接続料の大

幅な減少は、平成２８

年度に実施された残価

一括償却の反動が最も

大きな要因となって生

じたものであり、した

がって上記の中長期的

情報の開示時点（平成

２８年１０月末）にお

いて予測がどの程度可

能であったかは、客観

的には必ずしも明らか



６ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

明（平成31年度の接続料の改定等） 

*2：「通信路設定伝送機能等のレガシー系設備に係

る接続料に関する情報の事前開示について、現在

の開示情報に加えて、中長期的な接続料原価の推

移予測に資する情報として、例えば設備更改に係

る計画、コスト削減に向けた取組等を開示するこ

とにより、接続事業者の予見性をさらに高めるた

めの方策等を開示することにより接続事業者の

予見性を高めるための検討を行い、総務省に報告

するよう要請すること」 

（ＫＤＤＩ） 

 

○ 弊社の意見に追記いたします。 

前回平成31年3月28日公示の意見募集にて、弊

社からは左記のように、通信路設定伝送機能、及

びドライカッパ接続料において、接続事業者の予

見性を高める観点から、設備更改やコスト削減に

向けた取組等に関する具体的な費用への影響額

を含めて開示いただいたうえで中長期的な接続

料の見通しを開示すべきとの考えを示しました。

特に需要が下がっていながらコストが上がる場

合（※）については、その原因及び将来のコスト

見通しを早期に開示すべきと考えます。 

将来の見通しに関して、平成29年2月2日に、東

日本電信電話株式会社殿(以下「NTT東日本殿」と

いいます。)、及び西日本電信電話株式会社殿(以

下「NTT西日本殿」といいます。)(以下併せて「NTT

東西殿」といいます。)より総務大臣殿に提出さ

れた、「第一種指定電気通信設備接続料規則に基

づく許可申請」の中で、ドライカッパ、及びメタ

ル端末回線の接続料算定において、調整額の繰延

でないと考えられま

す。 

○ しかしながらいずれ

にせよ、需要が減少傾

向にある接続料が大幅

に減少するなど、通常

予想される傾向と全く

異なる金額の変動が生

じる可能性がある場合

には、接続事業者に対

し、例えば申請接続料

に係る事業者向け説明

会※３の機会を捉えて予

想される将来変動に関

する補足説明を行うな

どの方法により、でき

る限り早期の情報開示

が行われることが望ま

しいと考えるところ、

その旨を総務省からも

ＮＴＴ東西に要請する

ことが適当と考えま

す。（要請） 

 

※１：平成２８年３月３

１日付け情郵審第１９

号 

※２：平成２８年３月３

１日付け総基料第５２

号「通信路設定伝送機

能等のレガシー系設備
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

による激変緩和措置が行われました。同申請の中

でNTT東西殿は、平成30年度接続料への影響につ

いて、平成28年度に行われた減価償却方法の見直

しによる費用低減効果が見込まれることから、繰

延による影響が抑えられ、その接続料水準につい

ては、需要の減少度合いが同様であるとすると、

平成29年度の接続料水準から大幅には変動しな

いといった趣旨の見通しが示されており、実際に

平成30年度接続料は概ね見込み通りとなってお

ります。 

先述した将来予測については、同許可申請にて

NTT東西殿が見込まれた程度の予測は可能であ

り、さらに、これを基に複数年の将来予測を提示

いただきたいと考えます。 

また、その中で一時的な要因により、大幅な料

金変動が想定される場合は、上記激変緩和措置の

ように一部費用を繰り延べ、一定期間内で取り漏

れなく平準化した料金を設定することも可能と

考えます。 

 

加えて、情報通信行政・郵政行政審議会答申書

（平成28年3月31日）において、中長期的な接続

料原価の推移の予測に資する情報として、例えば

設備更改に係る計画、コスト削減に向けた取組等

を開示することにより、接続事業者の予見性をさ

らに高めるための方策の検討を行うべきとされ、

これに基づきNTT東西殿に要請が行われました

が、それにより、費用への影響が分からない等、

十分とは言えないにせよ、NTT東西殿から専用ノ

ード装置等の更改に係る見通しが公開されまし

た。引続き総務省殿におかれましては、より一層

に係る接続料に関する

情報の事前開示につい

ては、現在の開示情報

に加えて、中長期的な

接続料原価の推移予測

に資する情報として、

例えば設備更改に係る

計画、コスト削減に向

けた取組等を開示する

ことにより、接続事業

者の予見性をさらに高

めるための方策等を開

示することにより接続

事業者の予見性を高め

るための検討を行い、

その結果を平成28年９

月末までに総務省に報

告すること」 

※３：説明会については、

平成３０年３月２３日

付け総基料第６４号及

び平成１３年９月５日

付け総基料第３１５号

により開催が要請され

ている。 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

公正妥当な接続料制度実現のため、情勢を注視い

ただき、必要に応じた適正な措置が行われるよう

お取り計らいいただきたいと考えます。 

 

（※）需要が下がっていながらコストが上がる場合

とは、別紙1＜NTT東日本殿＞で言うFY15、＜NTT

西日本殿＞で言うFY14～FY17を指します。 

（ソフトバンク） 

 

○ ご指摘の２０１６年度における専用ノード装

置等の更改に係る情報開示については、２０１３

年度から実施していた専用線ノード装置等の設

備更改の影響により原価の増減がそれまでの傾

向と異なっていたことから、中長期的な接続料原

価の推移の予測に資する情報として、専用線ノー

ド装置等に係る２０１３年度から２０１６年度

までの設備更改の実施スケジュールおよび２０

１２年度から２０１５年度までの専用線に係る

接続料原価の実績推移をお示ししたものです。 

また、当社は、これまでも接続事業者の予見性

を向上させる観点から、接続料の再計算報告と合

わせて、ドライカッパ、接続専用線、中継ダーク

ファイバ等の原価、需要、単価等を接続料の認可

申請に先んじて開示しています。 

しかしながら、専用ノード装置等の更改を含め

設備維持を行うために必要なコストが、将来、ど

の年度でどの程度発生するかを見通すことは困

難です。また、将来の接続料水準については、コ

ストの見通しだけでなく、接続事業者および当社

利用部門の需要動向や自己資本利益率の状況等

によっても大きく変動するものであるため、それ
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

を予測することも困難です。 

そのため、仮に将来の接続料水準を大胆に推計

して開示したとしても、不確実な予測に基づく接

続料の開示は接続事業者の予見性の確保につな

がらないと考えます。 

当社としては、今後も、原価、需要、単価等の

速報値の開示等、事業者の予見性確保に向けた情

報開示に努める考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

○ 中長期的な接続料について、接続専用線の接続

料と同様に、設備維持を行うために必要なコスト

が、将来、どの年度でどの程度発生するかを見通

すことは困難です。また、将来の接続料水準につ

いては、コストの見通しだけでなく、接続事業者

および当社利用部門の需要動向や自己資本利益

率の状況等によっても大きく変動するものであ

るため、それを予測することも困難です。そのた

め、仮に将来の接続料水準を大胆に推計して開示

したとしても、不確実な予測に基づく接続料の開

示は、接続事業者の予見性の確保につながらない

と考えます。 

当社は、これまでも接続事業者の予見性を向上

させる観点から、接続料の再計算報告と合わせ

て、ドライカッパ、接続専用線、中継ダークファ

イバ等の原価、需要、単価等を接続料の認可申請

に先んじて開示してきており、今後も、接続料金

の速報値の開示等、事業者の予見性確保に向けた

情報開示に努める考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

意見３ 再意見３ 考え方３  



１０ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

● 今後もメタル回線は需要が減少していくと見込

まれることから、引続き利用見込みが無くなった資

産については、毎年減損処理を実施するべき。 

■ メタルケーブルの減損処理については、メタル

ケーブルの利用状況等を踏まえつつ、必要に応じ

て対応する。 

○ 平成 31 年度接続料改定に係る NTT 東西殿主催の

説明会において、ドライカッパ接続料低廉化の要因

の一つとして、今後利用見込みがない回線の減損処

理を実施したとのご説明がありました。加えて、同

説明会では、減損については大部分の処理が終わっ

たとのご説明もありましたが、今後もメタル回線は

需要が減少していくと見込まれることから、引続き

利用見込みが無くなった資産については、毎年減損

処理を実施するべきと考えます。 

（ソフトバンク） 

○ 今後のメタルケーブルの減損処理については、

メタルケーブルの利用状況等を踏まえつつ、当社

として必要に応じて対応を進めていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

 

○ ＮＴＴ東日本・西日

本において、メタル回

線コストの更なる適正

化の観点から引き続き

適切に対応されること

が重要と考えます。 
無 

意見４ 

● 事前調査申込書の不備が受付後に確認された場

合に、その不備に起因する検討期間を事前調査申込

回答の期間計算から除くことは、一定の合理性があ

るものの、判断の理由と除外される期間の算定根拠

を示すなど申込事業者により判断の妥当性を検証

可能な仕組みが必要。 

再意見４ 

■ 申込事業者へ協議により該当箇所および判断

の理由を示すことに加え、その確認が完了次第、

速やかに申込事業者へ通知する考え。 

考え方４ 

 

○ 事前調査申込書の不備が受付後に確認された場

合、その不備に起因する検討期間は本来、生じない

はずのものであり、事前調査申込回答の期間計算か

ら除くことに一定の合理性があるものと考えます。

しかしながら、不備の有無や除外される期間を NTT

東西殿が一方的に判断される場合、恣意的な運用が

なされる恐れがありますので、判断の理由と除外さ

れる期間の算定根拠を示していただくなど申込事

業者により判断の妥当性を検証可能な仕組みが必

要と考えます。 

（ソフトバンク） 

○ 当社は、申請中の本規定に基づき事前調査を行

うにあたり当社が事前に確認を要すると判断し

た場合、申込事業者へ協議により該当箇所および

判断の理由をお示しすることに加え、その確認が

完了次第、速やかに申込事業者へ通知する考えで

す。これにより、申込事業者において、判断の理

由および除外される期間について明確になると

考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ ＮＴＴ東日本・西日

本において一定の対応

がされると表明されて

いるところ、接続約款

の該当部分の定めが適

切に運用されることが

必要であり、万一問題

が生じた場合には、総

務省においてもよくフ

ォローを行うことが適

当と考えます。 

無 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見５ 

● 各研究会等での議論の影響がないものについて

は速やかに認可申請するべき。 

再意見５ 

■ 次年度以降においても、委員会の議論状況等を

踏まえつつ、速やかな接続料の認可申請に向け

て、引き続き対応していく考え。 

考え方５ 

 

○ 平成 31 年度接続料改定に関しては、実績原価方

式に基づくもの、加入光ファイバ、次世代ネットワ

ーク、及び長期増分費用に基づくものについて、そ

れぞれ 4月1日から適用すべき料金にもかかわらず

3 月申請となり、その結果、遡及精算を実施するこ

とが確定しています。各研究会等で算定方法につい

て議論されている機能・料金等については、認可申

請が遅れることについて理解できますが、議論の影

響が特にないものについては速やかに申請してい

ただきたいと考えます。なお、加入光ファイバ等は

現在も研究会等で算定方法について議論されてい

ますが、次年度以降、極力認可申請が遅れないよう、

速やかに検討を進めていただきたいと考えます。 

（ソフトバンク） 

○ ２０１９年度適用接続料については、「接続政

策委員会」および「接続料の算定に関する研究会」

の議論や、各種状況を踏まえ、２０１９年３月に

認可申請を行ったものです。 

当社としても、本来であれば接続料の遡及精算

が発生しないよう、適用年度の開始までに認可さ

れることが望ましいと考えており、次年度以降に

おいても、委員会の議論状況等を踏まえつつ、速

やかな接続料の認可申請に向けて、引き続き対応

していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ 接続約款の変更はこ

れが適用される時期

（年度開始日等）まで

にその認可が行われる

ことが望ましいと考え

られる一方で、接続事

業者の意見も踏まえた

接続料・接続条件の適

正性向上等のための事

前検討に時間を要する

などの理由で遅れての

申請及び認可となるこ

ともあり得るものでで

すが、いずれにせよ、意

見にもあるように、極

力認可申請が遅れない

ように対応されること

が適当と考えます。 

無 
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（２）平成 31年度の加入光ファイバに係る接続料改定等 

■：NTT東日本・西日本からの意見 ●：NTT東日本・西日本以外の事業者・団体からの意見 ▲：個人からの意見 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見６ 

● 加入光ファイバの利用料が低廉化され、さらに料

金以外の提供条件等についても接続事業者が利用し

やすい制度となっていくことを希望。 

再意見６ 

● 左記意見に賛同。特に、光ファイバケーブルに

おける耐用年数については、実態に合った適正な

耐用年数を適用すべき。 

考え方６ 

 

○ ネットワークの IP化、サービスの多様化・高度化

が進展する中で、加入光ファイバは今後の電話サー

ビスの基盤になります。光ファイバの利用にあたっ

ては、ファイバ区間以外も含め、中小および新規参

入の接続事業者にとっては大きな設備投資や運用を

伴うものであることから、光ファイバの利活用をよ

り推進するために、今後も加入光ファイバの利用料

が低廉化され、さらに料金以外の提供条件等につい

ても接続事業者が利用しやすい制度となっていくこ

とを望みます。また、光コラボレーション(卸サービ

ス)は FTTHサービス市場において主要な利用形態と

なっていることから、加入光ファイバ等の接続と同

様に、より公平で、透明性の高い仕組みとしていた

だき、中小事業者や新規参入者による音声系サービ

スの展開が容易となるように議論されることを希望

いたします。 

（日本ユニファイド通信事業者協会） 

○ 光ファイバの利活用をより推進するために、今

後も加入光ファイバの利用料が低廉化すべきで

あるという、日本ユニファイド通信事業者協会殿

の意見に賛同します。 

 

弊社としても、算定の見直しについて長期に渡

り要望をしていますが、特に、光ファイバケーブ

ルにおける耐用年数については、2015年度9月の

「加入光ファイバに係る接続制度の在り方につ

いて」の答申以降4年に渡り議論しているものの、

未だ見直しが行われておりません。 

その後耐用年数について議論している「接続料

の算定に関する研究会」においても、第２次報告

書（2018年10月2日）において「平成31年早期に

結論を出すことが適当であり、またそうでなけれ

ば、実態に照らして信頼のおける耐用年数が使わ

れているのか疑念が生じかねない」等と指摘され

ているところ、第15回会合（2018年11月1日）以

降NTT東西殿から報告がない状況です。 

また、別紙に記載の通り2014年から2017年度末

実績のデータによる試算値までが公開されてい

ますが、毎年概ね1年ごと推計値が延長されてお

り、またFY17末の実績データでは架空ケーブル及

び地下ケーブルそれぞれの下限値が既に現在適

○ 意見にあるように加

入光ファイバは今後の

電話サービスの基盤と

もなり得るものであ

り、その利用に係る公

正競争環境を確保する

ため、総務省において

は、引き続き、関連の

検討及び取組を実施す

ることが適当と考えま

す。 

○ なお、耐用年数につ

いては、考え方７を参

照。 

無 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

用の耐用年数（架空ケーブル15年、地下ケーブル

21年）に達していることに鑑みても現在適用して

いる耐用年数は妥当とは言い難く、2020年度以降

の料金算定では実態に合った適正な耐用年数を

適用すべきと考えます。 

（ソフトバンク） 

意見７ 

● 加入光ファイバの接続料算定に用いる耐用年数に

ついて、速やかに研究会等の場で検討状況の聴取を

行い適正性に関する検証を進めるべき。 

再意見７ 

● 左記の意見のとおり、NTT東・西はスケジュー

ルが遅れた理由や変更後のスケジュール等につ

いて改めて研究会で説明するとともに、総務省に

おいても、速やかにNTT東・西から検討状況の聴

取を行い適正性に関する検証を進めるべき。 

■ ２０１９年度より、架空光ケーブルは１５年か

ら２０年に、地下光ケーブルは２１年から２８年

に、海底光ケーブルは１３年から２１年に見直し

た。今後、当該見直しの接続料への反映に向けた

対応を進めていく考え。 

考え方７ 

 

○ 加入光ファイバの接続料算定に用いる耐用年数に

ついて、接続料の算定に関する研究会（以下「研究

会」といいます。）第一次報告書（平成 29年 9月）

において「７つの関数の個々についてこれを用いる

ことの妥当性、また、これら全てを推計に用い、そ

のどれかの推計結果の範囲内に収まっていれば耐用

年数を見直す必要がないとすることの妥当性のいず

れについても、十分説明がなされているとは言えな

い」ことが指摘され、「経済的耐用年数の適正な推計

方法について更に十分検討を行い、設備の使用実態

に合わせて、耐用年数の見直しに向けて早期に対応

する必要がある。」との考えが示されました。その後、

研究会第 11 回会合（2018 年 1 月 23 日）において

NTT東西殿から、2018年度第 4四半期までに見直し

○ 光ファイバの耐用年数の見直しについては、接

続料の算定に関する研究会（以下、「研究会」と

いう。）第二次報告書（以下「第二次報告書」と

いう。）の考え方で示されている通り、平成30年

又は平成31年早期には結論を出していく必要が

あることから、以後の研究会においてもフォロー

アップが進められてきました。 

しかしながら、NTT東・西の検討結果は、「検討

の結果、光ファイバの耐用年数の見直しが必要と

判断すれば、早ければ2019年度からの見直しも含

めて検討していく考え」との説明に留まり(*3)、

第二次報告書のとりまとめ時点から変わること

なく、むしろ、検討のスケジュールは遅れている

ように見受けられることから、左記の意見にもあ

○ ＮＴＴ東西からの再

意見で表明されたよう

に、加入光ファイバの

耐用年数が延長され令

和元年度から適用され

るとの対応がなされた

ところであり、加入光

ファイバ接続料等の一

層の適正化が実現する

見込みであることか

ら、これを評価します。 

○ 耐用年数変更の影響

を受ける令和元年度適

用接続料の再申請が速

無 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

をする場合には何年とするかを判断し、また早けれ

ば 2019 年度からの見直しを含め検討する考えが示

されました。 

しかしながら、研究会第 17回会合(2018年 12月

19日)における事務局資料において「2019年度の早

い時期までに改めて検討に関する状況について聴取

することが適当」 と記載され、スケジュールが遅

れたように見受けられますが、NTT 東西殿からは遅

れた理由や、見直し時期を含む変更後のスケジュー

ルについて説明がない状況です。 

つきましては、NTT 東西殿はスケジュールが遅れ

た理由や変更後のスケジュール等について改めて説

明することに加え、第 15回研究会（2018年 11月 1

日）の非公開会合にて FY17年度末のデータを用いた

推計結果が示された以降は議論がないことからも、

速やかに研究会等の場で検討状況の聴取を行い適正

性に関する検証を進めるべきであると考えます。 

（ソフトバンク） 

るとおり、NTT東・西はスケジュールが遅れた理

由や変更後のスケジュール等について改めて研

究会で説明するとともに、総務省においても、速

やかにNTT東・西から検討状況の聴取を行い適正

性に関する検証を進めるべきであると考えます。 

 

*3：接続料の算定に関する研究会 第17回（2018年

12月19日）総務省資料 『接続料の算定に関する

研究会 平成30年(2018年）９月以降の検討状況』 

（案） 

（ＫＤＤＩ） 

 

○ 光ファイバの耐用年数について、財務会計上の

観点から、「材質・構造・用途・使用上の環境」、

「技術の革新」、「経済的事情の変化による陳腐化

の危険の程度」等の最新の市場動向を踏まえ、今

後の陳腐化リスクの変動要素等を総合的に勘案

した結果、２０１９年度より、架空光ケーブルは

１５年から２０年に、地下光ケーブルは２１年か

ら２８年に、海底光ケーブルは１３年から２１年

に見直しました。 

今後、当該見直しの接続料への反映に向けた対

応を進めていく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

やかに行われることが

適当と考えられるとと

もに、再申請があった

暁には、できる限り早

期に認可を行うことが

適当と考えます。 

 

意見８ 

● 加入光ファイバの接続料算定に用いるレートベー

スについて、当面利用見込みのない設備を速やかに

特定のうえレートベースから除外し、今後の利用見

込みを踏まえ適切な時期から改めて組み入れるべ

き。 

再意見８ 

●■ 設備構築事業者は、投資コストの一部が回収

できなくなり、投資インセンティブを大きく損な

うこと、芯線数の少ないケーブルを需要発生の都

度、繰り返し敷設すると非効率的な設備構築とな

ることから左記意見に反対。 

考え方８ 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

○ 加入光ファイバの接続料算定に用いるレートベー

スについて、研究会第二次報告書（2018 年 10 月 2

日）において 「レートベースの算定に用いる正味

固定資産価額も事業全体の真実かつ有効な資産のも

のに限定されることが適切」と明記されています。 

また、現在 NTT東西殿は、光ファイバケーブルに

おける未利用芯線（NTT東日本殿 41.2%、NTT西日本

殿 45.4%(※)）についてもレートベースに計上し、

報酬として接続料に反映し各事業者より回収を行っ

ている状況です。 

本件については、研究会における検討を早急に進

める必要がありますが、少なくとも報酬の算定にお

いて当面利用見込みのない設備を速やかに特定のう

えレートベースから除外し、今後の利用見込みを踏

まえ適切な時期から改めて組み入れるべきであると

考えます。 

 (※)第 16回研究会（2018年 11月 30日）の NTT東西

殿資料に基づき算出。 

（ソフトバンク） 

○ 設備構築事業者は、 

・お客様要望への迅速な対応 

・障害等不測の事態にも安定したサービス提供 

ができるよう、短期的な需要だけでなく、将来需

要も想定した上で、適切な規模で設備構築を行っ

ています。 

 

設備構築事業者は、その投資に係るすべてのコ

スト（設備コスト以外に資金調達コストなど付随

して発生するコストを含む）を回収してゆく必要

がありますが、今回ソフトバンク殿から提案され

た内容は、 

・設備コストは、使用の状況に関わらず全額対象と

するものの 

・報酬（資金調達コスト等）は、算定期間内に利用

見込みのない設備を除外して算定する 

ものであり、整合性に欠け、合理的な考え方とは

言えません。 

 

仮に、この提案を採用しますと、設備構築事業

者は、投資コストの一部が回収できなくなり、投

資インセンティブを大きく損なうものとなりま

す。これは、投資リスクを一方的に設備構築事業

者に押し付けるものでしかなく、結果として、「設

備を自ら構築するよりも借りたほうが得」とな

り、設備構築事業者と設備利用事業者との競争関

係を大きく歪めるものとなります。 

 

したがって、ソフトバンク殿から提案された

「少なくとも報酬 の算定において当面利用見込

みのない設備を速やかに特定のうえレー トベー

○ 本件認可申請との関

係では、「最適なケーブ

ルを選定し効率的な設

備構築を実施」してい

るというＮＴＴ東西の

説明に整合しない情報

は少なくとも現時点で

は乏しく、未利用芯線

を考慮せずに原価を予

測・算定するという現

行の方法は、一定の合

理性があるものと考え

ます。 

○ 一方で、仮に過去の

投資判断が基本的には

合理的であったという

想定に立つのであれ

ば、どのケーブルも、

現在は芯線利用率が低

いように見えたとして

も、基本的には、少な

くとも経済的耐用年数

が経過するまでには、

より小容量のケーブル

では対応できない需要

を収容するに至るはず

と考えられるので、今

後、未利用芯線の状況

を勘案して需要の予測

の合理性を高めていく

取組が求められるもの

無 



１６ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

スから除外し、今後の利用見込みを踏まえ適切な

時期から改めて組み入れるべきである」との意見

は、採用すべきでないと考えます。 

（ＳＴＮｅｔ） 

 

○ 2030年頃の通信ネットワークを見据えると、光

ファイバ網には一層の高度化・信頼度向上が求め

られ、またネットワークダイバーシティによる通

信インフラの強靭化も必要であることから、引き

続き事業者間の設備競争を促進することは競争

政策上の極めて重要な課題であると考えます。 

この点、仮にソフトバンク殿が主張している

「未利用芯線をレートベースから除外する」案を

実施した場合、自己設置事業者は未利用芯線（先

行投資）を含めた資本コストを負担する一方、接

続事業者はそれを含まない資本コストで設備を

借りることになり、自己設置事業者と接続事業者

との間で競争上の不公平が生じます。このような

「自ら作るよりも借りる方が有利」となる見直し

は、競争環境に歪みを生じ、設備競争を衰退させ

るものと考えます。 

弊社の光ファイバケーブルの未利用芯線は、新

規ユーザへのサービス提供開始の迅速化や、道路

工事等による電柱・光ケーブル移設工事や大規模

災害発生時に迂回ルートを構築するために日々

活用されているものであり、自己設置事業者が迅

速・柔軟かつ高品質なサービスを提供・維持する

ために不可欠な資産です。 

また、光ファイバケーブルの設備コストそれ自

体よりも空芯不足により追い張りが発生した場

合の工事費の方が高額であることから、能率的な

と考えます。 

○ なお、ＮＴＴ東日本・

西日本以外の設備構築

事業者（本考え方にお

いて単に「設備構築事

業者」といいます。）か

らの懸念を示すご意見

については、主に、Ｎ

ＴＴ東日本・西日本の

光ファイバ接続料の低

廉化が、ＦＴＴＨ小売

市場における設備構築

事業者と設備利用事業

者との間の競争の状況

に影響を与えるであろ

う旨を指摘されている

ものとして承りたいと

考えます。 

 



１７ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

経営を目指す自己設置事業者は芯線利用率の向

上のみを目指すのではなく、工事費を含めた設備

構築・運用コスト全体の抑制を目指して設備を構

築することになります。 

（オプテージ） 

 

○ 光ファイバケーブルの敷設は、芯線数の少ない

ケーブルを需要発生の都度、繰り返し敷設するこ

とよりも、芯線数の多いケーブルを将来需要や故

障対応等を予め見積もった上で敷設する方が効

率的な投資となることから、当社は工事の頻度・

内容による費用の発生状況や物理的な制約を踏

まえつつ、最適なケーブルを選定し効率的な設備

構築を実施しています。 

ご指摘いただいたような仕組みの導入は、上記

のとおり、かえってコストの増加を招くことか

ら、実施すべきでないと考えます。 

仮にこのような制度を導入した場合には、現時

点での芯線使用率のみを高めることになり、将来

を見据えた光基盤構築に向けた設備投資が停滞

し、ユーザへの即応や今後の５Ｇへの対応等、将

来を見据えた光基盤構築に多大な影響が生じる

ものと考えます。また、ブロードバンドサービス

やモバイルの競争が進展している中、加入光ファ

イバの需要を正確に見通すことは困難な状況下

において、そのリスクを一方的に設備構築事業者

に押し付けることとなり、設備構築事業者のイン

センティブを著しく阻害するものと考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

  



１８ 
 

（３）平成 31年度の次世代ネットワークに係る接続料改定等 

■：NTT東日本・西日本からの意見 ●：NTT東日本・西日本以外の事業者・団体からの意見 ▲：個人からの意見 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見９ 

● 一層NGNが利用しやすいものとなっていくために、

NGNを利用した音声サービスの提供のあり方等につい

ても議論や必要な取り組みをしていただくことを希

望。 

● 光コラボレーション(卸)とQoSが一体的に、円滑

に利用できるよう、議論・検討することを希望。 

－ 考え方９ 

 

○ IP ネットワークの特性を活かし、効率的かつ支障

なく利用される環境は、日本の通信サービスの発展に

不可欠な要素です。特に NGN上の QoSは、電話(通話)

だけでなく様々な通信において活用できるものであ

り、利用が拡がっていくことも想定されます。今後も

一層 NGN が利用しやすいものとなっていくために、

NGNを利用した音声サービスの提供のあり方等につい

ても議論や必要な取り組みをしていただくことを希

望します。 

（日本ユニファイド通信事業者協会） 

  

○ また、QoSの利用にあたって、光コラボレーション

との組み合わせが現実的に必須である現状において、

光コラボレーション(卸)と QoSが一体的に、円滑に利

用できるよう、議論・検討いただきたいと考えます。 

（日本ユニファイド通信事業者協会） 

－ ○ 優先パケット関係機

能を含めＮＧＮの円滑

な利用が行われること

は重要であり、総務省

においては、引き続き、

第一種指定電気通信設

備が多様な事業者に適

正・公平・透明な料金・

条件で開放されるよ

う、取り組んでいくこ

とが適当と考えます。 

無 

意見１０ 

● マルチキャスト方式のトラヒックの実態を把握す

るサンプル調査を実施し、その結果を接続料算定に用

いるトラヒックに反映させたことは適切。今後、毎年

度、マルチキャスト方式のトラヒック実態を調査し、

再意見１０ 

● 左記意見に賛同。マルチキャストトラヒック

については、実態と乖離した不適正なものとな

っていないかを検証するため、毎年度そのトラ

ヒック実態を調査、情報開示したうえで接続料

考え方１０ 

 



１９ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

接続料算定に用いるトラヒックに反映させることが

必要。 

算定にもちいるトラヒックへと反映すべき。 

■ 左記意見のとおり、毎年度、今回の検討にお

いて実施した方法と同様のサンプル調査を実施

し、マルチキャストトラヒックを適切に接続料

算定に反映する考え。 

○ マルチキャスト方式は、放送の再送信等のトラヒッ

クが中継ルータ等の下部ポートでパケットが複製され

て各収容ルータに配信される仕組みであるため、これ

までのトラヒック測定ポイントである SNI 収容ルータ

の測定だけでは、中継ルータや伝送路（中継ルータ～収

容ルータ）におけるトラヒックを精緻に把握すること

ができない、という問題がありました。 

今回、この問題を是正するため、NTT東・西において

マルチキャスト方式のトラヒックの実態を把握するサ

ンプル調査を実施し、その結果を接続料算定に用いる

トラヒックに反映させたことは適切であると考えま

す。 

なお、今後、放送の再送信等を利用する利用者数の

増減や中継ルータ・収容ルータの増減設等があった場

合には、中継ルータ等の下部ポートで複製されるパケ

ットが増減し、各中継ルータ・収容ルータに配信され

るトラヒックも増減することから、SNI 収容ルータを

通過するトラヒックと、中継ルータ、伝送路（中継ル

ータ～収容ルータ）を通過するトラヒックの比率が変

化することも想定されます。 

当該トラヒックの変化は、NGN における各機能の接

続料算定に大きな影響を与えることから、毎年度、マ

ルチキャスト方式のトラヒック実態を調査し、接続料

算定に用いるトラヒックに反映させることが必要であ

ると考えます。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

○ KDDI株式会社殿の意見に賛同いたします。 

接続料金算定において接続料原価を除するト

ラヒックは接続料金算定で影響の大きな要因で

あり、その適正性は接続料金の適正性に直結し

ます。 

したがい、マルチキャストトラヒックについ

ては、実態と乖離した不適正なものとなってい

ないかを検証するため、毎年度そのトラヒック

実態を調査、情報開示したうえで接続料算定に

もちいるトラヒックへと反映すべきと考えま

す。 

（ソフトバンク） 

 

○ ＫＤＤＩ殿のご意見のとおり、当社としても、

毎年度、今回の検討において実施した方法と同

様のサンプル調査を実施し、マルチキャストト

ラヒックを適切に接続料算定に反映する考えで

す。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

○ ＮＴＴ東西が再意見

において表明するよう

に、例年の認可申請の

都度、マルチキャスト

トラヒックの数値を最

新のものに更新し、接

続料算定に反映するこ

とが適当と考えます。 

無 



２０ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

 

○ 今回行われたトラヒック把握の精緻化及びQoS

制御係数の採用については、コスト配賦の適正性

を向上させる一定の効果があったものと考えま

す。 

（ソフトバンク） 

意見１１ 

● 今回算定に用いられた手法は、一定の合理性は有し

ているが、市場環境の変化等に応じて適宜見直しが行

われるべき。毎年度、認可申請の際に総務省におい

て、NTT東・西から実際のネットワークの品質管理

基準等を聴取した上で、大きな変更がないかどう

か等について確認を希望。 

● 今後のコストドライバの見直しの際に参考にな

ることから、「コストドライバの適用の考え方及び

適用範囲」及び「新係数とQoS換算係数との関係」

については、認可にあたって、その考え方等を明確

にしておく必要がある 

再意見１１ 

● 市場環境の変化等から、NTT東・西のネットワ

ークの品質管理基準等に大きな変更が生じた場

合は、適宜見直しが行われるべき。 

● NTT東西においては、認可時申請の際には、算

定に用いられた考え方と最新のネットワーク品

質管理基準を説明するべき。 

■ 数理的に求められたＱｏＳクラス別の設備量

は、帯域に起因してコストが変動する中継ルー

タ・伝送路の設備量であることから、本係数の

適用範囲は、中継ルータ・伝送路とすることが

適当。 

■ 今後、環境の変化に伴い係数の算出方法が適

切でないと考えられる場合には、改めてコスト

ドライバの見直しについて検討。 

考え方１１ 

 

○ 今回、品質クラス別に共用設備費用を配賦する際の

重み付けに用いるために、新たに「QoS制御係数（以

下、「新係数」）」が導入され、適用範囲は中継ルータ

と伝送路の共用設備費用とされています。 

新係数の検討が行われた『NGNコストドライバの見

直しに関するワーキンググループ』（以下、「本 WG」）

では、今後の検討事項等（※1）として、「新係数がど

の範囲の設備費用に適用されるべきかという論点（適

用範囲）と、現行の「QoS換算係数」と重ねて適用す

ることの是非及び重ねて適用する場合のその方法と

○ 市場環境の変化等から、NTT東・西のネットワ

ークの品質管理基準等に大きな変更が生じた場

合は、コストドライバの見直しについても検討

すべきだと考えます。 

また、見直し是非の判断を行うためには、今

回の接続料認可にあたって、QoS制御係数適用の

考え方を明確にしておくとともに、毎年度認可

申請の際に総務省においてNTT東・西から実際の

ネットワーク品質管理基準等を聴取した上で大

きな変更がないかどうか等確認いただくことを

○ 「ＱｏＳ制御係数」

の適用範囲に関してＮ

ＴＴ東西から示された

考え方「数理的に求め

られたＱｏＳクラス別

の設備量（必要帯域）

は、帯域に起因してコ

ストが変動する中継ル

ータ・伝送路の設備量

であることから、本係

 



２１ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

いう論点（QoS換算係数との関係）については、多様

な意見が示され、限られた関係者で結論を得るより、

研究会会合等よりオープンな場での継続検討を行う

ことが適当ではないか。」との考え方が示され、いず

れの考え方も算定方法として取り得る可能性が残っ

ていたところです。 

本 WGで出された意見を大別すると、細かい違いは

あるものの、概ね以下の２つの考え方に集約されま

す。 

① 採用するコストドライバの考え方を踏まえ、

適用範囲を整理 

採用するコストドライバの考え方に基づいてコス

トドライバの適用範囲も整理する考え方。今回のコス

トドライバは、ある品質クラスのトラヒックが増加し

た際、品質クラス毎に現在の品質（遅延時間）を維持

するために必要な設備量（出力帯域）が異なることに

着目し、その差を品質クラス別のコスト配賦の重み付

けとするものであることから、出力帯域に基づいて増

減する設備（中継ルータや伝送路）に適用するという

整理。 

② 採用するコストドライバの考え方とは切り離

し、機能に着目して適用範囲を整理 

中継ルータと伝送路の共用設備費用について、大き

く、優先制御機能に係るコスト配賦と、帯域制御機能

に係るコスト配賦の２つに分けて、それぞれに適切な

コストドライバを採用するという考え方。今回の新係

数は、優先制御に基づく品質クラス別のコスト配賦の

重み付けであるため、優先制御を主とする中継ルータ

に適用（ただし、帯域制御のコストドライバである

QoS換算係数は重畳適用しない）し、帯域制御を主と

する伝送路には、従来の QoS換算係数を適用するとい

希望いたします。 

（ＫＤＤＩ） 

 

○ KDDI殿意見に賛同いたします。QoS制御係数の

適用範囲及びQoS換算係数との関係については、今

回算定に用いられた手法以外にもそれぞれ一定の

合理性を有する多様な提案がなされており、その

評価については今後の課題として整理されている

ことから、適宜見直しが行われるべきです。 

 その際に参考材料となるのは、算定に用いられ

た考え方と最新のネットワーク品質管理基準であ

り、NTT東西殿においては認可時申請の際には都度

これらを説明いただくべきと考えます。 

（ソフトバンク） 

 

○ 本係数は、優先制御に係るＱｏＳクラス別の

物理的なコストの把握が困難であることや、透明

性の高い係数を設定する観点から、トラヒックが

増加した場合において、全てのＱｏＳクラスの遅

延時間が解消する必要設備量（必要帯域）に着目

し、待ち行列理論に基づく数式を用いて数理的に

ＱｏＳクラス別の必要設備量（必要帯域）を求め、

当該設備量の比率を係数化したものです。 

数理的に求められたＱｏＳクラス別の設備量（必

要帯域）は、帯域に起因してコストが変動する中

継ルータ・伝送路の設備量であることから、本係

数の適用範囲は、中継ルータ・伝送路とすること

が適当であると考えます。 

なお、当社としては、今回のコストドライバの

見直しを踏まえ、当面の間、当該算出方法を用い

る考えですが、今後、環境の変化に伴い係数の算

数の適用範囲は、中継

ルータ・伝送路とする

ことが適当」は、一定

の合理性があるものと

考えます。また、「Ｑｏ

Ｓ制御係数」と「Ｑｏ

Ｓ換算係数」との関係

については、両者が性

質を異にすることか

ら、あらかじめ後者を

反映したトラヒック値

を用いて前者を計算す

るという申請内容所定

の方法に、一定の合理

性があるものと考えま

す。 

○ 一方で、「市場環境の

変化等から、NTT東・西

のネットワークの品質

管理基準等に大きな変

更が生じた場合は、コ

ストドライバの見直し

についても検討すべ

き」とのＫＤＤＩ等か

らの再意見について

も、一定の合理性が認

められるところであ

り、今後の例年の認可

申請に当たっては、算

定方法に影響を与える

環境の変化の有無につ
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

う整理。 

 

当社は、本 WG において、前者の考え方に立ち、ま

た、コストドライバの適用範囲もより実際の設備構成

を踏まえて詳細に検討すべきであることから、出力帯

域の増減との連動性の高い設備である中継ルータ及

び伝送装置のインタフェースに限って新係数を適用

すべきとの考え方を提示しております。 

一方で、上記①②の考え方は、いずれも一定の合理

性は有していると考えられること、また、適用範囲を

細かく見るのか大まかに見るのかは、作業負荷とその

効果を踏まえた決めの問題であるとも考えられます

が、今回、NTT東・西の認可申請通りに採用するにし

ても、意見募集を経て修正されるにしても、どういう

考え方に基づいて新係数を採用（または修正）したの

かを明確にしておくことで、今後のコストドライバの

見直しの際にも当該考え方が参考になることから、

「コストドライバの適用の考え方及び適用範囲」及び

「新係数と QoS換算係数との関係」については、認可

にあたって、その考え方等を明確にしておく必要があ

ると考えます。 

 

※1:接続料の算定に関する研究会（第 19回） 資料 19-

1『接続料の算定に関する研究会 NGN コストドライ

バの見直しに関するワーキンググループにおける検

討の結果』 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

 

○ また、本WGにおける検討の結果として、「新係数

は、実際のネットワークの品質管理基準を算定に

用いることが困難という前提を置いて検討した結

出方法が適切でないと考えられる場合には、改め

てコストドライバの見直しについて検討する考え

です。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

いてＮＴＴ東西から総

務省に説明する等の対

応が行われることが適

当と考えます。 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

果であり、当該前提が変わることがあれば、当然に

再検討の余地が生じる」との考え方が示されたと

おり、市場環境の変化等から、ネットワークの品質

管理基準等に大きな変更が生じた場合は、コスト

ドライバの見直しについても検討すべきだと考え

ます。 

加えて、実際のネットワークの品質管理とコス

ト配賦に用いるモデルに大きな乖離が生じるので

あれば、コストドライバとして適切ではないため、

毎年度、認可申請の際に総務省において、NTT東・

西から実際のネットワークの品質管理基準等を聴

取した上で、大きな変更がないかどうか等につい

て確認いただくことを希望いたします。 

（ＫＤＤＩ） 

 

○ QoS制御係数の適用範囲については、今回算定に

用いられた手法以外にも多様な提案がなされてお

り、どれも否定される内容ではないことから、市場

環境の変化等に応じて適宜見直しが行われるべき

と考えます。 

（ソフトバンク） 

意見１２ 

● コスト削減の詳細の情報開示を希望。 

再意見１２ 

■ コスト削減の取組み内容の詳細は業務運営に

係る情報であるため、一律に開示することは困

難だが、事業者説明会等において、算定根拠等

を用いて丁寧に説明を実施していく考え。 

考え方１２ 

 

○ なお、今回の接続料算定にあたっては「保守業務等

の内製化やシステム化の推進」が行われており、これ

がコスト削減に寄与している旨が報告されています

が、NTT東西殿による詳細な情報開示がなされること

で接続事業者によって検証が可能となり、相互理解が

○ コスト削減の取組み内容の詳細は当社の業務

運営に係る情報であるため、一律に開示するこ

とは困難ですが、事業者説明会等において、算

定根拠等を用いて丁寧に説明を実施していく考

えです。 

○ 相互理解の促進のた

め、説明会等において

できる限り多くの情報

開示が行われることを

期待します。 

無 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

深まると考えます。 

（ソフトバンク） 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

意見１３ 

● ひかり電話の接続料については、マイグレーション

の進展などの環境変化もあるため、算定方式（将来原

価方式）の見直しには慎重な検討が必要。 

再意見１３ 

● NGN全体としては今後もトラヒックの増加傾

向が維持されることに加え、PSTNマイグレーシ

ョンにより費用や需要の変動も大きくなること

が想定されるため、算定方式の見直しには慎重

な議論が必要。 

考え方１３ 

 

○ ひかり電話の接続料（IGS接続機能）については、

通信時間・通信回数が減少傾向にあり将来原価方式に

よる接続料算定の継続について課題があるかもしれ

ないとの議論がなされています。しかしながら、近年

は PSTN から IP 網へのマイグレーションの進展など

の環境変化もあり短期間で接続料の変動が激しいサ

ービスも見受けられるところ、マイグレーションの完

了までの間は費用や需要の変動が大きくなることも

想定されるため、算定方式の見直しには慎重な検討が

必要です。 

（ソフトバンク） 

○ NGNではひかり電話だけでなく、インターネッ

ト接続、映像配信、放送の再送信等のサービス

が提供されています。インターネットトラヒッ

クは依然として増加傾向(*4)にあること、また、

今後4K・8K放送のIP再送信等によるマルチキャ

ストトラヒックの増加も見込まれることから、

NGN全体としては今後もトラヒックの増加傾向

が維持されるものと思われます。 

加えて、左記意見のとおり、PSTNマイグレー

ションが完了するまでの間は、不確定要素も多

く、費用や需要の変動も大きくなることが想定

されるため、算定方式の見直しには慎重な議論

が必要であると考えます。 

 

*4：接続料の算定に関する研究会 第20回（2019

年4月24日）NTT東西資料より 

（ＫＤＤＩ） 

○ 通信時間等が減少傾

向にあることを踏まえ

たＩＧＳ接続関係の接

続料算定方式の在り方

については、次回の例

年の認可申請に向け

て、必要に応じ検討さ

れることが適当と考え

ます。 無 

意見１４ 

● 現行の需要予測については、認可申請時予測値が実

績値に比べて小さくなる傾向が続いている。需要予測

について小さく見積もり過ぎていないか等、現行の算

定方法について改善できる点がないか検討すること

が必要。 

再意見１４ 

● 接続料金の算定における予測値と実態に継続

的に乖離が発生し続けている状態であれば、そ

の乖離を解消するための取り組みが行われるべ

き。 

■ ひかり電話通話トラヒックが減少傾向にある

考え方１４ 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

実態や、申請概要資料において「（中略）予測実

績間の関係の推移状況を注視することが重要で

ある」との指摘があること等を踏まえ、今後、

予測方法の変更や算定方式の見直しについて検

討していく考え 

○ 現行の需要予測については、一定の考え方に基づく

根拠を有しているものの、過去 5年間の通信回数・通

信時間について認可申請時予測と実績を比べると、認

可申請時予測が毎年度数％程度（例：5ヶ年度平均で

5.0％～6.7％（通信回数の場合））小さく予測される

傾向が続いています。 

これは、調整額が 0 である将来原価方式において

は、実収入が実費用を上回る傾向が続いていることを

意味していることから、需要予測について小さく見積

もり過ぎていないか等、現行の算定方法について改善

できる点がないか検討することが必要だと考えます。 

具体的には、現行の需要予測は、「通信量からみた

我が国の音声通信利用状況」（総務省公表）の固定電

話（加入電話・公衆電話・ISDN）と IP電話合算の発

着に関わるトラヒック及び稼働施設数から算出して

おりますが、固定電話（加入電話・公衆電話・ISDN）

の需要減少が影響し、結果として、算出されるトラヒ

ック予測が実績よりも小さくなる傾向があることか

ら、本需要予測がひかり電話（IP電話）の需要予測で

あることを鑑み、固定電話（加入電話・公衆電話・ISDN）

と IP電話合算の値を用いるのではなく、IP電話の発

着に関わるトラヒック及び稼働施設数のみから算出

し、再申請すべきと考えます（当社試算だと、過去 5

ヶ年度分について約 4～5％程度改善することを確

認）。 

 

○ KDDI殿意見に賛同いたします。接続料金の算

定における予測値は実態との乖離が極力抑えら

れていることが望ましく、継続的に乖離が発生

し続けている状態であれば、その乖離を解消す

るための取り組みが行われるべきであると考え

ます。 

NGN接続料算定に用いられる需要及び原価の

予測実績推移において、2015年までは改善され

てきた実績と算定に用いるトラヒックの乖離が

再度確認されていることから、KDDI殿が指摘さ

れている見直しを行い乖離率の改善状況を検証

したうえで、乖離率の改善に資すると評価され

るのであれば、不適正な状況を早急に改善すべ

く、NTT東西殿においては接続料を再計算のう

え、認可の再申請を行うことが適当と考えます。 

（ソフトバンク） 

 

○ ひかり電話通話トラヒックの予測にあたって

は、通話トラヒック総量の傾向ではなく、ひか

り電話発着信の対地別の契約者数の変動と、１

ユーザあたりトラヒックの変動をそれぞれ反映

しています。１ユーザあたりトラヒックの変動

は、固定電話（加入電話・公衆電話・ＩＳＤＮ）

（以下、ＰＳＴＮ）ユーザがひかり電話へ移行

する実態も反映するため、ＰＳＴＮを含めて算

定しています。 

○ 来年度以降の接続料

算定におけるＩＧＳ接

続に係る需要の予測方

法については、その合

理性をより高めていく

ため、まずはＮＴＴ東

西において十分検討さ

れることが適当と考え

ます。 

○ なお、算定方式（将

来原価方式）の見直し

の可能性については、

考え方１３を参照。 
無 



２６ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

＜需要予測に係る集計対象＞ 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

ＫＤＤＩ殿の試算方法は当社では分かりかね

ますが、当社としては、ひかり電話通話トラヒ

ックが減少傾向にある実態や、申請概要資料に

おいて「ＮＧＮ接続料は接続料規則の規定によ

り（３条許可を受けない限り）調整額が０であ

るため、（中略）予測実績間の関係の推移状況を

注視することが重要である」との指摘があるこ

と等を踏まえ、今後、予測方法の変更や算定方

式の見直しについて検討していく考えです。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

意見１５ 

● 網機能提供計画制度見直しに関する改定内容に賛

同。 

－ 考え方１５ 

 

○ 本改定は、電気通信事業法施行規則及び電気通信事

業報告規則の一部を改正する省令（平成 31 年度総務

省令第 15 号）に適合し、円滑な接続等が確保される

ための内容であることから、改定内容に賛同いたしま

す。 

（ＫＤＤＩ株式会社） 

－ ○ 円滑な接続及び公正

競争環境確保のため、

接続に関する情報はで

きる限り広く共有され

るべきであると考えま

す。 

無 

意見１６ 

● 本変更案により、インタフェース部分にあたる費用

を負担する従来からの費用負担のルールから逸脱す

る網改造料の設定が行われる余地を生じるおそれが

あるため反対。 

再意見１６ 

● 消費者に対するサービス区間や標準的品質の

考え方を一方的に変更してくる可能性があり、

左記意見に賛同。 

■ インタフェースパッケージ部分が物理的に独

立していない実態に即した形に変更するために

「相当」の文言を追加。算定の方法も変わらず、

当社の恣意的な裁量を入り込ませるものではな

い。 

考え方１６ 

 

○ 今回の変更案では，PPPoE方式の網終端装置（以下，

「NTE」といいます．）の機能を「インタフェースを付

与する機能」から「インタフェース『相当』を付与す

※ Editnetの再意見のみに記載されている事項

は、二重下線を付して、記載しています（以下

の再意見において同じ。）。 

○ PPPoE網終端装置に

おいてインタフェース

パッケージ部分が最早

無 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

る機能」と変更することとされています．これは，従

来の規定に比べて NTT 東西の恣意的な裁量が入り込

む余地を生じるおそれがあります． 

 NTT東日本において，C-20型および C-50型 NTEにお

いて法令や接続約款の規定に抵触する接続料を取得

していたことが明らかになり，他事業者・事業者団体

からの指摘を契機に総務省が行政指導（平成 30 年

(2018年)12月 18日付総基料 270号）を行ったのと概

ね同時期に本件変更申請に及んだことからも，この懸

念は適切に解消していただく必要があります． 

 ISP事業者がNTEのインタフェース部分にあたる費

用を負担し，残りは NTT東西が負担することは従来か

ら変わらないルールですが，ここに「相当」の文言を

入れることで，C-20型や C-50型のような，本来の費

用負担のルールから外れる網改造料の設定が行われ

ることになれば本末転倒です． 

  少なくとも，同じ機器であれば同じ接続料となる現

在の制度は維持すべきで，ここに利用者数に応じて利

用部門との配賦割合を変えることが可能と読めるよ

うな規定を設けるべきではありません． 

  現行の NTEでは，インタフェースパッケージが本体

と一体になっていることが本改定の理由と思います

が，それは機種によって異なるものですし，設備と機

能は従来から必ずしも一致するものではないので，現

在の規定のまま，引き続き公正妥当な配賦をすること

で十分です． 

  NGNの設備はNTT東西が利用者から回収する料金で

まかない，ISP事業者は NTEのインタフェース部分か

らユーザ側の区間の費用を負担するというルールを

一方的に変更するようなことは，NTT東西による優越

的地位の濫用に他ならないため反対です． 

 

○ JAIPAの意見に賛同します．NTT東西が従来か

ら，十分な台数のNTEの増設に応じず，D型NTEや

C-20型NTEのような方法でISP事業者に費用負担

の付け回しを行ってきたことからすれば，今後

も消費者に対するサービス区間を一方的に変更

する懸念があることからそれを明確に解消され

るべきです． 

 （Editnet、ＪＡＩＰＡ） 

 

○ 本接続約款変更は、現行装置がＰＰＰｏＥ接

続の提供開始当初の装置と異なり、インタフェ

ースパッケージ部分が物理的に独立しておら

ず、実態に即した形に変更するために「相当」

の文言を追加するものであり、算定の方法も変

わらず、当社の恣意的な裁量を入り込ませるも

のではありません。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

○ なお、Ｃ型を基準としつつも、補完的なメニ

ューとしてＣ－２０型等を提供し、接続事業者

の選択肢の一つとして、当該メニューを継続提

供することは有益であり、Ｃ型とは異なる網改

造機能として附則に規定を行うものです。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

○ JAIPA殿、EditNet殿の意見に賛同します。NTT

東西殿が必要なNTEの増設に応じず、D型NTEやC-20

型NTEのような方法でISP事業者に費用負担の付け

回しを行ってきた経緯を踏まえれば、今後も消費

者に対するサービス区間や標準的品質の考え方を

物理的に独立していな

いという実態に鑑みれ

ば「相当」の文言の追

加は必要な措置である

と考えられますが、こ

れにより従来の算定の

方法を変えることがあ

ってはならず、「占有

度」という文言を拡大

解釈して接続約款の定

めと乖離する運用が行

われていた不適切な事

例の経験も踏まえ、今

後は、透明性を一層向

上させるなどして恣意

的な運用が行われない

よう十分監視すること

が適当と考えます。（考

え方１５も参照） 

○ なお、接続に係る品

質に関する論点につい

ては、考え方１７を参

照。 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

（Editnet） 

 

○ 今回の変更案では、PPPoE-NTEの機能を「インタフ

ェース『相当』を付与する」とされており、従来の規

定に比べて NTT 東西の恣意的な裁量が入り込む余地

を生じるおそれがあります。NTT東日本において C-20

型および C-50型 NTEの問題が生じたところで規定の

変更に及んだことからも、この懸念は適切に解消して

いただく必要があります。あくまでもインタフェース

部分にあたる費用を負担することは従来から変わら

ないルールです。ここに「相当」の文言を入れること

で、C-20型や C-50型のような、従来からの費用負担

のルールから逸脱する網改造料の設定が行われるこ

とになれば本末転倒です。少なくとも、同じ機器につ

いては同じ接続料となる現在の制度は維持すべきで、

ここに利用者数に応じて利用部門との配賦割合を変

えることが可能になるような規定を設けるべきでは

ありません。現在の規定のまま、引き続き公正妥当な

配賦をするべきです。 NGNの設備は NTT東西が利用

者から回収する料金でまかない、ISP事業者は NTEの

インタフェース部分からユーザ側の区間を負担する

というルールを一方的に変更し、強いることは、消費

者に対するサービス区間を一方的に変更することで

あり、かつ接続事業者に対する NTT東西の優越的地位

の乱用に他ならないため反対します。 

（ＪＡＩＰＡ） 

一方的に変更してくる可能性があります。総務省

殿におかれては上記のようにNTT東西殿のコスト

を接続事業者が負担させられることがないよう、

接続で提供される標準的品質の維持も含め十分に

監督していただくことを要望します。 

（ＩＳＰ12者、ＩＸＯ） 

意見１７ 

● C-X型は、トラヒックの増加に柔軟に対応できるメ

ニューとして利用されており、これまでと同様の接続

条件で継続して提供されるよう適切に接続約款に規

定されることを希望。 

再意見１７ 

● C型と同額でのC-20型等のNTEの提供を希望。 

● C-20型等のNTEは、C型と同額の接続料により

提供されるべき。 

● 時代の流れに見合った新たなメニューの提

考え方１７ 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

● C型全般の増設基準をC-20型と同一のものにそろ

え，C型の接続料で接続事業者との接続に応じること

をまずすべきであり、本件の認可には反対。 

● NTT東西は直ちに増設基準をトラヒックベース

に変更する必要がある。総務省においては、トラヒ

ックおよび接続約款の規定に見合った増設が可能

になるよう、引き続き注視すべき。 

供、既存メニューの増設基準の緩和等が行われ

ることを要望。 

■ 接続事業者からC-20型等のメニューの継続利

用のご要望をいただいたことを踏まえ、新たな

網改造機能として接続料および接続条件を接続

約款に定め、引き続き提供を行う考え。 

■ C型とC-20型等は接続事業者が自由に選択可

能であるため、優越的地位の濫用とのご指摘に

は当たらない。 

 

● トラヒックベースでの設備増強を行うべきと

いう左記意見に賛同。 

■ 今後も、インターネット接続全体の状況等を

踏まえ、増加するトラヒックに対応可能となる

ような見直しの必要性について検討していく考

え。ISPとの相互協力が必要。 

■ トラヒック計測について計測時間の見直しの

検討を進めているところ。 

○ トラフィックが網終端装置の上限に達するものの

セッション数に基づく増設基準を満たせない場合の

対応策が無かったこれまでの経緯から、相互接続事業

者である当社の求めていた対応策の結果のひとつが

C-X型メニューの提供であると認識しております。 

エンドユーザーへの品質向上と掛けられる費用の

関係を相互接続事業者側で考量することが可能とな

り、こうしたメニュー追加による選択肢の広がりは、

相互接続事業者にとって建設的な議論が可能となり、

有益であります。 

網終端装置の増設基準について、今後も一段の見直

しをしていただけるよう希望するところではありま

すが、品質と掛けられる費用に応じて料金が変動する

※ ＪＡＩＰＡの再意見のみに記載されている事

項は、波線の下線を付して、記載しています（以

下の再意見において同じ。）。 

 

○ C-20型等のNTEの提供を継続してほしいとい

う点については，フリービット，NGN IPoE協議

会，朝日ネット各社の意見に同意賛同します． 

ただし，C-20型，C-50型（以下「C-20型等」

といいます．）はC型と同一の装置であることか

ら，法令および接続約款の規定に基づき，C-20

型等の網改造料はC型と同額であるべきです． 

（EditNet、ＪＡＩＰＡ） 

 

○ PPPoE網終端装置の

増設に関し、審議会へ

の諮問も経て認可され

た接続約款の定めと乖

離する業務運営がＮＴ

Ｔ東西において行われ

ていたことは、誠に残

念であり、ＮＴＴ東西

において再発防止の徹

底が行われることを望

みます。 

○ しかしながら、接続

約款において増設基準

無 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

メニューを用意するという考え方は一定の合理性が

認められることから、C-X型が今後も提供されるよう

希望いたします。 

（フリービット） 

 

○ 事業者のニーズに基づいて提供されてきた C-X 型

メニューについては、これまで、インターネットトラ

ヒック増加に対して柔軟に対応できるメニューとし

て利用されております。IPoE 方式とは異なり PPPoE

では各県単位の POIで接続できることから、その接続

においてこうしたメニューの選択肢が存在すること

は、事業者にとって有益であり、仮に本メニューのよ

うな選択肢がなくなれば、増加し続けるトラヒックへ

の柔軟な対応が困難になるおそれがあり、円滑なイン

ターネット接続に支障をきたしかねないと考えます。 

便益とコストとのバランスに応じて料金が変動す

るとの考え方は合理性があることから、これまでと同

様の接続条件で X型が継続して提供されるよう、適切

に接続約款の規定がなされることを希望します。 

（NGN IPoE協議会） 

 

○ 本改定では、第一種指定電気通信設備である NGN

中の網終端装置メニューに関し、C-20 型等(※２)に

ついて補完的な機能と位置づけ、平成 32（2020）年 6

月末日まで、接続申込み及び接続用設備の設置の申込

みの受付を実施するものとする、としています。 

現状、当社では、トラヒックの混雑状況、増設基準

及び網改造料の水準等も踏まえて、C-20 型等のメニ

ューを有効に活用していることから、接続申込及び接

続用設備の設置申込みの受付停止後も、C-20 型等と

同等の品質メニュー・網改造料負担である代替メニュ

○ 今後もC-20型等と同等の品質メニューである

代替メニューの提供，時代の流れに見合った新

たなメニューの提供が必要であるという点につ

いては，KDDIの意見に賛同します． 

  ただし，NTEの費用負担については，あくまで

も現行の53欄(東日本)51欄(西日本)ア欄，すな

わちISPに接続するインタフェース部分のみを

ISP事業者が負担するルールを維持すべきです．

また，C-20型等はC型と同じ装置であるため，C-

20型等の網改造料はC型と同額にすべきです． 

 そもそも，C-20型はC型と別々のISP識別子を設

定できるわけではないため，ユーザをクラス分

けして別料金で高品質のサービスを提供する目

的で使うこともできません．（この利用方法は，

2017年～2018年のD型NTEをめぐる議論の中で，

当社が所属するJAIPAや一部のISPが指摘したこ

とにより可能になったものです．） 

  このため，C-20型は特別なサービスのための

選択肢として使われていることはなく，本来の

サービス水準として一般的な利用者が求めてい

る水準を維持するために使われているというこ

とができます．C-20型NTEの利用者は，まさに標

準的な利用者なのですから，そのサービスのた

めにC-20型のような，本来の費用負担区分と異

なるNTEが多数必要になっている状況は，一般消

費者の求めるサービスレベルにNTT東西が十分

な台数のNTEの増設に応じていないことを示し

ているといえます． 

  NTT東日本が総務省に報告したところによる

と，2018年3月現在，C-20型等のNTEを使ってい

る事業者は48社のうち18社，NTEの台数ベースで

は一義的にはＮＴＴ東

西において別に定める

としていることから、

仮にC-20型等※１の継

続提供を許容する部分

の定めを認可しなかっ

た場合、C-20型等に適

用されていた緩和され

た増設基準（閾値）が

廃止されるおそれがあ

り、仮にそうなった場

合は、接続事業者から

の継続提供を求める意

見の状況も踏まえる

と、少なくとも短期的

には、当該増設基準の

恩恵を受けてきた接続

事業者の利用者の利便

性が損なわれることに

なりかねないと考えま

す。 

○ 一方で、今回申請さ

れたC-20型等のメニュ

ーは、当該メニューの

適用がない場合でも円

滑なインターネット接

続の見地から適切な対

処が行われることを前

提として、ISPが追加

的、個別専有的に設備

を増強させる必要があ
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

ーの提供や、時代の流れ（一契約当たりのインターネ

ットトラヒックの増加）に見合った新たなメニューの

提供、既存メニューの増設基準の緩和等が行われるこ

とを要望いたします。 

 

※２：C-20型等:IP通信網終端装置（増設基準を設け

るものに限ります。）において料金表第１表接続料金

第２網改造料１－１（網改造料の対象となる機能）第

53欄ア欄によらずに PPPoE接続を行うための機能 

（ＫＤＤＩ） 

 

○ 賛成します。 

現行メニューのラインナップにおけるC-20型等は

ISP事業者にとって喫緊の課題である近年のトラフィ

ック増大による輻輳問題を解決する選択肢の一つで

あり、当該メニューを利用できなくなることはエンド

ユーザー品質の低下を引き起こす懸念があるため現

在と同じ条件での継続を希望します。 

弊社は、トラフィック増大はISP事業者にとって重

要かつ継続的な課題であり、今後もNTT東西殿とISP事

業者との間で具体的な対策や抜本的な方向性を継続

的に協議することが必要だと認識しています。その際

には喫緊の課題への対応との両立を目指すべきであ

り、現存の効果的な選択肢を排除することはエンドユ

ーザー保護の観点からも避けることが望ましいと考

えます。 

（朝日ネット） 

 

○ C-20型およびC-50型を「補完的機能と位置付

け」，当面提供するという点についても，本来，

PPPoE方式のNTEが従来の「増設基準」で最低限のサ

も全体の3割とのことであり（平成30年（2018年）

4月5日付け総合通信基盤局長あて回答文書・東

相制第18-00002号），このことは一般のサービ

スを提供するために，特殊なNTEが多数使われて

いることを意味しており，異常な状況であるこ

とからNTT東西は直ちに，既存NTEの増設基準の

変更(セッションベースからトラヒックベース

増設基準への変更)や時代の流れに見合った新

メニューの提供（10GbpsのNTEなど）などを行い，

本来の費用負担の区分を変えずに利用者が困ら

ない程度のNTEの増設環境にしていくべきです． 

（Editnet、ＪＡＩＰＡ） 

 

○ 現状、トラヒックの混雑状況、増設基準及び

網改造料の水準等も踏まえれば、C-20型等のメ

ニューは有効に機能していることから、接続申

込及び接続用設備の設置申込みの受付停止後

も、C-20型等と同等の品質メニュー・費用負担

である代替メニューの提供や、時代の流れ（一

契約当たりのインターネットトラヒックの増

加）に見合った新たなメニューの提供、既存メ

ニューの増設基準の緩和等が行われることを要

望いたします。 

（ＫＤＤＩ） 

 

○ KDDI殿意見において「時代の流れ（一契約当

たりのインターネットトラヒックの増加）に見

合った新たなメニューの提供、既存メニューの

増設基準の緩和等が行われることを要望する」

とされているとおり、接続用設備はトラヒック

の増加や技術発展による効率化等の周辺状況、

るときに適用させるも

のとして網改造料の適

用される補完機能とし

て位置付けていると考

えられ、またその限り

において接続事業者の

選択の幅を拡げる公正

妥当なものであると考

えられるところ、万一、

この円滑なインターネ

ット接続という前提が

将来崩れることがあ

り、小規模な事業者を

含む多くの接続事業者

によってC-20型等が必

要とされることになれ

ば、接続事業者に負担

が一方的に課せられる

ものとして公正妥当性

が失われることになり

かねないと考えます。 

○ したがって、本来の

メニューであるC型等※

２により円滑なインタ

ーネット接続が実現で

きていることの説明が

メニューごとに区分し

た網終端装置の利用状

況などの関連データの

提供とともにＮＴＴ東

西から定期的に行われ
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

ービスを提供できていないという問題を放置する

ものです．PPPoE方式のNTEは，NTT東西の負担で円

滑なインターネット利用を可能にする程度に用意

していただく必要があるため（総務省からの行政

指導等も踏まえて規定された接続約款25条1項5

号），NTT東西がこれを遵守していれば，接続事業者

は本来，C-20型のようなNTEを使う必要がないはず

です．最低限のサービスを提供するためにC-20型

を設置することが実質的に必須となる状況からす

れば，先の行政指導を受けてまずすべきことは，C

型全般の「増設基準」をC-20型と同一のものにそろ

え，C型の接続料で接続事業者との接続に応じるこ

とではないかと考えます． 

  よって本件の認可には反対します．総務省には，

C型の接続料（インタフェース部分に対応する費

用）をISP事業者が負担することで，ユーザの円滑

なインターネット利用のために必要な台数のNTE

を設置できるように，NTT東西を指導していくよう

お願いします． 

そもそも，NTT東日本は法令および接続約款の規

定に違反して，C型と全く同一の装置であるC-20型

およびC-50型NTEの網改造料を，C型より高く設定

して接続事業者から取得していたことが問題とな

ったのですから，後から接続約款を変更して違法

状態を合法にすることは，妥当ではありません．こ

れが前例になってしまうと，接続約款によらない

メニューを提供し，それを既成事実化させること

で後から認可申請をすることができることになっ

てしまい，接続制度と相容れない結果になってし

まいます．この点からも認可に反対します． 

（Editnet） 

事業者からのニーズ等を踏まえ、その状況変化

に合ったメニューの設定や基準の見直しが行わ

れることが望ましいため、エンドユーザの利便

性を損なわないよう継続的な検討が必要なもの

と考えます。 

（ソフトバンク） 

 

○ 本接続約款変更案に対して、フリービット殿、

ＮＧＮ ＩＰｏＥ協議会殿、ＫＤＤＩ殿および朝

日ネット殿から「メニュー追加による選択肢の

広がりは有益である」という趣旨のご意見があ

ったように、Ｃ－２０型等（増設基準のセッシ

ョン数の閾値に応じて、装置全体における按分

比率が変動し、接続事業者が負担する料金額が

変動するメニュー）をご利用いただいている全

ての接続事業者より、継続提供のご要望をいた

だいていることを踏まえれば、接続事業者にと

っての選択肢の一つとして、当該メニューを継

続提供することは有益であり、接続料および接

続条件を接続約款に定める必要があると考えま

す。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

○ C-20型等のNTEの継続提供を希望する点につ

いては、既存のユーザへの影響を最小限にする

観点からも必要であり、フリービット殿、NGN 

IPoE協議会殿、朝日ネット殿各者の意見に賛同

いたします。しかしながら、C-20型NTEはC型NTE

と同一の装置(同一原価)であることから、法令

の定めの通り、C-20型の網改造料は直ちにC型と

同一となるべきです。 

るよう、総務省から要

請を行うことが適当と

考えます。（要請） 

○ 加えて、ＮＧＮにお

けるトラヒック増加へ

の対応という観点で

は、総務省によると、

本年５月３１日にＮＴ

Ｔ東西から次のような

対応方針が表明され、

関連の接続約款変更認

可申請が６月１７日に

行われたところとのこ

とであり、これにより

一定の解決が図られる

ことを期待するととも

に、引き続き、各関係

者において利用者利便

向上のため適切な取組

が継続的に行われるこ

とを望みたいと考えま

す。 

【ＮＴＴ東西対応方針】 

（１）ICTの普及を促進し

地域活性化を期待され

ている地域事業者のニ

ーズにお応えすべく、 

伸び続けるインターネ

ットトラヒックに柔軟

に対応可能で、かつ利

用しやすい網終端装置
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有無 

 

○ C-20型およびC-50型を「補完的機能と位置付

け」、当面提供するという点についても、本来、

PPPoEのNTEが従来の増設基準で最低限のサービス

を提供できていないという問題を放置するもので

す。PPPoEのNTEは、NTT東西の負担で円滑なインタ

ーネット利用を可能にする程度に用意していただ

く必要があるため、接続事業者は本来C-20型のよ

うなNTEを使う必要性がないはずです。C-20型を設

置している接続事業者が、最低限のサービスを提

供するためにやむを得ず追加負担を受け入れてい

る現状からすれば、今回の総務省の行政指導を受

けてなすべきことは、まずC型全般の「増設基準」

をC-20と同一のものに揃え、C型の接続料で接続事

業者との接続に応じることであると考えます。そ

もそも、NTT東日本は法令および接続約款の規定に

反して、C型と全く同一の装置であるC-20型および

C-50型の網改造料を、C型よりも高く設定して接続

事業者から取得していたことが問題になったので

あって、違法状態を合法にするために後から接続

約款を変更することは、明らかに妥当性を欠いて

います。NGNの設備はNTT東西が利用者から回収す

る料金でまかない、ISP事業者はNTEのインタフェ

ース部分からISP側区間を負担するというルール

を一方的に変更し、強いることは、消費者に対する

サービス区間を一方的に変更することであり、か

つ接続事業者に対するNTT東西の優越的地位の濫

用に他ならないため反対します。 

（ＪＡＩＰＡ） 

 

○ 今回の接続約款変更案のうち，PPPoE方式のNTE

（ＩＳＰ12者、ＩＸＯ） 

 

○ 「C-20型等と同等の品質メニューの提供」「ト

ラヒックの増加に見合った新たなメニューの提

供」「増設基準の緩和等が行われることを要望」

といったKDDI殿の意見に賛同します。NTEは NTT

東西殿によって設置基準・増設基準等が定めら

れ、NTT東西殿によって保守運用され、そしてNTT

東西殿によってNTT東西殿の網の中に設置され

る装置です。問題の本質は、利用者トラヒック

が増加しているにもかかわらず、NTT東西殿は自

らの装置であるNTEの増設を適切に行わずこれ

を輻輳させ、さらにユーザクレームで困窮して

きたISPに「ISPから要望」としてNTEをISPの負

担とさせるような仕組みに切り替えてきている

ことです。NTT東西殿は「収入は加入者ベースだ

から加入者ベースで増設基準を設定している」

と主張していますが、携帯電話事業者やISP、

Yahoo!やYouTube、Netflixなどのコンテンツ事

業者、クラウド事業者に至るまで、自らのサー

ビス収入が加入者単位であるか否かにかかわら

ず、設備の増設はトラヒックベースで行ってい

ます。トラヒックベースでの増設はネットワー

クサービスの品質の維持のためには極めて常識

的な考え方です。 

NTT東西殿が設置するNTEの輻輳によってこれ

まで多くのユーザクレームが発生しています。

そのクレームで困窮したISPの声を、NTT東西殿

は「ISPからの要望」と解釈し、ISPの費用負担

としました。これは本来提供されるべき標準的

な品質を考慮していないことに大きな原因があ

の新たな接続メニュー

を提供する（接続約款

変更認可申請に係る事

項。C型等と同一料金で

１接続事業者30台まで

は300セッション/台の

閾値で増設が可能とす

るもの） 

（２）当社としては、こ

のような取組みやIPoE

移行を柔軟に組み合わ

せること等により、全

ての区分のISP事業者

（地域/中堅/大手）が

今後のトラヒック増に

対して柔軟に対応可能

となると考える。 

（３）ISP事業者向けの網

終端装置のトラヒック

の見える化や、ISP事業

者からの具体的な要望

を踏まえた更なる大容

量の網終端装置の提供

にも取り組む。 

（４）取組の状況につい

ては、「接続料の算定に

関する研究会」の場で

も経過を提出してい

く。 

 

※１：増設基準のセッシ
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に関する部分は，NTT東日本がC-20型，C-50型NTEに

ついて行政指導を受けたことが端緒と思われます

が，今回NTT東西は，接続約款を変更することでNTE

の増設費用をISP事業者に転嫁しようとしている

状況です． 

  そもそもNTT東西は，円滑なインターネット利用

が可能な程度の台数のNTEを用意する必要がある

のですから，現状の問題は「増設基準」がトラヒッ

クの増加に追い付いていないことに結局行きつく

ものです．NTT東西は従来から「利用者料金がユー

ザ数単位であるので，セッション数ベースが妥当

である」と主張していますが，利用者料金がユーザ

数単位なのはISP事業者も同じであり，その中から

バックボーンや通信機器のコスト削減を行い，回

線容量の増強に努めているのです．よってNTT東西

は直ちに「増設基準」をトラヒックベースに変更す

る必要があります．総務省においては，本件接続約

款変更をただ認可するのではなく，トラヒックお

よび接続約款の規定に見合った増設が可能になる

よう，引き続き注視くださるようお願いします． 

（Editnet） 

 

○ 今回の接続約款変更案のうち、PPPoEのNTEに関

する部分の変更は、NTT東日本がC-20型、C-50型NTE

についての行政指導を受けたことが端緒と思われ

ますが、今回NTT東西は、接続約款を変更すること

でNTEの増設費用をISP事業者に転嫁しようとして

いる状況です。そもそもNTT東西は、円滑なインタ

ーネット利用が可能な程度のNTEを用意する必要

があるのですから、現状の問題は「増設基準」がト

ラヒックの増加に追い付いていないことに結局行

ります。ユーザのクレームは優位的サービス(オ

プション的サービス)を求めたものではなく、あ

くまで標準的に想定される品質を満たしていな

いことによる苦情です。 

  オプションサービスの提供などについて必ず

しも否定されるものではありませんが、標準的

機能や性能が定義されたあとに、それを上回る

ものに対してオプションと定義されるものであ

り、まずは標準的機能・性能を満たすことが必

要です。 

  現在も数多くのユーザが不満を持っており、

インターネット上のユーザの声だけでなく一般

紙や雑誌などでも日本のブロードバンド品質の

劣化が報道されている昨今、NTT東西殿は増設基

準のセッション数を緩和して対応を行っている

と主張しています。しかしトラヒックが増加す

る今日では問題の根本的解決にはなりません。

解決には費用負担を変更することなく(NTT東西

殿が所有する装置の負担をISPに押し付けるこ

となく)、NTEの増設基準をトラヒックベースに

変更することが必要です。 

（ＩＳＰ12者、ＩＸＯ） 

 

○ JAIPAの意見に賛同します． 

C-20型やC-50型NTEは，一部のユーザをクラス

分けして高品質なサービスを別料金で提供する

ような使い方ができないため，平均的なユーザ

へのサービスのためにNTT東西が用意するNTEの

台数が足りず，その回避策として東日本エリア

でやむを得ず利用されているにすぎません． 

NTT東日本が総務省に報告したところによる

ョン数の閾値に応じ

て、装置全体における

按分比率が変動し、接

続事業者が負担する料

金額が変動するメニュ

ーをいう。（接続約款

（申請中）附則（平成

31年３月20日付け東相

制第18－00108号）第５

項） 

※２：IP通信網終端装置

（増設基準を設けるも

のに限る。）に協定事業

者とのPPPoE接続のた

めのインタフェース相

当を付与する機能 
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意見 再意見 考え方 
修正の 
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きつくものです。NTT東西は総務省の接続料の算定

に関する研究会の席上で「利用者料金がユーザ単

位料金であるのでセッションベース基準が妥当で

ある」と主張していますが、 ISPや Youtube, 

Google, Yahoo など、ユーザ単位で課金しながら

もトラヒックベースで増設していることから、NTT

東西の主張は業界の常識に照らして合理性があり

ません。よって、NTT東西は「増設基準」を直ちに

トラヒックベースに変更する必要があり、総務省

においては本件の接続約款変更をただ認可するの

ではなく、トラヒックおよび法令の規定に見合っ

た「増設基準」への変更をすべきです。また、トラ

フィック計測は業界標準の5分おきにすべきです。

(ここでいう5分計測とは、5分間にインタフェース

で送信及び受信した総データ量を時間で割ったも

ので、これを1時間に12回行うことを指します。） 

（ＪＡＩＰＡ） 

と，2018年3月現在，C-20型等のNTEを使ってい

る事業者は48社のうち18社，NTEの台数ベースで

も全体の3割とのことであり（平成30年（2018年）

4月5日付け総合通信基盤局長あて回答文書・東

相制第18-00002号），このことは一般的なサービ

スを提供するために，特殊なNTEが多数使われて

いることを示しています．NTT東西は直ちに，自

らの設備コストをISPに押し付けることなく，本

来の費用負担の区分を変えずに既存NTEの増設

基準を見直し，消費者へ安定的なサービスの提

供をすべきです． 

 （Editnet、ＪＡＩＰＡ） 

 

○ JAIPAの意見に賛同します．接続制度は法令や

接続約款に基づき，適切な認可のプロセスを踏

んで実施される必要があるところ，接続約款の

規定に反する接続形態を導入し，それを既成事

実にして後から接続約款を規定することが可能

になってしまうと，接続制度の公正性への影響

が計り知れません． 

  C-20型等のNTEは，現行の接続約款に適合させ

る形で，C型と同額の接続料により提供すべきで

す． 

（Editnet、ＪＡＩＰＡ） 

 

○ Ｃ－２０型等をご利用いただいている全ての

接続事業者より、提供継続のご要望をいただい

ていることを踏まえれば、接続事業者にとって

の選択肢の一つとして、当該メニューを継続提

供することは有益であり、接続料および接続条

件を接続約款に定める必要があると考えます。 
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当社は、「第一種指定電気通信設備との接続の

業務の適正化について（指導）」（総基料270号）」

に関する行政指導に対し、早急な是正に向けて

対応を実施しました。具体的には、Ｃ－２０型

等の新規申込の受付を停止し、利用実績のある

全接続事業者に対し、速やかにメールによる一

報後、対面にて本指導の内容、接続料請求の停

止等の応急措置、当社の業務運営を是正するた

めの具体的な対応方法に関し説明しました。そ

の際、全接続事業者から当該メニューの継続利

用のご要望をいただいたことを踏まえ、新たな

網改造機能として接続料および接続条件を接続

約款に定め、引き続き提供を行う考えです。 

「接続事業者に対するＮＴＴ東西の優越的地

位の濫用に他ならない」とのご意見について、

現にＣ型をご利用いただいている接続事業者が

一定程度いらっしゃることからＣ型は円滑なイ

ンターネット接続を実現するために有用なメニ

ューであること、また、Ｃ型とＣ－２０型等は

接続事業者が自由に選択可能であり、当社とし

てＣ－２０型等のみを利用するように強いてい

るものではないことから、優越的地位の濫用と

のご指摘には当たらないと考えます。 

「本来、ＰＰＰｏＥの網終端装置が従来の増

設基準で最低限のサービスを提供できていない

という問題を放置するもの」とのご意見ですが、

当社は、円滑なインターネット接続を実現する

見地から増設基準を定めており、２０１８年６

月１日に現行メニューにおける増設基準の見直

し（基準セッション数の２０％引き下げ）を実

施しました。 
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今後も、インターネット接続全体の状況を踏

まえ、接続事業者毎の網終端装置の状況や、今

回の基準見直しに伴う接続事業者からの増設申

込状況等の個別状況を確認した上で、引き続き、

接続事業者と協議の上、いただいたご意見を参

考にしながら、増加するトラヒックに対応可能

となるような見直しの必要性について検討して

いく考えです。 

（ＮＴＴ東日本） 

 

○ EditNet殿の意見に賛同します。 

C-20型やC-50型NTEは、ISPが原価を越えたコ

ストを負担することで維持してきたNTEです。 

NTT東日本殿が総務省に報告したところによ

ると、C-20型等のNTEを使っている事業者は48社

のうち18社、NTEの台数ベースでも全体の3割を

締めており（平成30年（2018年）4月5日付け総

合通信基盤局長あて回答文書・東相制第18-

00002号）、このことは標準的なサービスを提供

するために、多数の特殊なNTEが使われてきてい

ることを示しており、いかに現在のNTE増設基準

が実態と乖離したものであるか明らかです。 

（ＩＳＰ12者、ＩＸＯ） 

 

○ JAIPA殿およびEditNet殿の意見に賛同しま

す。NTT東日本殿は法令および接続約款の規定に

違反して、C型NTEと全く同一の装置であるC-20

型NTEおよびC-50型NTEの網改造料を不当に高く

設定して、それを長年にわたり接続事業者から

徴収していたことが問題であるとして行政指導

を受けたものであり、早急に C-20型等のNTEは、
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現行の接続約款に適合させる形で、C型と同額の

接続料により提供されるべきです。 

 

NTEは NTT東西殿によって設置基準・増設基準

等が定められ、NTT東西殿によって保守運用さ

れ、そしてNTT東西殿によってNTT東西殿の網の

中に設置される装置です。適切な認可のプロセ

スを踏んで実施され、公平かつ適正な接続環境

が維持される必要があるところ、総務省殿にお

かれても十分に監督していただきたいと考えま

す。 

（ＩＳＰ12者、ＩＸＯ） 

 

○ JAIPAの意見に賛同します． 

利用者料金がユーザ単位料金であるのは，NTT

東西に限らずISP事業者も同じです．その中で

ISP事業者やコンテンツ事業者は，定額制の料金

の中で，トラヒックに応じてバックボーンの増

強などを行っているのであり，NTT東西だけがい

まだにセッション数(ユーザ数)での増設の立場

を取っています．トラヒックの計測方法を含め

て，業界の常識に見合ったトラヒックベースで

の設備増強を行うべきです． 

 （Editnet、ＪＡＩＰＡ） 

 

○ 当社は、円滑なインターネット接続を実現す

る見地から増設基準を定めており、今後も、イ

ンターネット接続全体の状況を踏まえ、接続事

業者毎の網終端装置の状況や、今回の基準見直

しに伴う接続事業者からの増設申込状況等の個

別状況を確認した上で、引き続き、接続事業者
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と協議の上、いただいたご意見を参考にしなが

ら、増加するトラヒックに対応可能となるよう

な見直しの必要性について検討していく考えで

す。 

「ＮＴＴ東西は直ちに「増設基準」をトラヒ

ックベースに変更する必要があります．総務省

においては，本件接続約款変更をただ認可する

のではなく、トラヒックおよび接続約款の規定

に見合った増設が可能になるよう，引き続き注

視くださるようお願いします．」とのご意見につ

いて、当社は、これまでに現行メニューにおけ

る増設基準の見直し（基準セッション数の２

０％引き下げ）を２０１８年６月１日に実施し

ました。その後、「接続料の算定に関する研究会

（第２０回）」において、接続事業者毎、県等域

毎の網終端装置の帯域利用率を提示するととも

に、帯域利用率の高いエリアについては、従前

どおり、トラヒック状況の改善に向けた取組み

を接続事業者と連携し実施しているところで

す。 

また、トラヒック計測について、現状、接続

事業者に対し、トラヒックレポートシステムを

用いてトラヒック状況を開示しているところで

すが、いただいたご要望等を踏まえ、トラヒッ

クの「見える化」の一環として、計測時間の見

直しの検討を進めているところです。 

なお、インターネットの利用環境をより良く

するためには、ＩＳＰ事業者との相互協力が必

要と考えており、今後、当社のみならず関係事

業者がエンドユーザへトラヒックの「見える化」

を進める等、必要な取組みを推進していきたい
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と考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

○ JAIPA殿およびEditNet殿の意見に賛同しま

す。利用者料金がユーザ単位料金であるのは、

NTT東西殿に限らずISP事業者やその他事業者も

同様です。その中でISP事業者やコンテンツ事業

者は、定額制の料金の中で、トラヒックに応じ

てバックボーンの増強などを行っているのであ

り、NTT東西殿だけがいまだにセッション数(ユ

ーザ数)での増設の立場を取っています。トラヒ

ックの計測方法を含めて、業界の常識に見合っ

たトラヒックベースでの設備増強を行うべきで

す。 

（ＩＳＰ12者、ＩＸＯ） 

意見１８ 

● D型NTEを他のNTEに変更できる経過措置を「今回

の接続約款変更から3か月以内」とするのは不十

分。少なくとも今回の増設基準の問題が最終的に

決着してから一定の期間を経過するまでは，すべ

てのD型NTEについてその他のNTEへの変更を認め

るべき。 

再意見１８ 

● D型網終端装置を他の網終端装置へ変更する

移行措置が行われる点については、接続事業者

のニーズに合わせた柔軟な対応であり歓迎。 

● 経過措置を3ヶ月間に限定する合理的理由は

なく、その理由について説明するなど、事業者

間の相互理解を醸成する取り組みを行うべき。 

■ 情報通信行政・郵政行政審議会の見解を踏ま

え例外的な経過措置として規定したもの。周知

から対象の接続事業者が申出を行う期間を考慮

し、３ヶ月の受付期間を設定。 

●左記意見に賛同。 

考え方１８ 

 

○ 本来PPPoE方式のNTEは，NTT東西の負担で円滑な

インターネット利用を可能にする程度に用意して

いただく必要があるにもかかわらず，現状の「増設

基準」はトラヒックの増加の現状に全く追いつい

○ JAIPAの意見に賛同します．NTEの増設問題が

およそ解決していないのに，経過措置の対象と

なるD型NTEの対象を限定し，さらに「3か月以内」

に区切ることに合理的理由はありません． 

○ 平成３０年５月末ま

でに申し込みのあった

「D型」をより廉価であ

る「C型」又は「C-20型
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

ておらず，当社や所属団体のJAIPAもかねてから主

張している通り，引き続きセッション数の引き下

げや，トラヒックベースへの移行が必要です． 

  「増設基準」は今後も，円滑なインターネット利

用が可能な水準，すなわち本来の水準に是正され

るはずのものですから，D型NTE（料金表 網改造料

53欄ウ欄 51欄ウ欄に規定するNTEをいいます．）を

他のNTEに変更できる経過措置を平成30年（2018

年）5月31日時点で設置されているD型NTEに限り，

さらに「今回の接続約款変更から3か月以内」とす

るのは不当ないし不十分です．少なくとも今回の

増設基準の問題が最終的に決着してから一定の期

間を経過するまでは，すべてのD型NTEについてそ

の他のNTEへの変更を認めるべきと考えます． 

  よって，「平成30年５月31日までに申込みがあっ

たＩＰ通信網終端装置」との限定をなくすととも

に，「本規定の適用日から３ヶ月を経過する日まで

に協定事業者が申し出た場合」についても，当面の

間の経過措置とすべきです． 

（Editnet） 

 

○ 本来PPPoEのNTEは、NTT東西の負担で円滑なイン

ターネット利用を可能にする程度に用意していた

だく必要があるにもかかわらず、現状の「増設基

準」はトラヒックの増加の現状に全く追いついて

おらず、引き続き引き下げや、トラヒックベースへ

の移行が必要です。「増設基準」は今後も、円滑な

インターネット利用が可能な必要な水準、つまり

本来の水準に是正されるべきものですから、D型

NTEを他のNTEに変更できる経過措置を「今回の接

続約款変更から3か月以内」とするのは不当ないし

 （Editnet、ＪＡＩＰＡ） 

 

○ D型NTE（料金表 網改造料53欄ウ欄 51欄ウ欄

に規定するNTEをいいます。）を他の網終端装置

へ変更する移行措置が行われる点については、

接続事業者のニーズに合わせた柔軟な対応であ

り歓迎します。 

一方、EditNet株式会社殿（以下「EditNet殿」

といいます。）及び一般社団法人日本インターネ

ットプロバイダー協会（以下「日本インターネ

ットプロバイダー協会殿」といいます。）の意見

の通り、D型NTEを他の網終端装置へ変更する期

間を設けないことが本来望ましいと考えます。

仮にNTT東西殿において経過措置を3ヶ月間に限

定する必要があるのであれば、先ずその理由に

ついてご説明いただくなど、事業者間の相互理

解を醸成する取り組みを行っていただくべきと

考えます。 

（ソフトバンク） 

 

○ Ｄ型かそれ以外のメニューを用いるかについ

ては接続事業者が自由に選択可能ですが、Ｄ型

に係る接続約款変更認可申請時に情報通信行

政・郵政行政審議会より「本件追加メニューか

ら現行メニューへの移行を接続事業者が要望す

る場合は、接続約款の規定に従いこれをスムー

ズに実現できるよう対応することが適当」との

見解が示されたことを踏まえ、Ｄ型に係る接続

約款変更の認可後から２０１８年６月の増設基

準見直しまでに申し込まれたＤ型からそれ以外

のメニューへの変更を例外的な経過措置として

等」メニューに変更で

きる措置については、

その申込みを可能とす

る期間（以下「申込可

能期間」といいます。）

に制限を設けないとし

た場合、セッション数

が漸増する状況におい

ては、当時D型を申し込

んだ移行措置対象の接

続事業者は、いずれは

当該D型をC型等に変更

することにより新たな

C型等の設置を回避し

工事費等を節約するこ

とが可能になることか

ら、同様の状況下では

新たなC型等の設置を

しなければならないこ

ととなる移行措置非対

象の接続事業者が不当

に不利になるおそれが

あると考えられます。 

○ したがって、申込可

能期間の制限を設ける

ことに一定の合理性は

あると考えられます

が、一方で、申込可能

期間を「３ヶ月」とし

た理由についての接続

事業者に対する説明
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

不十分であり、少なくとも「増設基準」が最終的に

決着して一定期間を経過するまでは、引き続き変

更を認めるべきです。 

（ＪＡＩＰＡ） 

規定したものです。 

なお、当社の周知から対象の接続事業者が申

出を行う期間を考慮し、３ヶ月の受付期間を設

定しています。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

○ JAIPA殿およびEditNet殿の意見に賛同しま

す。NTE増設基準の問題が解決していないのに、

経過措置の対象となるD型NTEの対象を限定し、

さらに「3か月以内」に区切ることに合理的な理

由はありません。 

（ＩＳＰ12者、ＩＸＯ） 

は、必ずしも十分でな

いと考えられます。 

○ この状況を受けて、

総務省において改めて

確認したところ、昨年

６月に増設基準が緩和

されてからそれを受け

た増設申込みがおおむ

ね同年末まで行われる

見込みとの資料※が存

在するとのことである

ので、申込可能期間を

「６ヶ月」とすること

が適当と考えられま

す。（補正） 

 ※接続料の算定に関する

研究会資料１４－４（平成

３０年９月２６日）Ｐ．７

（別紙） 
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（４）長期増分費用方式に基づく平成 31年度の接続料の改定 

■：NTT東日本・西日本からの意見 ●：NTT東日本・西日本以外の事業者・団体からの意見 ▲：個人からの意見 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見１９ 

● 今期適用期間から、改良IP モデルを用いて接

続料の算定を行うべき。 

再意見１９ 

■ 本認可申請は、情報通信審議会答申の整理に基

づき申請を行っているものである。 

考え方１９  

○ 従前より弊社が主張している通り、「現時点で

利用可能な最も低廉で最も効率的な設備や技術

を採用する」というLRICモデル検討における基本

的事項に鑑みれば、今期適用期間から、改良IPモ

デルを用いて接続料の算定を行うべきと考えま

す。 

（ソフトバンク） 

 

○「平成31年度以降の接続料算定における長期増分

費用方式の適用の在り方について」において、

LRIC検証における他律的要因の扱いは次年度に

向けて検討を継続中であるものの、今期適用期間

は「接続料の算定は、まずは改良PSTNモデルによ

りこれを行う」こととされており、「改良PSTNモ

デルによって算定される接続料水準が、指針に基

づくスタックテストによる検証に耐えられない

ことが分かった場合」には、改良PSTNモデルと改

良IPデルの組み合わせによって接続料を算定す

ることとされました。したがって、2019年度接続

料は、本整理に基づき、改良PSTNモデルを用いた

接続料の認可申請を行っています。 

（NTT東日本・西日本） 

○ 情報通信審議会答申

「平成31年度以降の接

続料算定における長期

増分費用方式の適用の

在り方について」（平成

30年10月16日）（以下、

「平成 30年情通審答

申」という。）では、長

期増分費用方式の適用

に当たって、より効率

的なIP-LRICモデル（以

下、「IPモデル」とい

う。）を用いて接続料の

算定を行うことが、公

正な競争環境の確保を

求める制度の趣旨に適

っていると言えます

が、その一方で、既存の

利用者の円滑な移行へ

の考慮から、当面の間

はIP網を前提とした接

続料原価の算定に向け

た段階的な移行の時期

として対応することが

より適切とされまし

無 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

た。 

○ これを踏まえ、PSTN

接続料の水準により価

格圧搾のおそれが生じ

る場合は、PSTN-LRICモ

デル（以下、「PSTNモデ

ル」という。）とIPモデ

ルの組合せにより移行

の段階を進めることと

し、所要の規定を整備

しました。 

○ なお、平成30年情通

審答申では、IP網を前

提にした算定への移行

を完了すべき時期につ

いては、固定電話市場

全体におけるIP網への

移行状況や公正な競争

環境の確保等の観点か

ら引き続きの検討が必

要とされています。 

意見２０ 

● LRIC検証について、算出過程や根拠、結果に関

する詳細な情報開示や、それらの妥当性の確認な

ど、透明性・適正性を確保する取組みが必要。 

再意見２０ 

■ LRIC検証は、目的や手法の観点で通常のスタッ

クテストと同一であり、通常のスタックテスト以

上の詳細な情報開示や透明性・適正性を確保する

取組みは不要。 

● 左記意見に賛同。 

考え方２０  

○ 2019年度から2021年度においては、改良PSTNモ

デルと改良IPモデルの組み合わせ（４対１等）へ

移行の段階を進めるかどうかの重要な判断基準

としてLRIC検証の結果が用いられるため、LRIC検

○ 当社は、そもそもスタックテストの検証の目的

が、接続料と利用者料金との関係について、価格

圧搾による不当な競争を引き起こすものとなら

ないかどうかを検証することであれば、需要の立

○ PSTN接続料の水準に

より価格圧搾のおそれ

が生じる場合は、２つ

のモデルの組合せによ

無 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

証については、通常のスタックテスト以上に算出

過程や根拠、結果について詳細な情報開示が必要

であるとともに、総務省においても、例えば、検

証に用いている金額の根拠が適切かどうか等に

ついて確認するなど、透明性・適正性を確保する

取組みが必要であると考えます。 

（KDDI） 

 

○ 今回のLRIC検証の内容については、NTT東西殿

よりデータや検証プロセス等の詳細（利用者料金

収入、接続料相当を具体的にどのように算出した

のか、等）を提示していただき、それらの妥当性

について検証すべきと考えます。 

（ソフトバンク） 

 

上げ期において普及促進的な料金を設定せざる

を得ないサービスや、需要の減少期にあって、利

用者から見ると、もはや競争を促進する意義が乏

しくなっているサービスについては、本検証に相

応しくないと考えます。そのため、①加入電話・

ISDN基本料、②加入電話・ISDN通話料、③フレッ

ツADSLについては、需要が減少し、既に競争環境

になく、不当な競争を引き起こす状況にはないた

め、速やかにスタックテストの検証対象から除外

すべきと考えます。 

ましてや、LRIC検証は、「接続料と利用者料金

の関係の検証に関する指針」に基づくスタックテ

ストの仕組みを用いて、PSTNサービスにおいて価

格圧搾のおそれが生じているかを検証し、その結

果に応じて接続料水準の調整を行うものである

ことから、目的や手法の観点で、通常のスタック

テストと同一であり、通常以上の詳細な情報開示

や透明性・適正性を確保する取組みは必要ないと

考えます。 

なお、当社は、従前より、加入電話・ISDN通話

料以外のスタックテストも含め、指針に則り適正

に算定し、競争対抗や他事業者との取引状況等の

観点で支障のない範囲で情報開示を行うととも

に、総務省からの求めに応じてデータ提示等を行

っており、透明性・適正性については確保されて

いるものと考えます。 

（NTT東日本・西日本） 

 

○ LRIC検証については、改良PSTNモデルと改良IP

モデルの組み合わせ（４対１等）へ移行の段階を

進めるかどうかの重要な判断基準であるため、左

り移行の段階を進める

ことは考え方19のとお

りです。 

○ この価格圧搾のおそ

れについては、現行の

指針※に基づく方法で

「加入電話・ISDN通話

料」の利用者料金と接

続料を比較し、両者の

差分が他律的要因によ

らずに、営業費相当基

準額未満となるかどう

かで判断（以下、「LRIC

検証」という。）するこ

ととされています。 

※「接続料と利用者料金の関

係の検証に関する指針」 

○ ただし、このLRIC検

証は、接続料算定の過

程において、２つのモ

デルを組合せて用いる

こととなった場合に、

その組合せの比率を定

めるものであり、接続

料の額に直接影響を及

ぼし得るものである

等、通常のスタックテ

ストとは性質が異なり

ます。 

○ そうした性質の違い

から、検証に係るこれ
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

記意見のとおり、算出過程や根拠、結果について

詳細な情報開示が必要であるとともに、総務省に

おいても、例えば、検証に用いている金額の根拠

が適切かどうか等について確認するなど、透明

性・適正性を確保する取組みが必要であると考え

ます。 

（KDDI） 

 

○ 本来、現実的により効率なNW構成を追求できる

IP-LRICモデルを用いて接続料を算定すること

が、公正な環境の実現を目指す制度の趣旨に沿う

ものと考えますが、現状の整理ではLRIC検証の結

果に基づき段階的にIP-LRICモデルを考慮するこ

ととされており、その検証の妥当性は極めて重要

な意味を持ちます。 

 先ずは、その検証の妥当性を評価する必要があ

ることから、KDDI殿が意見されている通り、その

算出過程や根拠等については透明性・適正性を確

保するためにも可能な限り情報提供を行い、接続

事業者による分析・評価を可能とすべきです。 

 また、情報の性質から接続事業者への情報開示

が困難な事項については、総務省殿による積極的

な検証を経て、その結果を公開する等、透明性・

適正性を担保する取り組みがなされるべきと考

えます。 

（ソフトバンク） 

 

 

 

 

 

までの確認方法に限ら

ず、検証結果の算出方

法や根拠等について、

接続料が適正かつ明確

に定められているかの

確認に必要となる情報

の提示を求めることは

適当と考えます。 

○ なお、現行の指針で

は、検証対象のうち「加

入電話・ISDN通話料」に

ついて、LRIC検証を行

う間は、本指針を適用

しないとされていま

す。 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見２１ 

● LRIC検証において、利用者料金収入の比較に用

いられる接続料相当に関し、着信先別の分計を示

した上でこれらを分けて評価し、検証の妥当性を

確保すべき。 

再意見２１ 

■ 利用者料金等により区別可能な範囲を超え着

信先を分けて検証することは、それによって検証

性を向上できるものでなく、適切でない。 

考え方２１  

○ LRIC検証は「価格圧搾のおそれが生じるか否

か」という観点を評価する仕組みですが、IP-LRIC

モデルの組み合わせ適否を判断するにあたって

は、ひかり電話や他社接続料といった他律的要因

による影響を排除する必要があると考えます。具

体的には、LRIC検証において利用者料金収入の比

較に用いられる接続料相当には、NTT東西殿加入

電話発信、NTT東西殿ひかり電話着信及び他社直

収電話着信の呼が含まれているため、IP-LRICモ

デルの組み合わせ適否の判定においてはこれら

を分けて評価し検証の妥当性を確保すべきです。 

なお、NTT東西殿は従前より着信先別の内訳分

計、開示が困難であるとの主張をされています

が、「接続料と利用者料金の関係に関する確認の

結果」(平成31年３月28日付東日本電信電話株式

会社及び西日本電信電話株式会社の第１種指定

電気通信設備に関する接続約款の変更案に対す

る意見募集別添32)において「（注４）ひかり電話

における移動体着等を除く場合については、移動

体・PHS・050・国際着及びフリーアクセス・ひか

りワイド着に相当する利用者料金収入と接続料

相当をトラヒック比（通信時間比）を用いて除外」

との記載があり、このことは、自ら分計が可能で

あることを示す証左に他ならず、今後も検証性向

上等のため、このような手段を用いて着信先別の

分計を示していただくべきと考えます。 

○ LRIC検証の接続料相当において、ひかり電話着

信および他社直収電話着信を分けて検証すべき

というご意見について、本検証の目的（改良PSTN

モデルを用いて算定した接続料がPSTNサービス

において価格圧搾のおそれを生じさせていない

かを確認すること）に照らし、接続料の算定に関

する研究会（第16回）でも検討したとおり、PSTN

サービスの利用者は、着信先の0AB-J番号につい

て、ひかり電話か他事業者直収電話であるか等の

区別はつかず、着信先ごとの競争環境は存在しな

いことから、利用者料金（単価）等により通常の

利用者が区別可能な範囲を超え、着信先を分けて

検証をすることは、適切ではないと考えます。 

 上記の考えに基づき、「接続料と利用者料金の

関係に関する確認の結果」（平成31年３月28日付

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株

式会社の第一種指定電気通信設備に関する接続

約款の変更案に対する意見募集別添32）は、指針

の「検証対象に他事業者接続料を支払う需要が含

まれる場合には、利用者料金額（単価）等により

通常の利用者が区別可能な範囲内において、他事

業者接続料を支払う需要をできる限り除くもの

とする。」との規定を踏まえ、ひかり電話におい

て着信先によって利用者料金の異なる移動体・

PHS・050・国際着およびフリーアクセス・ひかり

ワイド着に相当する利用者料金収入と接続料相

○ 平成30年情通審答申

では、LRIC検証におい

て他律的要因（例えば、

価格圧搾のおそれが生

じるとしても、認可接

続料に比べ他事業者接

続料の著しい上昇によ

り利用者料金と接続料

の差分が営業費相当基

準額を下回るといった

ことが、客観的かつ定

量的に確認できるも

の）を考慮して取り扱

うことについて総務省

で検討する余地がある

とされ、その後「接続料

の算定に関する研究

会」において検討が進

められています。 

○ PSTN接続料により価

格圧搾のおそれが生じ

るかの判断に他律的要

因が影響を及ぼし得る

場合に、その影響を排

除し、判断の正確性を

確保するという趣旨に

無 



４８ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

（ソフトバンク） 

 

当を分計したに過ぎません。一方で、着信先によ

って利用者料金が同一であるPSTN発ひかり電話

着および他社直収電話着をトラヒック比（通信時

間比）を用いて分計することは、指針の目的に照

らし、検証性を向上できるものではないと考えま

す。なお、ひかり電話においても、利用者料金が

同一であるひかり電話着および他社直収電話着

については、分計しておりません。 

（NTT東日本・西日本） 

基づき、総務省は、考慮

すべき他律的要因につ

いて引き続き検討を行

うことが適当と考えま

す。 

○ なお「接続料の算定

に関する研究会」（第17

回）の他律的要因に関

する検討では、他事業

者接続料による他律的

要因を客観的かつ定量

的に確認するため利用

者料金収入を着信区分

別に分計するという方

法は、検討時点では採

用困難とされました

が、そこでの議論にお

けるNTT東日本・西日本

からの「利用者からみ

て区別できない単位で

ある着信区分別に分け

る意味があるのか疑

問」との意見を含むや

り取りについては、指

針による検証の在り方

自体に関する議論では

あるものの、LRIC検証

の在り方に影響を与え

る議論とはならないと

された点には留意する

必要があります。 



４９ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見２２ 

● 他律的要因については、利用者料金と接続料の

差分が営業費相当基準額未満であるかの結果に

かかわらず、予め考慮すべき。 

再意見２２ 

■ 他律的要因については、スタックテストの結

果、価格圧搾のおそれが認められる場合にのみ考

慮すべき。 

考え方２２  

○ 他律的要因の考慮については、情報通信審議会

答申「平成31年度以降の接続料算定における長期

増分費用方式の適用の在り方について」（平成30

年10月）において「他律的要因が客観的かつ定量

的に確認できる場合には、総務省において、そう

した事情を考慮して取り扱うことを検討する余

地がある」とされています。この他律的要因は

PSTN接続料により価格圧搾のおそれが生じるか

についての判断に影響を及ぼし、判断の正確性が

確保できない場合に、それを考慮して取り扱うも

のであるため、必ずしも利用者料金と接続料の差

分が、営業費相当基準額を満たさないことを他律

的要因の考慮の前提とするものではなく、他律的

要因の内容・性質によってはその結果に依らず考

慮することを排除するものではありません。ひか

り電話や他社接続料といった他律的要因につい

ては、IP-LRICモデル組み合わせの適否判定の妥

当性に影響するものであることから、利用者料金

と接続料の差分が営業費相当基準額未満である

かの結果にかかわらず予め考慮すべきものと考

えます。 

（ソフトバンク） 

○ ひかり電話や他社接続料といった他律的要因

については、利用者料金と接続料の差分が営業費

相当基準額未満であるかの結果にかかわらず予

め考慮すべきというご意見について、LRIC検証

は、改良PSTNモデルを用いて算定した接続料が

PSTNサービスにおいて価格圧搾のおそれを生じ

させていないことを確認するために行うもので

あることから、営業費相当基準額を確保できてい

るならば、他事業者においても当社と同等の利用

者料金を設定することが可能であり、そもそも価

格は圧搾されていません。 

よって、まずは指針に基づく従来のスタックテ

ストの方法に則って、利用者料金と接続料の差分

が営業費相当基準額を下回らないものであるか

どうかの検証を行い、価格圧搾のおそれが認めら

れる場合に、他律的要因を考慮すべきであると考

えます。 

（NTT東日本・西日本） 

 

○ PSTN接続料により価

格圧搾のおそれが生じ

るかの判断に他律的要

因が影響を及ぼし得る

場合に、その影響を排

除し、判断の正確性を

確保するという趣旨に

基づき、総務省は考慮

すべき他律的要因につ

いて引き続き検討を行

うことが適当との考え

方は、考え方21のとお

りです。 

無 

意見２３ 

● 次期適用期間（2022年度以降）における長期増

分費用（LRIC）方式の在り方の検討は、PSTN網に

適用するためのIPモデルではなく、IP網に適用す

るためのIPモデルを前提として検討すべき。 

再意見２３ 

■ 2022年度以降の次期適用期間に用いる接続料

算定方法については、LRIC方式を採用してきた目

的等に照らしつつ、今後の市場環境等を見据え

て、LRIC方式の撤廃も含め、複数の選択肢の中か

考え方２３ 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

ら検討していただきたい。 

○ 固定電話（加入電話＋ISDN）の契約者数1,866

万加入（※３）に対して、0ABJ-IP電話の契約者

数は3,421万件（※３）まで拡大しており、固定

電話市場は着実にIP化が進捗しております。ま

た、PSTNマイグレーションにおいて、2021年１月

からは、実際にNTT東西ひかり電話発着トラフィ

ックのIP-POIへの切替が開始されるスケジュー

ルとなっており、加入電話（PSTN）からメタルIP

電話（IP）への切替も2024年１月から開始され、

2025年１月に終了する予定となっております。 

一方で、2019年度から2021年度においては、IP

網を前提とした接続料原価の算定に向けた段階

的な移行時期として、まずは改良PSTNモデルによ

り接続料を算定することとし、同モデルによって

算定される接続料水準が、LRIC検証に耐えられな

いことが分かった場合には、それに代えて、改良

PSTNモデルと改良IPモデルの組み合わせ（４対１

等）へ移行の段階を進めることとされ、平成31

（2019）年度接続料は、改良PSTNモデルにて算定

されています。 

2022年度以降の次期適用期間においては、実際

にIP網への移行が完了する予定であるため、接続

料算定に長期増分費用（LRIC）方式を適用する場

合に検討するモデルは、今までのようにPSTN網に

適用するためのIPモデルではなく、IP網に適用す

るためのIPモデルを前提として検討すべきであ

ると考えます。 

※３：総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに

関する四半期データの公表」 （平成30年度第３四半期

（12月末））より 

○ 2022年度以降の次期適用期間に用いる接続料

算定方法については、「平成31年度以降の接続料

算定における長期増分費用方式の適用の在り方

について」に記載のとおり、そもそもLRIC方式自

体があくまで有力なオプションとして位置づけ

られているに過ぎず、今後、他のオプションと共

に採用の適否を検討していくことが必要とされ

ている認識です。ましてや、現時点において、IP

網への移行が完了することをもって、次期適用期

間以降の接続料算定にIPモデルを用いるものと

はされていません。 

当社としては、固定音声通信市場の縮小や音声

通信以外のコミュニケーション手段の充実とい

った市場環境・競争環境の変化を踏まえ、旧来の

規制は適宜適切に見直しを行い、むしろICT社会

の一層の進展による新たな付加価値創造を促す

ような政策に転換すべきと考えます。 

LRIC方式は、これまで地域通信網の非効率性を

排除することを目的として、PSTNに係る接続料算

定に用いられてきたことを鑑みると、広く普及し

た技術を用い、他事業者でも同様に構築している

IP網に適用する必要性はないと考えます。 

なお、当社としては、IP網への移行後、①事業

者間接続は、原則、二者間での直接接続となり、

当社と他事業者は対称・対等な接続形態・取引関

係となること、②IP網は同様の技術を用いて他事

業者も構築しており、当社の接続料水準を検証可

能であることから、PSTN接続料水準が他事業者の

事業運営に与える影響はますます小さくなると

ともに、透明性の確保や非効率性の排除等という

○ 平成30年情通審答申

では、IP網への移行後、

他事業者のNGNへの依

存性は強まることや、

NGNに接続して音声サ

ービスを提供する接続

事業者にとって、メタ

ルIP電話への接続は不

可避であること等を踏

まえれば、メタルIP電

話について、その接続

形態（発着二者間での

直接接続）にかかわら

ず、接続料算定におけ

る適正性・公平性・透明

性の確保等を図る必要

性は変わらないとされ

ています。 

○ そして、IP網への移

行過程及び移行後の接

続料算定において、非

効率性の排除とともに

公平性・透明性の確保

が可能な長期増分費用

方式を適用することの

意義は依然として変わ

らないところ、この有

力な算定方法の採用の

適否については、他の

オプションと共に検討

無 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

（KDDI） 

 

LRIC方式の意義は更に失われるものと考えてい

ます。 

したがって、上記①②の点や、そもそも当該方

式を採用してきた目的・意義に照らして、また、

今後のIP網への移行後のPSTNサービスの位置づ

けや市場環境等を見据えて、LRIC方式の撤廃も含

め、複数の選択肢の中から検討していただきたい

と考えます。 

（NTT東日本・西日本） 

していくことが必要と

されています。 

意見２４ 

● 加入者交換機（メタル収容装置）の今後のコス

トの見通しについて、NTT東西はできる限り早期

に明確にしていくことが必要。 

再意見２４ 

■ 利用者への影響が大きい等、社会的に重要度が

高い情報は、適宜適切に提供していく考え。 

● 左記意見に賛同。 

考え方２４  

○ なお、「平成31年度以降の接続料算定における

長期増分費用方式の適用の在り方について」にお

いて示されたとおり、次期適用期間以降の接続料

算定に用いる方法としてLRIC方式や他のオプシ

ョンの採用の適否を検討していく上では、メタル

IP電話の設備構成やコスト見通しを具体的に把

握することが望ましいため、特に大きなコスト課

題となる加入者交換機（メタル収容装置）の今後

のコストの見通しについて、NTT東西はできる限

り早期に明確にしていくことが必要であると考

えます。 

（KDDI） 

○ LRIC方式や他のオプションの採用の適否を検

討していく上で、NTT東西は特に加入者交換機（メ

タル収容装置）のコスト見通しを明確にすべき、

というご意見について、お客様への影響が大きい

等、社会的に重要度が高い情報は、適宜適切に提

供していく考えです。 

（NTT東日本・西日本） 

 

○ KDDI殿意見に賛同いたします。次期LRICモデル

の見直し議論が間もなく開始されるところ、その

検討においてもメタルIP電話の設備構成やコス

ト見通しを具体的に把握することが望ましいた

め、加入者交換機（メタル収容装置）の今後のコ

ストの見通等について、NTT東西殿においてはで

きる限り早期に明確いただくべきと考えます。 

（ソフトバンク） 

 

○ 平成30年情通審答申

では、IP網への移行後

を見据えつつ、令和４

年度以降の接続料算定

に用いる方法として長

期増分費用方式や他の

オプションの採用の適

否を検討していく上で

は、メタルIP電話の設

備構成やコスト見通し

を具体的に把握するこ

とが望ましく、NTT東日

本・西日本は、それらに

ついてできる限り早期

に明確にしていくこと

が求められるとされて

います。 

無 
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（５）その他 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

意見２５ 

● 通信ネットワークがＩＰ網や光ファイバに移行

していく中において、電話サービスの提供に必要と

なる相互接続や事業者間調整がより円滑に行われ

るよう、引き続き公正な競争環境を確保する必要が

ある。 

－ 考え方２５ 

 

○ 固定電話の契約数やトラヒックは横ばいあるい

は減少の傾向にありますが、電話サービスや音声系

サービスは一般企業やコールセンターなどを中心

に一定の強いニーズがあり、今後も日本のみならず

世界の経済社会活動全般にとってなくてはならな

いものであり続けます。通信ネットワークがＩＰ網

や光ファイバに移行していく中において、電話サー

ビスの提供に必要となる相互接続や事業者間調整

がより円滑に行われることが重要です。また中小事

業者や新規参入者が、音声系サービスへの事業展開

が容易になるよう、引き続き公正な競争環境を確保

していただく必要があると考えております。当協会

は、接続など事業者間取引に関する制度の運用や見

直しの状況など必要な取り組みを学ばせていただ

きながら、建設的な議論に貢献していきたいと考え

ております。 

（日本ユニファイド通信事業者協会） 

－ ○ 固定系音声サービス

及びＩＰ電話の契約数

は約６４００万、その

通信時間は約９億６７

００万時間に上る※と

ころ、ＩＰ網や光ファ

イバへの移行が進む中

にあっても、音声サー

ビスのための円滑な接

続の実現が公正競争の

確保のために重要であ

り続けるものと考えま

す。 

 

※「通信量からみた我が

国の音声通信利用状

況」（平成３１年３月２

６日総務省公表）によ

る平成２９年度（末）

の数値 

 

意見２６ 再意見２６ 

● NGN県間設備の接続料について、規律の対象と

考え方２６ 
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意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

● NGN 県間設備の接続料について、第一種指定電気

通信設備との接続を円滑に行うために必要なもの

として規律の対象とし、総務省においてその適正性

を検証するのが適当。 

● トラヒック把握の精緻化及びQoS制御係数の採用

等を受けた優先転送機能に係る県間接続料の見直

しについて、その影響がどのようなものだったかを

定量的に示すべき。 

し、適正性を検証する旨の意見に賛同。IPoE方式

において県間区間伝送機能は事実上必須の機能

である。 

● IP音声県間接続利用のような、利用の不可避性

が高い県間通信用設備については、第一種指定電

気通信設備と同等の適正性・公平性・透明性が確

保される必要がある。 

● NTT東西はボトルネック設備を有し、接続協議

において市場支配力を行使することが可能であ

り、第一種指定電気通信設備との円滑な接続のた

めに必要な規律を県間区間伝送機能に課すこと

が必要。 

■ 全ての県間通信用設備の利用は、これまでと同

様、当事者間の協議に委ねられるべきものであ

り、新たな規律は不要。 

■ 今後も調達・構築等のコスト効率化を進めてい

く考え。 

○ また、引き続き NGN県間設備の接続料に関する規

律の在り方については検討が必要と考えます。研究

会第二次報告書において「第一種指定電気通信設備

との接続に当たり不可避的に経由し一体的な利用

が行われている場合における県間設備の接続料・接

続条件については、その透明性・公平性及び適正性

が特に重要であると考えられる。」とされておりま

す。接続料算定についての考え方が十分に説明され

ず、その検証に必要な情報が開示されない現行ルー

ルのもとでは、仮に NTT東西殿の非指定約款での提

供条件が公表されるとしても、それは一方当事者か

○ JAIPAの意見に賛同します．IPoE方式において

県間区間伝送機能は事実上必須の機能であり，そ

の料金が低廉化することで，地域ISPにとっても

NGNへの参入ハードルが低くなり，多様な強みを

持ったISPの参入が促されることになります． 

（Editnet、ＪＡＩＰＡ） 

 

○ NGNの県間通信用設備の利用については、現に

利用されているもの、又は今後利用が見込まれる

ものとして、①ベストエフォート県間接続利用、

②優先パケット県間接続利用、③IP音声県間接続

利用の3つが考えられるが、特に③IP音声県間接

続利用については、POIの設置が東京・大阪の2ヵ

所になる見込みであることから、県間伝送路を不

○ ＮＧＮの県間通信用

設備に設定される接続

料については、公正競

争確保の観点からの将

来を見据えた検討がま

ず行われる必要があ

り、寄せられたこれら

の意見も参考に、必要

な場合は制度整備も視

野に、総務省において

適切に対応していただ

きたいと考えます。 

無 
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らの説明であり、その適正性を接続事業者側か十分

に検証できないことから適正性の確保については

問題があるものと考えます。また、事業者間協議に

おける課題も弊社が従前より主張*している通りで

す。 

 実際に、IP通信網県間区間伝送機能に係る接続料

については、2014年以降見直しがなされず、機器コ

ストの低廉化が適切には反映されていないと考え

られるなどその適正性に疑問が生じる状態が生じ

ております。このような現状を踏まえると、円滑な

接続のためにどのような仕組みを作るかを検討す

べき段階にきております。 

 今後の具体的な検討の進め方については、研究会

（第 19 回）において、県間接続機能について機能

別にその不可避性の評価や今後の検討事項が示さ

れていますが、そもそも県間設備は第一種指定電気

通信設備である県内設備と一体的に利用されるこ

とから、その不可避性は自明であると考えます。な

お、一部の県間接続機能については他の県間接続機

能よりもその利用の不可避性が低いのではないか

との評価が提案されていますが、これらの機能は１

の設備を共通的に利用するものであり、その設備が

NGN の利用にあたり一体不可分の関係にあることか

らすると個々の機能で評価するのはなく総合的に

可避的に利用せざるを得なくなります。 

そのため、③IP音声県間接続利用のような、利

用の不可避性が高い県間通信用設備については、

第一種指定電気通信設備との円滑な接続の上で

重要である点を十分に考慮し、コロケーション等

のように、第一種指定電気通信設備と同等の適正

性・公平性・透明性が確保される必要があります。 

接続料の算定に関する研究会第一次報告書を

受け、現状、県間通信用設備に関する手続方法や

手続にかかる標準的期間については、認可接続約

款に記載されましたが、不可避性が高い県間設備

の接続料についても、認可接続約款記載事項とす

ることを検討する必要があると考えます。 

（ＫＤＤＩ） 

 

○ 弊社は、そもそも県間設備は第一種指定電気通

信設備である県内設備と一体的に利用されるこ

とから、どの県間設備用途（BE県間、優先パケッ

ト県間、IP音声県間）においてもその不可避性は

自明であると考えております。BE県間について

は、不可避性が低いのではないかとの意見があり

ますが、優先パケットを利用するサービスはIPoE

接続が必須であることからBE県間設備の利用も

不可避です。 

EditNet殿及び日本インターネットプロバイダ

ー協会殿の意見において、「県間区間の接続料制

度についても，第一種指定電気通信設備として扱

うか，これと同等の規律を適用することが必要」

とされています。このような県間区間の伝送機能

について何らかの規律を求める意見について、

NTT東西殿は、IP音声県間接続においては、「繋ぐ
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不可避性の評価を実施すべきと考えます。そのうえ

でコロケーションや電柱と同様に第一種指定電気

通信設備との接続を円滑に行うために必要なもの

として規律の対象とし、総務省殿においてその適正

性を検証いただくのが適当と考えます。 

*「接続料の算定に関する研究会」第二次報告書（案）

に対する弊社意見（平成 30年８月 31日） 

（ソフトバンク） 

 

○ 当社の所属団体であるJAIPAもかねて主張してい

ますが，NGN の利用が拡大するにつれて，県間区間

伝送機能の利用が事実上必須になってきているこ

とから，県間区間の接続料制度についても，第一種

指定電気通信設備として扱うか，これと同等の規律

を適用することが必要と考えます． 

  例えば，IPoE接続に参入するためには，事実上県

間区間伝送機能を利用することが必須になってい

ますが，この接続料は高額で，当社のような地域 ISP

が利用することは困難ですし，IPoE接続を考える上

でのハードルの 1つになっています．県間区間伝送

機能の接続料が妥当な水準に引き下げられ，同時に

コストドライバもスモールスタートが容易なもの

になれば，当社も利用を検討することが可能になっ

てきます．現状より多くの ISP事業者が市場に参入

機能POI」を介して接続することで対称・対等な

関係である等として当事者間の協議にゆだねら

れるべきとの主張をされているところです。 

しかしながら、NTT東西殿はボトルネック設備

を有し、接続協議において市場支配力を行使する

ことが可能な市場支配的な事業者であり接続事

業者と対等ではありません。また、実際に事業者

間協議を行ってきた弊社も情報提供が十分にな

されず、接続料の算定に関する研究会において取

り上げられることで、初めて有意義的な情報開示

がなされる等、協議も長期化しておりました。 

このような状況に鑑みると、当事者間の協議に

ゆだねた場合、事業者間協議が遅延し、不十分な

情報しか開示されない中でサービスの必要に迫

られ、仕方なく合意せざるを得ないという状況が

生じることになります。 

このような状況を改善するためには、県間設備

が、第一種指定電気通信設備である県内設備と一

体利用されており不可避性があることに着目し、

第一種指定電気通信設備との円滑な接続のため

に必要な規律を県間区間伝送機能に課すことが

考えられます。具体的には、接続料規則に準拠し

た原価・利潤の算定を接続約款記載事項とする等

の対応が必要であると考えます。 

（ソフトバンク） 

 

○ 「県間区間伝送機能の利用が事実上必須」「県

間設備は第一種指定電気通信設備である県内設

備と一体的に利用されることから、その不可避性

は自明」とのご意見ですが、「接続料の算定に関

する研究会（第２０回）」において当社より発表



５６ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

（市場の地理的範囲を拡大）することは，競争の促

進にもつながると考えます． 

（Editnet） 

 

○ JAIPA も従来から主張していますが、NGN の利用

が拡大するにつれてインターネット以外(優先転送

や電話サービス等)接続事業者にとっては県間区間

伝送機能の利用が事実上必須になっていることか

ら、これも第一種指定電気通信設備に組み入れる

か、第一種指定電気通信設備と同等の規律を設ける

ことが必要です。 

（ＪＡＩＰＡ） 

 

○ また、NTT 東西殿は今回の見直し（トラヒック把

握の精緻化及び QoS制御係数の採用等）に合わせて

優先転送機能に係る県間接続料を算定し直すとの

考えを示されていますが、その妥当性を接続事業者

が検証するためにも、今回の見直しを受けてどのよ

うな考え方（例えば、県間接続料にも QoS制御係数

を適用したのか、適用した場合は具体的にどの設備

に適用したのか等）に基づき再算定を行なわれたの

か、その影響がどのようなものだったかを定量的に

お示しいただくべきと考えます。 

（ソフトバンク） 

したとおり、当社の考えは以下となります。 

-「ＢＥ接続」「優先パケット接続」については、

接続事業者が「自前構築」、「中継事業者からの調

達」または「当社の県間通信用設備の利用」とい

う複数の選択肢の中から、自身にとって最適な方

法を選択可能であること、また、ＩＰｏＥ方式に

おいて、当初から設置していた東京・大阪以外の

道府県においてもＰＯＩの設置を進めており、今

後も要望に応じて、ＰＯＩ増設の検討を行う考え

であることから、「県間区間伝送機能の利用が事

実上必須」「県間設備は第一種指定電気通信設備

である県内設備と一体的に利用されることから、

その不可避性は自明」とのご指摘には当たりませ

ん。 

-「ＩＰ音声接続」は、具体的な設備構成、費用

負担方法等の扱いが定まった後に議論すべきと

考えますが、トラヒックが縮小傾向となっている

ことを踏まえ、東京・大阪の２箇所に全事業者共

通のＰＯＩを集約することで事業者間合意した

ものであり、当社と他事業者が対称・対等な関係

で接続することから、当社のネットワークのみが

不可避的な利用とはなりません。 

このように、中継事業者等の各社と当社が競争

環境にあることを踏まえれば、当社を含めた全て

の県間通信用設備の利用は、これまでと同様、当

事者間の協議に委ねられるべきものであり、新た

な規律は不要と考えます。 

また、当社としては、今後も調達・構築等のコ

スト効率化を進めていく考えです。その際、他事

業者が安価に県間通信用設備を提供できるとい

うのであれば、それを基に設備構築を行い、その
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結果生じるコスト効率化による見直しの検討も

可能と考えます。 

なお、県間区間伝送機能の接続料について、「こ

の接続料は高額」とのご指摘ですが、上述のとお

り、複数の選択肢がある中で、当社県間通信用設

備を利用している事業者が複数いることを踏ま

えれば、当社の県間接続料は市場において合理的

な水準であると考えますが、スモールスタートで

の利用を要望いただければ、ビジネスベースでの

料金上の方策の検討も可能と考えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

○ 「適正性を接続事業者側が十分に検証できない

ことから適正性の確保については問題」とのご指

摘についてですが、弊社が従前より主張している

とおり、接続料の適正性の確保に向けて、これま

でも接続事業者に丁寧にご説明を行ってきまし

た。 

ご指摘の県間接続料の協議においても、ソフト

バンク殿が想定される県間通信用設備と当社が

実際に調達等しているものとの違いにより、ソフ

トバンク殿の想定される水準と当該接続料水準

に差が生じているとのご意見をいただきました

が、度重なる協議の中で、ご要望に応じ、検証の

前提となる、設備の構成や設置時期等を提供して

まいりました。その結果、現に自ら県間通信用設

備を保有するソフトバンク殿が検証した上で、県

間接続料の適正性に納得いただき、合意に至った

ものと考えています。 

このようなすり合わせは、当事者間の協議に委

ねられるべきものであり、新たな規律は不要と考
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えます。 

（ＮＴＴ東日本・西日本） 

 

○ JAIPA殿およびEditNet殿の意見に賛同します。

IPoE方式において県間区間伝送機能は事実上必

須の機能であり、その料金が低廉化することで、

地域のISP等にとってNGNへの参入ハードルが低

くなり、多様な強みを持ったISPの参入が促され

ます。また、県間伝送路設備区間においても競争

が促進されます。 

（ＩＳＰ12者、ＩＸＯ） 

意見２７ 

▲ 「NTT 東日本及び NTT 西日本」における構造は、

回線混雑を招く構造。クラウド側のハードウェアー

の強化とエッジ側ソフトウェアーの強化が必要。 

再意見２７ 

▲ 「ドライカッパ」における「1G（第1世代）」及

び「2G（第2世代）」を「計画的」に廃止して行く

構造が望ましい。 

考え方２７ 

 

○ 「NTT東日本及び NTT西日本」における構造では、

「電話回線（テレコミュニケーション）」及び「イン

ターネット回線（ブロードバンド）」での「FHHT（光

ファイバー回線）」及び「CATV（ケーブルテレビ回

線）」が独占している為に、「回線トラフィック（回

線混雑）」を招く構造と、私は思います。具体的には、

有線 LAN の「Ethernet（イーサネット）」における

「IPv4（PPPoE）」から「IPv6（IPoE）」での構造の導

入と、私は考えます。無線 LANの「Wi-Fi（ワイアー

レスローカルエリアネットワーキング）」が主流と

成る事と、私は考えます。「通信規格（トランスミッ

○ 「ドライカッパ（ケーブル回線）」における「有

線LAN」の構造では、「NTT東日本及びNTT西日本」

が「1G（第1世代）」及び「2G（第2世代）」での回

線を独占し、「 5G（第5世代）」における「無線

LAN」の構造では、「Wi-Fi（ワイアーレスローカル

エリアネットワーキング）」が主流に成る構造と、

私は考えます。具体的には、「電波規格（エレクト

リカルウェーブスペック）」の構造での事例が有

ります。（ア）「通信衛星回線（サテライトシステ

ム）」における「DFS（ダイナミックフレカンシー

セレクション）」の構造。（イ）「電話回線（テレコ

ミュニケーション）」における基地局制御サーバ

ーから成る「SIPサーバー（セッションイニテー

ションプロトコル）」の構造。（ウ）「インターネッ

ト回線（ブロードバンド）」におけるISPサーバー

○ 一般に、旧技術から

新技術への移行に当た

っては、公正競争の維

持・確保の観点も踏ま

えて、接続料・接続条

件が設定されることが

重要と考えます。 

無 
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ションスペック）」の構造での事例が挙げられます。

（ア）「通信衛星回線（サテライトシステム）」では、

ポート通信における「DFS（ダイナミックフレカンシ

ーセレクション）」の構造。（イ）「電話回線（テレコ

ミュニケーション）」における基地局制御サーバー

での「SIP サーバー（セッションイニテェーション

プロトコル）」の構造。（ウ）「インターネット回線（ブ

ロードバンド）」における ISPサーバーでの「DNSサ

ーバー（ドメインネイムシステム）」の構造。（エ）

「テレビ回線（ブロードキャスト）」では、「通信衛

星回線、電話回線、インターネット回線」の構造。

例えばですが、「5G（第 5世代）」における構造では、

「情報技術（IT）」及び「（人工知能（AI）」の構造が

融合れると、私は考えます。クラウドコンピューテ

ィングにおける「ビックデーター（BD）」から成る「デ

ーターベース（DB）」を導入した、IT ネットワーク

の構造です。エッジコンピューティングにける

「HTML（ハイパーテキストマークアップラングエッ

ジ）」から成る「HTTP（ハイパーテキストトランスフ

ァープロトコル）」通信での「API（アプリケーショ

ンプログラミングインターフェイス）」を導入した、

AIネットワークの構造です。要するに、クラウド側

には、スイッチとルーターを挟み込む様に導入す事

で、ハードウェアーの強化でのファイアーウォール

から成る「DNSサーバー（ドメインネイムシステ

ム）」の構造。（エ）「テレビ回線（ブロードキャス

ト）」における「通信衛星回線、電話回線、インタ

ーネット回線」の構造。具体的には、「通信規格

（トランスミッションスペック）」の構造での事

例が有ります。（ア）「3G（第3世代）」における「GPS

（グローバルポジショニングシステム）」から成

る「3GPP（GSM方式及びW-CDMA方式）」の構造。（イ）

「4G（第四世代）」における「LTE（ロングターム

エボリューション）」から成る「Wi-Fi（ワイアー

レスローカルエリアネットワーキング）」の構造。

（ウ）「5G（第5世代）」での「NR（New Radio）」に

おける「VPN（バーチャルプライベートネットワ

ーク）」の構造。要約すると、「トラフィック（回

線混雑）」を招く構造とは、「ドライカッパ（ケー

ブル回線）」における「1G（第1世代）」及び「2G（第

2世代）」を「計画的（プランニング）」に廃止して

行く構造が望ましいと、私は考えます。 

（個人） 



６０ 
 

意見 再意見 考え方 
修正の 

有無 

が必要と、私は考えます。エッジ側には、ソフトウ

ェアーの強化での「HTTPS（HTTP over SSL/TLS）」が

必要と、私は考えます。要約すると、「SDN/NFV」で

の「仮想サーバー（メールサーバー、Webサーバー、

FTPサーバー、ファイルサーバー）」から成る「リレ

ーポイント（中継点）」における「VPN（バーチャル

プライベートネットワーク）」が主流での構造と、私

は考えます。 

（個人） 
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再意見２ 別紙 1（ソフトバンク） 
 
メタル専用線等の接続料原価、及び DA64回線数の推移  

※接続料原価は NTT東西殿の網使用料算定根拠資料を基に作成。 
  DA64回線数は、平成 31年 3月 28日開催、第 93回情報通信行政・郵政行政審議会 電気通信事業部会配賦資料を基に作成。 
※需要の単位は(回線) 
※接続料原価の単位は(百万円) 
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再意見７ 別紙（ソフトバンク） 
 
NTT東西殿の光ファイバに係る耐用年数について 
 

 

【NTT東西殿の試算値】                      ※NTT東西殿ホームページ掲載資料及び接続料の算定に関する研究会公開資料を基に作成 

 
 



5. 増設基準の見直しに伴う今後の取組スケジュール
本研究会においては、マクロでのトラヒックデータや個別協議の状況等につい
て、可能な範囲で提示していく考えです。
一方で、装置増設のタイミングやトラヒックの状況に対する評価は、ISP事業
者様毎のサービスポリシーにより、区々であるため、ISP事業者様毎の状況に
応じた課題を協議により解決していくことが重要と考えます。

2018年 2019年
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

本研究会

ISP事業者様
との取組

各ISP事業者様との個別協議

適宜増設申込
▲増設基準の見直し

▲データ提示

適宜、協議の継続

▲データ提示

〔取組スケジュール〕

各ISP事業者様との個別協議

適宜、協議の継続

増設効果検証

※接続料の算定に関する研究会（第14回）資料14-4より抜粋

別紙
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東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の
第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の

認可申請に関する説明
（平成31（令和元）年度の接続料の改定等）

① 実績原価方式に基づく令和元年度の接続料の改定等

② 令和元年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等

③ 令和元年度の次世代ネットワークに係る接続料の改定等

④ 長期増分費用方式に基づく令和元年度の接続料の改定

令和元年６月



1

主な変更内容



2

実績原価方式に基づく接続料の改定等(案) （P.５３ ～ ６４）

加入光ファイバに係る接続料の改定等(案) （P.６５ ～ ６８）

NGNに係る接続料の改定等(案) （Ｐ.６９ ～ ７３）

第一種指定電気通信設備接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要 （P.７４ ～ ７６）

主な変更内容 （P.１ ～５１）

その他の変更内容（詳細） （P.５２～８０）

参考資料 （P.８１ ～ ９７）

自己資本利益率 （P.７９ ～ ８０）

本件申請において廃止・整理品目化する接続機能 （P.７７ ～ ７８）

① 実績原価方式に基づく令和元年度の接続料の改定等
② 令和元年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （Ｐ.２～４０）
③ 令和元年度の次世代ネットワークに係る接続料の改定等

④ 長期増分費用方式に基づく令和元年度の接続料の改定（Ｐ.４１～５１）



3実績原価方式等（①～③）に係る接続約款の変更認可の申請日等

１．申請者

東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」という。）

代表取締役社長 井上 福造

西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）

代表取締役社長 小林 充佳

（以下「ＮＴＴ東日本」及び「ＮＴＴ西日本」を｢ＮＴＴ東日本・西日本｣という。）

２．申請年月日

平成31年３月20日(水)

３．実施予定期日

認可後、令和元年４月１日(月)に遡及して適用

４．趣旨

例年の会計整理・再計算の結果等を踏まえ、令和元年度の
・実績原価方式を適用する接続料、手続費等の改定等
・加入光ファイバに係る接続料の改定等
・次世代ネットワーク（NGN）に係る接続料の改定等

を行うため、接続約款の変更を行うもの。
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1,272 
1,298 

1,357 
1,328 

1,280 

1,438 

1,629 

1,586 

1,485 

1,343 
1,354 

1,391 
1,369 

1,334 

1,453 

1,598 

1,605 

1,466 

1,200

1,250

1,300

1,350

1,400

1,450

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

（単位：円/回線・月）

(＋13.3%)

(＋10.0%)

(＋8.9%)

(＋12.3%)

(▲2.6%)

(▲3.6%)

(▲1.6%)

(▲2.1%)

(＋2.7%)

(＋4.5%)

(＋0.8%)

(＋2.0%)

(▲2.6%)

(＋0.4%)

ドライカッパ接続料の推移

※ 回線管理運営費を含む。
※ 各年度の４月１日時点での適用料金（令和元年度接続料は現在申請中のもの）。
※ 災害特別損失を接続料原価（本資料では報酬（利潤）を含む。以下同じ。）に算入したのは、ＮＴＴ東日本の平成２４年度から平成２６年度までの接続料（東日本大震災に起因する災害特別損失。平成２５年度接

続料については、災害特別損失の一部を控除して算定し、控除された額と同額を平成２６年度接続料に加算）及びＮＴＴ西日本の平成３０年度の接続料（平成２８年熊本地震に起因する災害特別損失）。

(▲6.4%)

(▲8.7%)

○ ドライカッパの令和元年度接続料については、需要の減少の影響はあるものの、 平成28年度に実施した残
価一括償却の影響が無くなったこと、経営効率化による営業費用の減少やメタル減損を実施したこと等の影響
により、NTT東日本・西日本共に平成30年度に比べ低減。



5加入光ファイバ接続料の推移

2,808円

2,929円

2,675円

2,490円

2,278円

2,036円

3,159円

3,292円

3,163円

2,953円

2,764円

2,458円

2,847円

2,947円

2,679円

2,553円

2,360円

2,044円

3,206円

3,353円 3,302円

3,159円

2,978円

2,595円

1,971円

2,432円

1,989円

2,574円

1,900円

2,100円

2,300円

2,500円

2,700円

2,900円

3,100円

3,300円

平成26年度

適用接続料

平成27年度

適用接続料

平成28年度

適用接続料

平成29年度

適用接続料

平成30年度

適用接続料

令和元年度

認可接続料

ＮＴＴ西日本

ＮＴＴ西日本

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ東日本

シェアドア
クセス方式

シングルス
ター方式

-21円

-26円

-55円

-65円

認可接続料

認可接続料

認可接続料

申請接続料

申請接続料

申請接続料

申請接続料

認可接続料

○ 加入光ファイバに係る接続料は、ＮＴＴ東日本・西日本とも、平成28年度から令和元年度にかけて低減する
水準で認可済み。

○ 令和元年度に適用される接続料は、乖離額調整の結果、認可済接続料よりも低減。

（設備管理運営費の減少等により実績原価が実績収入を下回ったことに伴い、認可済接続料と比べて、シングルスター方式に
おいて、ＮＴＴ東日本：26円、ＮＴＴ西日本：21円の低減。同様の理由により、シェアドアクセス方式においては、ＮＴＴ東日本：
65円、ＮＴＴ西日本：55円の低減。）

想定される再申請接続料
2,256円（NTT東日本・シングルスター）
2,372円（NTT西日本・シングルスター）
1,802円（NTT東日本・シェアドアクセス）
1,794円（NTT西日本・シェアドアクセス）

想定される再申請接続料の低減額
▲202円（NTT東日本・シングルスター）
▲223円（NTT西日本・シングルスター）
▲234円（NTT東日本・シェアドアクセス）
▲250円（NTT西日本・シェアドアクセス）
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UＮＩ

優先パケット
利用事業者

ＩＳＰ事業者

UＮＩ UＮＩ UＮＩ UＮＩ UＮＩUＮＩ

ＶＰＮ
ユーザ

ＳＩＰサーバ

ＧＷルータ
（ＩＰｏＥ接続）

網終端
装置

（PPPoE接続）

ＩＧＳ

メディア
ゲートウェイ

網終端装置
（PPPoE接続）

ＧＷルータ
（中継局接続）

関門系ルータ
交換機能

ＳＩＰサーバ
機能

音声パケット
変換機能

中継系ルータ
交換伝送機能

優先パケット
識別機能

端末系ルータ
交換機能

優先転送
サービス・

フレッツ光ネクスト
プライオ※３

（優先）

フレッツ 光ネクスト等
（ベストエフォート：ＢＥ）

フレッツ・
ＶＰＮ

中
継
ル
ー
タ

及
び
伝
送
路

県
間

伝
送
路

一
般
収
容

ル
ー
タ

網終端装置
（VPN）

ＩＰｏＥ接続
事業者※４

ＮＮＩ

ＰＯＩ設置県
－東：6
－西：5

ＰＯＩ設置県
－東：17
－西：30

◎

ＩＧＳ接続
事業者

中継局接続
事業者

ＮＮＩ ＮＮＩ

ＰＯＩ設置県
－東：2
－西：2

ＰＯＩ設置県
－東：17
－西：30

◎◎※１ ＮＮＩ◎ ＮＮＩ◎

Ｓ
Ｎ
Ｉ
ル
ー
タ

（
Ｉ
Ｐ
電
話
）

イーサネット
ユーザ

◎ＮＮＩ

ＰＯＩ設置県
－東：17
－西：30

：中継局接続

：第一種指定電気通信設備利用部門がコスト総額を負担

：収容局接続 ：ＩＧＳ接続

：網改造料として回収

：中継系ルータ交換伝送機能（優先クラス）

※１ 網終端装置の接続用インタフェース相当のコストは、網改造料としてＩＳＰ事業者が負担

※２ ＧＷルータ（中継局接続）の接続用インタフェース相当のコストは、網改造料として中継局接続事業者が負担

※３ 接続点のない網内折返し通信は、接続機能にはならない

※４ ＩＰｏＥ接続事業者が自ら優先転送事業者となることも可能

※５ 県間伝送路を疎通する場合もあり

※６ 収容局接続機能利用事業者のユーザとイーサネットユーザ間でＩＰ電話により通信する場合もあり

※７ 県内通信の場合は利用しない

※８ 本資料では法定機能と区別しない

：優先パケット識別機能（優先クラス）

：県間伝送路（非指定設備）※７

：関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ接続）

※２

※５ ※５
※６

※６

UＮＩUＮＩUＮＩUＮＩ

ひかり電話・データコネクト
（最優先・高優先）

※５

※５

法定機能と適用接続料の関係等（ＮＧＮ）

UＮＩ SＮＩ SＮＩ

地デジ
再送信
（高優先）

フレッツ・
キャスト等

ＳＮＩ
ルータ
（ＢＥ）

フレッツ 光ネクスト等
（ＢＥ）

一
般
収
容

ル
ー
タ

ＳＮＩ
事業者

ＳＮＩ
ルータ

（高優先）

適用接続料等

法定機能に相当する
もの ※８



7ＮＧＮに係る法定機能接続料（案）

※１ 網改造料又は卸料金により負担されているものを除く。 ※２ インタフェース相当を除く。
※３ 平成31年４月１日時点では、東京、千葉、埼玉、神奈川、北関東、大阪、兵庫、愛知、広島、福岡に開設済み。それ以外の設置場所については４月以降順次開設予定。

NTT東日本 NTT西日本

R1年度申請接続料 H30年度申請接続料 R1年度申請接続料 H30年度申請接続料

端末系ルータ
交換機能

下記以外
１装置（収容ルータ）ごと

・月額
35万円（▲8.5%） 38.3万円 39.4万円（▲2.8%） 40.5万円

SNIルータ（IP電話）
１装置（SNIルータ（IP電話））

ごと・月額
44万円（▲5.4%） 46.5万円 37万円（▲14.0%） 43.1万円

一般収容ルータ
優先パケット識別
機能

SIPサーバを用いて制御するもの １chごと・月額 1.81円（▲7.2%） 1.95円 1.75円（▲5.4%） 1.85円

優先クラスを識別するもの 契約数ごと・月額 2.01円（▲6.9%） 2.16円 1.88円（▲5.1%） 1.98円

上記以外
１装置（収容ルータ）ごと

・月額
7,260円（▲8.2%） 7,909円 7,659円（▲5.1%） 8,071円

関門系ルータ
交換機能

網終端装置（PPPoE接続）（※１、２）
１装置（網終端装置）ごと

・月額
22.9万円（+30.4%） 17.5万円 39.4万円（+19.3%） 33.1万円

ゲートウェイルータ（IPoE接続）（※３） １設置場所ごと・月額

東京：1,533.9万（+3.9%）
千葉：295.4万円（+1.8%）

埼玉：299.7万円（▲1.5%）
神奈川：304万（▲1.5%）

北関東：277.1万（▲3.0%）
北関東・甲信越：276.1万円

東北：280.4万円
北海道：276.1万円

東京：1,476.2万円
千葉：290.1万円
埼玉：304.1万円

神奈川：308.5万円
北関東：285.7万円

大阪：1,331.2万円（+5.0%）
兵庫：338.6万円（+0.3%）
愛知：338.6万円（+0.3%）
広島：334.5万円（▲0.9%）
福岡：338.6万円（+0.3%）

大阪：1,267.4万円
兵庫：337.6万円
愛知：337.6万円
広島：337.6万円
福岡：337.6万円

ゲートウェイルータ（中継局接続）
（※１、２）

１ポートごと・月額 120.8万円（▲3.3%） 125.0万円 154.2万円（▲1.3%） 156.3万円

音声パケット変換機能（メディアゲートウェイ） １秒ごと 0.0013988円（+20.3%） 0.0011631円 0.0021550円（+4.7%） 0.0020585円

SIPサーバ機能 １通信ごと 0.77831円（▲12.4%） 0.88805円 0.58412円（▲5.2%） 0.61622円

一般中継系ルー
タ交換伝送機能

一般中継局ルー
タ等

ベストエフォートク
ラス

１Mbitごと・月額

0.00015656円（▲22.5%） 0.00020210円 0.00019679円（▲29.9%） 0.00028088円

優先クラス 0.00018161円（▲10.1%） 0.00020210円 0.00022828円（▲18.7%） 0.00028088円

高優先クラス 0.00019570円（▲16.5%） 0.00023443円 0.00024599円（▲24.5%） 0.00032582円

最優先クラス 0.00019726円（▲18.7%） 0.00024252円 0.00024795円（▲26.4%） 0.00033706円

音声利用IP通信網ルータ・伝送路 １秒ごと - - 0.0014509円（▲27.6%） 0.0020029円

想定される再申請額については次々項のとおり



8ＮＧＮに係る接続料の適用料金（案）

【平成30年度との比較】

※中継交換機能はLRIC機能により算定。令和元年度単金は３分あたり0.20円。

組合せの種類 組合せ適用対象の法定機能

ＩＧＳ接続
一般収容ルータ優先パケット識別機能（SIPサーバを用いて制御するもの）、一般中継系ルータ交換伝送機能（最優先クラス）、SIPサー
バ機能、音声パケット変換機能、端末系ルータ交換機能（SNIルータ（IP電話））

収容局接続
端末系ルータ交換機能（SNIルータ（IP電話）以外）、一般収容ルータ優先パケット識別機能（注）、一般中継系ルータ交換伝送機能（ベス
トエフォートクラス）、関門系ルータ交換機能（網終端装置（ISP）） 注：ＳＩＰサーバを用いて制御するもの及び優先クラスを識別するもの以外

中継局接続
一般収容ルータ優先パケット識別機能（SIPサーバを用いて制御するもの）、一般中継系ルータ交換伝送機能（最優先クラス・高優先ク
ラス）、SIPサーバ機能、関門系ルータ交換機能（ゲートウェイルータ（中継局接続））、端末系ルータ交換機能（SNIルータ（IP電話））

【法定機能の組み合わせ】

NTT東日本 NTT西日本
R1年度申請額 H30年度適用額 R1年度申請額 H30年度適用額

ＩＧＳ接続
（ひかり電話）

３分当たり※２ 1.31円 (▲6.4%) 1.40円 1.47円 (▲9.3%) 1.62円

収容局接続
<NTT東日本・西日本のみ>

１装置ごと・月額 120.5万円 (▲10.6%) 134.8万円 160.3万円 （▲6.4%) 171.3万円

中継局接続
<NTT東日本・西日本のみ>

１ポートごと・月額 481.3万円 (▲4.5%) 504.2万円 427.1万円 (+1.0%) 422.9万円

一般収容ルータ
優先パケット識別機能

（優先クラスを識別するもの）

１契約ごと・月額 2.01円 （▲6.9%） 2.16円 1.88円 (▲5.1%) 1.98円

一般中継系ルータ
交換伝送機能（優先クラス）

１Ｍｂｉｔごと・月額 0.00018161円 （▲10.1%） 0.00020210円 0.00022828円 (▲18.7%) 0.00028088円

（参考）200kbpsで
３分間音声通信

した場合
0.01円 0.01円 0.01円 0.01円

○ ＮＧＮの接続料水準について、法定機能を組み合わせて算出されている適用接続料の形態（いわゆる「縦串」）で平成30年度
適用額と比べると、トラヒック把握の精緻化の影響及び保守業務等の内製化やシステム化の推進といったコスト削減の影響に
より、ＮＴＴ西日本の中継局接続機能を除く各形態において、金額が低減。（ＮＴＴ西日本の中継局接続機能が平成30年度適
用額と比べて値上がりしている理由は、ＩＧＳ接続機能のトラヒックが減少し、トラヒックのウェイトが高まったため、ＳＩＰサーバのコ
スト負担が増加し、上昇したもの。）

○ 今回の申請では、優先クラスとベストエフォートクラスの単金に差をつけるため、新開発した「QoS制御係数」を採用。

想定される再申請額については次項のとおり
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機能名 単位
①再申請
接続料

②当初申請
接続料

影響額

③平成30年度
接続料

①－② （内、音声ト
ラヒック統計誤り修

正の影響額）

(①－②)/③
（単位：％）

一般中継系ルータ交換伝送機能
（NGNの中継ルータ及び伝送路）

（優先クラスのもの） １Mbitまでごとに
月額

0.00018151 0.00018161 ▲0.00000010
(▲0.00000000)

▲0.0%
(▲0.0%) 0.00020210

一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能
（NTT東日本・西日本のみ）

一般収容局ルータに
おける１IP通信網収容

装置ごとに月額
1,204,897 1,205,161 ▲264

(▲20)
▲0.0%

(▲0.0%) 1,348,049

一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能
（NTT東日本・西日本のみ）

１ポートごとに月
額

4,812,500 4,812,500 0
(0)

0.0％
（0.0％）

5,041,667

関門交換機接続ルーティング伝送機能※２

（IGS接続（ひかり電話））
３分ごとに 1.311 1.314 ▲0.003

(▲0.003)
▲0.2%
(▲0.2%)

1.40

（単位：円）【NTT東日本】

※ 中継交換機能はLRIC機能により算定。平成31年度単金は３分あたり0.20円。

機能名 単位
①再申請
接続料

②当初申請
接続料

影響額

③平成30年度
接続料

①－② （内、音声ト
ラヒック統計誤り修

正の影響額）

(①－②)/③
（単位：％）

一般中継系ルータ交換伝送機能
（NGNの中継ルータ及び伝送路）

（優先クラスのもの） １Mbitまでごとに
月額

0.00022798 0.00022828 ▲0.00000030
(▲0.00000000)

▲0.1%
(▲0.0%) 0.00028088

一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能
（NTT東日本・西日本のみ）

一般収容局ルータに
おける１IP通信網収容

装置ごとに月額
1,602,938 1,603,767 ▲829

(▲0)
▲0.0%

(▲0.0%) 1,712,989

一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能
（NTT東日本・西日本のみ）

１ポートごとに月
額

4,270,833 4,270,833 0
(0)

0.0％
（0.0％）

4,229,167

関門交換機接続ルーティング伝送機能※２

（IGS接続（ひかり電話））
３分ごとに 1.462 1.467 ▲0.004

(▲0.003)
▲0.3%
(▲0.2%)

1.62

（単位：円）【NTT西日本】

※ 中継交換機能はLRIC機能により算定。平成31年度単金は３分あたり0.20円。

（参考）想定されるＮＧＮに係る接続料の再申請額



10ＮＧＮにおけるトラヒック把握の精緻化について

：平成30年度適用接続料の算定に用いられたトラヒックの測定ポイント

：サンプル調査したポイント（中継ルータ）

＜サンプル調査の前提＞
・調査期間：平成30年8月27日～9月2日
・調査箇所：中継ルータおよび伝送路（中継ルータ～収容ルータ）
・調査エリア：全エリア
・調査方法：1時間ごとの全マルチキャストトラヒック

＜調査結果を踏まえたSNI収容ルータに係るトラヒック＞

東日本 西日本

調査前 調査後 調査前 調査後

中継ルータ

約30Gbps

約70Gbps

約30Gbps

約90Gbps

伝送路(中継ルー
タ～収容ルータ) 約1,050Gbps 約620Gbps

：サンプル調査したポイント（伝送路）

SNI収容ルータ

収容ルータ

中継ルータ

収容ルータ 収容ルータ

集約ルータ

中継ルータ

SNI収容ルータ

中継ルータ

収容ルータ 収容ルータ

（出所）「接続料の算定に関する研究会」第15回会合 ＮＴＴ東日本・西日本提出資料（資料15-2）を基に総務省作成

○ ＳＮＩ収容ルータから発信されてＮＧＮを疎通する放送の再送信等のトラヒックは、中継ルータ等の下部ポートでパケットが複製
されて各収容ルータに配信される仕組み（マルチキャスト）。

○ ＮＴＴ東日本・西日本においてサンプル調査を実施し、マルチキャストトラヒックの実態を把握。今回の申請から、原価を除す
分母である需要に反映。



11（参考）ＮＧＮの優先制御及び帯域制御のイメージ

（優先制御のイメージ）

ＮＧＮ

接続事業者網

発信

着信

ＧＷルータ

ＧＷルータ

優先クラスのパケット（「最優先」「高優先」「優先」の３種類がある）

ベストエフォートクラスのパケット

中継ルータ

フレッツ光又は光コラボのサービスを利用するユーザ

他のクラスのパケットよりも優先
して転送することで、一定の通
信品質を確保

一般中継系ルータ
交換伝送機能

優先パケット識別機能

インターネット等

網改造料

ホームルータ
（ＨＧＷ等）

品質クラスに応じた優先制御を実施
（順序制御）

収容ルータ

（帯域制御のイメージ）

（出所）ＮＴＴ東日本・西日本資料



12ＮＧＮ品質クラス別コスト配賦のための新係数

【令和元年度適用のQoS制御係数の値（ＮＴＴ東日本の場合）】

ベストエフォート 優先クラス 高優先クラス 最優先クラス

１．００ １．１６ １．２５ １．２６

手順１：最優先クラス（及び高優先クラス※１）のトラヒック値※２に「帯域制御係数」 ※３を乗じた値を両クラスの「入力値」
とする。

※１：ＳＩＰサーバとの連携により、要求帯域に対して一定の帯域を上乗せして管理しているトラヒックに限る。高優先として優先制御されるトラヒックのうち0.0003％がこれに当たる。

※２：他クラスも含めて、当年度についての予測値を採用。 ※３：従前「QoS換算係数」と呼ばれていたもの。最優先に１．２、高優先に１．１６を適用。

手順２：あるクラスのトラヒックが入力値から一定量増加した場合に、（それにより本来増加するはずの）各クラスの
遅延時間を入力値に対応する水準から増加させないようにするために必要となる設備量（出力帯域）を当該各ク
ラスごとに求める。

手順３：手順２で求められた必要設備量の最大値を取ることで、あるクラスでトラヒック増加が生じても全クラスの
遅延時間が増加しないようにするために必要となる設備量を求める。

手順４：手順３でクラスごとに求めた必要設備量を、最下位クラス（ベストエフォートクラス）について手順３により求め
た必要設備量を１とする値に変換してQoS制御係数の値とする。

QoS制御係数については、以下の手順により、算出される。

①算出方法

②QoS制御係数によるコスト配賦の対象となる共用設備（適用範囲）

中継ルータ・伝送路

帯域制御
の反映

優先制御
の反映

○ 品質クラス別に共用設備費用を配賦する際の重み付けに用いるため、今回新たに「QoS制御係数」を開発。

○ 今次認可申請における同係数の算出方法及び適用範囲は以下のとおり。

※ QoS制御係数に用いたトラヒック入力値については、令和元年度予測トラヒックを採用。

（「QoS制御係数」を加味したトラヒックでコストを除すことでベストエフォートクラスの１パケット当たりコストを算定し、それに同係数を再度加味して法定機能（横
串）の品質クラスごとの１パケット当たり接続料単価を算定。）
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１．ＮＧＮにおいて品質クラスの種類に応じて優先して通信を取り扱う優先パケット関係機能の接続料の算定に関し、複数の品質ク
ラスの間で中継ルータ・伝送路等の共用設備費用（一般第一種指定中継系ルータ設備等の費用）を配賦するための基準となる係数（コスト
ドライバ）については、ＮＴＴ東日本・西日本から、「接続料の算定に関する研究会」（以下単に「研究会」という。）の平成30年（2018
年）11月１日開催の第15回会合において、「優先クラス」と「ベストエフォートクラス」との間で単価の差異が生じるよう見直したい旨
の説明が具体的な見直し提案とともに行われた。しかしながら、当該提案については様々な指摘があり、なお詳細な検討を要する
状況にあるとされたため、研究会の開催要綱に基づき、 「ＮＧＮコストドライバの見直しに関するワーキンググループ」を設け、令
和元年度（2019年度）以降の品質クラス別の接続料について適切なコストドライバを採用することに資する詳細な検討を実施したと
ころである。

２．具体的には、以下のように会合を開催してきたところ、本資料では、これらの会合における検討の結果を整理し示すものである。

（参考「ＮＧＮコストドライバの見直しに関するＷＧにおける検討の結果」）これまでの開催状況等

会合 議題

第１回
（平成30年12月10日）

・ 本ワーキンググループについて
・ 主査からの提案について
・ 事前に寄せられた各質問に関する検討

第２回
（平成31年１月23日）

・ 前回ＷＧの指摘等を踏まえた検討（ソフトバンク、KDDI、ＮＴＴ東日本・西日本からの説明）
・ 討議

第３回
（平成31年２月14日）

・ 前回ＷＧの指摘等を踏まえた検討①（ソフトバンク、KDDI、ＮＴＴ東日本・西日本、相田主査からの説明）
・ 前回ＷＧの指摘等を踏まえた検討②（ＮＴＴ東日本・西日本、相田主査からの説明）
・ 討議

第４回
（平成31年２月28日）

・ 前回ＷＧの指摘等を踏まえた検討（KDDI、ＮＴＴ東日本・西日本からの説明）
・ 討議

【表 開催状況】

【表 構成員一覧】 （※敬称略）

主 査 相田 仁 東京大学大学院工学系研究科教授

主査代理 酒井 善則 東京工業大学名誉教授
・津田塾大学総合政策学部客員教授

関口 博正 神奈川大学経営学部教授

東日本電信電話株式会社

西日本電信電話株式会社

ＫＤＤＩ株式会社

ソフトバンク株式会社
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３．本ＷＧでは、共用設備費用を品質クラス別に配賦する際の重み付けに用いるため、次の手順により、クラスごと及び全クラス合計
のトラヒックを入力値として新係数を算定することが適当との結論を得た。

手順１：あるクラスのトラヒックが入力値から一定量増加した場合に、（それにより本来増加するはずの）各クラスの遅延時間を入力
値に対応する水準から増加させないようにするために必要となる設備量（出力帯域）を当該各クラスごとに求める。

手順２：手順１で求められた必要設備量の最大値を取ることで、あるクラスでトラヒック増加が生じても全クラスの遅延時間が増加
しないようにするために必要となる設備量を求める。

手順３：手順２でクラスごとに求めた必要設備量を、最下位クラス（ベストエフォートクラス）について手順２により求めた必要設備量
を１とする値に変換して新係数とする。

（参考「ＮＧＮコストドライバの見直しに関するＷＧにおける検討の結果」）主な検討結果

クラス4の
トラヒックが増加

クラス3の
トラヒックが増加

クラス2の
トラヒックが増加

クラス1の
トラヒックが増加

クラス1の
必要設備量

クラス2の
必要設備量

クラス3の
必要設備量

クラス4の
必要設備量

全クラスの
遅延を解消する

必要設備量

上記の内、最大

①
上記の内、最大

②
上記の内、最大

③
上記の内、最大

④

係数化 ①÷① ②÷① ③÷① ④÷①

𝐶𝐶1 + 1/𝜌𝜌
𝐶𝐶1 + 1

1/𝜌𝜌
𝐶𝐶1 + 1

𝐶𝐶1 + 𝐶𝐶2 + 1/𝜌𝜌
𝐶𝐶1 + 𝐶𝐶2

𝐶𝐶2 + 1/𝜌𝜌
𝐶𝐶1 + 𝐶𝐶2

1/𝜌𝜌
𝐶𝐶1 + 𝐶𝐶2

＜

＜＜
𝐶𝐶2 + 𝐶𝐶3 + 1/𝜌𝜌

𝐶𝐶2 + 𝐶𝐶3＜𝐶𝐶3 + 1/𝜌𝜌
𝐶𝐶2 + 𝐶𝐶3

1/𝜌𝜌
𝐶𝐶2 + 𝐶𝐶3 ＜

𝐶𝐶3 + 𝐶𝐶4 + 1/𝜌𝜌
𝐶𝐶3 + 𝐶𝐶4

𝐶𝐶4 + 1/𝜌𝜌
𝐶𝐶3 + 𝐶𝐶4

＜
＜

＜
＜

＜＜ ＜手順２

手順３

手順１

【凡例】
クラス１：最優先クラス（ひかり電話等）
クラス２：高優先クラス（放送の再送信等）
クラス３：優先クラス（フレッツ 光ネクスト プライオ、接続事業者の0ABJ電話等）

クラス４：ベストエフォートクラス（インターネット等）
※以上の括弧内は現時点での主な利用形態（予定を含む）

ρ：全クラス合計トラヒックの入力値（出力帯域使用率）
C1～C4：各クラスのトラヒックの入力値（出力帯域使用率）に基づく値

※ C1～C4の算定式については以下の総務省ホームページを参照
URL: http://www.soumu.go.jp/main_content/000608034.pdf

新係数の値

クラス４ クラス３ クラス２ クラス１

入力
値

実績 1.00 1.17 1.25 1.26

将来想定 1.00 1.18 1.23 1.28

（参考：現行の係数） 1.00 1.00 1.16 1.20

【新係数の暫定的な算出結果】

注：「実績」はＮＴＴ東日本の平成２９年度トラヒックを入力値として用いた
もの、「将来想定」はＮＴＴ東日本・西日本が係数の安定的な運用への影響
を把握する観点から中長期的な将来を大胆に予測した値を入力値とした
もの（詳細後述）。

４．上記の数式や、その展開方法は、待ち行列理論を基礎として数理的にクラス間の重み付けを算定するため、相田主査及び酒井
主査代理からの累次の提案に沿って構築されたものである。
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（１）適用範囲に関する意見の状況

①ＮＴＴ東日本・西日本

次の理由から中継ルータ・伝送路の全体に適用するべき。
１． 数式で求められた係数は「単位トラヒックあたりの品質クラスごとに設備増強への寄与度が異なり、その度合い」を表している。数式から求められた「コスト（設備量）」が「帯域(ρ)」であることを踏ま

えれば、その対象範囲をネットワーク（中継ルータ・伝送路）の伝送帯域と捉えることが適当

２． 中継ルータ・伝送路は、必ず対向して設備増強がなされ、どちらか片方のみ増強されることはありえないことから、一体的にネットワーク増強がなされており、双方が優先制御に係るQoSクラス
間のコスト差を含むトラヒックの影響を受けていると考えることが適当。例えば適用範囲を中継ルータに限定した場合には、「対向する設備が一体的に増強される」という設備増強の実態と整合しな
い考え方になるため、優先制御に係るコスト影響が適切に反映できなくなり、QoSクラス間の費用負担の公平性が担保されない。

②ＫＤＤＩ

次の理由から、中継ルータのインターフェース部分及び伝送装置のインタフェース部分に限って適用するべき。
１． 伝送路や中継ルータの出力帯域は、本来、実際に疎通するトラヒックに応じて設備量を増減させるものであると考えられるが、品質管理として遅延時間を考慮した場合は、各品質クラスの品質を

確保するために設備増強のタイミングが早まるため、現在の設備量が、そうした品質管理のもとに用意された必要設備量であるという前提に立てば、・・・（新係数を）大なり小なり、「コスト配賦の重み
付け」として“帯域に基づいて増減するコスト”に適用することは、一定の合理性がある

２． 中継ルータについては、インタフェース部分までは帯域に連動してコストが増減すると考えて問題ないと思われるが、中継ルータのインタフェース以外の部分は、帯域との連動が0ではないものの、
帯域に連動してリニアにコストが増減すると考えるのは無理がある

３． 伝送装置（WDM等）については、通常、必要な帯域に応じて波長を利用していくことになるため、設備の波長数を利用しきるまでは、帯域が増加しても、リニアにコストは増加しない（今ある設備量
の中で賄われる）ことから、トラヒック量でコスト配賦するのがベターである

４． 伝送路（ダークファイバ）については、利用する帯域に応じて必要な芯線数が増加するものではなく、帯域に連動してリニアにコストが増減すると考えるのは無理があると考えられることから、トラ
ヒック量でコスト配賦するのがベターである

③ソフトバンク

次の理由から、中継ルータの優先制御を有する構成物品（又は中継ルータ全体）に限って適用するべき。
新係数は、（QoS換算係数と異なり）各クラスの実トラヒックに係数値を乗じた帯域を設備量(出力帯域)として確保するものではなく、あくまで優先制御を実行する際の「各クラスにおける単位パケット当

たり価値(コスト)」の比率を求め、係数化したもの。この「単位パケット当たり価値(コスト)」の重みづけは、優先制御「機能」に対して適用するものと理解。よって、中継ルータにおいて、新係数を優先制
御機能を実現する構成物品に限定することが最も適当であり、そこまで細かく切り分けないにしても、中継ルータに限定することが必要。同様に、優先制御機能を持たない(クラス別トラヒック内訳を
判別しない)伝送設備に対し、係数を適用しないことが実態と照らせば合理性がある。

④相田主査

伝送路にはＮＧＮ以外のトラヒックも流れるので、伝送路には（QoS換算係数を考慮した）トラヒック量をそのまま用いて、新係数
は中継ルータに限って適用するのが適当。

⑤酒井主査代理

中継ルータ・伝送路の全体に適用することがより適当。階段状に行われる設備増強も線形に平準化した方が分かりやすい。

（参考「ＮＧＮコストドライバの見直しに関するＷＧにおける検討の結果」）今後の検討事項等

５．一方で、この新係数がどの範囲の設備費用に適用されるべきかという論点（適用範囲）と、現行の「QoS換算係数」と重ねて適用す
ることの是非及び重ねて適用する場合のその方法という論点（QoS換算係数との関係）については、以下のように、多様な意見が示
され、限られた関係者で結論を得るより、研究会会合等よりオープンな場での継続検討を行うことが適当ではないかと考えられた。



16（参考「ＮＧＮコストドライバの見直しに関するＷＧにおける検討の結果」）今後の検討事項等

（２）QoS換算係数との関係に関する意見の状況
①ＮＴＴ東日本・西日本

次の理由から、QoS換算係数（最優先・高優先クラスに関する帯域上乗せ部分）を新係数に加えて適用するべき。
１． QoS制御は、優先制御（順序制御）と帯域制御（受付制御）の双方を用いて実現されているが、双方は全く別の制御であることから、それぞれの制御による影響を個別にコストドライバへ反映す

る必要がある。（優先制御⇒新係数、帯域制御⇒QoS換算係数）

２． 優先制御は、疎通する全てのパケットのIPヘッダを識別し、ToSフィールド値に応じた順序でパケットを送出する機能であり、帯域制御は、最優先・高優先クラスがNGNに流入する際、SIPサー
バからエッジ設備に対して制御がなされ、ネットワークにおいて要求帯域に加えて上乗せ帯域が確保可能な場合に、当該通信を許容する機能である。「上乗せ帯域」部分に優先制御（順序制
御）の影響はなく、「上乗せ帯域」部分に優先制御の影響を反映することは適当でない。

②ＫＤＤＩ

次の理由から、新係数・QoS換算係数のより大きな方のみを適用するべき。

（中継ルータのインタフェース以外の部分についてはいずれの係数も適用しないことが適当）
１. QoS換算係数については、SIPサーバと連動し、最優先クラス及び高優先クラスについて、要求帯域に対して、それぞれ1.2倍、1.16倍の上乗せ帯域を確保するものであることから、新係数と同

様に、帯域に基づいて増減するコストに適用することが適切であると考える。

２． 遅延時間を増加させないために必要な増分帯域は、モデル上、帯域制御で確保された帯域の他に、更に丸々増分帯域が必要であるということは意味しておらず、純粋に、ベストエフォートの
増分帯域に対して、各QoSクラスの増分帯域比を取っているものであることから、帯域制御で確保された帯域も含めて遅延時間確保のために必要な増分帯域と見ることが適当

３． 例えば、実績ベースの新係数で考えた場合、最優先クラスについては、帯域制御の1.2倍を含めて、1.26倍の帯域があることで、ゆらぎへの対応（帯域制御）と遅延時間の担保の両方に対応
できる、と考えるのが適当であることから、新係数とQoS換算係数を重畳適用することは適当ではない。

４． 一方で、新係数がQoS換算係数よりも小さい場合は、新たな係数のみを適用した場合は、ゆらぎへの対応ができないことから、その場合は、QoS換算係数の1.2倍を適用することで、ゆらぎへの
対応と遅延時間の担保の両方に対応できる。

③ソフトバンク

QoS換算係数は各クラスの実トラヒックに係数値を乗じた帯域を設備量(出力帯域)として実設備に確保するものであるため、中継ルータ及び伝送路の双方に適用
することが適当。新係数は、パケットの「順序制御」を実施する上での単位パケット当たりの価値（重みづけ）であり実設備を確保するものではないこと、また上述の通りQoS換算係数

とは別事象・概念であることから、中継ルータのみを対象として、QoS換算係数（最優先・高優先クラスに関する帯域上乗せ部分）を加える
形で適用することが適当。

④相田主査

（新係数の適用範囲を中継ルータに限定した上で）中継ルータのコスト配分に用いるのは新係数のみで十分と考えるが、重
複して適用するのであれば、QoS換算係数は確保する帯域に対応するもの、新係数は優先クラス間のコスト配分に対応するも
のなので、性質の異なる両係数を加算することは避け、QoS換算係数を新係数算定の入力値に適用することで帯域制御の
影響を反映することが適当。

⑤酒井主査代理

ＫＤＤＩ意見に賛同。新係数・QoS換算係数のより大きな方のみを適用するべき。
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６．加えて、ＮＴＴ東日本・西日本は今回の新係数の試算に当たり主に次のような入力値を採用しているが、これについては複数の
疑義が示され、同両社からも「必ずしも当該ウエイトを用いて2019年度適用接続料の認可申請を行うものではない」との見解が示さ
れているところ、接続料算定における具体的な入力値については、なお認可申請等での検討が必要と考えられる。

直近のＩＰ放送に関する技術基準の法令改正や、放送・映像サービスの動向等を踏まえ、新係数の安定的な運用への影響を把握する観点から中長期的な将来を
大胆に予測した値。具体的には、トラヒック合計ρは０．２で現状と同じとし、そのうち各クラスの比率は、

最優先クラスρ4 /ρ ＝１％（実績０．５５％）、高優先クラスρ3 /ρ＝５０％（実績１８．９％）、優先クラスρ2 /ρ＝９％（実績０．０１％）、
ベストエフォートρ1 /ρ＝４０％（実績８０．５％）

７．さらに、今回合意を得た新係数は、実際のネットワークの品質管理基準を算定に用いることが困難という前提を置いて検討した
結果であり、当該前提が変わることがあれば、当然に再検討の余地が生じると考えられる。この点、ＫＤＤＩから、次のような今後に
向けての意見が表明され、他の構成員からの賛同もあったところであり、今後の対応が期待される。

８．以上、今後の検討に任される事項等を示したが、本ＷＧの最も主要な任務であり最も困難と考えられた新係数算定方法の開発
及び合意は達成したので、本ＷＧにおける所要の検討はひとまず完了したと考えられる。今回の検討結果が今後の接続料の算
定・認可及び研究会会合における将来の検討等に役立てられることを期待するものである。

（参考「ＮＧＮコストドライバの見直しに関するＷＧにおける検討の結果」）今後の検討事項等

・ （新係数は）ベストエフォートすらも一切遅延時間を増加させないための必要帯域というバーチャルな前提条件であることは認識する必要があり、本来、例えば、
優先クラス毎に許容される遅延時間に差がある（例えば、最優先クラスは遅延時間の増加は一切許容しないが、ベストエフォートの遅延時間は50％増は許容する
等）のであれば、それをモデルに反映させるのが適切な算出方法であると考える。

・ ただし、今回の検討においては、そうした実際のネットワークの品質管理基準をもとに係数を求めるのは困難との前提に立っているため、こうした点は今回のモデ
ルの課題とした上で、とはいえ、実際のネットワークの品質管理とコスト配賦に用いるモデルに大きな乖離があるのであれば、コストドライバとして適切ではない
ため、毎年度、認可申請の際に総務省において、ＮＴＴ東日本・西日本から実際のネットワークの品質管理基準等を聴取した上で、大きな変更がないかどうか等
については確認が必要だと思われる。

・ 市場環境の変化等から、ネットワークの品質管理基準等に大きな変更が生じた場合は、コストドライバの見直しについても検討すべきだと考える。

注）実績はNTT東日本の平成29年度の値



18（参考）「ＮＧＮコストドライバの見直しに関するＷＧ」検討終了後のＮＴＴ東日本・西日本再検討結果

① 新たな係数を反映したコストドライバの適用範囲

適用範囲については、優先制御に係るQoSクラス別の実態コストの特定が困難な状況において、全クラスの遅延時間が解消する
必要設備量、すなわち必要帯域に着目して、数理的に必要帯域の比率をコスト差として求めていることから、数式の適用範囲は帯
域を起因にコストが変動する中継ルータ・伝送路とすることが適当と考える。

② 新たな係数と既存の係数（QoS換算係数）との併用・方法

新係数とQoS換算係数との併用については、数式でコスト差を算定している範囲については、個別に実態コストを把握することが
困難なため数理的にコスト差を求めるという前提を踏まえれば、帯域制御による影響についても、同様に数理的に求めるという考
え方にも一定の合理性はあると考える。したがって、計算の前提となる帯域使用率（ρ）にQoS換算係数（上乗せ帯域）を反映する
再検討案を提案する。

ＮＴＴ東日本・西日本による再検討結果

再検討した新係数

前提： ρ＝０．２×上乗せ帯域 （最優先：×１．２０、高優先※：×１．１６）＝０．２００２２
算定式： 実トラヒック×新たな係数

※現行のQoS換算係数の適用範囲に対して、上乗せ帯域を加味。

○ NGNコストドライバの見直しに関するWGにおける検討の終了後、ＮＴＴ東日本・西日本において以下の点に
ついて再検討した旨の申告が総務省にあった。

① 新たな係数を反映したコストドライバの適用範囲
② 新たな係数と既存の係数（QoS換算係数）との併用・方法



19ＮＧＮ接続料算定に用いられる需要及び原価の予測実績推移について（１）

ＮＧＮ接続料の算定に用いられる需要及び原価の予測値の現行の算定方法（参考資料参照）は、一定の考え方に基づく根拠を有する
ものであり、他のより合理的な方法が直ちに見出せない現段階においては、不合理であるとまでは認められない。

しかしながら、ＮＧＮ接続料は接続料規則の規定により（３条許可を受けない限り）調整額が０であるため、予測と実績の間の乖離
については、それにより実収入が実費用を上回る効果となる場合も下回る効果となる場合も、調整されることがなく、そのため
予測実績間の関係の推移状況を注視することが重要である。

ＮＧＮの適用接続料（網使用料）のうち最も利用事業者数の多いＩＧＳ接続（ひかり電話の着信接続料等）について、過去５年間に
その算定に用いられた需要及び原価の主な予測値と、それに対応する実績値の関係を一覧にすると、以下のとおりである。

１．ＮＴＴ東日本の需要
※優先クラス関係の一部接続料については、需要の実績値による精算の仕組みが存在。

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
単位 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

a 認可申請時予測 千回 8099206 8616618 8798088 8204997 8631475 8637960 8646588
b 実績 千回 8628229 8889422 8964483 8958984 9001914 - -
c 予測対２年前実績比 ％ 5.7% 5.7% 2.0% -7.7% -3.7% -3.6% -3.9%
d 実績対２年前実績比 ％ 12.6% 9.0% 3.9% 0.8% 0.4% - -
e 乖離率((b-a)/a) ％ 6.5% 3.2% 1.9% 9.2% 4.3% - -

f
乖離率の
５ヶ年度平均

％ - -5.0%

IGS接続の通信回数　　ＮＴＴ東日本
年度（末時点）

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
単位 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

a 認可申請時予測 千時間 275600 282551 279441 253235 258305 252441 246831
b 実績 千時間 283883 282651 275727 268551 263295 - -
c 予測対２年前実績比 ％ 0.8% 1.5% -1.6% -10.4% -6.3% -6.0% -6.3%
d 実績対２年前実績比 ％ 3.8% 1.6% -2.9% -5.0% -4.5% - -
e 乖離率((b-a)/a) ％ 3.0% 0.0% -1.3% 6.0% 1.9% - -

f
乖離率の
５ヶ年度平均

％ - -

IGS接続の通信時間（メディアゲートウェイ経由以外も含む）　　ＮＴＴ東日本
年度（末時点）

1.9%

令和元年

令和元年

再申請見込みの数値
8,676,067

再申請見込みの数値
247,272

再申請見込みの数値
－3.6％

再申請見込みの数値
－6.1％



20ＮＧＮ接続料算定に用いられる需要及び原価の予測実績推移について（２）

２．ＮＴＴ西日本の需要

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
単位 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

a 認可申請時予測 千回 7628984 7959476 8284951 7902547 8015790 8154644 8119993
b 実績 千回 8117854 8387299 8613841 8637208 8691034 - -
c 予測対２年前実績比 ％ 3.4% 1.9% 2.1% -5.8% -6.9% -5.6% -6.6%
d 実績対２年前実績比 ％ 10.1% 7.4% 6.1% 3.0% 0.9% - -
e 乖離率((b-a)/a) ％ 6.4% 5.4% 4.0% 9.3% 8.4% - -

f
乖離率の
５ヶ年度平均

％ - -

IGS接続の通信回数　　ＮＴＴ西日本
年度（末時点）

6.7%

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
単位 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

a 認可申請時予測 千時間 240996 242801 245098 226591 221874 219825 213462
b 実績 千時間 247776 247008 244657 238506 233697 - -
c 予測対２年前実績比 ％ -0.5% -1.8% -1.1% -8.3% -9.3% -7.8% -8.7%
d 実績対２年前実績比 ％ 2.3% -0.1% -1.3% -3.4% -4.5% - -
e 乖離率((b-a)/a) ％ 2.8% 1.7% -0.2% 5.3% 5.3% - -

f
乖離率の
５ヶ年度平均

％ - -

IGS接続の通信時間（メディアゲートウェイ経由以外も含む）　　ＮＴＴ西日本
年度（末時点）

3.0%

令和元年

令和元年

再申請見込みの数値
8,147,676

再申請見込みの数値
213,844

再申請見込みの数値
－6.3％

再申請見込みの数値
－8.5％



21ＮＧＮ接続料算定に用いられる需要及び原価の予測実績推移について（３）

３．ＮＴＴ東日本の原価

３－２．通信時間を設定単位とする接続料の主な原価

３－１．通信回数を設定単位とする接続料の主な原価

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
単位 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

a 認可申請時予測 百万円 1365 1360 1314 1127 1154 970 1129
b 実績 百万円 1388 1294 1293 1193 1201 - -
c 予測対２年前実績比 ％ -7.0% -2.6% -5.3% -12.9% -10.8% -18.7% -6.0%
d 実績対２年前実績比 ％ -5.4% -7.4% -6.8% -7.8% -7.1% - -
e 乖離率((b-a)/a) ％ 1.7% -4.9% -1.6% 5.9% 4.1% - -

f
乖離率の
５ヶ年度平均

％ - -

メディアゲートウェイの設備管理運営費　　ＮＴＴ東日本
年度（末時点）

1.0%

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
単位 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

a 認可申請時予測 百万円 10813 9841 9015 8061 7934 8548 7416
b 実績 百万円 9526 8665 8777 8573 7950 - -
c 予測対２年前実績比 ％ 40.7% 4.0% -5.4% -7.0% -9.6% -0.3% -6.7%
d 実績対２年前実績比 ％ 24.0% -8.4% -7.9% -1.1% -9.4% - -
e 乖離率((b-a)/a) ％ -11.9% -12.0% -2.6% 6.4% 0.2% - -

f
乖離率の
５ヶ年度平均

％ - -

ＳＩＰサーバの設備管理運営費　　ＮＴＴ東日本
年度（末時点）

-4.0%

令和元年

令和元年



22ＮＧＮ接続料算定に用いられる需要及び原価の予測実績推移について（４）

４．ＮＴＴ西日本の原価

４－２．通信時間を設定単位とする接続料の主な原価

４－１．通信回数を設定単位とする接続料の主な原価

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
単位 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

a 認可申請時予測 百万円 1806 1643 1581 1629 1532 1550 1564
b 実績 百万円 1678 1776 1748 1729 1665 - -
c 予測対２年前実績比 ％ -2.2% -6.4% -5.8% -8.3% -12.4% -10.4% -6.1%
d 実績対２年前実績比 ％ -9.1% 1.2% 4.2% -2.6% -4.7% - -
e 乖離率((b-a)/a) ％ -7.1% 8.1% 10.6% 6.1% 8.7% - -

f
乖離率の
５ヶ年度平均

％ - -5.3%

メディアゲートウェイの設備管理運営費　　ＮＴＴ西日本
年度（末時点）

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年
単位 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

a 認可申請時予測 百万円 7551 6318 6630 5804 5582 5748 5457
b 実績 百万円 6164 5913 6280 5939 5739 - -
c 予測対２年前実績比 ％ 29.5% 4.4% 7.6% -1.8% -11.1% -3.2% -4.9%
d 実績対２年前実績比 ％ 5.7% -2.3% 1.9% 0.4% -8.6% - -
e 乖離率((b-a)/a) ％ -18.4% -6.4% -5.3% 2.3% 2.8% - -

f
乖離率の
５ヶ年度平均

％ - -

ＳＩＰサーバの設備管理運営費　　ＮＴＴ西日本
年度（末時点）

-5.0%

令和元年

令和元年



23（参考）ＮＧＮ接続料（ＩＧＳ接続）算定に用いられる需要及び原価の主な予測方法（１）

○ 設備管理運営費の予測値は、基本として、前々算定期間（２年前）の実績値を基にして取得固定資産の増減率等と効率化率
（毎年度▲３％）を加味して算定。（装置本体等の減価償却費は投資額を考慮して個別に算定。その他具体的方法は網使用料算定根拠に記載）

○ 需要の予測値は、前々算定期間のひかり電話のトラヒック実績を基に、ひかり電話施設数の増加や他の通信先施設数の変動等
を加味して算定する（原価算定根拠）とされ、より具体的には、以下の方法を採用。

○ いずれの方法も、平成２０（２００８）年度適用接続料の算定で採用された後、基本的に変更されることなく継続している。

【ＩＧＳ接続の通信回数の予測値の算定方法】（通信時間も同様の方法で算定）
呼の類型別に、前々算定期間のそれぞれの実績値に対して、それぞれ次の各変動率を合算したものを乗じて予測値を算定。

ひかり電話施設数の変動率 通信先施設数の変動率
（⇔の下に記載の電話種類の施設数の変動率）

１加入当たりトラヒック（通信回
数）変動率

呼の類型 個別／共通

（類型ごとの値
かどうか）

算定方法 個別／
共通

算定方法 個別／
共通

算定方法

ＮＧＮひかり電話⇔
ＮＴＴ東日本の固定
電話

共通 ＮＴＴ法の総務
大臣認可を受け
る事業計画に記
載の値を採用

（この表で単に
「事業計画値」と
いう）

個別 事業計画値 共通 総務省公表のトラヒック
値により固定発着の１
加入当たり通信回数を
推測（※）し、その対前
年変動率の平成20年度
以降の平均
（今回申請接続料では、
平成29年度までの10年
平均）
※次頁のとおり、総務省調査
「通信量からみた我が国の音
声通信利用状況」を使用して
推測。平成29年度は同調査結
果が申請時に未公表（平成31
年３月26日公表）であったため
平成27・28年度の平均で外挿

ＮＧＮひかり電話⇔
ＮＴＴ西日本の固定
電話

共通 個別 事業計画値 共通

ＮＧＮひかり電話⇔
他事業者

共通 個別 総務省公表の契約数を
使いＮＴＴ東西以外の施
設数を算定した上でそ
の前々算定期間まで３
年間の増減数の平均値
で直近２年を外挿
（固定電話は例外事情があり
平成29年度の増減数で外挿）

共通

平成31
年３月26
日に公
表された
平成29
年度の
値にて再
算定見
込み



24（参考）ＮＧＮ接続料（ＩＧＳ接続）算定に用いられる需要及び原価の主な予測方法（２）

【固定発着の１加入当たり通信回数の推測方法】（平成28年度の例）

■国内トラヒックの相互通信状況（通信回数）

着信
発信

加入電話
ＩＳＤＮ

ＩＰ電話
携帯電話・

ＰＨＳ
合計

固
定
電
話

加入
電話

89.0
(10.4%)

1.6
(0.2%)

25.0
(2.9%)

194.6
(22.8%)

公衆
電話

0.8
(0.1%)

ＩＳＤ
Ｎ

78.2
(9.2%)

ＩＰ電話
115.6

(13.5%)
11.2

(1.3%)
27.8

(3.3%)
154.7

(18.1%)

携帯電話・
ＰＨＳ

60.8
(7.1%)

64.7%
(7.6%)

378.5
(44.4%)

503.9
(59.1%)

合計
344.4

(40.4%)
77.5

(9.1%)
431.3

(50.6%)
853.2

(100.0%)

（単位：億回）

１．公表値を集計

発信 着信 通信回数 備考

固定系 固定系 296.4 ①

移動系 52.8 ②

移動系 固定系 125.5 ③

移動系 378.5 ④

２．稼働施設数・・・公表値の（前期末施設数＋当期末施設数）/2

（単位：億回）

施設数 備考

加入＋ＩＳＤＮ（千加入） 24,031 ⑤

ＩＰ電話（千番号） 39,705 ⑥

公衆電話（千回線） 166 ⑦

モバイル（千契約） 162,869 ⑧

合計 226,771 ⑨

３．稼働施設数（発着信考慮後）

施設数 備考

固定系＋固定系 127,804 ⑩＝（⑤＋⑥＋⑦）×２

固定系＋移動系 226,771 ⑪＝⑤＋⑥＋⑦＋⑧

移動系＋移動系 325,739 ⑫＝⑧×２

合計 226,771 ⑬

４．１加入当たり通信回数の算出

（単位：千回線）

発信 着信 通信回数 備考

固定系 固定系 232 （①×10^8）/（⑩×10^3）

移動系 23 （②×10^8）/（⑪×10^3）

移動系 固定系 55 （③×10^8）/（⑪×10^3）

移動系 116 （④×10^8）/（⑫×10^3）

合計 376 （（①＋②＋③＋④）
×10^8）/（⑬×10^3）

（再掲）固定のみ 311

（単位：回/加入）

（出所）ＮＴＴ東日本・西日本提出資料を基に総務省作成※平成30年１月31日に総務省から公表された値を記載。認可申請後、平成31
年３月26日に修正値が公表されている。



25省令改正等を踏まえた改定①

① 網機能提供計画制度見直し対応

電気通信事業法施行規則及び電気通信事業報告規則の一部を改正する省令（平成31年総務省令第15号）等に適合させ、円滑な
接続等を確保するため、次のとおり改定。

【省令・告示改正】ルータ等の網機能の追加・変更を電気通信事業法第36条に基づく網機能提供計画制度の対象とし、接続約款において情報開示
の手続を定めるべき対象から除外。

約款変更案

② 接続機能の休廃止時の周知

次のとおり周知方法を規定。

・ 法定機能を廃止しようとするときは、当該法定機能を利用する接続事業者に対して、廃止する３年前までに対面等説明により情報提供。
・ 接続事業者と協議が調った場合は、３年未満で当該法定機能を廃止することがある。
・ 廃止予定の法定機能について、新たに利用する旨の意思表示があった場合は、廃止に係る情報を速やかに対面等説明する。この場合において、接続申込者との協

定の締結又は変更をもって、法定の周知を行ったこととする。

【省令改正】「電気通信事業法及び国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正する法律」（平成30年法律第24号）において、第一種指定
電気通信設備又は第二種指定電気通信設備の法定機能を休廃止しようとする際の当該機能の利用事業者への周知義務が法定されたことに伴い、
その周知方法について省令で規定。省令では、原則休廃止の３年前までの対面等説明による周知を求めつつ、接続約款において休廃止の円滑
な実施（他事業者が必要な対応を円滑に行うための措置の実施を含む。）が確保される周知方法を定めている場合はその方法による旨規定。

約款変更案

ルータ等により新たな網機能を導入する場合についての以下のような事項に関する情報開示の定めを削除。

接続事業者の電気通信設備及び利用者の端末設備との間のインタフェース、通信プロトコルに関する情報、利用者端末設備の認証に関する方式と情報、提供予
定時期、提供エリア及び想定される利用形態若しくは接続形態、接続できる通信用建物の名称及び所在地、装置の利用に伴う費用負担の有無及びその負担額の
概算 等

主な削除規定

ただし、ＩＳＰ接続用ルータの実効速度・トラヒックに関する情報提供を行う旨の定めについては一部修正した上で残置。



26

法改正を踏まえた番号ポータビリティ等の定義の見直しや、その他旧電気通信番号規則に係る規定について、新電気通信番号
規則の規定を踏まえて規定を整理。

○ 電気通信番号規則制定に伴う改定

省令改正等を踏まえた改定②

【省令改正】 「電気通信事業法及び国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正する法律」（平成30年法律第24号）において、電気通信番号の
使用条件を付して電気通信事業者に電気通信番号を割り当てる制度を整備。その際、電気通信番号使用計画の記載事項やその認定の基準等につい
て、電気通信番号規則で規定。

約款変更案

電気通信番号規則の制定を見込んで、当該規則に適合させるため、次のとおり改定。



27

網終端装置

伝送路

利用者
インターネットインターネット

サービス
プロバイダ

（ISP）

ＮＴＴ東日本・西日本のＮＧＮ（次世代ネットワーク）

・・・
接続

接続料

中継用
設備

収容用
設備

網終端装置

網終端装置

・
・
・

・NGNとISPを接続するための網終端装置は、接続先のISPごとに、NTT東日本・西日本が設置。
・ISPは、インターネットの通信量の増加に対応するため、接続装置の増設を要望。
・NTT東日本・西日本は、１装置当たりのセッション数が一定数に達する場合に増設できるとする基準を設定。

（参考）網終端装置※の増設について
※本資料では、PPPoE方式により行う接続に用いられるIP通信網終端装置をいう。



28（参考）昨年の省令改正及びＮＴＴ東日本・西日本に対する要請

網終端装置の増設基準の基本的な事項

網終端装置について、NTT東日本・西日本が増設基準を円滑なインターネット接続を可能とする見地から定め、接続事業者
向けホームページで開示

電気通信事業法施行規則等の一部改正（平成30年総務省令第６号）等に適合させ、円滑な接続を確保するため、次のとおり措置。

（１）トラヒック増加に対応するための網終端装置の円滑な増設の確保（増設基準の基本的事項の接続約款への記載及びその適切な実施）

① 改正省令等による改正後の省令等の規定に適合させるための接続約款（※１）の変更（以下「改正対応約款変更」という。）において、改正後の電
気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）第23条の４第２項第１号の３の規定に基づき、既存網終端装置増設メニュー（※２）の増設に
係る基準又は条件の基本的事項を、円滑なインターネット接続を可能とする見地から定めること。（※３）

※１ 電気通信事業法第33条第２項の認可を受けた接続約款をいう。
※２ 網終端装置増設のための接続メニューのうち、平成29年12月22日諮問第3099号により情報通信行政・郵政行政審議会に諮問された接続約款の変更案で新設されようとしているメニュー以

外のもの（NTT東日本・西日本が大部分の費用を負担するもの）をいう。
※３ 既存網終端装置増設メニューによる他事業者からの網終端装置の増設の要望に応じないことがある場合。②においても同じ。

② ①により定められた内容がその認可の後速やかに適切に実施されるよう、インターネット接続のトラヒックが増加していることを考慮し、接続事業
者・関係団体の意見・要望を十分参考にしながら、既存網終端装置増設メニューによるトラヒック増加への対応の方法について検討し、適切な対
処を行うこと。検討の状況については、平成30年４月末までに報告すること（※４）。

※４ 情報通信行政・郵政行政審議会諮問第3099号に係る接続委員会報告書（平成30年３月16日）記２（２）②により、既存網終端装置メニューによる対応の方向性が早期に明らかになることが必
要と指摘。NTT東日本・西日本は報告後速やかに説明会を開催予定。

総務省からNTT東日本・西日本に対する要請（平成30年２月26日総基料第33号）

【電気通信事業法施行規則改正】 通信量の増加等への対応のため、関門系ルータの増設の要望に応じないことがある場合における増設基準の基
本的事項を約款記載事項とする

約款内容

平成30年６月１日に増設基準が20％緩和



29（参考）ＮＴＴ東日本・西日本に対する行政指導

■ 第一種指定電気通信設備である「次世代ネットワーク」中の網終端装置に関し、NTT東日本がインターネットサービスプロバイダ（ISP）等の他の電
気通信事業者に請求している接続料について、ISP等から寄せられた指摘を契機として、総務省において調査した結果、同一の網終端装置につい
て、接続約款によらずに増設基準の違いに応じて異なる接続料額を請求している実態が確認された。また、同調査の過程において、NTT東日本及
びNTT西日本の両社ともに、増設基準が接続条件に該当するにもかかわらず、接続約款における根拠がない状態で設定されていた場合があった
ことが確認された。

これらの運用実態は、接続約款の定めと乖離するものであるため、総務省は、NTT東日本及びNTT西日本において、第一種指定電気通信設備と
の接続の業務に関し不当な運営が行われたものと判断し、両社に対して、適正化のための措置を講ずるよう求めた。

（１）接続料請求の停止等の応急措置（ＮＴＴ東日本のみ）
本指導後に認可接続約款等の定めと乖離する額の接続料請求を行わないよう、少なくとも（２）の対応が完了するまでの間、関係する他事業者の業務の円

滑な実施にも配意しつつ、本件インタフェース付与機能に係る関係の接続料の請求を停止するなどの応急措置を講ずること。

（２）他事業者に対する説明等（ＮＴＴ東日本のみ）
関係する他事業者に対し、速やかに、書面又はそれに代わる電磁的記録を交付又は提供して、本指導の内容に関する説明を行うとともに、他事業者の業務

の適正な実施に支障を生じさせないようにしつつ、網終端装置に係る接続料に関する貴社の業務運営を是正するための具体的な対応方法案について説明を
行うこと。
※ あわせて、本件インタフェース付与機能に係るこれまでの取扱いについては、法第35条第３項の規定による総務大臣の裁定の手続を利用することが可能である旨を説明すること。

（３）再発防止の徹底
認可接続約款等の不適切な解釈運用及び法第33条第２項の規定に対する違反に至った原因を究明するとともに再発防止策を講ずること。

第一種指定電気通信設備との接続の業務の適正化について（指導）（平成30年12月18日総基料第270号）の概要



30（参考）主に問題となった網終端装置メニュー

NTT東日本 ＮＴＴ西日本

現在提供中
の主なメ
ニュー

Ｃ型 Ｃ-50型 Ｃ-20型 Ｄ型 Ｃ型 Ｂ型 Ｄ型

① ＩＦ帯域 1Gbps 1Gbps

②

増設基準
セッション

数
（概数）

6,300 4,000 1,600
なし

（自由増設）
全額ISP負担

4,000 1,800
なし

（自由増設）
全額ISP負担

③

（参考）
①を②で
除した値
（概数）

160kbps 250kbps 625kbps － 250kbps 560kbps －

（出所）NTT東日本・西日本資料を基に総務省作成

同一の接続用設備について、接続約款によらずに増設基準の違いに応じて異なる接続料額を請求

※NTT西日本は卸電気通信役務によるメニューも存在。
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■ 今回、このような指導を受けたことについて、当社として、厳粛に受け止め、今後は第一種指定電気通信設備との接続の業務の運営が適正かつ
合理的であるよう、対応を徹底する考えです。

○指導事項（１） 接続料請求の停止等の応急措置（ＮＴＴ東日本のみ）について
・ 早急な是正に向けて他事業者に対する説明を実施するとともに、本網終端装置メニューの新規申込み受付を停止。
・ 約款等の定めと乖離する額の接続料請求を行わないよう、請求を停止する予定である旨などを接続事業に説明。
・ 一方、接続事業者からは、請求停止により将来遡及適用される事態となった場合、自社の経理処理が煩雑になるため、継続請求してもらいたい旨の要望

があったことから、行政指導文書受理後の平成31年（2019年）１月以降も請求を継続している。

○指導事項（２） 他事業者に対する説明（ＮＴＴ東日本のみ）について
・ メール送付・電話による一報に加え、本網終端装置メニューの利用実績のある全接続事業者と対面協議を実施し、業務運営の具体的な是正方法として、

本網終端装置メニューを継続利用いただけるよう、当該網終端装置メニューに係る規定の整備に向け、速やかに接続約款を認可申請する旨を説明。
・ これに対し接続事業者からは、本網終端装置メニューが利用できなくなった場合、円滑な事業運営に大きな支障が生じるため、引き続き、当該網終端装置

メニューが利用できるよう、速やかに接続約款認可申請を行ってもらいたいといった意見を頂いた（詳細は次頁参照）ところ。

○指導事項（３） 再発防止の徹底について
【認可接続約款等の不適切な解釈運用に至った原因及び再発防止策について】
・原因

料金額が増加した場合に網終端装置の増設を許容することについて接続事業者と合意していたことに加え、接続事業者からの要望に応えるべく、早期に
本網終端装置メニューを提示することを重視していたことが原因。

・再発防止策
新たな網改造機能の追加だけでなく、既存の網改造機能において新たな網終端装置メニューを追加する場合には、その内容を接続約款に規定する必要

があるかどうかを慎重に検討することで再発防止に努める考え。また、電気通信事業法関係法令及び接続約款規定との整合が確保されているか、二重
チェックの体制強化を図っていく考え。

【「法第33条第２項の規定に対する違反」に至った原因及び再発防止策について】
・原因

接続事業者からの増設の要望が増えた後も、増設基準については依然として、接続条件ではなく、接続事業者との協議を踏まえ最終的に決定する事項と
認識していた点が違反に至った原因であると考える。

・再発防止策
全接続事業者に共通的に適用する条件を設定する場合には、電気通信事業法関係法令及び接続約款規定との整合が確保されているか、二重チェック

の体制強化を図ることで再発防止に努める考え。

ＮＴＴ東日本・西日本に対する行政指導

ＮＴＴ東日本・西日本からの対応状況の報告の概要



32Ｃ-20型等に係る接続事業者（Ｃ-20型等の利用ＩＳＰ19者）の意見（ＮＴＴ東日本とりまとめ）

事項 主な意見

行政指導文書内容に
ついて

内容について理解

・ 指導文書の内容について了解した。新規受付停止の件についても理解した。

・ 裁定などといった形でことを荒立てるつもりはない。

・ 指導文書の内容については、了解した。Ｃ-20型等は当社からお願いしたこと
でもあり、 ご迷惑をおかけし申し訳ないと考えている。

・ 指導文書の内容について了解した。当社としては、C-20型等は「ユーザの快
適性に差を出す」ニーズにマッチしており、料金も妥当なメニューだと認識してい
る。

当該接続料の請求停
止について

請求継続を希望等

・ 既設網終端装置の請求額については、年度を跨ぎ遡及精算といった事務処理
が発生するため、これまで通りの金額で請求を希望。

・ 請求停止ののち、来期に一括請求は収支影響の観点で社内としても処理に困
るため、 継続請求を希望。

ＮＴＴ東日本の業務運
営是正に向けた具体的
な対応方法案について

速やかに約款申請する
旨について理解

・ 指導文書を読む限り厳しい内容と認識している。反対意見も出ることを想定し
ているが、 認可はいつ頃を予定しているのか。仮に提供不可となった場合、弊
社事業に大きな影響が生じるため、継続提供を希望。

・ C-20型等メニューが突然打ち切りになる場合はユーザー支障が生じるため、
継続提供を お願いしたい。

・ 選択肢の一つとして、C-20型等が継続提供されることは有効。

（出所）ＮＴＴ東日本提出資料を基に総務省作成



33行政指導を踏まえた改定

⑴ 平成30年12月末時点でC-20型等を利用している接続事業者は④機能を利用しているものとみなす。
⑵ ④機能の接続申込み及び接続用設備の設置の申込みの受付は、平成32年６月末まで実施するものとする。
⑶ 網終端装置の増設を申し込む際、既存の網終端装置について②機能から④機能に変更することができるものとする。（平成32年６月末まで）
⑷ ④機能の接続料は、当該機能を利用する接続事業者とＮＴＴ東日本で増設基準に応じて按分して負担するものとする。
⑸ D型を利用している接続事業者に関して、平成30年５月31日までに申込みがあった網終端装置について、改正規定の適用日から３か月（案のとおり答申さ

れ補正がされた場合には、６か月）を経過する日までに申し出た場合であって、平成30年６月１日時点におけるC型等又はC-20型等の増設基準を満たして
いるときは、D型の利用から、C型等又はC-20型等の利用に変更することが可能。

※ 本改定規定は、平成31年１月１日に遡及して適用。

【本則】 【附則】

②

①
③ ④

②の取得固定資産額に
対し、増設基準のしきい
値に反比例する比率を
乗じた額

原則 増設専用 経過措置

C型等 D型 C-20型等

：接続事業者（ＩＳＰ）負担部分

【本則】
① 網終端装置のうちインタフェース相当以外の部分の負担を行うための機能（増設基準を設けるもの）（網使用料）
② 網終端装置のうちインタフェース相当の部分の負担を行うための機能（増設基準を設けるもの）（網改造料）
③ 網終端装置全体の負担を行うための機能（増設基準を設けないもの。接続事業者の要望による増設のためのものに限る。）（網改造料）

【附則】
④ 網終端装置全体の負担を行うための機能（増設基準を設けるもの）（ＮＴＴ東日本と他事業者が負担を按分。増設基準のしきい値に反比例する形で接続事

業者の負担額が上昇。）（網改造料）

（イメージ）

令和元年3月20日の
申請で追加

移行措置
（下記（５）参照）

移行措置
（下記（５）参照）

ＮＴＴ東日本に対する行政指導「第一種指定電気通信設備との接続の業務の適正化について（指導）」（平成30年12月18日総基
料第270号）により接続約款の定めと乖離していると判断された「C-20型等」について、継続提供を可能とするため次のとおり措置



34（参考）ＮＧＮのＩＳＰ接続の方式（インターネット通信等のための接続の方式）

PPPoE方式 IPoE方式

① 構成

② 接続事業者数 ・接続事業者数に制限なし（現時点で76者接続）

・接続事業者数を接続約款上16者に制限していたが、その制限は撤廃済み

（平成24年に３者から拡大）（現在６者接続。 ２者追加予定）

・接続事業者から約80者※1のISP事業者に対し、卸提供等（間接利用）
ただし、間接利用数は、接続事業者により大きく異なる

③ 接続点 都道府県ごとに設置 東京、千葉、埼玉、大阪（増設予定）※2

④ 接続帯域・ポート 小容量あり 大容量のみ（小容量化については、検討中）

⑤
接続用設備の

費用負担
原則として、NTT東日本・西日本が費用を負担

GWRについて網使用料として接続料を設定

接続事業者が負担

⑥
接続用設備の

増設
原則としてNTT東日本・西日本が増設可否を判断（増設基準） 接続事業者が自由に増設することが可能

⑦

ＩＰアドレスの付与 インターネット用アドレスを接続事業者が付与（NGN用はNTT東日本・西日本が付与） VNE事業者から預かったインターネット用アドレスをNTT東日本・西日本が付与

通信の管理

・インターネット用IPアドレスを用いた通信の全てを接続事業者が管理
（接続事業者が完全なフィルタリング等を提供可能）

・ＮＧＮ内の利用者との通信であってもインターネット用IPアドレスを
用いた通信の全てが接続事業者経由

・インターネット用IPアドレスを用いた通信で接続事業者の管理できないものが生じるおそれ

網内折り返し通信 NGN利用者間の直接の通信※3においては、インターネット用とは別のIPアドレスが必要 NGN利用者間の直接の通信※3がインターネット用のIPv6アドレスと同じアドレスで可能

⑧ 優先パケット利用 NGNの優先パケット関係機能の利用不可 NGNの優先パケット関係機能の利用が可能

⑨ その他留意事項 －
他事業者がVNE事業者に卸電気通信役務の提供又は接続を求める場合における卸役
務等の①概要、②利用に係る問合せ窓口等の情報開示の手続き、③提供の請求及び

その回答を受ける手続きの整備・公表の責務を約款で義務付け。

NTE

HGW等

ISP
事業者

NGN

ISP
事業者

ISP
事業者

セッション
収容R

GWR

HGW等
NGN

VNE事業者

収容R

ＮＴＴ東
日本・西

日本
負担

中継R

ISP事業者

VNE事業者

ISP事業者ISP事業者

ＮＴＴ東
日本・西

日本
負担

事業者
負担

中継R

NTE：網終端装置
HGW：ホームゲートウェイ (GWR：ゲートウェイルータ)

NTE NTE

※1 公表情報による。 ※2 平成30年９月28日時点で確認できているもの。 ※3 NGN利用者間の直接の通信とは、網内折り返し通信を指す。

事業者
負担

接続用インタ
フェース

VNE事業者



35その他規定の変更①

オフトーク通信のサービス提供が平成30年３月で終了したことから、関連の記述を削除する。

※ オフトーク通信とは、アナログ固定電話・ＩＳＤＮ等の電話回線の通話に使用していない時間を利用して地域情報を放送するサービス。

①オフトーク通信に係る改定（ＮＴＴ東日本・西日本）

現在、ＮＴＴ東日本・西日本のＰＳＴＮから発信され携帯電話事業者に着信する通話については、利用者が特に料金設定事業者を選

択しない限り着側携帯電話事業者が料金設定をすることとされているが、実際の利用者に対する課金は、ＮＴＴ東日本・西日本が着側携

帯電話事業者からＰＳＴＮ交換機を利用して課金のための情報を受領して代行実施する仕組みであり、着側携帯電話事業者がその費用

を負担するための機能が網改造料として定められている（柔軟課金機能）。

これについて、ＰＳＴＮ発携帯電話事業者着の通話の料金設定が発側事業者（ＮＴＴ東日本・西日本）によって行われる今後の可能性

を見据えつつ、既存の機能でそうした変化に対応するため、料金設定を行うＮＴＴ東日本・西日本が着側携帯電話事業者から課金情報

（ＮＴＴ東日本・西日本の設定する料金表に基づくもの）を受領して課金を行うとともにその利用見合いで本機能の費用を負担することと

する改定を行う。

②柔軟課金機能に係る改定（ＮＴＴ東日本・西日本）

ＩＧＳ

ＧＣ

加入電話・公衆電話

ＧＳ

携帯電話

◎

呼の流れ
ＰＳＴＮ網 携帯電話事業者網

課金情報

加入者交換機を利用し
て課金情報を受領する
機能の費用をＮＴＴ東日

本・西日本も負担

利用者
料金設
定権

（※イメージ）



36その他規定の変更②

現在、コロケーションリソース（スペース、受電設備・発電設備、ＭＤＦ端子）の空きが管理基準値を下回る通信用建物（※）において、自

社が既に保留しているリソースの量（リソースを予約しているが工事未完了の量。既存保留量という。）が配分上限量を上回る場合に追加

の保留をする際は保留中のリソースに係る工事を完了させ既存保留量が配分上限量以下にならなければならないとの制限を設けている

が、接続事業者の要望を受けて、工事完了を待たず工事着手の時点で既存保留量から除外することとする改定を行う。（システム改修を

伴うため実現には認可後更に時間を要する見込み）

※ リソースが管理基準値を下回る通信用建物は、空きの状況に応じ、運用上、Ｂランク、Ｃランク又はＤランクと呼ばれる。各ランクの区分は、スペースに関しては、Ａランク＝空きが管
理基準値（１８架。約款に規定）以上、Ｂランク＝６架以上１８架未満、Ｃランク＝１架以上６架未満、Ｄランク＝空きなし、となっている。スペースの配分上限量（約款に規定）はＢランク
が３架、Ｃランクが２架である。

③コロケーション配分上限量に関する改定（ＮＴＴ東日本・西日本）

平成22年度より運用していた接続事業者からの番号ポータビリティの申込み等手続き及び、加入者光ファイバ概算納期情報（※１）の取

得に利用している各システムについて、平成29年度第４四半期にハードウェアの保守限界を迎えたことから、更改を実施。（番ポシステムに

ついては平成29年11月（ＮＴＴ東日本のみ）、光概算納期システムについては平成29年９月（ＮＴＴ東日本・西日本）に更改。）

工事費・手続費はまず費用・件数を予測して設定され、２年後に実績に基づく差額の精算が行われている（※２）ところ、平成29年度に適

用した料金の精算を実績に基づいて行うための実績精算単金を規定するに当たり、両システムの更改による費用削減効果が得られること

から、そうした費用削減効果を反映するため、該当する手続費については実績精算単金を更改前後で分けて規定する。

※１ ＮＴＴ東日本・西日本が加入光ファイバの敷設状況に基づきエリア毎に設定している、光設備構築（加入光ファイバのユーザービル引込工事等）に要する標準的期間。

※２ 工事費・手続費については、当該工事等を行った当年度（Ｎ）の適用単金は前年度（Ｎ－１）の予測費用・件数に基づく単金であることから、次年度（Ｎ＋１）に、当年度の予測費用・
件数に基づき遡及精算し、さらにその次年度（Ｎ＋２）に、実績費用・件数に基づいた実績精算を行っている。

④番ポシステム・光概算納期システムの更改に伴う精算用単金に係る改定（ＮＴＴ東日本・西日本）



37その他規定の変更③

接続請求手続きである事前調査申込みについて、一部事業者との間で事前調査申込書に関する取扱いが必ずしも円滑に進んでいな

いことや改元に伴う10連休が発生すること等を踏まえ、事前調査の期間に係る規定について次のとおり措置。

① ＮＴＴ東日本・西日本に申込書が到達した日をもって事前調査の受付とする。

② 事前調査の回答期日に関する考え方を祝日及び年末年始を除く期間に改める。

③ 特別の事情（※）がある場合は期日を超える場合があることとする。

④ 申込書に不備がある場合にはその申込書の内容について行った協議等の期間を30日を上限として回答期日計算の期間から除く旨

を新たに規定する。

※ 天災等の不可抗力その他ＮＴＴ東日本・西日本の責めによらない特別の事情

⑤事前調査申込み手続に係る改定（ＮＴＴ東日本・西日本）



38接続料と利用者料金の関係の検証（スタックテスト）の流れ

スタックテスト不適合

不当競争性あり

不当な競争を引き起こさない
ことを示す論拠の提出

接続料又は利用者料金の変更
（接続料の変更はコストの範囲内）

両者の差分が２０％未満

問題なし

（例）
・対象サービスに競合する事業者が存在しない
・早期に事態の改善が見込まれる

・対象サービスの需要が減退し小さくなっているとともに
十分代替的な機能が別に存在する 等

スタックテストの実施

両者の差分が２０％以上（※２）

サービスごとに、利用者料金収入とそのサービス提供に
用いられる機能の接続料総額（※１）を比較

※１ 県間伝送路及び他社接続料も算入。
収容率は接続料算定に用いられる予測収容率。

※２ フレッツ光ネクストファミリータイプ
等のサービスメニューごとの比較に
ついては、利用者料金が接続料を
上回ること

■「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」（平成３０年２月２６日策定、平成31年３月５日最終改定）



39スタックテストの結果①

NTT東日本 NTT西日本

（注） ○：スタックテストの要件を満たしていると認められるもの ×：スタックテストの要件を満たしていないと認められるもの

サービス
①利用者
料金収入

②接続料
総額相当

③差分
（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

加入電話・ＩＳＤＮ 基本料 2,432億円 1,765億円
667億円
（27.4%）

○

（参考）
加入電話・ＩＳＤＮ 通話料
LRIC検証結果

196億円 126億円
70億円

（35.7%）
○

フレッツＡＤＳＬ 139億円 105億円
34億円
（24.5%）

○

フレッツ光ネクスト 4,566億円 2,126億円
2,440億円

（53.4%）
○

フレッツ光ライト 224億円 121億円
103億円
（46.0%）

○

ひかり電話

移動体着含む 1,219億円 217億円
1,002億円

（82.2%）
○

移動体着除く 1,044億円 137億円
907億円
（86.9%）

○

ビジネスイーサワイド 259億円 123億円
136億円
（52.5%）

○

サービス
①利用者
料金収入

②接続料
総額相当

③差分
（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

加入電話・ＩＳＤＮ 基本料 2,430億円 1,737億円
693億円
（28.5%）

○

（参考）
加入電話・ＩＳＤＮ 通話料
LRIC検証結果

180億円 111億円
69億円

（38.3%）
○

フレッツＡＤＳＬ 156億円 150億円
6億円
（3.8%）

×

フレッツ光ネクスト 3,284億円 1,812億円
1,472億円

（44.8%）
○

フレッツ光ライト 150億円 100億円
50億円
（33.3%）

○

ひかり電話

移動体着含む 1,121億円 197億円
924億円
（82.4%）

○

移動体着除く 951億円 121億円
830億円
（87.3%）

○

ビジネスイーサワイド 230億円 120億円
110億円
（47.8%）

○

○ 指針に基づき、ＮＴＴ東日本・西日本において平成29年度の接続料総額と利用者料金収入の水準を比較した結果、NTT西日本のフレッツADSL以
外の検証対象サービスでは、利用者料金収入と接続料総額の差分が営業費相当基準額（利用者料金収入の20％）を上回ったため、価格圧搾による
不当な競争を引き起こすものとは認められなかった。

○ NTT西日本からのフレッツADSLについては、同社から示された価格圧搾による不当な競争を引き起こすものでないと考える論拠を踏まえると、利
用者料金収入と接続料総額の差分が基準値を下回った主な要因は、本検証区分における接続料総額の約８割を占める、地域IP網に係る接続料（特
別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ATMインターフェース）の水準が高止まりしていることによるものであるが、接続事業者は当該機能を利
用せずに競争的にDSLサービスを提供していると考えられ、またブロードバンドサービスにおいて地域IP網の機能はNGNの機能により代替されている
ことから、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとは認められなかった。
（なお、NTT東日本・西日本からは、昨年度、当該接続機能の新規利用受付を停止したい旨申請があり、認可している。）

○ 加入電話・ＩＳＤＮ通話料については、ＬＲＩＣモデル適用方法の見直しに伴い、今回から指針の適用を除外し、「ＬＲＩＣ検証」を実施。

想定される再申請額を踏まえた結果については次項のとおり



40想定される再申請額を踏まえたスタックテストの結果①

NTT東日本 NTT西日本

（注） ○：スタックテストの要件を満たしていると認められるもの ×：スタックテストの要件を満たしていないと認められるもの

サービス
①利用者
料金収入

②接続料
総額相当

③差分
（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

加入電話・ＩＳＤＮ 基本料 2,432億円 1,765億円
667億円
（27.4%）

○

（参考）
加入電話・ＩＳＤＮ 通話料
LRIC検証結果

196億円 126億円
70億円

（35.7%）
○

フレッツＡＤＳＬ 139億円 105億円
34億円
（24.5%）

○

フレッツ光ネクスト 4,566億円 2,073億円
2,493億円

（54.6%）
○

フレッツ光ライト 224億円 118億円
106億円
（47.3%）

○

ひかり電話

移動体着含む 1,219億円 217億円
1,002億円

（82.2%）
○

移動体着除く 1,044億円 136億円
908億円
（87.0%）

○

ビジネスイーサワイド 259億円 121億円
138億円
（53.3%）

○

サービス
①利用者
料金収入

②接続料
総額相当

③差分
（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

加入電話・ＩＳＤＮ 基本料 2,430億円 1,737億円
693億円
（28.5%）

○

（参考）
加入電話・ＩＳＤＮ 通話料
LRIC検証結果

180億円 111億円
69億円

（38.3%）
○

フレッツＡＤＳＬ 156億円 150億円
6億円
（3.8%）

×

フレッツ光ネクスト 3,284億円 1,766億円
1,518億円

（46.2%）
○

フレッツ光ライト 150億円 97億円
53億円
（35.3%）

○

ひかり電話

移動体着含む 1,121億円 197億円
924億円
（82.4%）

○

移動体着除く 951億円 120億円
831億円
（87.4%）

○

ビジネスイーサワイド 230億円 118億円
112億円
（48.7%）

○

○ 指針に基づき、ＮＴＴ東日本・西日本において平成29年度の接続料総額と利用者料金収入の水準を比較した結果、NTT西日本のフレッツADSL以
外の検証対象サービスでは、利用者料金収入と接続料総額の差分が営業費相当基準額（利用者料金収入の20％）を上回ったため、価格圧搾による
不当な競争を引き起こすものとは認められなかった。

○ NTT西日本からのフレッツADSLについては、同社から示された価格圧搾による不当な競争を引き起こすものでないと考える論拠を踏まえると、利
用者料金収入と接続料総額の差分が基準値を下回った主な要因は、本検証区分における接続料総額の約８割を占める、地域IP網に係る接続料（特
別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ATMインターフェース）の水準が高止まりしていることによるものであるが、接続事業者は当該機能を利
用せずに競争的にDSLサービスを提供していると考えられ、またブロードバンドサービスにおいて地域IP網の機能はNGNの機能により代替されている
ことから、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとは認められなかった。
（なお、NTT東日本・西日本からは、昨年度、当該接続機能の新規利用受付を停止したい旨申請があり、認可している。）

○ 加入電話・ＩＳＤＮ通話料については、ＬＲＩＣモデル適用方法の見直しに伴い、今回から指針の適用を除外し、「ＬＲＩＣ検証」を実施。



41スタックテストの結果②

NTT東日本 NTT西日本

（注） ○：スタックテストの要件を満たしていると認められるもの ×：スタックテストの要件を満たしていないと認められるもの

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

フレッツ光
ネクスト

ファミリータイプ ○

ビジネスタイプ ○

マンションタイプ

（ＶＤＳＬ方式/

ＬＡＮ配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

ミニＢ ○

プラン１Ｂ ○

プラン２Ｂ ○

マンションタイプ

（光配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

プライオ ○

フレッツ光
ライト

ファミリータイプ ○

マンションタイプ ○

ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

ビジネス
イーサワイド

MA設備まで利用する場合 ○

県内設備まで利用する場合 ○

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

フレッツ光
ネクスト

ファミリータイプ ○

ビジネスタイプ ○

マンションタイプ

（ＶＤＳＬ方式/

ＬＡＮ配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

マンションタイプ

（光配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

フレッツ光
ライト

ファミリータイプ ○

マンションタイプ ○

ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

ビジネス
イーサワイド

MA設備まで利用する場合 ○

県内設備まで利用する場合 ○

（単位：月額） （単位：月額）

（単位：１アクセス回線あたり/月額） （単位：１アクセス回線あたり/月額）

非開示情報 非開示情報

※平成31年3月1日時点（総務省要請を受け割引を考慮した後の額）

○ 指針に基づき、ＮＴＴ東日本・西日本においてサービスメニュー単位で利用者料金が接続料を上回っているか否かについて
検証した結果、全てのサービスメニューについて、利用者料金が接続料相当額を上回り、価格圧搾による不当な競争を引き起こ
すものとは認められなかった。

想定される再申請額を踏まえた結果については次項のとおり



42想定される再申請額を踏まえたスタックテストの結果②

NTT東日本 NTT西日本

（注） ○：スタックテストの要件を満たしていると認められるもの ×：スタックテストの要件を満たしていないと認められるもの

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

フレッツ光
ネクスト

ファミリータイプ ○

ビジネスタイプ ○

マンションタイプ

（ＶＤＳＬ方式/

ＬＡＮ配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

ミニＢ ○

プラン１Ｂ ○

プラン２Ｂ ○

マンションタイプ

（光配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

プライオ ○

フレッツ光
ライト

ファミリータイプ ○

マンションタイプ ○

ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

ビジネス
イーサワイド

MA設備まで利用する場合 ○

県内設備まで利用する場合 ○

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

フレッツ光
ネクスト

ファミリータイプ ○

ビジネスタイプ ○

マンションタイプ

（ＶＤＳＬ方式/

ＬＡＮ配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

マンションタイプ

（光配線方式）

ミニ ○

プラン１ ○

プラン２ ○

フレッツ光
ライト

ファミリータイプ ○

マンションタイプ ○

ひかり電話（関門系ルータ交換機能を用いる場合） ○

サービス
ブランド

サービス
メニュー

①利用者
料金※

②接続料
相当額

③差分
（①－②）

利用者
料金

との比較

ビジネス
イーサワイド

MA設備まで利用する場合 ○

県内設備まで利用する場合 ○

（単位：月額） （単位：月額）

（単位：１アクセス回線あたり/月額） （単位：１アクセス回線あたり/月額）

非開示情報 非開示情報

※平成31年3月1日時点（総務省要請を受け割引を考慮した後の額）

○ 指針に基づき、ＮＴＴ東日本・西日本においてサービスメニュー単位で利用者料金が接続料を上回っているか否かについて
検証した結果、全てのサービスメニューについて、利用者料金が接続料相当額を上回り、価格圧搾による不当な競争を引き起こ
すものとは認められなかった。
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実績原価方式に基づく接続料の改定等(案) （P.５３ ～ ６４）

加入光ファイバに係る接続料の改定等(案) （P.６５ ～ ６８）

NGNに係る接続料の改定等(案) （Ｐ.６９ ～ ７３）

第一種指定電気通信設備接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要 （P.７４ ～ ７６）

主な変更内容 （P.１ ～５１）

その他の変更内容（詳細） （P.５２～８０）

参考資料 （P.８１ ～ ９７）

自己資本利益率 （P.７９ ～ ８０）

本件申請において廃止・整理品目化する接続機能 （P.７７ ～ ７８）

① 実績原価方式に基づく令和元年度の接続料の改定等
② 令和元年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （Ｐ.２～４０）
③ 令和元年度の次世代ネットワークに係る接続料の改定等

④ 長期増分費用方式に基づく令和元年度の接続料の改定（Ｐ.４１～５１）
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令和元年度 平成30年度

ＧＣ接続料 6.87円 ／３分
【対前年度 ＋0.06円 （＋0.9％）】

6.81円 ／３分

ＩＣ接続料 8.06円 ／３分
【対前年度 ▲0.03円 （▲0.4％）】

8.09円 ／３分

１．申請者

東日本電信電話株式会社
代表取締役社長 井上 福造

西日本電信電話株式会社
代表取締役社長 小林 充佳

２．申請年月日

平成31年３月20日（水）

３．実施予定期日

認可後、平成31年４月１日(月)に遡及して適用

４．趣旨

第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部改正（平成31年３月５日に公布及び一部施行）を受けて、長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式

に基づき算定した接続料を反映するため、ＮＴＴ東日本・西日本の接続約款の変更を行うもの。

５．長期増分費用方式に基づく令和元年度接続料の算定

令和元年度から３年間の接続料算定に用いるＬＲＩＣモデル（以下「第８次モデル」という。）に基づく令和元年度接続料

長期増分費用方式（④）に係る接続約款の変更認可の申請日等



45（参考）長期増分費用（ＬＲＩＣ）方式に基づく接続料算定

○ 長期増分費用（ＬＲＩＣ：Long-Run Incremental Costs）方式は、接続料の原価算定において、事業者の非効率性を排除

した適切な原価を算定するために平成１２年の電気通信事業法改正により導入。ＮＴＴ東日本・西日本の実際のネットワー

クと同等規模のネットワークを、現時点で最も低廉で効率的な設備と技術により構築・運営した場合の費用を算定する方式。

○ 現在、加入者交換機や中継交換機等のＰＳＴＮ接続料の算定に適用されている。

※２～３年で見直し。令和元年度からの３年間は第８次モデル。

 ＬＲＩＣモデルの見直し検討

接続料原価を算定するための技術モデル（ＬＲＩＣモデル）を策定。

 接続料算定の在り方の決定

ＬＲＩＣモデルの適用方法や適用期間等、接続料算定の在り方を

決定。

ＬＲＩＣモデルの策定及びその適用の決定

電柱

管路

加入者交換局（GC局）

中継交換局（IC局）

加入者交換機

中継交換機

接続事業者（長距離、国際、移動体、ＣＡＴＶなど）

相互接続点

他の中継交換機へ

ＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本のPSTN

接
続
料
原
価
対
象
設
備

加入電話

中継交換機への接続加入者交換機への接続

加入電話

相互接続点

接続料の算定

※毎年度実施。次年度のＮＴＴ東日本・西日本の接続約款に反映。

 入力値の見直し

毎年度、接続料算定に必要な需要・パラメータ（回線数、設備単

価、耐用年数等）を最新の値に見直し・更新。

 接続約款の変更認可

上記モデル及び入力値により算定した接続料について、ＮＴＴ東

日本・西日本の接続約款の変更を認可。

＜参考 平成30年度ＰＳＴＮ接続料＞

①加入者交換機への接続（ＧＣ接続料）： 6.81円／3分

②中継交換機への接続（ＩＣ接続料）： 8.09円／3分

②ＩＣ接続

①ＧＣ接続



46算定根拠（ＬＲＩＣ検証）

（１） ＬＲＩＣ検証の考え方

○ 第８次モデルとして、ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデル及びＩＰ－ＬＲＩＣモデルの２つのモデルを策定。

○ 令和元年度から３年間の接続料算定に長期増分費用方式を適用するに当たっては、ＩＰ網を前提とした接続料原価の算定に向

けた段階的な移行の時期として、まずはＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルにより接続料を算定する。これにより価格圧搾のおそれが生じる

場合等には、ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルとＩＰ－ＬＲＩＣモデルの組合せへ移行を進めることとしている。

○ 価格圧搾のおそれについては、スタックテストの指針に基づく方法で利用者料金と接続料を比較し、両者の差分が他律的要因に

よらずに営業費相当基準額※未満となるかどうかにより判断（⇒ＬＲＩＣ検証）を行う。
※利用者料金による収入の20％。

（２） ＬＲＩＣ検証の結果

○ 検証の結果、利用者料金と接続料の差分は営業費相当基準額以上であることから、令和元年度接続料はＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデル

により接続料を算定。

■ ＬＲＩＣ検証の結果 （加入電話・ＩＳＤＮ通話料） ※カッコ内は、対前年度比較。
（単位：億円）

①利用者料金収入 ②接続料相当 ③差分 （①－②）
④利用者料金収入に占め

る差分の比率

ＮＴＴ東日本 196 （▲13％） 126 （▲12％） 70 35.7％ （▲0.7ｐｔ）

ＮＴＴ西日本 180 （▲13％） 111 （▲16％） 69 38.3％ （＋2.1ｐｔ）
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第７次ＬＲＩＣモデル
（平成28～30年度）

第８次ＬＲＩＣモデル（令和元～３年度）

ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデル ＩＰ－ＬＲＩＣモデル

接続料原価 １，１５９億円
１，１１０億円

（▲49億円、▲4.2％）
７８４億円

（▲375億円、▲32.3％）

■ 各モデルによる接続料原価の試算結果（平成30年度接続料算定ベース）

※カッコ内は現行ＬＲＩＣモデルと比較した場合の差額及び比率。

○ 新たに策定した第８次ＬＲＩＣモデルには、ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルとＩＰ－ＬＲＩＣモデルの２つのモデルがある。

○ ＩＰ－ＬＲＩＣモデルは、ＩＰ網をベースとしたモデルであり、第７次ＬＲＩＣモデルで算定したコストに比べて３２％の減少。

【ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデル】 【ＩＰ－ＬＲＩＣモデル】

◎

GC局

RT局

IC局

◎

収容局

コア局 ◎中継系交換コスト 約５５億円

中継伝送コスト 約５５億円

端末系交換（ＧＣ相当）コスト
約５１０億円

端末系交換（ＧＣ以下）コスト
約４９０億円

中継系交換コスト 約１５億円

中継伝送コスト 約２２５億円

端末系交換（ＧＣ相当）コスト
約５１０億円

ＩＣ－ＰＯＩコスト 約３５億円
１，１１０億円

７８４億円

（参考）ＬＲＩＣモデルの試算結果 （平成30年10月 情報通信審議会答申資料を基に作成）
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（１） サービス別トラヒックの算定

○ 通信形態別に、前年度下期と当年度上期の通信量を通年化した予測通信量を算定し、これをサービス別トラヒックとする。

（２） 機能別トラヒックの算定

○ サービス別トラヒックに各機能ごとの経由回数を考慮して機能別トラヒックを算定し、これを接続料算定に用いる。

算定根拠（通信量）

「平成30年度下期＋令和元年度上期」予測通信量 ＝ 「平成29年度下期＋平成30年度上期」実績通信量×（１＋対前年同期予測増減率※）

※ 対前年同期予測増減率は、①平成30年10月～12月の主要な通信量の対前年同期増減率及び②平成31（令和元）年１月～９月の主要な通信量の対前年同期予測増減率（当該率には、平成30年４月

～12月の対前年同期増減率を用いる。）を、主要な通信量における平成29年10月～12月と平成30年１月～９月との構成比を用いて加重平均により算定。

（単位：百万回、百万時間）

「Ｈ30下＋R1上」 予測通信量

＝

「Ｈ29下＋Ｈ30上」 実績通信量

×

対前年同期予測増減率

東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本

ＭＡ内※ 回数 1,069 559 509 1,262 660 603 ▲15.3% ▲15.2% ▲15.5%

時間 32 17 15 37 20 18 ▲15.3% ▲15.3% ▲15.3%

ＭＡ間ＺＡ内
回数 648 303 345 752 353 399 ▲13.9% ▲14.2% ▲13.6%

時間 15 7 8 17 8 9 ▲15.3% ▲15.5% ▲15.1%

ＧＣ接続
回数 5,191 2,648 2,543 7,013 3,712 3,301 ▲26.0% ▲28.7% ▲23.0%

時間 146 77 69 197 108 89 ▲25.9% ▲29.1% ▲22.0%

ＩＣ接続
(GCを経由するもの)

回数 13,965 6,818 7,146 14,425 6,862 7,563 ▲3.2% ▲0.6% ▲5.5%

時間 413 210 203 428 212 217 ▲3.6% ▲0.6% ▲6.5%

ＩＣ接続
(GCを経由しないもの)

回数 19,396 9,975 9,421 19,764 10,249 9,515 ▲1.9% ▲2.7% ▲1.0%

時間 630 363 266 623 357 266 1.0% 1.7% 0.10%

令和元年度 平成30年度 増減率

加入者交換機能（ＧＣ）
回数 21,112  23,906 ▲11.7%

時間 612 685 ▲10.7%

加入者交換機回線対応部共用機能 時間 437 455 ▲3.9%

中継交換機能（ＩＣ）
回数

33,863
※(14,467)

35,284
※(15,131)

▲4.0%
※(▲4.4%)

時間
1,055

※(425)
1,072

※(441)
▲1.6%

※(▲3.6%)
中継交換機回線対応部共用機能 時間 437 455 ▲3.9%

中継伝送共用機能 時間 437 455 ▲3.9%

(※） ＧＣを経由しないものを除く。 （単位：百万回、百万時間）

（※） ＭＡ内：自ユニット内・自ビル内自ユニット外・ＭＡ内自ビル外の合算



49算定根拠（接続料原価）

主な機能の接続料原価

○ 第８次モデルにより算定した主な機能の接続料原価は、以下のとおり。

（参考） ＮＴＳコストの付け替え

○ 令和元年度の接続料算定に際しては、加入者交換機能に係る接続料原価からＮＴＳコストの全額を控除した上で、ＮＴＳコストの

うち、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト及び局設置ＦＲＴ－ＧＣ間伝送路コストの全額を、加入者交換機能に係る接続料原価に加算。

○ ＮＴＳコストの付け替えを行うことによる令和元年度の加入者交換機能に係る接続料原価は、以下のとおり。

主な機能 令和元年度 平成30年度 増減率

加入者交換機能

ＮＴＳコスト付け替え前 144,259 159,779 ▲9.7%

ＮＴＳコスト付け替え後※ 90,110 100,102 ▲10.0%

加入者交換機回線対応部共用機能 3,481 3,833 ▲9.2%

中継交換機能 5,220 5,731 ▲8.9%

中継交換機回線対応部共用機能 259 298 ▲13.3%

中継伝送共用機能 4,892 5,572 ▲12.2%

加入者交換機能
に係る

接続料原価

ＮＴＳコスト控除前

ＮＴＳコスト
控除後

③

ＮＴＳコスト加算額
④（＝①）

加入者交換機能に係る
接続料原価に算入するも

の

ＮＴＳコスト
加算後
③＋④

ＮＴＳコスト

① ②

き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト
及び局設置ＦＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト

①以外の
ＮＴＳコスト

144,259 78,919 24,770 54,149 65,340 24,770 90,110

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（※） き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト及び局設置ＦＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト以外のＮＴＳコストの控除。



50接続料等の改定額①

長期増分費用方式に基づく令和元年度接続料等

区分 単位 令和元年度 平成30年度

① 加入者交換機能
1通信ごとに 0.47162円 0.46225円

1秒ごとに 0.035532円 0.035240円

② 加入者交換機回線対応部専用機能 24回線ごとに月額 16,493円 17,456円

③ 加入者交換機回線対応部共用機能 1秒ごとに 0.0022115円 0.0023405円

④ 市内伝送機能
1通信ごとに 0.076943円 0.080036円

1秒ごとに 0.0072326円 0.0079218円

⑤ 中継交換機能
1通信ごとに 0.076943円 0.080036円

1秒ごとに 0.00068868円 0.00075339円

⑥ 中継交換機回線対応部専用機能 24回線ごとに月額 1,214円 1,346円

⑦ 中継交換機回線対応部共用機能 1秒ごとに 0.00016426円 0.00018199円

⑧ 中継伝送共用機能 1秒ごとに 0.0031077円 0.0034022円

• ＧＣ接続料 ６．８７円／３分 （機能区分①の３分当たり接続料）

• ＩＣ接続料 ８．０６円／３分 （機能区分①、③、⑤、⑦、⑧の合計の３分当たり接続料）



51接続料等の改定額②

区分 単位 令和元年度 平成30年度

⑨ 中継伝送専用機能

基本料

ア 同一通信用建物内に終始す
る場合

(ｱ)24回線単位のもの
(1.5Mbit/s相当)

24回線まで月額 9,063円 10,927円
24回線を超える
24回線ごとに月額 8,644円 10,524円

(ｲ)672回線単位のもの
(50Mbit/s相当)

672回線ごとに月額 84,334円 105,206円
672回線相当月額 83,915円 104,804円

(ｳ)2,016回線単位のもの
(150Mbit/s相当)

2,016回線ごとに月額 252,163円 314,813円
2,016回線相当月額 251,744円 314,411円

イ ア以外の場合であって同一の
単位料金区域に終始する場合

(ｱ)24回線単位のもの
(1.5Mbit/s相当)

24回線まで月額 9,896円 12,226円
24回線を超える
24回線ごとに月額 9,477円 11,823円

(ｲ)672回線単位のもの
(50Mbit/s相当)

672回線ごとに月額 92,422円 118,143円
672回線相当月額 92,002円 117,740円

(ｳ)2,016回線単位のもの
(150Mbit/s相当)

2,016回線ごとに月額 276,426円 353,624円
2,016回線相当月額 276,007円 353,221円

ウ アイ以外の場合

(ｱ)24回線単位のもの
(1.5Mbit/s相当)

24回線まで月額 10,406円 12,934円
24回線を超える
24回線ごとに月額 9,986円 12,532円

(ｲ)672回線単位のもの
(50Mbit/s相当）

672回線ごとに月額 97,368円 125,201円
672回線相当月額 96,949円 124,799円

(ｳ)2,016回線単位のもの
(150Mbit/s相当)

2,016回線ごとに月額 291,266円 374,798円
2,016回線相当月額 290,846円 374,396円

加算料

ア 基本料ウ欄に規定する中継
伝送専用機能を利用する区間
の距離が10kmを超える場合の
加算料

(ｱ)24回線単位のもの
(1.5Mbit/s相当) 10kmを超えるごと24回線ごとに月額 25円 25円

(ｲ)672回線単位のもの
(50Mbit/s相当） 10kmを超えるごと672回線ごとに月額 243円 249円

(ｳ)2,016回線単位のもの
(150Mbit/s相当) 10kmを超えるごと2,016回線ごとに月額 730円 746円

イ 中継伝送専用機能を利用し
てＮＴＴ東日本・西日本が別に
定める通信用建物と異なる市
外中継交換機に接続する場合
等の加算料

(ｱ)24回線単位のもの
(1.5Mbit/s相当) 24回線ごとに月額 833円 1,299円

(ｲ)672回線単位のもの
(50Mbit/s相当） 672回線ごとに月額 8,088円 12,937円

(ｳ)2,016回線単位のもの
(150Mbit/s相当) 2,016回線ごとに月額 24,263円 38,811円



52接続料等の改定額③

区分 単位 令和元年度 平成30年度

⑩ 中継交換機接続用伝送装置利用機能 672回線ごとに月額 20,164円 21,256円

⑪ 共通線信号網利用機能 1信号ごとに 0.011250円 0.011190円

⑫ 市内通信機能
1通信ごとに 0.59003円 0.57940円

1秒ごとに 0.060886円 0.060531円

⑬ リルーティング通信機能
1通信ごとに 0.71861円 0.70689円

1秒ごとに 0.066646円 0.066573円

⑭ リルーティング指示に係る網保留機能 1通信ごとに 0.018767円 0.018863円

⑮ 音声ガイダンス送出用接続通信機能

ア 加入者交換機能、中継系交換機能及び中継伝送共用機能を用い
て、協定事業者の提供するサービス向けの音声ガイダンス送出に係
る通信の交換及び伝送を行う機能

1秒ごとに 0.039579円 0.038807円

イ 加入者交換機能、中継系交換機能、中継伝送共用機能及び特定中
継事業者の伝送路設備を用いて、協定事業者の提供するサービス向
けの音声ガイダンス送出に係る通信の交換及び伝送を行う機能

1秒ごとに 0.044348円 0.044271円

⑯ リダイレクション網使用機能

ア ＮＴＴ東日本・西日本の中継交換機で接続する協定事業者の通信
経路を設定するためにＮＴＴ東日本・西日本の加入者交換機を利用し
てリダイレクションを行う機能

1通信ごとに 0.047710円 0.047954円

イ 特定中継事業者の中継交換機で接続する協定事業者の通信経路
を設定するためにＮＴＴ東日本・西日本の加入者交換機を利用してリ
ダイレクションを行う機能

1通信ごとに 0.040649円 0.040315円

⑰ 加入者交換機等接続回線設置等工事費

ア イ以外の場合 672 回線（50Mbit/s 相当）ごとに 161,948円 160,199円

イ 約款第23条（接続用設備の設置又は改修の申込み）第１項又は第４
項に係る申込みにより工事を行う場合

672 回線（50Mbit/s 相当）ごとに 213,771円 214,667円



53

4.95
4.6 4.5

4.8
5.13

5.32
5.05

4.69 4.53 4.52

5.21 5.08
5.26 5.29 5.39

5.78
6.05

6.38

6.81 6.87

7.65

5.88

4.78

5.79
6.12

7.09
6.84

6.55 6.41 6.38

6.96
6.57

6.79 6.81 6.84
7.22 7.33

7.68

8.09 8.06

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

GC接続

IC接続

（単位： 円／３分）

（年度）

１次モデル ２次モデル ３次モデル ４次モデル ５次モデル ６次モデル ７次モデル ８次モデル

（参考） 長期増分費用方式に基づく接続料の推移



54

その他の変更内容
（詳細）
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実績原価方式に基づく接続料の改定等(案) （P.５３ ～ ６４）

加入光ファイバに係る接続料の改定等(案) （P.６５ ～ ６８）

NGNに係る接続料の改定等(案) （Ｐ.６９ ～ ７３）

第一種指定電気通信設備接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要 （P.７４ ～ ７６）

主な変更内容 （P.１ ～５１）

その他の変更内容（詳細） （P.５２～８０）

参考資料 （P.８１ ～ ９７）

自己資本利益率 （P.７９ ～ ８０）

本件申請において廃止・整理品目化する接続機能 （P.７７ ～ ７８）

① 実績原価方式に基づく令和元年度の接続料の改定等
② 令和元年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （Ｐ.２～４０）
③ 令和元年度の次世代ネットワークに係る接続料の改定等

④ 長期増分費用方式に基づく令和元年度の接続料の改定（Ｐ.４１～５１）
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令和元年度 平成30年度

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

接続料算定単価※２、３ 1,451円 1,466円 1,456円 1,432円

特別損失 － － － ＋20円

調整額 ＋34円 0円 ＋130円 ＋153円

申請接続料※４、５

括弧内は前年度からの増減率

1,485円

（▲6.4％）

1,466円

（▲8.7％）

1,586円

（▲2.6％）

1,605円

（＋0.4％）

前年度からの増減額 ▲101円 ▲139円 ▲43円 ＋7円

一般帯域透過端末回線機能（ドライカッパ）の接続料（令和元年度）

※１ ドライカッパに係る前年度からの増減率は、加入者回線部分において
・ 接続料原価は▲7.6％ （報酬額を除く）、▲6.2％（報酬額を含む）、需要は▲7.0％（ＮＴＴ東日本）
・ 接続料原価は▲5.7％ （報酬額を除く）、▲4.6％（報酬額を含む）、需要は▲6.9％（ＮＴＴ西日本）

※２ 接続料算定単価は特別損失及び調整額を含まない。
※３ 回線管理機能に係る接続料を含む。
※４ タイプ1-1：平日・昼間帯故障修理
※５ 平成30年度の数値は適用接続料

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

〇 接続料原価※１は平成28年に実施した残価一括償却の影響がなくなったことやメタル減損を実施したこと等の
影響により減少。

○ 需要の減少率と接続料原価の減少率がほぼ同水準のため、接続料算定単価は、ＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本
ともにほぼ横ばい（Ⓐ）。

○ 調整額※２減少の影響で（Ⓑ）、接続料は、ＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本ともに低減（Ⓒ）。
（NTT東日本： ▲101円（▲6.4%）、NTT西日本： ▲139円（▲8.7%））
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ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

（▲8.1%）

(▲8.7%)

（▲8.8%)

(▲8.5%)

（▲8.5%）

（▲8.2%）

○ ドライカッパの回線数は減少傾向にあり、平成29年度は、
・ 前年度と比較して、ＮＴＴ東日本では▲7.0％、ＮＴＴ西日本では▲6.9％、
・ 平成21年度と比較して、ＮＴＴ東日本では▲50.6％、ＮＴＴ西日本では▲50.0％と、大きく減少した。



58帯域分割端末回線伝送機能（ラインシェアリング）の接続料（令和元年度）

※１ ラインシェアリングに係る前年度からの増減率は、主配線部分において
・ 接続料原価は▲30.3％ （報酬額を除く）、▲25.8％（報酬額を含む）、需要は▲8.0％（ＮＴＴ東日本）
・ 接続料原価は▲36.5％ （報酬額を除く）、▲31.9％（報酬額を含む）、需要は▲7.7％（ＮＴＴ西日本）

※２ 接続料算定単価は特別損失及び調整額を含まない。
※３ 回線管理機能に係る接続料を含む。
※４ タイプ1-1：平日・昼間帯故障修理
※５ 平成30年度の数値は適用接続料

令和元年度 平成30年度

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

接続料算定単価※２、３ 88円 103円 100円 121円

特別損失 － － － 0円

調整額 ▲2円 ＋4円 ＋8円 ＋28円

申請接続料※４、５

括弧内は前年度からの増減率

86円

（▲20.4％）

107円

（▲28.2％）

108円

（+10.2％）

149円

（+38.0％）

前年度からの増減額 ▲22円 ▲42円 +10円 ＋41円

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

○ 接続料原価※１は平成28年に実施した残価一括償却の影響がなくなったこと等の影響により接続料算定単
価（調整額を除く）が減少（ Ⓐ ）。

○ 調整額の影響は小さく（ Ⓑ ）、接続料はＮＴＴ東日本・西日本ともに減少（Ⓒ）。
（NTT東日本： ▲22円（▲20.4%）、NTT西日本： ▲41円（▲28.2%））
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令和元年度 平成30年度

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

接続料算定単価※３ 6,991円 7,247円 8,669円 10,011円

特別損失 － －円 － ＋54円

調整額 ▲1,478円 ▲1,997円 ＋1,153円 ＋3,321円

申請接続料※４、５
括弧内は前年度からの増減率

5,513円
（▲43.9％）

5,250円
（▲60.8％）

9,822円
（▲9.5％）

13,386円
（▲5.4％）

前年度からの増減額 ▲4,309円 ▲8,136円 ▲1,035円 ▲767円

【ディジタルアクセス（64kbps）※２】

通信路設定伝送機能（専用線）の接続料（令和元年度）

【一般専用（3.4kHz）※２】

※１ 前年度からの増減率は、接続料原価の大宗を占める専用加入者線に係る装置において、
・ 接続料原価は▲26.3％（報酬額を除く）、 ▲23.8％（報酬額を含む）、需要は▲4.7％（NTT東日本）
・ 接続料原価は▲27.8％（報酬額を除く）、▲29.3％（報酬額を含む）、需要は▲5.2％（NTT西日本）

令和元年度 平成30年度

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

接続料算定単価※３ 7,391円 7,651円 9,170円 10,583円

特別損失 － －円 － ＋57円

調整額 ▲1,565円 ▲2,121円 ＋1,221円 ＋3,509円

申請接続料※４
括弧内は前年度からの増減率

5,826円
（▲43.9％）

5,530円
（▲60.9％）

10,391円
（▲9.5％）

14,149円
（▲5.5％）

前年度からの増減額 ▲4,565円 ▲8,619円 ▲1,091円 ▲818円

※２ 同一ＭＡ内の場合
※３ 接続料算定単価は特別損失及び調整額を含まない。
※４ 平成30年度の数値は適用接続料
※５ タイプ1-1：平日・昼間帯故障修理

Ⓐ

Ⓑ
Ⓒ

Ⓐ

Ⓑ
Ⓒ

○ 専用線ノード装置等の設備更改に伴う設備のスリム化により施設保全費が減少するとともに、旧設備の除
却が平成28年度で概ね完了したことから固定資産除却費が減少、また、平成28年度に実施した残価一括償
却の反動により減価償却費が減少したことで、接続料原価（調整額を除く）は減少※１。

○ 接続料算定単価は、接続料原価の減少率が需要の減少率を上回ったため低減（Ⓐ）。

○ 調整額による影響もあり（Ⓑ）、ＮＴＴ東日本・西日本ともに接続料は大幅に低減（Ⓒ）。
（NTT東日本：【一般専用(3.4kHz)】▲4,565円(▲43.9%)、【ディジタルアクセス（64kbps）】▲4,309円 (▲43.9%)）

（NTT西日本：【一般専用(3.4kHz)】▲8,619円(▲60.9%)、【ディジタルアクセス（64kbps）】▲8,136円(▲60.8%)）
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（＋5.8%)

(▲3.3%)

(＋29.7%)

(＋29.4%)

(＋23.3%)
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(＋29.3%)

(＋29.5%)
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ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
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専用線接続料の推移
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○ 専用線接続料（通信路設定伝送機能）は、平成28年度に実施した残価一括償却の影響がなくなったことや設備更改に伴う設備の
スリム化効果による施設保全費の減少、旧設備の撤去が概ね完了したことによる固定資産除却費の減少により、大幅に低減。

○ 一般専用（3.4kHz）、ディジタルアクセス（64kbps）の接続料は、前年度と比較して、ＮＴＴ東日本ではそれぞれ▲43.9％、
▲43.9％、ＮＴＴ西日本ではそれぞれ▲60.9％、▲60.8％と大幅に低減。
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※各年度の数字は９月末のもの。

一般専用
（3.4kHz）

ディジタルアクセス
（64kbps）

一般専用(3.4kHz) 一般専用(3.4kHz)

ディジタルアクセス（64kbps） ディジタルアクセス（64kbps）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

（▲3.2%)

(▲8.8%)

（▲2.5%)

（▲8.5%)

(▲6.2%)

(▲3.4%)

(▲3.9%)

(▲4.3%)
(▲1.9%)

(▲2.1%)

(▲5.2%)

(▲3.9%)

○ 一般専用（3.4kHz）、ディジタルアクセス（64kbps）の回線数は減少傾向にあり、平成29年度は、
・ 前年度と比較して、ＮＴＴ東日本ではそれぞれ▲2.1％、▲5.2％、ＮＴＴ西日本ではそれぞれ▲1.9％、▲3.9％、
・ 平成22年度と比較して、ＮＴＴ東日本ではそれぞれ▲15.2％、▲34.1％、ＮＴＴ西日本ではそれぞれ▲13.1％、
▲28.0％と減少した。



62公衆電話機能の接続料（令和元年度）

【公衆電話発信機能の接続料（３分あたり単価）】

【ディジタル公衆電話発信機能の接続料（３分あたり単価）】
※１ 前年度からの増減率は、
・ <公衆電話発信機能>

接続料原価は▲12.7％（特設公衆電話に係る費用及び報
酬額を除く）、▲9.1％（特設公衆電話に係る費用及び報酬
額を含む）、需要は▲7.5％ （ＮＴＴ東日本）

・ <ディジタル公衆電話発信機能>
接続料原価は▲20.4％（特設公衆電話に係る費用及び報

酬額を除く）、▲17.3％（特設公衆電話に係る費用及び報酬
額を含む）、需要は▲19.8％ （ＮＴＴ東日本）

・ <公衆電話発信機能>
接続料原価は▲15.3％（特設公衆電話に係る費用及び報

酬額を除く）、▲13.0％（特設公衆電話に係る費用及び報酬
額を含む）、需要は▲9.7％ （ＮＴＴ西日本）

・ <ディジタル公衆電話発信機能>
接続料原価は▲17.6％（特設公衆電話に係る費用及び報

酬額を除く）、▲16.1％（特設公衆電話に係る費用及び報酬
額を含む）、需要は▲16.9％ （ＮＴＴ西日本）

※２ 接続料算定単価は特別損失及び調整額を含まない

※３ 平成30年度の数値は適用接続料

令和元年度 平成30年度

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

接続料算定単価※２ 359.80円 270.58円 375.84円 285.28円

特別損失 － － － ＋1.13円

調整額 ＋129.55円 ＋83.63円 ＋205.22円 ＋123.50円

接続料（特設公衆電話に係る費用を算入しない場合） 489.35円 354.20円 581.06円 409.91円

特設公衆電話に係る費用 ＋36.23円 ＋20.29円 ＋27.13円 ＋15.32円

申請接続料※３

括弧内は前年度比

525.58円

（▲13.6％）

374.49円

（▲11.9％）

608.18円

（＋36.8％）

425.23円

（＋44.8％）

前年度からの増減額 ▲82.60円 ▲50.74円 ＋163.75円 ＋131.63円

Ａ

Ｂ
Ｃ
Ｄ

令和元年度 平成30年度

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

接続料算定単価※２ 227.00円 265.16円 228.19円 266.67円

特別損失 － － － ＋0.70円

調整額 ＋85.45円 ＋73.93円 ＋103.41円 ＋91.08円

接続料（特設公衆電話に係る費用を算入しない場合） 312.44円 339.08円 331.60円 358.45円

特設公衆電話に係る費用 ＋36.25円 ＋20.23円 +27.13円 ＋15.34円

申請接続料※３

括弧内は前年度比

348.70円

（▲2.8％）

359.32円

（▲3.9％）

358.72円

（＋14.1％）

373.79円

（＋19.8％）

前年度からの増減額 ▲10.03円 ▲14.47円 ＋44.42円 ＋61.76円

Ａ

Ｂ
Ｃ
Ｄ

○ 接続料原価（調整額を除く）の減少が需要の減少※1をカバーし、接続料算定単価は低減（Ⓐ） 。

○ さらに、調整額の低減の影響（Ⓑ）もあり、ＮＴＴ東日本・西日本ともに接続料は低減（Ⓒ） 。
（ＮＴＴ東日本：【公衆電話発信機能】▲ 82.60円(+13.6%)、【ディジタル公衆電話発信機能】▲ 10.03円(▲2.8%)）

（ＮＴＴ西日本：【公衆電話発信機能】▲ 50.74円(+11.9%)、【ディジタル公衆電話発信機能】▲ 14.47円(▲3.9%)）

○ なお、昨年度と同様、特設公衆電話に係る費用を公衆電話接続料に算入することについて、３条許可申請が行われている（Ⓓ）。
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区分
単位

（月額）

令和元年度申請
（カッコ内は調整前）

平成30年度補正申請
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

一般帯域透過端末
伝送機能

〔ドライカッパ〕※１

回線
管理
機能

1回線
ごと

41円
（48円）

70円
（69円）

44円
（50円）

80円
（73円）

回線
部分

1回線
ごと

1,444円
（1,403円）

1,396円
（1,397円）

1,542円
（1,406円）

1,525円
（1,379円）

特別帯域透過端末伝送機能
〔ＦＴＴＲ〕※１

1回線
ごと

725円
（760円）

891円
（916円）

782円
（773円）

870円
（885円）

帯域分割端末
伝送機能

〔ラインシェアリング〕
※１

回線
管理
機能

1回線
ごと

36円
（41円）

63円
（61円）

33円
（41円）

72円
（64円）

ＭＤＦ
部分

1回線
ごと

50円
（47円）

44円
（42円）

75円
（59円）

77円
（57円）

光信号伝送装置
〔ＧＥ－ＰＯN〕※２

1Gb/s 
1装置
ごと

1,944円
（1,768円）

1,651円
（1,541円）

1,710円
（1,669円）

1,522円
（1,538円）

通信路設定伝送機能を
組み合わされるもの※１

2線式
の

もの

1回線
ごと

1,398円
（1,364円）

1,358円
（1,363円）

1,500円
（1,365円）

1,485円
（1,347円）

光屋内配線を利用する
場合の加算額※２

1回線
ごと

186円
（187円）

178円
（180円）

189円
（188円）

178円
（181円）

区分 単位 令和元年度申請
（カッコ内は調整前）

平成30年度補正申請
（カッコ内は調整前）

優先接続機能
1通信

ごと

0.0919円

（0.0662円）

0.0813円

（0.0576円）

一般番号ポータビリティ

実現機能
月額

11,416,667円

（10,666,667円）

11,583,333円

（10,666,667円）

区分
単位

(月額)

令和元年度申請
（カッコ内は調整前）

平成30年度補正申請
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

光信号電気信号

変換機能

〔メディアコンバー

タ〕※１

100Mb/

s※２

非集線型

<1MCタイプ>

1回線

ごと

558円

（453円）
－

601円

（448円）

689円

（503円）

1Gb/s
1回線

ごと

1,391円

（1,124円）

1,107円

（797円）

1,393円

（1,106円）

1,185円

（832円）

光信号分離機能

〔局内スプリッタ〕

※１

局内4分岐のもの
1回線

ごと

202円

(239円)

229円

(253円)

303円

(293円)

425円

(363円)

区分
単位
(月額)

令和元年度申請
（カッコ内は調整前）

平成30年度補正申請
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

特別収容局
ルータ接続
ルーティング

機能
〔収容局接続〕

ＡＴＭインタ
フェース※

１ポート
ごと

197,331円
(181,268円)

235,062円
(200,724円)

119,482円
(151,356円)

240,161円
(195,532円)

実績原価方式に基づく主な接続料 料金表①

区分
単位
(月額)

令和元年度申請
（カッコ内は調整前）

平成30年度補正申請
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

光信号中継伝送機能
〔中継ダークファイバ〕

1回線・
1メートルごと

1.259円
（1.092円）

1.373円
(1.169円)

1.250円
（1.056円）

1.366円
(1.149円)

①端末回線伝送機能

②端末系交換機能（東西均一料金）

③光信号電気信号変換機能及び光信号分離機能

④中継伝送機能

⑤ルーティング伝送機能（地域ＩＰ網に係るもの）
※１ タイプ1-1（保守対応時間が、土日祝日を除く毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合
※２ タイプ1-2（保守対応時間が、毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合

※１ タイプ1-2（保守対応時間が、毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合
※２ 本件申請において機能廃止（ＮＴＴ西日本のみ）

※ 昨年度申請において整理品目化
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区分 単位

令和元年度申請
（カッコ内は調整前）

平成30年度補正申請
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

番号案内

サービス

接続機能

中継交換機等接続
１案内

ごと

163円

(147円)

152円

(131円)

190円

(143円)

130円

(113円)

端末回線

線端等接続

加入電話

から発信

する場合

１案内

ごと

164円

(149円)

156円

(135円)

194円

(147円)

135円

(117円)

番号情報データベース登録機能
１番号

ごと
－

4.74円

(6.06円)
－

4.70円

(5.56円)

番号情報

データベー

ス

利用機能

一括でデータ抽出
１番号

ごと
－

4.15円

(3.87円)
－

8.54円

(4.22円)

異動データのみを

データ抽出

１番号

ごと
－

4.79円

(6.01円)
－

5.99円

(6.03円)

区分 単位

令和元年度申請
（カッコ内は調整前）

平成30年度補正申請
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

公衆電話発信機能 １秒ごと
2.9199円
(2,2003円)

2.0805円
(1,6159円)

3.3788円
(2.2387円)

2.3624円
(1.6763円)

ディジタル公衆電話発信機能 １秒ごと
1.9372円
(1,4624円)

1.9962円
(1,5856円)

1.9929円
(1.4184円)

2.0766円
(1.5706円)

⑦番号案内機能等

⑧公衆電話機能

区分
単位
(月額)

令和元年度申請
（カッコ内は調整前）

平成30年度補正申請
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

通信
路設
定伝
送機
能

一般専用に
係るもの

〔一般専用
サービス〕

3.4
kHz

同一ＭＡ内の場合
1回線
ごと

5,826円
（7,391円）

5,530円
(7,651円)

10,391円
（9,170円）

14,149円
(10,640円)

上記以外の場合
1回線
ごと

6,309円
（8,046円）

6,264円
(8,469円)

10,806円
（9,810円）

15,530円
(11,803円)

10kmを超える
場合の10kmご
との加算料

1回線
ごと

910円
(540円)

410円
(220円)

960円
(540円)

310円
(200円)

高速デｨジ
タル伝送に
係るもの

〔ディジタル
アクセス〕

<エコノミー
クラス>※１

64
kb/s

同一ＭＡ内の場合
1回線
ごと

5,513円
（6,991円）

5,250円
(7,247円)

9,822円
（8,669円）

13,386円
(10,065円)

上記以外の場合
1回線
ごと

5,969円
（7,609円）

5,944円
(8,020円)

10,216円
（9,273円）

14,688円
(11,163円)

10kmを超える
場合の10kmご
との加算料

1回線
ごと

860
（510円）

390円
（210円）

910円
（510円）

290円
（190円）

1.536
Mb/s

同一ＭＡ内の場合
1回線
ごと

75,350円
（69,905円）

97,482円
(73,325円)

101,270円
（76,814円）

144,854円
(93,031円)

上記以外の場合
1回線
ごと

86,294円
（84,737円）

114,138円
(91,877円)

110,726円
（91,310円）

176,102円
(119,383円)

10kmを超える
場合の10kmご
との加算料

1回線
ごと

20,640円
（12,240円）

9,360円
（5,040円）

21,840円
（12,240円）

6,960円
（4,560円）

ＡＴＭ専用
に係るもの
〔ＡＴＭ専用
サービス〕

<デュアルク
ラス>※２

1
Mb/s

同一ＭＡ内の場合
1回線
ごと

1,039,144円
（536,960円）

－
663,716円
（382,889

円）

315,748円
(188,623円)

上記以外の場合
1回線
ごと

1,061,770円
（547,484円）

－
674,943円
（391,411

円）

340,711円
(203,315円)

10kmを超える
場合の10kmご
との加算料

1回線
ごと

4,080円
(4,290円)

－
5,410円

(3,180円)
3,020円

(1,750円)

⑥通信路設定伝送機能（主な品目のみ）

※１ タイプ1-1（保守対応時間が、土日祝日を除く毎日午前９時から午後５時までの時間であるもの）の場合
※２ ＮＴＴ西日本については、本件申請において機能廃止

実績原価方式に基づく主な接続料 料金表②
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※１ 開通工事や申込手続等の業務運営上必要となる、総務・経理・建物管理等に関する共通セクションの費用
※３ 工事を行う建造物に屋内配線を収容するための配管が設置されている場合は、設置されていない場合と比較して、作業時間が約１／３であることが判明。光屋内配線の新設工事の場合は、配管が

設置されている建造物の比率が平成21年度計測時と比べて高くなったことが、作業時間短縮の要因と想定される。
※４ 平日昼間・一人当たり・１時間ごと
※５ 平日・昼間帯工事
※６ 平成30年度の数値は適用作業単金・工事費

工事費、手続費等(令和元年度)

令和元年度 平成30年度

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

申請工事費※５、６

括弧内は前年度からの増減率

14,588円

（▲0.2％）

14,206円

（▲0.6％）

14,611円

（+0.0％）

14,288円

（▲0.8％）

前年度からの増減額 ▲23円 ▲82円 ＋3円 ▲112円

【光屋内配線に係る工事費（光屋内配線を新設する場合）】

令和元年度 平成30年度

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

申請作業単金※４、６

括弧内は前年度からの増減率

6,216円

（▲0.4％）

6,059円

（+0.4％）

6,244円

（+0.5％）

6,034円

（▲0.5％）

前年度からの増減額 ▲28円 ＋25円 ＋28円 ▲31円

【※２：工事費・手続費の算定に用いられる作業単金】

○ 全体の傾向

・ 令和元年度の工事費・手続費は、ＮＴＴ東日本では退職給与費の減少により作業単金が低減したため、平成30年度に比べ
て低減傾向、ＮＴＴ西日本では管理共通費※１が上昇したことにより作業単金が上昇したため、平成30年度に比べて上昇傾向
※２。

○ 光屋内配線に係る工事費

・ 総務省は、平成27年度適用接続料の認可に際し、当審議会答申を踏まえ、ＮＴＴ東日本・西日本に対して、工事費の算定
に用いられる作業時間について、平成26年度に実施した再計測では、屋内配線を収容する配管の有無が作業時間に影響を
与えていることが想定されること※３から、毎年度、配管の有無を調査し、配管の有無の比率が大きく変化した場合には、接続
料に反映するよう要請。

・ ＮＴＴ東日本・西日本が配管の有無を調査したところ、その比率は、平成26年度と平成30年度では大きな変化がなかったこと
から、光屋内配線を新設する場合の作業時間は、平成26年度再計測時と同等。

・ 作業単金はＮＴＴ東日本で低減、ＮＴＴ西日本で上昇、また、ＮＴＴ東日本・西日本ともに作業時間は同等、物品費はNTT東
日本で上昇、NTT西日本で低減したことにより、光屋内配線に係る工事費はＮＴＴ東日本・ＮＴＴ西日本ともに低減。

（NTT東日本：▲23円(▲0.2%)、NTT西日本：▲82円(▲0.6%)）
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③個別負担の接続料（網改造料）等の算定に用いる諸比率の改定

（ⅰ）取得固定資産価額相当額の算定に係る比率

（ⅱ）年額料金の算定に係る比率

（ⅲ）電力設備に係る取付費比率及び設備管理運営費比率

個別負担の接続料（網改造料）については、取得固定資産価額が個別に把握できない場合に、
物品費及び設備区分ごとの諸比率を用いて取得固定資産価額相当額を算出（※１）した上で、設
備管理運営費を算出（※２）している。

※１ 取得固定資産価額相当額＝物品費＋取付費(物品費×取付費比率）＋諸掛費((物品費＋取付費）×諸
掛費比率）＋共通割掛費((物品費＋取付費＋諸掛費）×共通割掛費比率）

※２ 設備管理運営費＝保守運営費(取得固定資産価額相当額×設備管理運営費比率)＋減価償却費(取得
固定資産価額相当額を基に算定)

区分
単位

（年額）

令和元年度平均料金
（カッコ内は調整前）

平成30年度平均料金
（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

管路
1条当たり

1メートルごと
231円

（230円）
190円

（184円）
270円

（241円）
213円

（193円）

とう道 1メートルごと
47,492円

（46,661円）
40,988円

（39,352円）
55,697円

（48,819円）
45,579円

（40,980円）

土地
1平方メートル

ごと
1,098円

（1,086円）
610円

（637円）
1,090円

（1,079円）
609円

（645円）

建物
1平方メートル

ごと
32,121円

（32,703円）
19,698円

（19,991円）
34,929円

（33,938円）
21,448円

（20,972円）

区分
単位

（年額）

令和元年度料金

（カッコ内は調整前）

平成30年度料金

（カッコ内は調整前）

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

ＮＴＴ
東日本

ＮＴＴ
西日本

電柱使用料 １使用箇所数ごと
677円

（717円）

661円

（690円）

615円

（686円）

592円

（673円）

①工事費・手続費の算定に用いられる作業単金の改定

②管路・とう道等の料金の改定

(ⅰ)管路・とう道、土地・通信用建物の料金の改定

（ⅱ）電柱使用料の改定

※ 網改造料の算定対象設備に係る除却費が網改造料に含まれる場合

主な工事費・手続費・コロケーション料金等 料金表

区分
令和元年度数値 平成30年度数値

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

取付費比率

交換機械設備 0.267 0.313 0.260 0.312

電力設備 0.903 0.813 0.915 0.810

伝送機械設備 0.160 0.249 0.162 0.248

無線機械設備 0.984 0.369 0.348 0.091

諸掛費比率
土地及び通信用建物 0.078 0.055 0.091 0.057

土地及び通信用建物以外 0.008 0.004 0.008 0.004

共通割掛費比率 0.091 0.096 0.098 0.086

区分
令和元年度数値 平成30年度数値

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

設備管理

運営費比率※

端末回線伝送機能 0.031 0.029 0.034 0.032

端末系交換機能 0.056 0.050 0.083 0.073

中継系交換機能 0.048 0.057 0.081 0.084

中継伝送機能 0.036 0.036 0.047 0.065

通信料対応設備合計 0.054 0.049 0.078 0.072

データ系設備合計 0.099 0.084 0.109 0.094

区分
令和元年度数値 平成30年度数値

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

取付費比率

受電設備 1.320 1.095 1.317 1.088

発電設備 0.613 0.718 0.628 0.731

電源設備及び

蓄電池設備
0.881 0.814 0.888 0.800

空気調整設備 1.503 2.073 1.610 2.089

設備管理運営費比率
電力設備及び

空気調整設備
0.025 0.036 0.024 0.038

単位
令和元年度単金 平成30年度単金

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

平日昼間・一人当たり・１時間ごと 6,216円 6,059円 6,244円 6,034円

平日夜間・一人当たり・１時間ごと 7,145円 7,006円 7,205円 6,972円

平日深夜・一人当たり・１時間ごと 8,208円 8,088円 8,302円 8,045円

土日祝日昼夜間・一人当たり・１時間ごと 7,411円 7,277円 7,479円 7,241円

土日祝日深夜・一人当たり・１時間ごと 8,476円 8,359円 8,576円 8,313円

想定される再申請接続料
NTT西日本 建物 21,262円（20,775円）
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実績原価方式に基づく接続料の改定等(案) （P.５３ ～ ６４）

加入光ファイバに係る接続料の改定等(案) （P.６５ ～ ６８）

NGNに係る接続料の改定等(案) （Ｐ.６９ ～ ７３）

第一種指定電気通信設備接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要 （P.７４ ～ ７６）

主な変更内容 （P.１ ～５１）

その他の変更内容（詳細） （P.５２～８０）

参考資料 （P.８１ ～ ９７）

自己資本利益率 （P.７９ ～ ８０）

本件申請において廃止・整理品目化する接続機能 （P.７７ ～ ７８）

① 実績原価方式に基づく令和元年度の接続料の改定等
② 令和元年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （Ｐ.２～４０）
③ 令和元年度の次世代ネットワークに係る接続料の改定等

④ 長期増分費用方式に基づく令和元年度の接続料の改定（Ｐ.４１～５１）
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シェアドアクセス方式
の接続料

シングルスター方式
の接続料

NTT東日本 NTT西日本

変更申請接続料 2,432円 2,574円

認可済み接続料 2,458円 2,595円

乖離額 ▲ 26円 ▲ 21円

NTT東日本 NTT西日本

変更申請接続料 1,971円 1,989円

認可済み接続料 2,036円 2,044円

乖離額 ▲ 65円 ▲ 55円

加入光ファイバに係る接続料の改定（案）①

※ シェアドアクセス方式の加入光ファイバの接続料に含まれる局外スプリッタの接続料は、実績原価方式にて算定（認可済の令和元年度接続料に含まれる局外スプリッタ接続料は
平成28年度適用接続料（東：75円、西60円）であり、令和元年度の変更申請接続料に含まれる局外スプリッタ接続料は令和元年度適用接続料（東：31円、西：21円（現在申請中）））。

○ 平成28年度から令和元年度までの接続料は、平成26年度の実績値を基とした予測により算定され、認可済
み。

○ 今般、平成29年度における収入と原価の差額に係る見込値と実績値の乖離額を、令和元年度の接続料原
価に算入することについて、３条許可を申請し、当該乖離額を、接続料原価に加えることにより、認可済みの令
和元年度接続料を改定するため、本件申請を行うもの。

想定される再申請接続料
NTT東日本 2,256円

（耐用年数見直しの影響額：▲176円）
NTT西日本 2,372円

（耐用年数見直しの影響額：▲202円）

想定される再申請接続料
NTT東日本 1,802円

（耐用年数見直しの影響額：▲169円）
NTT西日本 1,794円

（耐用年数見直しの影響額：▲195円）



69加入光ファイバに係る接続料の改定（案）②

NTT東日本（平成29年度） NTT西日本（平成29年度）
見込値
（①）

実績値
（②）

増減額
（②）-（①）

見込値
（①）

実績値
（②）

増減額
（②）-（①）

芯線数 402万芯 400万芯 ▲1.7万芯 322万芯 320万芯 ▲1.7万芯

収入 1,272億円 1,268億円 ▲４億円 1,058億円 1,053億円 ▲５億円

接続料原価 1,272億円 1,257億円 ▲16億円 1,058億円 1,046億円 ▲12億円

設備管理運営費 733億円 636億円 ▲97億円 649億円 570億円 ▲79億円

報酬 444億円 526億円 81億円 309億円 377億円 67億円

乖離額 95億円 95億円 0億円 99億円 99億円 0億円

調整額（接続料原価－収入） 0億円 ▲12億円 ▲12億円 0億円 ▲７億円 ▲７億円

【乖離額の内訳】

自己資本利益率 5.09% 5.27% +0.18% 5.09% 5.27% +0.18%

自己資本比率 75.0% 79.8% +4.8% 54.0% 55.9% +1.9%

○ 芯線数及び収入については、実績が予測に対して微減となった。

〇 報酬については、自己資本利益率及び自己資本比率がともに上昇した結果、ＮＴＴ東日本は予測より81億円の増加、ＮＴＴ西
日本は予測より67億円の増加。

○ 一方で、設備管理運営費については、保守業務等の内製化やシステム化の推進といったコスト削減努力により、ＮＴＴ東日
本は予測より97億円の減少、ＮＴＴ西日本は予測より79億円の減少。

○ その結果、平成29年度における収入と原価の差額にかかる見込値と実績値の乖離額は、ＮＴＴ東日本で▲12億円※、ＮＴＴ西
日本で▲７億円※となっている。
※ 本乖離額を令和元年度予測芯線数（ＮＴＴ東日本：429万芯線、ＮＴＴ西日本：332万芯線）で除した額を令和元年度接続料へ加算。

再申請で想定される芯線数 NTT東日本：427万芯線 NTT西日本：330万芯線
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※１ 光屋内配線加算額、光信号分岐端末回線、回線管理運営費は実績原価方式により算定。光信号主端末回線は将来原価方式により算定。
※２ 光屋内配線加算額は、引込線と一体として設置される場合にのみ適用される。
※３ 括弧内はH30年度接続料

Ｏ
Ｌ
Ｔ

管路・とう道

光配線盤

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ

４分岐

分岐端末回線
（引込線）

主端末回線
局外

スプリッタ

１芯の光ファイバ（主端末回線）を最大８ユーザで共用

き線点

ＯＳＵ

Ｏ
Ｎ
Ｕ

申請接続料※1 光屋内配線加算額※2 光信号分岐端末回線 回線管理運営費 光信号主端末回線

ＮＴＴ東日本
186円(189円)

/分岐端末回線

399円（440円）

/分岐端末回線

41円（44円）

/分岐端末回線

1,971円（2,278円）

/主端末回線

ＮＴＴ西日本
178円（178円）

/分岐端末回線

513円（517円）

/分岐端末回線

70円（80円）

/分岐端末回線

1,989円（2,360円）

/主端末回線

他事業者
IP網

ISP
網

相互接続点
相互接続点

ONU:Optical Network Unit （光回線終端装置）
OSU:Optical Subscriber Unit （光回線伝送装置：ONUと対向して光信号を伝送する装置）

最大８分岐

収容数 接続料合計 収容数 接続料合計

1 2,597円（2,951円） 5 1,020円（1,129円）

2 1,612円（1,812円） 6 955円（1,053円）

3 1,283円（1,432円） 7 908円（998円）

4 1,119円（1,243円） 8 872円（958円）

〔収容数別に見た接続料の合計額（ＮＴＴ東日本の場合）〕

戸建て ＮＴＴ局舎

シェアドアクセス方式に係る接続料（令和元年度）

〔収容数別に見た接続料の合計額（ＮＴＴ西日本の場合）〕

収容数 接続料合計 収容数 接続料合計

1 2,750円（3,135円） 5 1,159円（1,247円）

2 1,756円（1,955円） 6 1,093円（1,168円）

3 1,424円（1,562円） 7 1,045円（1,112円）

4 1,258円（1,365円） 8 1,010円（1,070円）

※括弧内はH30年度接続料※括弧内はH30年度接続料

○ ＮＴＴ東日本・西日本が設置する加入光ファイバ（シェアドアクセス方式）の各種設備（光屋内配線～主端末回線）を、
他の電気通信事業者が接続ルールに従って利用する場合に支払うべき接続料は、次のとおり。

想定される再申請接続料
NTT東日本 1,802円/主端末回線
NTT西日本 1,794円/主端末回線

想定される再申請額の収容数別に見た接続料の合計額
収容数 接続料

合計
収容数 接続料

合計

1 2,428円 5 986円

2 1,527円 6 926円

3 1,227円 7 883円

4 1,077円 8 851円

収容数 接続料
合計

収容数 接続料
合計

1 2,555円 5 1,120円

2 1,658円 6 1,060円

3 1,359円 7 1,017円

4 1,210円 8 985円

NTT
東
日
本

NTT
西
日
本
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実績原価方式に基づく接続料の改定等(案) （P.５３ ～ ６４）

加入光ファイバに係る接続料の改定等(案) （P.６５ ～ ６８）

NGNに係る接続料の改定等(案) （Ｐ.６９ ～ ７３）

第一種指定電気通信設備接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要 （P.７４ ～ ７６）

主な変更内容 （P.１ ～５１）

その他の変更内容（詳細） （P.５２～８０）

参考資料 （P.８１ ～ ９７）

自己資本利益率 （P.７９ ～ ８０）

本件申請において廃止・整理品目化する接続機能 （P.７７ ～ ７８）

① 実績原価方式に基づく令和元年度の接続料の改定等
② 令和元年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （Ｐ.２～４０）
③ 令和元年度の次世代ネットワークに係る接続料の改定等

④ 長期増分費用方式に基づく令和元年度の接続料の改定（Ｐ.４１～５１）
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法定機能名 機能内容 対象設備

端末系ルータ交換機能
収容ルータにより通信の交換を行う機能（一般収容局ルータ優先パケット
識別機能を除く。）

・収容ルータ（高速制御部の一部を
除く）
・SNIルータ（IP電話）

関門系ルータ交換機能
他の電気通信事業者の電気通信設備を関門系ルータ（ゲートウェイルー
タ、網終端装置）で接続する場合において、当該関門系ルータで通信の交
換を行う機能

・ゲートウェイルータ（IPoE接続）※

・網終端装置（PPPoE接続）
・ゲートウェイルータ（中継局接続）

音声パケット変換機能
他の電気通信事業者の電気通信設備を関門交換機で接続する場合にお
いて、音声信号とパケットの相互間の変換を行う機能

・メディアゲートウェイ

一般中継系ルータ
交換伝送機能

中継ルータ、伝送路設備により通信の交換又は伝送を行う機能
・中継ルータ
・伝送路設備

ＳＩＰサーバ機能
収容ルータと連携してインターネットプロトコルによるパケットの伝送の制
御又は固定端末系伝送路設備の認証等を行う機能

・SIPサーバ

一般収容ルータ

優先パケット識別機能
収容ルータにおいて特定のパケットを識別する機能 ・収容ルータのうち、高速制御部の一

部

【概要】

ＮＧＮに係る法定機能の概要

○ 以下の６つの法定機能（端末系ルータ交換機能、関門系ルータ交換機能、音声パケット変換機能、一般中継系ルー
タ交換伝送機能、ＳＩＰサーバ機能、一般収容ルータ優先パケット識別機能）について、令和元年度の接続料を算定期
間１年間の将来原価方式により算定（乖離額調整なし）。

※本機能については、実績原価算定方式により算定。また、接続料規則第３条に基づく許可申請により乖離額調整を実施。



73ＮＧＮに係る機能別の接続料の算定方法

端末系ルータ交換機能
（下記以外）の接続料

装置数
（収容ルータ台数）

ひかり電話ch数

網終端装置（PPPoE接続）
のコスト

ゲートウェイルータ
（中継局接続）のコスト

メディアゲートウェイのコスト

SIPサーバのコスト

中継ルータ・伝送路のコスト

（ＮＴＴ西日本のみ）音声利用IP通
信網ルータ・伝送路のコスト

収
容
ル
ー
タ
の
コ
ス
ト

高速制
御部の
一部の
コスト※

ひかり電話相当

優先パケット
識別機能相当

フレッツ光相当

高速制御部の一部
以外のコスト

SNIルータ（IP電話）のコスト

÷

優先転送サービス
契約数

装置数
（収容ルータ台数）

÷

÷

÷

優先パケット識別機能
（SIPサーバを用いて制御

するもの）の接続料

優先パケット識別機能（優先クラス
を識別するもの）の接続料

優先パケット識別機能
（上記以外）の接続料

÷

ポート実績
トラヒック
（Mbit）

一般中継系ルータ交換伝送機能
の接続料QoS

制御
係数
※

装置数
（網終端装置台数）

ポート数

通信時間 音声パケット変換機能の接続料

関門系ルータ交換機能
（ゲートウェイルータ）の接続料

関門系ルータ交換機能
（網終端装置）の接続料

通信回数 ＳＩＰサーバ機能の接続料

÷

÷

÷

÷

装置数
（SNIルータ(IP電話)台数）

端末系ルータ交換機能（専らIP電
話の用に供するもの）の接続料

÷

固有
設備

共用
設備

端末系ルータ交換機能

関門系ルータ交換機能

音声パケット変換機能

ＳＩＰサーバ機能

一般中継系ルータ交換
伝送機能

一般収容局ルータ優先
パケット識別機能

【NGN接続料の算定方法】

※契約者数比等で各サービスに分計

÷ （ＮＴＴ西日本のみ）音声利用IP通
信網ルータ・伝送路の接続料

通信時間

※NGNコストドライバの見直しに関するWGにおける検討の終了後、NTT東日本・西日本において再検討を行った新係数のこと。

○ 各法定機能に係る接続料の算定方法は以下のとおり。

最優先クラス

高優先クラス

優先クラス

ベストエフォート



74ＮＧＮに係る接続料の適用料金の原価及び需要

【組み合わせごとの料金の原価及び需要】

NTT東日本 NTT西日本

R1年度 H30年度※ R1年度 H30年度※

ＩＧＳ接続
（ひかり電話）

接続料原価 8,384百万円 （▲8.7%） 9,183百万円 7,653百万円 （▲9.8%） 8,482百万円

需要（通信回数） 8,647百万回 （+0.1%） 8,638百万回 8,120百万回 （▲0.4%） 8,155百万回

需要（通信時間） 247百万時間 （▲2.0%） 252百万時間 213百万時間 （▲3.2%） 220百万時間

収容局接続

接続料原価 59,265百万円 （▲6.8%） 63,574百万円 56,119百万円 （▲5.6%） 59,427百万円

需要（需要
（収容ルータ数）

4,098台 （+4.3%） 3,930台 2,916台 （+0.9%） 2,891台

中継局接続
接続料原価 231百万円 （▲0.4%） 242百万円 205百万円 （+1.0%） 203百万円

需要（ポート数） 4ポート （±0%） 4ポート 4ポート （±0%） 4ポート

優先パケット識別機能
（優先クラスを識別するもの）

接続料原価 0.23925百万円 （+32.3%） 0.18090百万円 0.066170百万円 （+63.9%） 0.040381百万円

需要
（契約数（回線））

9,918千契約 （+41.9%） 6,990千契約 2,937千契約 （+72.7%） 1,701千契約

一般中継系ルータ
交換伝送機能（優先クラス）

接続料原価 7百万円 （+40.0%） 5百万円 2百万円 （±0%） 2百万円

需要（Tbit） 36,673Tbit （+53.6%） 23,881Tbit 9,154Tbit （+36.2%） 6,723Tbit

※平成30年度適用の接続料算定に用いられた予測値

再申請見込みの数値については次項のとおり



75（参考）ＮＧＮに係る接続料の適用料金の原価及び需要の再申請見込み値

【組み合わせごとの料金の原価及び需要】

NTT東日本 NTT西日本

R1年度 H30年度※ R1年度 H30年度※

ＩＧＳ接続
（ひかり電話）

接続料原価 8,385百万円 （▲8.7%） 9,183百万円 7,648百万円 （▲9.8%） 8,482百万円

需要（通信回数） 8,676百万回 （+0.4%） 8,638百万回 8,148百万回 （▲0.1%） 8,155百万回

需要（通信時間） 247百万時間 （▲2.0%） 252百万時間 213百万時間 （▲3.2%） 220百万時間

収容局接続

接続料原価 59,252百万円 （▲6.8%） 63,574百万円 56,090百万円 （▲5.6%） 59,427百万円

需要（需要
（収容ルータ数）

4,098台 （+4.3%） 3,930台 2,916台 （+0.9%） 2,891台

中継局接続
接続料原価 231百万円 （▲0.4%） 242百万円 205百万円 （+1.0%） 203百万円

需要（ポート数） 4ポート （±0%） 4ポート 4ポート （±0%） 4ポート

優先パケット識別機能
（優先クラスを識別するもの）

接続料原価 0.23925百万円 （+32.3%） 0.18090百万円 0.066170百万円 （+63.9%） 0.040381百万円

需要
（契約数（回線））

9,918千契約 （+41.9%） 6,990千契約 2,937千契約 （+72.7%） 1,701千契約

一般中継系ルータ
交換伝送機能（優先クラス）

接続料原価 ７百万円 （+40.0%） 5百万円 2百万円 （±0%） 2百万円

需要（Tbit） 36,673Tbit （+53.6%） 23,881Tbit 9,154Tbit （+36.2%） 6,723Tbit

※平成30年度適用の接続料算定に用いられた予測値



76イーサネットフレーム伝送機能の接続料の改定（案）

機能概要 主な対象設備

イーサネットフレーム

伝送機能

接続事業者が自網をＮＴＴ東日本・西日本のゲートウェイスイッチに接続してＮＴＴ

東日本・西日本のイーサネット網を利用するための機能
・イーサネットスイッチ

・伝送路設備

NTT東日本 NTT西日本

R1年度申請接続料 H30年度適用接続料 R1年度申請接続料 H30年度適用接続料

イーサネットフレーム
伝送機能

ＭＡ内
設備

1Gbps 96.1万円 (▲10.0%) 106.8万円 121.2万円 (▲5.5%) 128.2万円

【接続料】

NTT東日本 NTT西日本
R1年度 H30年度 R1年度 H30年度

イーサネットフレーム
伝送機能

ＭＡ内
設備

接続料
原価※１

8,470百万円 （▲3.5%） 8,781百万円 8,280百万円 (+2.1%) 8,106百万円

需要※２ 11,622Mbps (+5.6%) 11,004Mbps 6,939Mbps (+3.0%) 6,736Mbps

【接続料原価及び需要】

○ イーサネットフレーム伝送機能について、令和元年度の接続料は、昨年度同様、算定期間１年間の将来原価方式により算
定（乖離額調整なし）。

○ ＮＴＴ東日本は接続料原価が昨年度比で減少し、需要が増加したため、接続料は減少。NTT西日本は接続料原価が昨年度
比で増加したが、需要の増加の影響がより大きかったため、接続料は減少。

※１ ＮＴＴ西日本はＮＴＴ東日本と比べてサービスエリアの拡大があったため、コストへの影響大。
※２ 帯域換算係数加味後

再申請見込みの数値については次項のとおり



77（参考）イーサネットフレーム伝送機能の接続料の改定の再申請見込み値

機能概要 主な対象設備

イーサネットフレーム

伝送機能

接続事業者が自網をＮＴＴ東日本・西日本のゲートウェイスイッチに接続してＮＴＴ

東日本・西日本のイーサネット網を利用するための機能
・イーサネットスイッチ

・伝送路設備

NTT東日本 NTT西日本

R1年度申請接続料 H30年度適用接続料 R1年度申請接続料 H30年度適用接続料

イーサネットフレーム
伝送機能

ＭＡ内
設備

1Gbps 96.0万円 (▲10.1%) 106.8万円 121.1万円 (▲5.5%) 128.2万円

【接続料】

NTT東日本 NTT西日本
R1年度 H30年度 R1年度 H30年度

イーサネットフレーム
伝送機能

ＭＡ内
設備

接続料
原価※１

8,360百万円 （▲4.8%） 8,781百万円 8,268百万円 (+2.0%) 8,106百万円

需要※２ 11,622Mbps (+5.6%) 11,004Mbps 6,939Mbps (+3.0%) 6,736Mbps

【接続料原価及び需要】

○ イーサネットフレーム伝送機能について、令和元年度の接続料は、昨年度同様、算定期間１年間の将来原価方式により算
定（乖離額調整なし）。

○ ＮＴＴ東日本は接続料原価が昨年度比で減少し、需要が増加したため、接続料は減少。NTT西日本は接続料原価が昨年度
比で増加したが、需要の増加の影響がより大きかったため、接続料は減少。

※１ ＮＴＴ西日本はＮＴＴ東日本と比べてサービスエリアの拡大があったため、コストへの影響大。
※２ 帯域換算係数加味後
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実績原価方式に基づく接続料の改定等(案) （P.５３ ～ ６４）

加入光ファイバに係る接続料の改定等(案) （P.６５ ～ ６８）

NGNに係る接続料の改定等(案) （Ｐ.６９ ～ ７３）

第一種指定電気通信設備接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要 （P.７４ ～ ７６）

主な変更内容 （P.１ ～５１）

その他の変更内容（詳細） （P.５２～８０）

参考資料 （P.８１ ～ ９７）

自己資本利益率 （P.７９ ～ ８０）

本件申請において廃止・整理品目化する接続機能 （P.７７ ～ ７８）

① 実績原価方式に基づく令和元年度の接続料の改定等
② 令和元年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （Ｐ.２～４０）
③ 令和元年度の次世代ネットワークに係る接続料の改定等

④ 長期増分費用方式に基づく令和元年度の接続料の改定（Ｐ.４１～５１）
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項目
新規 /
継続

概要

1
廃止機能に係る調整額の扱い
【ＮＴＴ西日本】

継続
（一部新
規機能
あり）

Bフレッツやフレッツ光プレミアムのサービス提供終了などに伴い、令和元年度の接続料の認可と合わせて
廃止する機能について、第一種指定電気通信設備の維持・運営に必要となるコストの未回収を生じさせな
いために、平成29年度における実績費用及び調整額と実績収入との差額を後継又は需要の移行先となる
機能の令和元年度の接続料の原価に加えることを求めるもの。
（例）特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能（ＬＡＮインタフェースにより１００Ｍｂｉｔ／ｓの符号伝送が可能なもの）

→ 一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能

2
関門系ルータ交換機能の一部に係る調
整額の扱い
【ＮＴＴ東日本・西日本】

継続

網改造料機能である「ＩＰ通信網とのＩＰｏＥ接続に係る機能」において生じた平成29年度の実績費用及び調
整額と実績収入との差額（関門系ルータ交換機能に係るものに限る。）について、関門系ルータ交換機能
（ＩＰｏＥ 方式でインターネットへの接続を可能とする電気通信役務の提供に当たって用いられるものに限
る。）における令和元年度の網使用料の原価に加えて算定することを求めるもの。

3
光信号端末回線伝送機能に係る調整額
の扱い（平成29年度の調整額）
【ＮＴＴ東日本・西日本】

継続
光信号端末回線伝送機能について、平成29年度の収入と原価の差額に係る見込み値と実績値の差額を、
令和元年度の接続料原価に加えて算定することを求めるもの。

4
ファイル連携システム開発費の扱い
【ＮＴＴ東日本・西日本】

継続

NTT東日本・西日本が接続事業者からのラインシェアリング等の接続申込を管理するシステムに追加で開
発されたファイル連携システム（NTT東日本・西日本と接続事業者とのデータのやりとりを、これまでの電子
メールだけではなくファイル交換も可能としたもの）について、市場が縮退するサービスに係るシステムの開
発費用としては規模が大きいこと等から、本システムの開発費用について接続料原価から控除することを
求めるもの。

5
回線管理機能に係る接続料の算定方法
の特例
【ＮＴＴ東日本・西日本】

継続
ドライカッパ、ラインシェアリング、加入光ファイバ等の回線管理機能については、機能ごとに接続料を設定
するとそれぞれの料金水準に大きな差が生じる状況にあったことから、ラインシェアリングとそれ以外の機能
とに分けて接続料を設定することにより、それぞれの料金水準の差を少なくすることを求めるもの。

接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要①

１．接続料規則第３条に基づく許可申請
フレキシブルファイバに係る費用を接続料原価から除くとともにフレキシブルファイバを接続機能
の対象外とすることを求める三条許可申請が再申請の際に行われる見込み
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項目
新規 /
継続

概要

6
特設公衆電話に係る費用の扱い
【ＮＴＴ東日本・西日本】

継続
特設公衆電話に係る端末回線コスト等を公衆電話発信機能とディジタル公衆電話発信機能のトラヒック構
成比で分計し、それぞれの機能の接続料原価に含めて算定することを求めるもの。

接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要②

２．電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（平成30年総務省令第６号）附則第６項に基づく許可申請

項目
新規 /
継続

概要

1
関門系ルータ交換機能の一部に係る利
用中止費の扱い
【ＮＴＴ東日本・西日本】

継続

第一種指定電気通信設備接続料規則第４条の表５の項に規定する関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ方式で
インターネットへの接続を可能とする電気通信役務の提供に当たって用いられるものに限る。）に係る接続
料に相当する金額を当該機能の利用を停止した他の電気通信事業者から取得すると共に当該年度に係
る金額を当該年度の接続料から減額することを求めるもの。
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実績原価方式に基づく接続料の改定等(案) （P.５３ ～ ６４）

加入光ファイバに係る接続料の改定等(案) （P.６５ ～ ６８）

NGNに係る接続料の改定等(案) （Ｐ.６９ ～ ７３）

第一種指定電気通信設備接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要 （P.７４ ～ ７６）

主な変更内容 （P.１ ～５１）

その他の変更内容（詳細） （P.５２～８０）

参考資料 （P.８１ ～ ９７）

自己資本利益率 （P.７９ ～ ８０）

本件申請において廃止・整理品目化する接続機能 （P.７７ ～ ７８）

① 実績原価方式に基づく令和元年度の接続料の改定等
② 令和元年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （Ｐ.２～４０）
③ 令和元年度の次世代ネットワークに係る接続料の改定等

④ 長期増分費用方式に基づく令和元年度の接続料の改定（Ｐ.４１～５１）
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項目 概要 接続約款上の機能 機能の利用状況

１
ATM専用に係る接
続機能の廃止
【NTT西日本のみ】

設備の保守限界に伴い、規定を削除するもの。
• 通信路設定伝送機能（ATM専用に係るもの）
• 端末回線伝送機能（ATM専用に係る２芯式の

もの（タイプ1-1、1-2））

• 平成30年度末で利用事業
者数が０となる見込み。

２

メガデータネッツに
係る接続機能の廃
止
【ＮＴＴ東日本・西日
本】

設備の保守限界に伴い、規定を削除するもの。
• データ伝送機能
• 端末回線伝送機能（ＭＤＮに係るもの）

• 平成30年度末で利用事業
者数が０となる見込み。

３

フレッツ光プレミアム
に係る接続機能の
廃止
【NTT西日本のみ】

フレッツ光プレミアムの提供終了に伴い、関連の規定を
削除するもの。

• 光信号電気信号変換機能（100Mbit/sまでの
符号伝送が可能なもの）

• NTT西日本利用部門のみが
利用する機能である。

４

フレッツISDNに係る
接続機能の整理品
目化【ＮＴＴ東日本・
西日本】

光提供エリアでのフレッツISDN新規販売停止に伴い、特
別収容ルータ接続ルーティング伝送機能（ISDN一次群
速度ユーザ・網インターフェースにより符号伝送が可能な
もの）を整理品目化するもの。

• 特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能
（ＩＳＤＮ一次群速度ユーザ・網インターフェー
スにより符号伝送が可能なもの）

• NTT東日本・西日本利用部
門のみが利用する機能であ
る。

本件申請において廃止・整理品目化する接続機能
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実績原価方式に基づく接続料の改定等(案) （P.５３ ～ ６４）

加入光ファイバに係る接続料の改定等(案) （P.６５ ～ ６８）

NGNに係る接続料の改定等(案) （Ｐ.６９ ～ ７３）

第一種指定電気通信設備接続料規則第３条に基づく許可申請等の概要 （P.７４ ～ ７６）

主な変更内容 （P.１ ～５１）

その他の変更内容（詳細） （P.５２～８０）

参考資料 （P.８１ ～ ９７）

自己資本利益率 （P.７９ ～ ８０）

本件申請において廃止・整理品目化する接続機能 （P.７７ ～ ７８）

① 実績原価方式に基づく令和元年度の接続料の改定等
② 令和元年度の加入光ファイバに係る接続料の改定等 （Ｐ.２～４０）
③ 令和元年度の次世代ネットワークに係る接続料の改定等

④ 長期増分費用方式に基づく令和元年度の接続料の改定（Ｐ.４１～５１）



84自己資本利益率(令和元年度適用値)

自己資本利益率の算出方法
※１

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

主要企業の自己資本利益率 (ⅰ) 8.19 8.16 7.89 8.66 9.56

リスクフリーレート (ⅱ)
（10年もの国債利回り）

0.69 0.49 0.32 0.00※２ 0.06

ⅰ－ⅱ 7.50 7.67 7.57 8.66 9.50

自己資本利益率
（ⅰ－ⅱ）×β値(0.6)＋ⅱ

5.19 5.09 4.86 5.20 5.76

5.19 5.09 4.86 5.20 5.76

5.19 5.09 4.86 5.20 5.76

３年間の平均値

平成29年度適用値

5.04％

令和元年度適用値

5.27％

５年間の平均値

8.49％

5.27％

いずれか
低い方を採用

３年間の平均値

※１ 接続料算定に用いる自己資本利益率は、「ＣＡＰＭ的手法により計算される期待自己資本利
益率の過去３年間の平均値」又は「主要企業の過去５年間の平均自己資本利益率」のいずれ
か低い方を採用することとしている（第一種指定電気通信設備接続料規則第12条）。
平成30年度の接続料の算定では、 「ＣＡＰＭ的手法により計算される期待自己資本利益率の

過去３年間の平均値」が採用されている。

○ 自己資本利益率は、平成30年度適用値と比較して上昇傾向（5.05％ → 5.27％）

※２ 日銀の金融政策の影響により、平成28年度４月期～11月期の当該国債の金利がマイナス金利となり、年間の平均値はマイナスの値となるが、本申請では「0.00％」とされている。
これに関連して、情報通信行政・郵政行政審議会諮問第3100号に係る接続委員会報告書（平成30年３月16日）別添（考え方１）において、「このリスクフリーレートがマイナスである場合、
①指定電気通信設備への投資に対する機会費用をマイナスの金額で見込むことになること、②期待利回りがマイナスのものへの投資という想定しにくい投資家行動を想定することになるこ
とから、リスクフリーレートを0.00％に設定することは許容されるものと考える。」とされている。

３年間の平均値

平成30年度適用値

5.05％
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（参考資料）



86法定機能と本件申請の対応関係
法定機能の区分

機能の概要
法定機能の区分（第一種指定電気通信設備接続料規則第４条） 通称

端末回線伝送機能

1.一般帯域透過端末回線伝送機能 ドライカッパ 電話用加入者回線と同等の設備を帯域分割することなく提供し、通信を伝送する機能

2.特別帯域透過端末回線伝送機能 ドライカッパのサブアンバンドル FTTRで用いられるき線点から利用者宅までの区間（下部区間）のメタル回線により伝送を行う機能

3.帯域分割端末回線伝送機能 ラインシェアリング 電話用加入者回線と同等の設備を帯域分割して提供し、通信を伝送する機能

4.光信号端末回線伝送機能 加入光ファイバ 加入光ファイバにより通信を伝送する機能

5.総合デジタル通信端末回線伝送機能 INS1500（キャリアズレート） ISDN加入者回線により通信を伝送する機能

6.その他端末回線伝送機能 OLT等 OLT及び接続専用線の端末回線部分等により伝送を行う機能

端末系交換機能

7.端末系ルータ交換機能 NGNの収容ルータ 収容ルータにより通信の交換を行う機能（一般収容ルータ優先パケット識別機能を除く）

8.一般収容ルータ優先パケット識別機能 NGNの優先パケット識別 収容ルータにおいて特定のパケットを識別する機能

9.加入者交換機能 GC交換機 GC等により通信の交換を行う機能

10.信号制御交換機能 加入者交換機機能メニュー フリーダイヤル等の特定の電気通信番号を用いたサービスを利用する際に、通話料を受け手が支払うこと等を
実現するためにＧＣを制御する機能

11.優先接続機能 マイライン あらかじめ事業者を選択して電気通信番号をＮＴＴ東日本・西日本の加入者交換機に登録し、当該事業者の電
気通信設備に優先的に接続するため、当該電気通信番号を識別する機能

12.番号ポータビリティ機能 番号ポータビリティ ＮＴＴ東日本・西日本の加入者交換機において、電気通信番号により、他事業者が設置する固定端末系伝送
路設備又は交換等設備を識別する機能

13.加入者交換機専用トランクポート機能 GC-POI間トランクポート GCの回線対応部にGC接続回線を収容する機能

14.加入者交換機共用トランクポート機能 GC-IC間トランクポート GCの回線対応部にGCと市外ICとの間の伝送路設備を収容する機能

15.折返し通信路設定機能 ISM 利用者のISDN回線を収容する装置（Iインタフェース加入者モジュール（ISM））を接続事業者がISDNの定額制イ
ンターネット接続サービスの提供に利用するための機能

16.光信号電気信号変換機能 メディアコンバータ 光信号電気信号変換装置により光信号と電気信号との変換を行う機能

17.光信号分離機能 局内スプリッタ 局内スプリッタにより光信号の分離を行う機能

18.市内伝送機能 GC-GC間回線 市内ICとGCとの間の伝送路設備、GC相互間の伝送路設備、市内ICにより、同一MA内に終始する通信の交換
及び伝送を行う機能

中継系交換機能

19.関門系ルータ交換機能 NGNの網終端装置、GWルータ 関門系ルータ（網終端装置、GWルータ）により通信の交換を行う機能

20.中継交換機能 IC交換機 市外ＩＣにより通信の交換を行う機能

21.中継交換機専用トランクポート機能 IC-POI間トランクポート ICの回線対応部にIC接続回線を収容する機能

22.中継交換機共用トランクポート機能 IC-IC間トランクポート ICの回線対応部にGCと市外ICとの間の伝送路設備を収容する機能

23.音声パケット変換機能 NGNのメディアゲートウェイ 音声信号とパケットの相互間の変換を行う機能

中継伝送機能

24.中継伝送共用機能 GC-IC間共用回線 GCと市外ICとの間の伝送路設備をＮＴＴ東日本・西日本及び接続事業者が共用して通信を行う機能

25.中継伝送専用機能 GC-IC間専用回線 GC-IC間の伝送路設備を接続事業者が専用線として利用する機能

26.中継交換機接続伝送専用機能 IC-POI間専用回線 GCと市外ICとの間の伝送路設備を専ら接続事業者が利用して通信を伝送する機能

27.一般光信号中継伝送機能 中継光ファイバ等 中継光ファイバを波長分割多重装置を用いることなく伝送を行う機能

28.特別光信号中継伝送機能 WDMを用いた中継光ファイバ 中継光ファイバを波長分割多重装置を用いて１波長にて伝送を行う機能

ルーティング

伝送機能

29.一般中継系ルータ交換伝送機能 NGNの中継ルータ及び伝送路 中継ルータ、収容ルータ～中継ルータ間、中継ルータ～関門系ルータ間の通信の交換及び伝送を行う機能

30.特別収容ルータ接続ルーティング伝送機能 地域IP網の収容局接続 地域IP網における収容ルータ及び伝送路設備により通信の交換及び伝送を行う機能

31. イーサネットフレーム伝送機能 イーサネット イーサネットスイッチ及び伝送路設備により通信路の設定及び伝送を行う機能

32.通信路設定伝送機能 専用線 通信路の設定の機能を有する電気通信設備及び伝送路設備により通信路の設定及び伝送を行う機能

33.データ伝送機能 メガデータネッツ 中継局セルリレー装置、中継伝送路設備及び端末回線を収容する伝送装置により通信路の設定及び伝送を
行う機能

34.信号伝送機能 共通線信号網 共通線信号網を利用して、PHS事業者のPHS端末の位置登録や位置情報取得等を行う機能

35.SIPサーバ機能 NGNのSIPサーバ 収容ルータと連携してパケットの制御や固定端末系伝送路設備の認証等を行う機能

36.番号案内機能 番号案内データベース・装置 電気通信番号の案内を行う機能

37.公衆電話機能 公衆電話機 公衆電話の電話機等により通信の発信を行う機能

38.端末間伝送等機能 専用線（キャリアズレート） 端末間の伝送等に係る電気通信役務の提供に当たって一体的に用いられているものと同等の機能

39.クロック提供機能 クロック提供装置 デジタル交換機や伝送装置等を同期させ、通信品質を維持するための同期クロックを供給する機能

＊接続料の算定方式

：実績原価方式

：将来原価方式
（加入光ファイバ）

：将来原価方式
（NGN）

：長期増分費用
（LRIC)方式

：キャリアズレート※

※ 上記表中の２つの機能について、いわゆるキャリアズレート方式により接続料が設定されているが、変更がないため、申請の対象にはなっていない。
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携帯電話事業者Aの

携帯電話網

携帯電話事業者Ｂの

携帯電話網

事業者Ａの
ユーザ（ａ）

事業者Ｂの
ユーザ（ｂ）

携帯電話の例

下図（ａ）から（ｂ）の通信の場合、事業者Ａは、事業者Ｂの携帯電話網の接続料を支払う

事業者Ｘの

ＩＰ網

事業者Ｙの

ＩＰ網

事業者Ｘの
ユーザ（ｘ）

事業者Ｙの
ユーザ（ｙ）

固定ブロードバンドの例

下図（ｘ）から（ｙ）の通信の場合、事業者Ｘは、事業者ＹのＩＰ網の接続料を支払うことがある（赤字部分）
さらに、固定ブロードバンドの場合、事業者Ｙの加入光ファイバやメタル回線の接続料を支払うケースもあり（青字部分）

接続

接続

接続料

接続料

接続料

事業者Ｙの
光ファイバ等

接続

 電気通信事業者は、他の電気通信事業者から、電気通信回線設備との接続の請求を受けたときは、原則としてこれに応
じる義務を有する。（接続応諾義務、電気通信事業法第３２条）

電気通信事業分野における接続
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業務区域ごとに
10％超のシェアを占める端末設備を有すること指定要件

都道府県ごとに
50％超のシェアを占める加入者回線を有すること

第一種指定電気通信設備制度（固定系） 第二種指定電気通信設備制度（移動系）

ＮＴＴ東日本・西日本を指定（平成10年）
ＮＴＴドコモ（平成14年）、ＫＤＤＩ（平成17年）、

沖縄セルラー（平成14年）、ソフトバンクモバイル（平成24年）を指定

接続関連規制

■接続約款（接続料・接続条件）の認可制
※接続料規則

■接続会計の整理義務

■接続約款（接続料・接続条件）の届出制

■接続会計の整理義務

規制根拠 設備の不可欠性（ボトルネック性）
電波の有限希少性により新規参入が困難な寡占的な市場
において、相対的に多数のシェアを占める者が有する接続
協議における強い交渉力・優位性

（※）その他、網機能提供計画の届出・公表義務

 円滑な接続を図るため、接続協議において強い交渉力を有する事業者に対する「非対称規制」として、接続応諾義務に加え
て、接続料や接続条件の約款化等を義務づけている。（指定電気通信設備制度）

 固定系通信を対象とする第一種指定電気通信設備制度（設備の不可欠性が根拠）と、移動系通信を対象とする第二種指定
電気通信設備制度（端末シェアによる強い交渉力が根拠）とでは、規制の内容に差異を設けている。

指定電気通信設備制度の概要

第一種指定電気通信設備を設置する者に対する規制 第二種指定電気通信設備を設置する者に対する規制
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【第一種指定設備制度】
アクセス回線（光ファイバやメタ
ル回線）等の開放義務
（電気通信事業法第33条）

インターネット等

ＮＴＴ東日本・西日本の
ネットワーク

事業者A 事業者B 事業者C

接続

接続

【禁止行為規制】
特定の事業者だけ有利な条件
にしたり、接続で知った他社の
情報を自社の営業などに使う
ことを禁止
（電気通信事業法第30条）

接続

ＮＴＴ東日本・西日本の
光ファイバ/
メタル回線

ルータ
交換機

シェア
約８０％

シェア
約２０％

配線盤

競争事業者Aは、
ＮＴＴ東日本・西
日本の光ファイバ
等を借りてサービ
スを提供

ＮＴＴ東日本・西日本を規律

ＮＴＴ東日本・西日本ユーザ（事業者B又はCのサービスも利用）事業者Aユーザ

 固定通信分野では、ＮＴＴ東日本・西日本の加入者回線（光ファイバ、メタル回線）が他事業者の事業展開に不可欠である点に
着目し、電気通信事業法において、光ファイバ等の開放義務（第一種指定電気通信設備制度）や、特定の事業者のみを有利
な条件にすることを禁止する規制（禁止行為規制）等を課している。

固定通信分野における非対称規制
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 固定通信は、加入者回線を経由しなければ利用者同士の通信が成り立たないネットワーク構造となっている。

 このため、電気通信事業法では、他の事業者の事業展開上不可欠な設備（加入者回線等）を「第一種指定電気通信設備」とし
て総務大臣が指定し、当該設備を設置する事業者に対し、当該設備との接続に関する接続料及び接続条件の公平性・透明
性や、接続の迅速性を確保するための規律を課している。

ＮＴＴ東日本・西日本の加入
者回線等を
第一種指定設備として指定

（平成９年）

指定要件：都道府県ごとに50％超のシェアを占める加入者回線を有すること [第33条第1項]

対象設備：加入者回線及びこれと一体として設置される設備であって、他の電気通信事業者との接続が利用者
の利便の向上及び電気通信の総合的かつ合理的な発達に欠くことができない電気通信設備 [同上]

接続料、接続条件（接続箇所における技術的
条件等）について接続約款を定め、総務大臣
の認可を受けること。 [第33条第2項]

第一種指定設備の機能に対応した費用等や
第一種指定設備との接続に関する収支の状況
を整理し、公表すること。 [第33条第13項]

第一種指定設備の機能を変更等する場合に
は事前に設備改修日程等の計画を届出・公表
すること。 [第36条]

第一種指定設備を設置する事業者に対する規律

①接続約款の策定・公表義務
（認可制）

②接続会計の整理・公表義務 ③網機能提供計画の届出・公表義務

指定

認可を受けた接続約款に定める接続料・接続条件で接続協定を締結することが原則 [第33条第9項]

第一種指定電気通信設備制度の概要
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加入者交換機

相互接続点

収容局間
伝送路

中継局
（IC）

収容局
(GC）

SIPサーバ

収容ルータ

FTTH

中継ダーク
ファイバ

網終端装置

各県中継ルータ

電話網
（PSTN）

加入者回線
（光ファイバ）

収容局－中継局
間伝送路

信号用中継交換機

中継交換機

信号用伝送路

加入者回線
（銅線）

 加入者回線（光ファイバ）、加入者回線（銅線）、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）、電話網（ＰＳＴＮ）等について、総務省令で定め
る機能（法定機能※）の単位で接続料が設定されている。

※ 第一種指定電気通信設備との接続に係る機能のうち、他の事業者が必要とする機能のみを細分化して使用できるようにした機能。アンバンドル機能とも呼称。

第一種指定電気通信設備制度における接続料算定の対象機能

次世代ネットワーク
（NGN）

集約中継ルータ※

FTTH

ＧＷルータ

※NGNの集約中継ルー
タ及び県間伝送路（点
線）は非指定設備
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■接続料が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを算定するものとして総務省令で定める方

法により算定された金額に照らし公正妥当なものであること。

接続料の認可基準
（電気通信事業法

第33条４項２号）

算定方式 算定概要 主な対象機能

長期増分費用方式
（ＬＲＩＣ）

・仮想的に構築された効率的なネットワークのコストに基づき算定
・前年度下期＋当年度上期の通信量を使用

・電話網（加入者交換機等）

実際
費用
方式

将来原価方式
・新規かつ相当の需要増加が見込まれるサービスに係る設備に適用
・原則５年以内の予測需要・費用に基づき算定

・加入者回線（光ファイバ）
・ＮＧＮ

実績原価方式
・前々年度の実績需要・費用に基づき算定
・当年度の実績値が出た段階で、それにより算定した場合との乖離分
を翌々年度の費用に調整額として加算

・加入者回線（ドライカッパ、ラインシェアリング）

・中継光ファイバ回線
・専用線、・公衆電話
・地域ＩＰ網、・ＩＰ関連装置

■ 接続料は、法定機能ごとに、当該接続料に係る収入（接続料×通信量等）が、当該接続料の原価及び利潤の合計額

に一致するように定めなければならない。

接続料 接続料原価通信量等× ＝

＝

第一種指定設備
管理運営費
（設備コスト）

利益対応税自己資本費用他人資本費用 ＋＋＋

法定機能ごとの通信量等の直近の実績値（※）

（ 将来原価方式の場合：将来の合理的な通信量等の予測値）

＋ 調整額

接続料算定の原則
（接続料規則第14条第1項）

＝

※ 接続料の体系は、当該接続料に係る第一種指定設備管理運営費の発生の態様を考慮し、回線容量、回線数、通信回数、通信量、距離等を単位とし、社会的経済的にみて合理的

なものとなるように設定するものとする。（接続料規則第14条第３項）

接続料原価
（接続料規則第８条第１項）

接続料

通信量等(需要)
（接続料規則第14条第２項）

（適正報酬額）

接続料算定の原則と対象機能



93調整額の概要

 調整額は、過去の接続料収入と費用の差額を当年度の接続料原価に含めることにより、収入と費用を均衡させる仕組み。

 その算定方式は、接続料の当年度及び過去の算定方式によって異なるが、代表的には以下のとおり。（当年度・過去ともに実
績原価等の場合）

＝ 前々算定期間における費用
前々算定期間接続料
に算入した調整額

＋前々算定期間における接続料収入
（＝ 前々算定期間の接続料 × 前々算定期間の需要）

－調整額

（１）将来原価方式の調整額

現在、将来原価方式はＮＧＮ及び加入光ファイバに適用されているところ、その接続料調整額及びその考え方については、基本的に以下のとおりと
なっている。

●ＮＧＮ将来原価の調整額＝０

基本的に将来原価方式は、接続料の認可申請者が自らの経営情報や経営判断等に基づき、需要と費用を予測して接続料を算定する方式であり、
一定程度の乖離の発生は避けられないことを考えると、予測と実績の乖離分については、予測を行った申請者が自ら責任を負うべきものと考えられ
ている。ＮＧＮは将来原価方式（算定期間１年）で接続料を算定しているところ、この考え方に基づき、調整額は算入していない。
●加入光ファイバ将来原価の調整額＝特例許可による乖離額調整を実施

加入光ファイバは将来原価方式（算定期間３～４年）で接続料を算定しているため、予測と実績の乖離が外的要因により生じる可能性があり、その
場合の実績費用と実績収入の乖離額を事業者のみに負担させることは適当ではないことから、事業者からの申請により事後的な「乖離額調整」を認
めている（第一種電気通信設備接続料規則第３条の許可）。

（２）接続料の算定・支払・調整のイメージ

将来原価方式の例
（特例許可による乖離額

調整を実施した場合） 認可された接続料額で毎
月支払い

当年度実績判明後、
乖離分を翌々年度以降の
接続料に反映

前年度 当年度 翌年度 翌々年度

実績原価方式の例

「合理的な将来の予測」
に基づき

「複数年度の接続料」
算定・認可申請

認可された接続料額で毎
月支払い

当年度実績判明後、
乖離分を翌々年度の接
続料に反映

「前々年度実績」
に基づき

「単年度の接続料」
算定・認可申請

接続料

接続料

接続料 接続料

変更

接続料
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① 電気通信事業法第33条第14項の規定に基づく認可接続料の再計算時
② 電気通信事業法第33条第２項の規定に基づく接続約款の認可の申請時

検証時期

検証方法

検証区分等

①～⑦：利用者料金による収入と、その利用者料金が設定されているサービスの提供に用いられる機能ごとの接続料等総額を比較し、
その差分が利用者料金で回収される営業費に相当する金額を下回らないものであるかを検証

⑧ ：検証対象のサービスメニューに設定されている利用者料金が、当該サービスメニューの提供に用いられる機能ごとの振替接続
料及び他事業者接続料の合計を上回っているかを検証

「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」の概要

○ スタックテストは、第一種指定電気通信設備に係る接続料の水準の妥当性を検証するため平成11年から開始。

○ 具体的な運用方法について、情報通信審議会答申「コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備について」
（平成19年３月30日）を踏まえ、総務省は、平成19年７月に、「接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテスト）の運用
に関するガイドライン」を策定・公表。

○ 平成19年７月、接続料規則第14条第４項にスタックテスト実施の根拠規定を整備。

○ 平成30年２月、同項を削り、同規則第14条の２を新設する改正を実施。
・利用者料金との関係により不当競争性を判断する旨の明確化。
・県間通信用設備が指定設備と一体的に利用される場合はその接続料も上記関係の判断において考慮すべきことの明定。
・利用者料金など他の原因により不当競争性の排除が困難な場合については、接続料は適正原価・適正利潤の範囲内で最低水準に設定することを規定。

○ さらに、「接続料の算定に関する研究会」第一次報告書（平成29年９月８日）を踏まえ、平成30年２月に、上記ガイドラインに
代わる「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」を策定・公表。

⑦ ビジネスイーサワイド
⑧ その他総務省が決定するサービスメニュー

（接続料規則第８条第２項第１号の規定（将来原価方式）に基づき
接続料が算定された機能を利用して提供されるサービスに属するも
のを基本）

① 加入電話・ISDN基本料
② 加入電話・ISDN通話料※

③ フレッツADSL
④ フレッツ光ネクスト
⑤ フレッツ光ライト
⑥ ひかり電話 ※ 第一種指定電気通信設備接続料規則等の一部を改正する省令（平成31年総務省令第13号）附則第４条の規定が効力

を有する間（附則第２条の規定により附則第４条の通知を行うことができる期間を含む。）は、本指針を適用しない。
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設置イメージ

屋内配管

電話機

ＭＪ

避 難 所 等

保
安
器

屋内配線

交
換
機

Ｎ Ｔ Ｔ 東 日 本
Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本
局 舎

電
柱

■ 特設公衆電話は、災害発生時等の緊急時に避難所等に設置され、通話料無料で利用される電話。

■ 従来は、災害等発生後に設置する「事後設置型」が主流であった。

■ 東日本大震災後は、避難所として指定される施設等にあらかじめ加入者回線を設置し、災害発生後に、
その加入者回線に電話機を接続して利用する「事前設置型」の特設公衆電話の設置が進められている。

特設公衆電話の概要

事前設置実績（平成30年９月末）

ＮＴＴ東日本： 23,009箇所、 46,709台 ＮＴＴ西日本： 15,652箇所、 27,906台
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接続事業者の

電話網

ＮＴＴ東日本・西日本の電話網

（PSTN)

公衆電話

ＮＴＴ東日本・西日本の電話網

（PSTN)

接続事業者の

電話網

携帯電話
利用者

特設公衆電話

携帯電話
利用者公衆電話

通話料

利用者

通話料相当額

利用者

通話料相当額無償

接続料：暫定的に認可することが適当（審議会答申）

設置工事費用 接続料

※屋内配管の費用＋電話機費用は施設管理者（地方自治体等）が負担

ＮＴＴ東日本・西日本
負担

料金設定

料金設定

＋ ＋アクセス回線に係る費用 通話コスト＋

特設公衆電話

設置工事費用

原価に算入（接続料規則第３条の許可）

※公衆電話の設置工事費用には、
公衆電話機費用を含む

特設公衆電話の費用の負担方法（公衆電話の接続料原価への算入）
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○ シェアドアクセス方式に係る接続料は、加入者回線のほか、主配線盤、局外スプリッタ、施設設置負担金加算料から構
成される。

○ シングルスター方式に係る接続料は、加入者回線のほか、主配線盤、施設設置負担金加算料から構成される。

加入光ファイバに係る接続料の構成

Ｏ
Ｌ
Ｔ

管路・とう道

ＮＴＴ局舎

主配線盤

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ

４分岐

分岐端末回線
（引込線）

主端末回線

１芯の光ファイバ（主端末回線）を最大８ユーザで共用

き線点

ＯＳＵ

Ｏ
Ｎ
Ｕ

他事業者
ＩＰ網

ISP
網

ONU:Optical Network Unit （光回線終端装置）
OSU:Optical Subscriber Unit （光回線伝送装置：ONUと対向して光信号を伝送する装置）

最大８分岐

主配線盤
(FTM)

加入者回線
（シェアドアクセス方式）

局外スプリッタ 施設設置負担金加算料

管路・とう道

ＮＴＴ局舎

主配線盤

メ
デ
ィ
ア

コ
ン
バ
ー
タ
等

端末回線

き線点

他事業者
ＩＰ網

ISP
網

相互接続点

主配線盤
(FTM)

加入者回線
（シングルスター方式）施設設置負担金加算料

メ
デ
ィ
ア

コ
ン
バ
ー
タ
等

・ シェアドアクセス方式

・ シングルスター方式

： 将来原価方式により算定 ：実績原価方式により算定
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ひかり電話等 ひかり電話等

中継交換機
（IC）

加入者交換機
（GC）

変換装置
（MG）

＝

ＰＳＴＮ

SIP
サーバ

SNI収容
ルータ

＝

コンテンツ
事業者

SNI

次世代ネットワーク（NGN）について

UNI

インターネット

県内伝送路

収容
ルータ

＝光 UNI

GWルータ
(IPoE)

県間伝送路

非指定設備

都道府県毎

収容ビル毎

（NTT東日本）

非指定設備

県内伝送路

収容
ルータ

＝光 UNI

都道府県毎

収容ビル毎

中継交換機
（IC）

加入者交換機
（GC）

＝

ＰＳＴＮ

UNI

（NTT西日本）

他事業者の
固定電話、
携帯電話

集約中継ルータ

GWルータ

インターネット

網終端装置

ＮＧＮ
（NTT東日本）

＝

コンテンツ
事業者

SNI

SNI収容
ルータ

中継伝送路

ＮＧＮ
（NTT西日本）

関門交換機
（IGS）

集約中継ルータ

各県中継
ルータ

非指定設備

GWルータ
(IPoE)

各県中継
ルータ

県間伝送路

非指定設備非指定設備

変換装置
（MG）

集約ブロック毎
SIP

サーバ

関門交換機
（IGS）

○ ＮＧＮは、高い信頼性・安全性・セキュリティを確保した上で、１つのネットワーク上において音声通信、データ通信及び映像配
信といった様々なサービスを統合的かつ安定的に提供する機能を実現。

○ また、多様な通信サービスに対応するため、最優先クラス、高優先クラス、優先クラス及びベストエフォートクラスの４つの品質
クラスによる通信が提供されている。

音声系データ系映像系 映像系データ系音声系

県間伝送路
県間伝
送路

都道府
県毎

都道府
県毎

非指定設備

GWルータ

集約ブロック毎 集約ブロック毎

東京/群馬大阪/愛知 都道府県毎都道府県毎

NTT東日本の

加入電話

NTT西日本の

加入電話

※１ 自治体がサービスを提供している場合は、当該自治体がある県にも設置されている。

集約ブロック毎

非指定設備

※２ 平成30年度に拡大（東：５箇所、西：５箇所）。

大阪※1 東京※1東京等※2大阪等※2

ISP VNE

優先パケット
利用事業者

VNE

優先パケット
利用事業者

網終端装置

ISP
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（１）残価一括償却の反映（設備管理運営費比率の見直し）

（２）残存価額見直しの反映（減価償却費の見直し）

比率へ反映

設備管理運営費比率の除却費含み比率へ反映

設備の残存価額の見直しを踏まえた電力設備等の設備使用料等の算定方法の見直し

・減価償却費として計上された残存価額の
一括償却の費用を「除却損」とみなし、「除
却費含み」の設備管理運営費比率に反映

（１）激変緩和措置

・減価償却費として計上された残存価額の一括償却の費用を
「除却損」とみなし、平成30年度と令和元年度の「除却費含み」
の設備管理運営費比率の費用に２分の１ずつ加えて算定

（２）激変緩和措置

・残存価額10％までは従
来の減価償却費を負担

・耐用年数経過後につい
ても、従来の償却費を上
回らない額で、残存価額
0％までの負担

・今後新たに設置するもの
は残存価額0％まで法定
耐用年数で除して算定

（参考：接続料規則上の算定式）

取得固定資産価額 － 当該資産の残存価額

法定耐用年数

未償却残高 － 当該資産の残存価額

法定耐用年数 － 経過期間

・「取得固定資産価額」を「未償却残高」とみなし、
「法定耐用年数」を「法定耐用年数－経過期
間」とみなし、減価償却費を算定
・今後新たに設置するものは残存価額0％まで
法定耐用年数で除して算定

○ NTT東日本・西日本は、平成28年度における会計方針の変更（減価償却方法の定率法から定額法への見直し）に伴い、設備
の残存価額の見直しを行い、平成28年度期首時点で償却止めとなっていた設備の一部について、残存価額の一括償却を実施。

○ コロケーションに係る電力設備等の設備使用料について、以下２点の対応が必要であるが、接続事業者への影響が大きいこ
とを踏まえ、それぞれ激変緩和措置を行った。

（１）耐用年数経過後の設備 ： 残存価額の見直しにより、従来「除却損」として費用計上されていたものが、「減価償却費」として計上され、その結果、
設備使用料の算定に用いる設備管理運営費比率に「除却損」が含まれなくなることから、残価一括償却の費用を「除却
損」とみなし、「除却費含み」の設備管理運営費比率に反映

（２）耐用年数経過中及び今後新たに設置する設備 ： 現状、残存価額を10％として算定している減価償却費について、残存価額を0％として算定



100「網機能提供計画」制度の見直しについて

○ 接続を前提としないネットワーク構築や接続事業者の意見が反映されないネットワーク構築がなされると円滑な接続が妨げられることから、
電気通信事業法では、次を内容とする「網機能提供計画」制度を規定。（平成９年（1997年）の接続ルール制度化※で導入）

 第一種指定電気通信設備を設置する事業者は、同設備の機能の変更又は追加の計画を総務大臣に届出。

 同事業者は、届け出た計画を公表。

 総務大臣は、円滑な接続に支障が生ずるおそれがあると認めるときは、届け出られた計画の変更を勧告することができる。

○ ＩＰ網を構成するルータやＳＩＰサーバ等の設備（ルータ等）については、本制度の対象から除外されてきた。これらルータ等の機能を導入
する際の情報は、代わりに「情報開示告示」による開示の義務付け対象としているが、本制度にある意見受付の手続きが情報開示告示で
は求められず、また情報開示が工事開始後になる場合があるなど、規制内容に差異がある。

電話網、専用線等の機能

電話網、専用線等の機能
（追加）ＩＰ網の機能

対象範囲

２００日

９０日

手続ルール

届出期限
（届出から工事開始

までの最短日数（原則））

官報で
概要を掲載

インターネット
で計画を公表

公表方法
（届け出た計画の

公表の方法（原則））

義務なし

義務付け

意見受付後の
結果報告

※電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年法律第97号）。平成９年11月17日施行

対象範囲・手続ルールを
総務省令に委任

見直しの主な趣旨

○ 現実には、ルータ等であっても他事業者との円滑な接続が必ずしも実現されない場合があり、また今後は、固定電話網のＩＰ網への移
行に向けて、ルータ等の設備に様々な改造等が加えられることが想定されるところ、接続約款が定まってから他の事業者においてその
対応作業に着手すると、実際に接続を実現するまでに相当の期間を要し、円滑な接続を図る上で適当でないと考えられる。

○ そのため、ルータ等を本制度の対象に追加するとともに、併せて、約２０年前に制定された本制度の手続ルールについて合理化等を図る
必要がある。

注）これらの機能であっても一部対象にならない場合がある

＊ 電気通信事業法施行規則及び電気通信事業報告規則の一部を改正する
省令（平成31年総務省令第15号） ※平成31年３月27日施行
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•休廃止しようとする旨（休廃止機能等）を記載した「書面の交付」又は「これに代わる電磁的記録を提供」の上、「対面」又

は「電話」若しくは「これに類する双方向の通信を用いて説明する方法」(※)により説明

(※)「これに類する双方向の通信を用いて説明する方法」とは、休廃止について説明する側と説明される側が双方向に意見交換を行うことを可

能とするような通信手段（例：テレビ会議）による説明方法を指す。

•休廃止する日の３年前まで （過去の接続機能廃止の事例に鑑み設定）

接続機能の休廃止の周知方法を定める規定の整備について

○ 「電気通信事業法及び国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正する法律」（平成30年法律第24号）の中で、第一
種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備のアンバンドル機能（※）を休廃止しようとするときは、総務省令で定めるとこ
ろにより、その機能の利用事業者にあらかじめ周知しなければならない旨を規定。本改正省令は、この省令委任事項である周知
方法を定めるもの。

※総務省令（接続料規則）に定められ、その単位での接続料の設定が義務付けられている機能。基本的な接続機能とも呼称。

○ 接続料の算定に関する研究会第二次報告書では、周知について、「①休廃止される機能を利用している接続事業者が代替策
への移行等の必要な対応を円滑に行えることを確保するという観点、及び②周知状況や接続事業者の対応状況を確認できる仕組
みとするという観点が重要ではないかと考えられる。」としている。

① 周知の時期

② 周知の手段

ただし
休廃止の円滑な実施（接続に係る機能を利用する事業者が必要な対応を円滑に行うための措置の実施

を含め）が確保される周知方法の定めが接続約款にある場合、その方法により周知が可能。

（注）「周知方法」には、周知の時期（３年前等）も含まれる。また、周知状況や接続事業者の対応状況を確認するため方策

及び周知の留意事項については、別途の文書等により対応することを想定。

•①の周知の時期（休廃止する日の３年前）を過ぎて休廃止する機能の利用を希望する接続事業者に対して、②の周知の

手段により事前に説明をした場合は、同事業者に対する利用開始後の周知は適宜の方法で可。

③ 周知の時期を過ぎた利用希望への対応

○ 施行日：改正法該当部分の施行の日（改正法公布日（平成30年(2018年)５月23日）から起算して１年以内の政令で定める日）

＊ 電気通信事業法施行規則及び電気通信事業
報告規則の一部を改正する省令（平成31年総務
省令第15号）



 

１ 

審 査 結 果 
（平成 31年度の接続料の改定等について） 

  

 電気通信事業法施行規則（昭和 60年郵政省令第 25号。以下「施行規則」という。）、第一

種指定電気通信設備接続料規則（平成 12年郵政省令第 64号。以下「接続料規則」という。）

及び電気通信事業法関係審査基準（平成 13年１月６日総務省訓令第 75号。以下「審査基準」

という。）の規定に基づき、以下のとおり審査を行った結果、認可することが適当と認められ

る。なお、電気通信番号規則制定に伴う改定については、電気通信番号規則の公布・施行見

込みとして審査したものである。 

審  査  事  項 審査結果 事 由 

１ 施行規則第 23 条の４第１項で定める箇所にお

ける技術的条件が適正かつ明確に定められてい

ること。（審査基準第 15条(1)ア） 

適 

本件による技術的条件の変更は、既に整理

品目化されているデータ伝送機能及び通信

路設定伝送機能（ＡＴＭ専用に係るもの）の

廃止並びにフレッツ光プレミアムの提供終

了並びに電気通信番号規則の制定のため、こ

れらに係る規定を削除又は改定するもので

あり、本件による変更後も技術的条件は適正

かつ明確に定められていると認められる。 

２ 接続料規則第４条で定める機能ごとの接続料

が適正かつ明確に定められていること。（審査基

準第 15条(1)イ） 
適 

接続料は接続料規則第４条に規定する機

能ごとに定められており、かつ、接続料は適

正かつ明確に定められていると認められる。 

３ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信

事業者及び当該指定電気通信設備とその電気通

信設備を接続する他の電気通信事業者の責任に

関する事項が適正かつ明確に定められているこ

と。（審査基準第 15条(1)ウ） 

－ 

変更事項なし 

４ 電気通信役務に関する料金を定める電気通信

事業者の別が適正かつ明確に定められているこ

と。（審査基準第 15条(1)エ） 
適 

 電気通信役務に関する料金を定める電気

通信事業者の別が適正かつ明確に定められ

ていると認められる。 

５ 施行規則第 23 条の４第２項で定める事項が適

正かつ明確に定められていること。（審査基準第

15条(1)オ） 

 

 

適 

【施行規則第 23 条の４第２項第１号に係る

事項】 

他事業者が接続の請求等を行う場合にお

いて必要な情報の開示を受ける手続等が適

正かつ明確に定められていると認められる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第１号の２に

係る事項】 

 変更事項なし 

【施行規則第 23 条の４第２項第１号の３に

係る事項】 

 変更事項なし 

【施行規則第 23 条の４第２項第２号に係る

事項】 

他事業者が接続に必要な装置を東日本電

信電話株式会社及び西日本電信電話株式会

社（以下「ＮＴＴ東日本・西日本」という。）

の建物、管路、とう道、電柱等に設置する場

合に負担すべき金額について、接続料の原価



 

２ 

の算定方法に準じて計算されており、適正か

つ明確に定められていると認められる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第３号に係る

事項】 

変更事項なし 

【施行規則第 23 条の４第２項第４号に係る

事項】 

 他事業者が負担すべき工事費、手続費等に

ついて、接続料規則第３章から第５章までに

規定する算定方法に準じて計算されており、

能率的な経営の下における適正な原価に適正

な利潤を加えた金額に照らし公正妥当な金額

が適正かつ明確に定められていると認められ

る。 

【施行規則第 23 条の４第２項第５号に係る

事項】 

ＮＴＴ東日本・西日本及び他事業者がその

利用者に対して負うべき責任に関する事項

が適切かつ明確に定められていると認めら

れる。 

【施行規則第 23 条の４第２項第６号に係る

事項】 

法第８条第１項の重要通信の取扱方法が

適正かつ明確に定められていると認められ

る。 

【施行規則第 23 条の４第２項第７号に係る

事項】 

変更事項なし 

【施行規則第 23 条の４第２項第８号に係る

事項】 

 変更事項なし 

【施行規則第 23 条の４第２項第９号に係る

事項】 

 変更事項なし 

【施行規則第 23 条の４第２項第 10 号に係る

事項】 

 変更事項なし 

【施行規則第 23 条の４第２項第 10 号の２に

係る事項】 

 変更事項なし 

【施行規則第 23 条の４第２項第 11 号に係る

事項】 

他事業者の権利又は義務に重要な関係を有

する電気通信設備の接続の条件に関する事項

が適正かつ明確に定められていると認められ

る。 

【施行規則第 23 条の４第２項第 12 号に係る

事項】 



 

３ 

 変更事項なし 

６ 接続料が接続料規則に定める方法により算定

された原価に利潤を加えた金額に照らし公正妥

当なものであること。（審査基準第 15条(2)） 

適 

本件申請中の料金表に定める接続料は、接

続料規則第３章から第６章までの規定に基

づいて算定された原価・利潤に照らし、公正

妥当なものと認められる。なお、特設公衆電

話に係る費用の扱い、Ｂフレッツ及びフレッ

ツ光プレミアムのサービス廃止に伴い廃止

する機能に係る調整額相当額の加算、光信号

端末回線伝送機能に係る乖離額調整の扱い

及びＩＰ通信網とのＩＰｏＥ接続に係る機

能における調整額の扱いについては、それぞ

れ別記１から別記４までのとおり。接続料と

利用者料金の関係の検証の結果については、

補足資料のとおり。 

７  接続の条件が、第一種指定電気通信設備を設置

する電気通信事業者がその指定電気通信設備に

自己の電気通信設備を接続することとした場合

の条件に比して不利なものでないこと。（審査基

準第 15条(3)） 

適 

 自己の電気通信設備を接続することとし

た場合の条件に比して不利なものとする旨

の記載は認められない。 

８  特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取

扱いをするものでないこと。（審査基準第 15 条

(4)） 
適 

特定の電気通信事業者に対し不当な差別

的取扱いをする旨の記載は認められない。 

 

（別記） 

１．特設公衆電話に係る費用の扱いについて 

本件申請においては、公衆電話機能について、特設公衆電話に係る費用（※）を公衆電

話発信機能及びディジタル公衆電話発信機能の接続料原価に算入する措置がとられてい

る。当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条た

だし書の許可を求める申請が本件申請と併せて行われている。 

なお、当該措置については、特設公衆電話に係る負担方法の在り方に関して、以下の点

に鑑み、特設公衆電話に係る費用を公衆電話機能の接続料原価に算入する措置を実施する

ことに一定の合理性があるものと考える。 

（１）（平時にも発生する）特設公衆電話に係る費用を、需要（災害時等に発生するトラヒ

ック）で除して特設公衆電話に係る接続料を算定する考え方もあるが、その場合、災害時

等に、それまで長年にわたり積み重なった巨額の費用を接続事業者が突発的に負担する

こととなるおそれがあるため、接続事業者の予見性を確保するためにも、負担の平準化

が必要であること 

（２）特設公衆電話は、災害時等にのみ提供されるものではあるが、災害時等における常設

の公衆電話を補完する役割を果たすものであること 

（３）平成 25年度接続料改定の際の情報通信行政・郵政行政審議会答申を踏まえ、ＮＴＴ

東日本・西日本が関係事業者と協議を行った結果、特設公衆電話に係る費用を公衆電話

機能の接続料原価に算入する措置に替わる案が複数示されたものの、いずれの案も従来

の接続料算定の考え方との親和性が低い点や、安定的かつ継続的な負担を実現するとい

う面で適切でないという点に課題があるとされ、全事業者による合意は困難という結論

に達したため、引き続き、公衆電話接続料での負担を継続するということで全事業者の



 

４ 

意見が合致したこと 
※ 端末回線コスト（メタル加入者回線及びＭＤＦに係る費用）及びＮＴＳコストのうちき線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路に係るもの以外の費

用 

 

２．Ｂフレッツ及びフレッツ光プレミアムのサービス廃止に伴い廃止する機能に係る調整額

相当額の加算について（ＮＴＴ西日本のみ） 

本件申請においては、Ｂフレッツ及びフレッツ光プレミアムのサービス廃止に伴い廃止

する機能に係る平成 29年度における実績費用及び調整額と実績収入との差額（平成 29年

度調整額相当額）を、後継又は需要の移行先となる機能の接続料原価に算入する措置がと

られており、当該措置について、接続料規則にこれを認める規定がないため、接続料規則

第３条ただし書の許可を求める申請が本件申請と併せて行われている。 

当該措置については、当該廃止機能を利用する事業者の需要がその後継又は需要の移行

先となる機能に移行していることを踏まえると、当該廃止機能に係る平成 29 年度調整額

相当額を、その後継又は需要の移行先となる機能の接続料原価に加えることは、適正なコ

ストの反映を図るため、当該措置を実施することに一定の合理性があるものと考える。 

 

３．光信号端末回線伝送機能に係る乖離額調整の扱いについて 

接続料規則では、将来原価方式によって接続料原価を算定する際の調整額は０と規定さ

れており（第 12条の２第１項）、乖離額調整は原則として認められていない。 

これは、将来原価方式においては、申請者であるＮＴＴ東日本・西日本が自らの経営情

報や経営判断等に基づき接続料原価を算定するとともに、将来の合理的な需要の予測値を

用いて接続料を算定することとされており、予測と実績の乖離が事後的に発生した場合は

予測を行った申請者が自ら責任を負うべき等の考え方に基づくものである。 

一方、本件申請では、平成 29年度における費用と収入の実績値を改めて算定し、現在の

接続料算定期間（平成 28 年度～31 年度）における加入光ファイバ接続料の認可時に計算

した見込額との乖離額を、平成 31 年度の接続料原価に改めて算入する方法で乖離額を調

整することにより、既に認可を受けている接続料を変更することとしており、当該措置に

ついて、接続料規則第３条ただし書の許可を求める申請が本件申請と併せて行われている。 

加入光ファイバ接続料については、既に接続料規則第３条ただし書に基づき接続料規則

第 12 条の２第１項の特例として将来原価方式の乖離額調整が認められているため、本件

申請においても当該措置を実施することに一定の合理性があるものと考える。 

 

４．ＩＰ通信網とのＩＰｏＥ接続に係る機能における調整額の扱いについて 

本件申請においては、網改造料機能である「ＩＰ通信網とのＩＰｏＥ接続に係る機能」

において生じた平成 29 年度の実績費用及び調整額と実績収入との差額（関門系ルータ交

換機能に係るものに限る。）について、関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ方式でインターネ

ットへの接続を可能とする電気通信役務の提供に当たって用いられるものに限る。）の平

成 31年度の接続料原価に加えて算定する措置がとられており、当該措置について、接続料

規則にこれを認める規定がないため、接続料規則第３条ただし書の許可を求める申請が本

件申請と併せて行われている。 

電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（平成 30年総務省令第６号）の施行に



 

５ 

伴い、網改造料機能である「ＩＰ通信網とのＩＰｏＥ接続に係る機能」の一部については、

平成 31年度より新たに網使用料機能である「関門系ルータ交換機能（ＩＰｏＥ方式でイン

ターネットへの接続を可能とする電気通信役務の提供に当たって用いられるものに限

る。）」として規定されることとなり、当該網改造料機能に係る実績費用及び調整額と実績

収入との差額については、従前であれば旧網改造料機能の原価として算入されるものであ

るが、網使用料への移行に伴い原価の算入先を失うこととなった。そのため、平成 29年度

の当該差額については、新たな網使用料機能の原価に算入する措置を実施することが、従

前どおり、第一種指定電気通信設備の維持・運営のために実際に要した費用からの乖離を

防ぐこととなるため、一定の合理性があるものと考える。 

 



１ 

補足資料１ 

接続料と利用者料金の関係に関する確認の結果 

１．目的 

本資料では、第一種指定電気通信設備接続料規則（平成 12年郵政省令第 64号）第 14条

の２の規定を踏まえ、東日本電信電話株式会社（以下「NTT東日本」という。）及び西日本

電信電話株式会社（以下「NTT 西日本」という。）（以下「NTT 東日本」及び「NTT 西日本」

を｢NTT東日本・西日本｣という。）から申請のあった接続料の水準が、NTT東日本・西日本

の提供する電気通信役務（卸電気通信役務を除く。）に関する料金（以下「利用者料金」と

いう。）の水準との関係により、第一種指定電気通信設備とその電気通信設備を接続する電

気通信事業者との間に価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとならないかについて

確認した結果を示す。 

２．結果 

NTT 東日本・西日本において、「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」（平成

30年２月総務省策定）に従い、接続料と利用者料金の関係の検証を行った結果は別紙１か

ら別紙４までのとおりであり、検証対象となった電気通信役務については、いずれも接続

料の水準が価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとは認められなかった。 

なお、一部の検証対象（NTT西日本のフレッツ ADSL）については、同指針に定める営業

費相当基準額を下回る結果であったが、同社から示された価格圧搾による不当な競争を引

き起こしていないと考える論拠（別紙５）を踏まえると、営業費相当基準額を下回った主

な要因は、当該検証対象における振替接続料総額の約８割を占める、地域 IP網に係る接続

料（特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ATM インターフェース）の料金水準が

高止まりしていることによるものであるが、接続事業者は当該機能を利用せずに競争的に

DSLサービスを提供していると考えられ（※）、また、ブロードバンドサービスにおいて地

域 IP網の機能は次世代ネットワーク（NGN）の機能により代替されていることから、価格

圧搾による不当な競争を引き起こすものとは認められなかった。 

※ 当該機能は新設されてから現在までNTT西日本利用部門のみが利用。また、平成30年９月末時点でフレッツADSLの契約

数が約69万であるのに対して、競争事業者によるDSLサービスが約126万契約存在（全国）。
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て
算

定
）

2
,4

3
2

1
,7

6
5

6
6
7

2
7
.4

%
端

末
回

線
伝

送
機

能
（
メ

タ
ル

端
末

回
線

・
光

信
号

端
末

回
線

・
メ

タ
ル

加
算

料
）
、

回
線

管
理

運
営

費
、

回
線

収
容

装
置

1
3
9

1
0
5

3
4

2
4
.5

%
特

別
収

容
局

ル
ー

タ
接

続
ル

ー
テ

ィ
ン

グ
伝

送
機

能
（
A
T
M

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

ー
ス

）
、

端
末

回
線

伝
送

機
能

（
ド

ラ
イ

カ
ッ

パ
・
M

D
F
）
、

D
S
L
回

線
故

障
対

応
機

能
、

回
線

管
理

運
営

費

4
,5

6
6

2
,1

2
6

2
,4

4
0

5
3
.4

%

回
線

管
理

運
営

費
、

端
末

回
線

伝
送

機
能

（
光

屋
内

配
線

・
光

主
端

末
回

線
・
光

信
号

端
末

回
線

・
光

信
号

分
岐

端
末

回
線

・
光

信
号

伝
送

装
置

）
、

光
信

号
多

重
分

離
機

能
、

光
信

号
電

気
信

号
変

換
機

能
、

N
G

N
（
収

容
局

接
続

機
能

・
優

先
パ

ケ
ッ

ト
識

別
機

能
（
優

先
ク

ラ
ス

を
識

別
す

る
も

の
）
・
一

般
中

継
系

ル
ー

タ
交

換
伝

送
機

能
（
優

先
ク

ラ
ス

）
）
、

回
線

終
端

装
置

2
2
4

1
2
1

1
0
3

4
6
.0

%
回

線
管

理
運

営
費

、
端

末
回

線
伝

送
機

能
（
光

屋
内

配
線

・
光

主
端

末
回

線
・
光

信
号

端
末

回
線

・
光

信
号

分
岐

端
末

回
線

・
光

信
号

伝
送

装
置

）
、

光
信

号
多

重
分

離
機

能
、

光
信

号
電

気
信

号
変

換
機

能
、

N
G

N
（
収

容
局

接
続

機
能

）
、

回
線

終
端

装
置

移
動

体
着

等
を

含
む

場
合

1
,2

1
9

2
1
7

1
,0

0
2

8
2
.2

%

移
動

体
着

等
を

除
く
場

合
1
,0

4
4

1
3
7

9
0
7

8
6
.9

%

2
5
9

1
2
3

1
3
6

5
2
.5

%
イ

ー
サ

ネ
ッ

ト
フ

レ
ー

ム
伝

送
機

能
、

端
末

回
線

伝
送

機
能

（
光

信
号

端
末

回
線

）

サ
ー

ビ
ス

（
注

１
）
利

用
者

料
金

収
入

は
、

2
0
1
7
年

度
の

実
績

。
（
フ

レ
ッ

ツ
光

ネ
ク

ス
ト

マ
ン

シ
ョ
ン

タ
イ

プ
の

う
ち

V
D

S
L
方

式
に

つ
い

て
は

、
V
D

S
L
装

置
の

利
用

料
を

含
み

ま
せ

ん
。

）
（
注

2
）
接

続
料

相
当

は
、

各
サ

ー
ビ

ス
で

使
用

す
る

設
備

ご
と

の
2
0
1
7
年

度
の

実
績

需
要

に
今

回
申

請
す

る
接

続
料

を
乗

じ
て

算
定

し
て

い
ま

す
。

　
　

（
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

等
の

収
容

率
は

2
0
1
9
年

度
適

用
接

続
料

設
定

上
の

予
測

値
）

（
フ

レ
ッ

ツ
光

ネ
ク

ス
ト

・
ラ

イ
ト

に
つ

い
て

は
、

中
継

系
ル

ー
タ

交
換

伝
送

機
能

相
当

と
関

門
系

ル
ー

タ
交

換
機

能
相

当
を

推
計

ト
ラ

ヒ
ッ

ク
を

用
い

て
按

分
）

（
注

3
）
加

入
電

話
・
ＩＳ

Ｄ
Ｎ

 基
本

料
の

接
続

料
相

当
に

は
、

回
線

数
の

増
減

に
応

じ
て

当
該

設
備

に
係

る
費

用
が

増
減

す
る

も
の

に
係

る
費

用
（
Ｎ

Ｔ
Ｓ

コ
ス

ト
）
の

2
0
2
億

円
は

含
み

ま
せ

ん
。

（
注

4
）
ひ

か
り

電
話

に
お

け
る

移
動

体
着

等
を

除
く
場

合
に

つ
い

て
は

、
移

動
体

・
Ｐ

Ｈ
Ｓ

・
０

５
０

・
国

際
着

及
び

フ
リ

ー
ア

ク
セ

ス
・
ひ

か
り

ワ
イ

ド
着

に
相

当
す

る
利

用
者

料
金

収
入

と
接

続
料

相
当

を
ト

ラ
ヒ

ッ
ク

比
（
通

信
時

間
比

）
等

※
を

用
い

て
除

外
。

※
勘

定
科

目
で

把
握

可
能

な
も

の
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

金
額

を
把

握
し

た
上

で
除

外

ひ
か

り
電

話
N

G
N

（
IG

S
接

続
機

能
・
中

継
局

接
続

機
能

）
、

加
入

者
交

換
機

能
、

中
継

交
換

機
能

、
中

継
伝

送
共

用
機

能
、

加
入

者
交

換
機

回
線

対
応

部
共

用
機

能
、

中
継

交
換

機
回

線
対

応
部

共
用

機
能

、
IP

通
信

網
県

間
区

間
伝

送
機

能
、

他
事

業
者

接
続

料

加
入

電
話

・
ＩＳ

Ｄ
Ｎ

  
基

本
料

フ
レ

ッ
ツ

Ａ
Ｄ

Ｓ
Ｌ

フ
レ

ッ
ツ

光
ネ

ク
ス

ト

フ
レ

ッ
ツ

光
ラ

イ
ト

ビ
ジ

ネ
ス

イ
ー

サ
ワ

イ
ド

２
０

１
９

年
３

月
２

０
日

 
Ｎ

Ｔ
Ｔ

東
日

本
 

1
9

0
3

1
5
棚

橋
更

新
1

9
0

3
1

5
川

野
平

仄
修

正

013318
テキストボックス
別紙１



接
続

料
と

利
用

者
料

金
の

関
係

の
検

証
結

果
（
単

位
：
億

円
）

①
利

用
者

料
金

収
入

②
接

続
料

相
当

③
差

分
（
①

－
②

）

④
利

用
者

料
金

収
入

に
占

め
る

差
分

の
比

率
（
③

÷
①

）

接
続

料
相

当
の

算
定

方
法

（
以

下
の

接
続

料
等

に
需

要
を

乗
じ

て
算

定
）

2
,4

3
0

1
,7

3
7

6
9
3

2
8
.5

%
端

末
回

線
伝

送
機

能
（
メ

タ
ル

端
末

回
線

・
光

信
号

端
末

回
線

・
メ

タ
ル

加
算

料
）
、

回
線

管
理

運
営

費
、

回
線

収
容

装
置

1
5
6

1
5
0

6
3
.8

%
特

別
収

容
局

ル
ー

タ
接

続
ル

ー
テ

ィ
ン

グ
伝

送
機

能
（
A
T
M

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

ー
ス

）
、

端
末

回
線

伝
送

機
能

（
ド

ラ
イ

カ
ッ

パ
・
M

D
F
）
、

D
S
L
回

線
故

障
対

応
機

能
、

回
線

管
理

運
営

費

3
,2

8
4

1
,8

1
2

1
,4

7
2

4
4
.8

%

回
線

管
理

運
営

費
、

端
末

回
線

伝
送

機
能

（
光

屋
内

配
線

・
光

主
端

末
回

線
・
光

信
号

端
末

回
線

・
光

信
号

分
岐

端
末

回
線

・
光

信
号

伝
送

装
置

）
、

光
信

号
多

重
分

離
機

能
、

光
信

号
電

気
信

号
変

換
機

能
、

N
G

N
（
収

容
局

接
続

機
能

・
優

先
パ

ケ
ッ

ト
識

別
機

能
（
優

先
ク

ラ
ス

を
識

別
す

る
も

の
）
・
一

般
中

継
系

ル
ー

タ
交

換
伝

送
機

能
（
優

先
ク

ラ
ス

）
）
、

回
線

終
端

装
置

1
5
0

1
0
0

5
0

3
3
.3

%
回

線
管

理
運

営
費

、
端

末
回

線
伝

送
機

能
（
光

屋
内

配
線

・
光

主
端

末
回

線
・
光

信
号

端
末

回
線

・
光

信
号

分
岐

端
末

回
線

・
光

信
号

伝
送

装
置

）
、

光
信

号
多

重
分

離
機

能
、

光
信

号
電

気
信

号
変

換
機

能
、

N
G

N
（
収

容
局

接
続

機
能

）
、

回
線

終
端

装
置

移
動

体
着

等
を

含
む

場
合

1
,1

2
1

1
9
7

9
2
4

8
2
.4

%

移
動

体
着

等
を

除
く
場

合
9
5
1

1
2
1

8
3
0

8
7
.3

%

2
3
0

1
2
0

1
1
0

4
7
.8

%
イ

ー
サ

ネ
ッ

ト
フ

レ
ー

ム
伝

送
機

能
、

端
末

回
線

伝
送

機
能

（
光

信
号

端
末

回
線

）

サ
ー

ビ
ス

フ
レ

ッ
ツ

Ａ
Ｄ

Ｓ
Ｌ

加
入

電
話

・
ＩＳ

Ｄ
Ｎ

  
基

本
料

N
G

N
（
IG

S
接

続
機

能
・
中

継
局

接
続

機
能

）
、

加
入

者
交

換
機

能
、

中
継

交
換

機
能

、
中

継
伝

送
共

用
機

能
、

加
入

者
交

換
機

回
線

対
応

部
共

用
機

能
、

中
継

交
換

機
回

線
対

応
部

共
用

機
能

、
IP

通
信

網
県

間
区

間
伝

送
機

能
、

他
事

業
者

接
続

料

（
注

１
）
利

用
者

料
金

収
入

は
、

2
0
1
7
年

度
の

実
績

。
（
フ

レ
ッ

ツ
光

ネ
ク

ス
ト

マ
ン

シ
ョ
ン

タ
イ

プ
の

う
ち

V
D

S
L
方

式
に

つ
い

て
は

、
V
D

S
L
装

置
の

利
用

料
を

含
み

ま
せ

ん
。

）
（
注

2
）
接

続
料

相
当

は
、

各
サ

ー
ビ

ス
で

使
用

す
る

設
備

ご
と

の
2
0
1
7
年

度
の

実
績

需
要

に
今

回
申

請
す

る
接

続
料

を
乗

じ
て

算
定

し
て

い
ま

す
。

　
（
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

等
の

収
容

率
は

2
0
1
9
年

度
適

用
接

続
料

設
定

上
の

予
測

値
）

（
フ

レ
ッ

ツ
光

ネ
ク

ス
ト

・
ラ

イ
ト

に
つ

い
て

は
、

中
継

系
ル

ー
タ

交
換

伝
送

機
能

相
当

と
関

門
系

ル
ー

タ
交

換
機

能
相

当
を

推
計

ト
ラ

ヒ
ッ

ク
を

用
い

て
按

分
）

（
注

3
）
加

入
電

話
・
ＩＳ

Ｄ
Ｎ

 基
本

料
の

接
続

料
相

当
に

は
、

回
線

数
の

増
減

に
応

じ
て

当
該

設
備

に
係

る
費

用
が

増
減

す
る

も
の

に
係

る
費

用
（
Ｎ

Ｔ
Ｓ

コ
ス

ト
）
の

2
5
4
億

円
は

含
み

ま
せ

ん
。

（
注

4
）
ひ

か
り

電
話

に
お

け
る

移
動

体
着

等
を

除
く
場

合
に

つ
い

て
は

、
移

動
体

・
Ｐ

Ｈ
Ｓ

・
０

５
０

・
国

際
着

及
び

フ
リ

ー
ア

ク
セ

ス
・
ひ

か
り

ワ
イ

ド
着

に
相

当
す

る
利

用
者

料
金

収
入

と
接

続
料

相
当

を
ト

ラ
ヒ

ッ
ク

比
（
通

信
時

間
比

）
等

※
を

用
い

て
除

外
。

※
勘

定
科

目
で

把
握

可
能

な
も

の
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

金
額

を
把

握
し

た
上

で
除

外

ひ
か

り
電

話

ビ
ジ

ネ
ス

イ
ー

サ
ワ

イ
ド

フ
レ

ッ
ツ

光
ラ

イ
ト

フ
レ

ッ
ツ

光
ネ

ク
ス

ト

２
０

１
９

年
３

月
２

０
日

 
Ｎ

Ｔ
Ｔ

西
日

本
 

1
9

0
3

1
5
川

野
平

仄
修

正

013318
テキストボックス
別紙2



接
続

料
と

利
用

者
料

金
の

関
係

の
検

証
結

果
 

（
総

務
省

が
決

定
す

る
サ

ー
ビ

ス
メ

ニ
ュ

ー
） 

（
注

）
 

○
：
利

用
者

料
金

が
接

続
料

の
合

計
を

上
回

っ
て

い
る

も
の

 
×

：
利

用
者

料
金

が
接

続
料

の
合

計
を

下
回

っ
て

い
る

も
の

 

＜
利

用
者

料
金

収
入

の
算

定
方

法
＞

 
１

．
フ

レ
ッ

ツ
光

ネ
ク

ス
ト

 
：
代

表
的

な
割

引
プ

ラ
ン

（
に

ね
ん

割
）
の

適
用

率
と

割
引

額
を

も
と

に
、

１
ユ

ー
ザ

あ
た

り
の

平
均

的
な

割
引

額
を

算
定

し
、

約
款

料
金

に
反

映
。

 
２

．
フ

レ
ッ

ツ
光

ラ
イ

ト
 

：
基

本
料

は
約

款
料

金
。

加
算

料
は

実
績

収
入

を
稼

動
施

設
数

で
除

し
て

算
定

。
 

３
．

ひ
か

り
電

話
  

  
 

 ：
実

績
収

入
を

稼
動

施
設

数
で

除
し

て
算

定
。

 
４

．
ビ

ジ
ネ

ス
イ

ー
サ

ワ
イ

ド
 ：

収
入

実
績

と
稼

動
回

線
数

を
も

と
に

し
た

割
引

前
収

入
（
理

論
値

）
の

差
額

を
稼

動
回

線
数

で
除

す
こ

と
で

、
１

ユ
ー

ザ
あ

た
り

の
平

均
的

な
割

引
額

を
算

定
。

 

＜
接

続
料

相
当

の
算

定
方

法
＞

 
接

続
料

相
当

は
、

今
回

申
請

し
た

2
0
1
9
年

度
適

用
接

続
料

を
用

い
て

算
定

。
 

・
加

入
光

フ
ァ

イ
バ

等
の

収
容

率
は

接
続

料
設

定
上

の
予

測
値

。
・
フ

レ
ッ

ツ
光

ネ
ク

ス
ト

・
ラ

イ
ト

に
つ

い
て

は
、

中
継

系
ル

ー
タ

交
換

伝
送

機
能

相
当

と
関

門
系

ル
ー

タ
交

換
機

能
相

当
を

推
計

ト
ラ

ヒ
ッ

ク
を

用
い

て
按

分
。

品
目

 
検

証
に

用
い

た
接

続
料

等
 

検
証

結
果

（注
）

１
．

フ
レ

ッ
ツ

光
ネ

ク
ス

ト
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（単位：円/ポート・月）

2009適用 2010適用 2011適用 2012適用 2013適用 2014適用 2015適用 2016適用 2017適用 2018適用 2019適用
（2007実績） （2008実績） （2009実績） （2010実績） （2011実績） （2012実績） （2013実績） （2014実績） （2015実績） （2016実績） （2017実績）

特別収容局ルータ接続
ルーティング伝送機能
（ATMインターフェース）

接続料

221,768 179,560 129,244 104,283 117,101 136,651 147,699 156,974 188,450 240,161 235,062

価格圧搾による不当な競争を引き起こしていないと考える理由（フレッツＡＤＳＬ） 

 接続料と利用者料金の関係の検証の検証対象である「フレッツＡＤＳＬ」については、利用者料

金収入と接続料相当との差分が営業費相当基準額（利用者料金による収入の２０％）を下回るこ

とになりますが、以下の理由から、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものではないと考えま

す。 

• フレッツ・ＡＤＳＬについては、関連物品の製造終了による保守物品の枯渇、および需要の減少

傾向が今後も継続すると見込まれることから、一部のエリアを除いて、２０１６年６月末に新規

受付を終了しており、２０２３年１月末にはサービス提供を終了することを公表したことに加え、

ＦＴＴＨやモバイルブロードバンド等の代替サービスへの移行が進んでいることを踏まえると、競

争環境にあるサービスとは言えないこと。

• 営業費相当が基準値を下回った主な要因は、本検証区分における接続料金相当の約８割を占

める、地域IP網に係る接続料（特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ＡＴＭインター

フェース）の料金水準が高いことによるものである。

当該接続機能は、現在まで当社利用部門のみが利用しており、また、２０１８年度より整理品目

となっていることから、今後新たな接続事業者の利用は見込まれないため、価格圧搾による不

当な競争を引き起こすものではないこと。

（参考１）地域IP網（特別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ＡＴＭインターフェース）の接続料 

（参考２）フレッツ・ＡＤＳＬ施設数の推移 
（単位：千契約）

フレッツ・ADSL施設数 2,246 1,934 1,681 1,439 1,187 990 816 669 577 508 438

2007年度末 2016年度末 2017年度末2015年度末2014年度末2013年度末2012年度末2011年度末2010年度末2009年度末2008年度末
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1 

補足資料２ 

LRIC 検証の結果に関する補足 

 

１．目的 

本資料は、東日本電信電話株式会社（以下「NTT 東日本」という。）及び西日本

電信電話株式会社（以下「NTT 西日本」という。）から申請のあった接続料の水準

が適切に算定されているかの確認に当たり、第一種指定電気通信設備接続料規則

等の一部を改正する省令（平成 31 年総務省令第 13 号）第４条第１項第１号に規

定する条件に該当するかの検証（以下「LRIC 検証」という。）に関して NTT 東日

本及び NTT 西日本から提示のあった算出方法等の補足情報を示すもの。 

 

 

２．LRIC 検証の結果 

検証の結果、利用者料金収入と接続料相当の差分は営業費相当基準額以上である

ことから、平成 31 年度（令和元年度）接続料は PSTN-LRIC モデルにより接続料を

算定。 

 

表１ LRIC 検証の結果（加入電話・ISDN 通話料） 

（単位：億円） 

 
①利用者料金収入 

※1 

②接続料相当 

※2 

③差分 

（①－②） 

④利用者料金収入に 

占める差分の比率 

（③÷①） 

NTT 東日本 
196 

（▲13％） 

126 

（▲12％） 
70 

35.7％ 

（▲0.7pt） 

NTT 西日本 
180 

（▲13％） 

111 

（▲16％） 
69 

38.3％ 

（＋2.1pt） 
※  NTT 東日本及び NTT 西日本から報告のあった LRIC 検証結果は、１億円未満の端数を切り捨てて表

記。 

※  カッコ内は対前年度比較。前年度（平成 30 年度）の値は、情報通信行政・郵政行政審議会答申「東

日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変

更の認可（平成 30 年度の接続料の新設及び改定等）について」（平成 30 年５月 25 日）の報告書別紙

２において示したもの。 

※1 利用者料金収入は平成 29 年度実績。 

※2 接続料相当は、通信量（平成 29 年度実績）に今回申請の接続料（市内通信機能、加入者交換機能、

中継交換機能、中継伝送共用機能、加入者交換機回線対応部共用機能、中継交換機回線対応部共用機

能、中継区間伝送機能、NGN（IGS 接続機能））を乗じる等して算定。 
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３．算出方法等 

（１）利用者料金収入の算出方法 

利用者料金収入は、指定電気通信役務損益明細表（平成 29 年度）における市

内・市外通信の営業収益により算出（フリーアクセス及びユーザ間情報通知サ

ービスに係る収益を除外）。 

 

（２）接続料相当の算出方法 

接続料相当は、①振替接続料と②他事業者への支払接続料との合計（表２）

であり、それぞれ算出方法が異なる。 

なお、PSTN 発の音声通信呼は、着信先別に(A)PSTN 発 PSTN 着、(B)PSTN 発光

IP 電話着、(c)PSTN 発他社直収着の３種類に分類されるが、①振替接続料には

(A)、(B)及び(C)（自網分に限る。）が含まれ、②他事業者への支払接続料に

は(c)（他社網分に限る。）が含まれる。 

 

表２ 接続料相当の内訳 

 

 

  

委員限り 
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①振替接続料は、サービス別トラヒック（通信回数、通信時間）（平成 29 年

度実績）に機能ごとの経由回数を考慮して機能別トラヒックを算定し、これに

今回申請の接続料を乗じて算出している（表３）。 

 

 

表３ 接続料相当の算出（①振替接続料） 

【東日本】 
  機能別トラヒック 接続料単金 

 
接続料相当 

（億円） 

通信回数 

（千回） 

通信時間 

（千時間） 

回数単金 

（円／回） 

時間単金 

（円／秒） 

市内通信機能      

加入者交換機能      

中継交換機能      

中継伝送共用機能      

加入者交換機回線対応部共用機能      

中継交換機回線対応部共用機能      

NGN（IGS 接続機能）      
非指定中継区間伝送機能 

（60km まで） 
     

非指定中継区間伝送機能 

（160km まで） 
     

非指定中継区間伝送機能 

（160km 超） 
     

合計      

 

【西日本】 
  機能別トラヒック 接続料単金 

 
接続料相当 

（億円） 

通信回数 

（千回） 

通信時間 

（千時間） 

回数単金 

（円／回） 

時間単金 

（円／秒） 

市内通信機能      

加入者交換機能      

中継交換機能      

中継伝送共用機能      

加入者交換機回線対応部共用機能      

中継交換機回線対応部共用機能      

NGN（IGS 接続機能）      
非指定中継区間伝送機能 

（60km まで） 
     

非指定中継区間伝送機能 

（160km まで） 
     

非指定中継区間伝送機能 

（160km 超） 
     

合計      

 

 

  

委員限り

 
  

委員限り
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②他事業者への支払接続料は、他事業者からの請求に対し NTT 東日本及び

NTT 西日本が支払うものであり、①と同様の算出方法による場合、他事業者か

らの請求額のうち PSTN 発に係るものを分計する必要があるところ、直ちに分

計することが困難であるとの理由から、これに代わる方法として、指定電気通

信役務損益明細表（平成 29 年度）の費用配賦方法等を示した指定電気通信役

務損益配賦方法書に記載の値により算出している（表４）。 

参考として、NTT 東日本及び NTT 西日本において把握可能な機能別トラヒッ

ク（平成 29 年度実績）に他事業者接続料（平成 29 年度）を乗じて算定した場

合の値を示す（表５）。 

 

表４ 接続料相当の算出（②他事業者への支払接続料） 

  

委員限り
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表５ 接続料相当参考値の算出（②他事業者への支払接続料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員限り

 
  



地域事業者様向け新たな網終端装置のメニューの提供について

項目 メニュー概要

増設の考え方 30台までは300セッション/台以上であれば、増設が
可能

提供エリア 全エリア（東西業務エリア）

提供予定時期 準備が整い次第、速やかに提供開始

料金 月額料金額：現行メニューと同等
300

1 2 ・・・・・・ 30

増設基準
セッション数/台

利用台数

1,600 C-20型

6,300 C型

増設基準イメージ(東日本の場合）

ICTの普及を促進し地域活性化を期待されている地域事業者様のニーズにお応えすべく、 伸び
続けるインターネットトラヒックに柔軟に対応可能、かつご利用しやすい網終端装置の新たな
接続メニューを提供すべく検討を行っております。

当社としては、このような取組みやIPoE移行を柔軟に組み合わせること等により、全ての区分の
ISP事業者様（地域/中堅/大手）※が今後のトラヒック増に対して柔軟に対応可能となるもの
と考えています。

～～

※ 地域事業者：特定エリアでサービス提供をしている事業者
中堅事業者：全国提供かつPPPoEを主力としている事業者
大手事業者：全国提供かつIPoEを主力としている事業者
（2019.4.24 接続料の算定に関する研究会（第20回）より） ※接続料の算定に関する研究会（第22回）資料22-１より抜粋

参考１



総務省総合通信基盤局長

谷脇康彦 殿

東経企営第1 9-00043号
2 0 1 9年6 月 1 7 日

東日本電信電話

代表取締役社長

光ファイバの耐周年数の見直しに伴う影響等を反映した将来原価方式で

算定している2019年度接続料の再申請について、別紙のとおり報告いた

します。

参考２-１

（NTT東日本）



別紙 

接続料の再申請について 

■耐用年数の見直しとそれを踏まえた接続料の再申請について 

• 光ファイバの耐用年数については、 「材質・構造・用途・使用上の環境」、「技

術の革新」、「経済的事情の変化による陳腐化の危険の程度」、および光ファ

イバの撤去率をもとにした耐用年数の推計結果も踏まえ、総合的に検討した

結果、2019年度期首より見直すこととしました。 

• 将来原価方式で算定している2019年度接続料については、耐用年数見直し

に伴う影響を反映するため、2019年度6月下旬に再申請を行う考えです。 

接続機能 

端末回線伝送機能（光信号端末回線にて伝送を行う機能） 

端末回線伝送機能（光信号主端末回線にて伝送を行う機能） 

端末回線伝送機能（複数年段階料金を適用するもの） 

端末回線伝送機能（端末回線を収容する伝送装置及び端末回線により伝送を行う機能） 

一般中継系ルータ交換伝送機能 

一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能 

一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能 

関門交換機接続ルーティング伝送機能 

イーサネットフレーム伝送機能 

現行 見直し後 

架空光ファイバ 15年 20年 

地下光ファイバ 21年 28年 

海底光ファイバ 13年 21年 

■耐用年数 

■変更を予定している接続機能 



（単位：円）

機能
①

認可申請料金
②

再申請料金（案）
③＝②-①
増減

（参考）
現行料金

端末回線伝送機能※1

（光信号端末回線にて伝送を行う機能）
2,432 2,256 ▲176 2,764

端末回線伝送機能
（光信号主端末回線にて伝送を行う機能）

1,971 1,802 ▲169 2,278

端末回線伝送機能
（複数年段階料金を適用するもの）

1,736 1,611 ▲125 1,980

端末回線伝送機能
（端末回線を収容する伝送装置および端末回線により伝送を行う機能）

3,742 3,560 ▲182 4,149

一般中継系ルータ交換伝送機能※2

（優先クラスのもの）
0.00018161 0.00018151 ▲0.00000010 0.00020210

一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能 1,205,161 1,204,917 ▲244 1,348,049

一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能 4,812,500 4,812,500 0 5,041,667

関門交換機接続ルーティング伝送機能（3分あたり） 1.31 1.31 0.00 1.40

イーサネットフレーム伝送機能※2

（MA内設備／100M）
371,817 371,717 ▲100 412,026

接続料の再申請について 

■耐用年数の見直しに伴う影響を反映した再申請料金（案）について 

• 耐用年数の見直しに伴う影響を反映した再申請料金（案）は、以下のとお

りです。なお、再申請料金（案）は、認可を得られれば、年度当初に遡って

適用する予定です。 

 

別紙 

※2：一般中継ルータ交換伝送機能、イーサネットフレーム伝送機能については代表的な料金を記載。 

※1：端末回線伝送機能（光信号端末回線にて伝送を行う機能）については加算料を含む。 



接続料の再申請について 

別紙 

■利用事業者が個別設備の設置及び維持管理に係る費用を全額負担す

ることを前提に加入者ダークファイバ相当のサービスの提供を要望する

場合において、当社が個別設備を設置し、既存設備区間の設備と組み

合わせて提供するサービス（以下、「フレキシブルファイバ」という。）に係

る費用の扱いについて 

• 「固定端末系伝送路設備設置状況報告について」（総基料第76号（平

成31年４月23日））を受け、固定端末系伝送路設備設置状況報告の

報告内容を精査した際に、フレキシブルファイバの提供に用いる伝送

路設備を固定端末系伝送路設備として扱うべきことが判明したため、

接続料算定を含め網羅的に確認した結果、以下のとおり、加入光

ファイバに係る接続料を算定することとしたいと考えます。 

• フレキシブルファイバについては、利用事業者が個別設備及びこれと

一体をなす既存設備を占用する実態を踏まえれば、その提供に係る

費用は加入光ファイバに係る接続料として加入光ファイバを利用する

全事業者に広く負担いただくのではなく、当該利用事業者に個別に

負担いただくことが適当であり、加入光ファイバに係る接続料の算定

にあたっては、接続料原価からフレキシブルファイバに係る費用を除

いて算定することとしたいと考えます。 

• また、フレキシブルファイバは、既存設備が存在しないエリア（光未提

供エリア）において、利用事業者の要望に基づき、当該利用事業者

の代わりに当社が新たに設備を構築するものであり、提供にあたっ

ては、卸電気通信役務での提供を前提にその提供条件を規定してい

ることから、相互接続による提供は困難であり、引き続き、接続機能

の対象外とさせていただきたいと考えます。 



参考２-２

（NTT西日本）



別紙 

接続料の再申請について 

■耐用年数の見直しとそれを踏まえた接続料の再申請について 

• 光ファイバの耐用年数については、 「材質・構造・用途・使用上の環境」、「技

術の革新」、「経済的事情の変化による陳腐化の危険の程度」、および光ファ

イバの撤去率をもとにした耐用年数の推計結果も踏まえ、総合的に検討した

結果、2019年度期首より見直すこととしました。 

• 将来原価方式で算定している2019年度接続料については、耐用年数見直し

に伴う影響を反映するため、2019年度6月下旬に再申請を行う考えです。 

接続機能 

端末回線伝送機能（光信号端末回線にて伝送を行う機能） 

端末回線伝送機能（光信号主端末回線にて伝送を行う機能） 

端末回線伝送機能（複数年段階料金を適用するもの） 

端末回線伝送機能（端末回線を収容する伝送装置及び端末回線により伝送を行う機能） 

一般中継系ルータ交換伝送機能 

一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能 

一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能 

関門交換機接続ルーティング伝送機能 

イーサネットフレーム伝送機能 

現行 見直し後 

架空光ファイバ 15年 20年 

地下光ファイバ 21年 28年 

海底光ファイバ 13年 21年 

■耐用年数 

■変更を予定している接続機能 



接続料の再申請について 

■耐用年数の見直しに伴う影響を反映した再申請料金（案）について 

• 耐用年数の見直しに伴う影響を反映した再申請料金（案）は、以下のとお

りです。なお、再申請料金（案）は、認可を得られれば、年度当初に遡って

適用する予定です。 

 

別紙 

※2：一般中継ルータ交換伝送機能、イーサネットフレーム伝送機能については代表的な料金を記載。 

※1：端末回線伝送機能（光信号端末回線にて伝送を行う機能）については加算料を含む。 

（単位：円）

機能
①

認可申請料金
②

再申請料金（案）
③＝②-①
増減

（参考）
現行料金

端末回線伝送機能※1

（光信号端末回線にて伝送を行う機能）
2,574 2,372 ▲202 2,978

端末回線伝送機能
（光信号主端末回線にて伝送を行う機能）

1,989 1,794 ▲195 2,360

端末回線伝送機能
（複数年段階料金を適用するもの）

1,703 1,570 ▲133 2,020

端末回線伝送機能
（端末回線を収容する伝送装置および端末回線により伝送を行う機能）

4,512 4,304 ▲208 4,796

一般中継系ルータ交換伝送機能※2

（優先クラスのもの）
0.00022828 0.00022798 ▲0.00000030 0.00028088

一般収容局ルータ接続ルーティング伝送機能 1,603,767 1,602,938 ▲829 1,712,989

一般中継局ルータ接続ルーティング伝送機能 4,270,833 4,270,833 0 4,229,167

関門交換機接続ルーティング伝送機能（3分あたり） 1.467 1.465 ▲0.001 1.62

イーサネットフレーム伝送機能※2

（MA内設備／100M）
514,563 514,463 ▲100 535,616



■利用事業者が個別設備の設置及び維持管理に係る費用を全額負担す

ることを前提に加入者ダークファイバ相当のサービスの提供を要望する

場合において、当社が個別設備を設置し、既存設備区間の設備と組み

合わせて提供するサービス（以下、「フレキシブルファイバ」という。）に係

る費用の扱いについて 

• 「固定端末系伝送路設備設置状況報告について」（総基料第76号（平

成31年４月23日））を受け、固定端末系伝送路設備設置状況報告の

報告内容を精査した際に、フレキシブルファイバの提供に用いる伝送

路設備を固定端末系伝送路設備として扱うべきことが判明したため、

接続料算定を含め網羅的に確認した結果、以下のとおり、加入光

ファイバに係る接続料を算定することとしたいと考えます。 

• フレキシブルファイバについては、利用事業者が個別設備及びこれと

一体をなす既存設備を占用する実態を踏まえれば、その提供に係る

費用は加入光ファイバに係る接続料として加入光ファイバを利用する

全事業者に広く負担いただくのではなく、当該利用事業者に個別に

負担いただくことが適当であり、加入光ファイバに係る接続料の算定

にあたっては、接続料原価からフレキシブルファイバに係る費用を除

いて算定することとしたいと考えます。 

• また、フレキシブルファイバは、既存設備が存在しないエリア（光未提

供エリア）において、利用事業者の要望に基づき、当該利用事業者

の代わりに当社が新たに設備を構築するものであり、提供にあたっ

ては、卸電気通信役務での提供を前提にその提供条件を規定してい

ることから、相互接続による提供は困難であり、引き続き、接続機能

の対象外とさせていただきたいと考えます。 

接続料の再申請について 

別紙 



参考２-３

（NTT西日本）









（公印・契印省略）

総 基 料 第 7 6 号 

平成 31 年４月 23 日 

関係電気通信事業者 ※ 御中 

総務省総合通信基盤局長 

谷脇 康彦 

固定端末系伝送路設備設置状況報告について 

標記について、電気通信事業報告規則（昭和 63年郵政省令第 46号）第３条第１項の規定

に基づき、固定端末系伝送路設備の設置状況について毎報告年度経過後２月以内に報告い

ただいているところ、過去の報告においては、 

・報告の対象ではない固定端末系伝送路設備について、誤って計上していた

・計上すべき固定端末系伝送路設備について、対象外と判断し計上していなかった

・集計システムの設定を誤ったため、本来計上すべき回線数を計上していなかった

などの事例が見られるので、報告の正確性確保に万全を期すようお願いいたします。 

なお、報告の方法等について別紙のとおり改めて取りまとめましたので、併せてお知らせ

いたします。 

以上 

※電気通信事業報告規則第３条第１項の規定の対象となる電気通信事業者をいいます。

014305
テキストボックス
参考３



1 
 

別紙 

電気通信事業報告規則（昭和 33 年郵政省令第 46 号）第３条第１項に基づく 

固定端末系伝送路設備設置状況報告について（平成 31 年３月末時点） 

 

１ 趣旨 

電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）第 33 条第１項の規定により、固定端末系伝送路設

備（その一端が特定の場所に設置される利用者の電気通信設備に接続される伝送路設備をいう。

以下同じ。）の電気通信回線 が、総務省令 ※１で定める区域ごと に、当該区域における同種の電

気通信回線の総計に占める当該回線の割合が総務省令 ※１で定める割合 を超える場合、当該回

線及びその当該回線と一体として設置する電気通信設備は 第一種指定電気通信設備 として指

定され、当該第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、同法第 33 条各項の規定

により、特別な義務 を課されることとされています。 

 

ついては、電気通信事業者ごとの上記電気通信回線数を総務省令で定める区域単位で把握

する必要があるため、電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政省令第 46 号。以下「報告規則」と

いう。）第３条第１項 ※２に基づき、固定端末系伝送路設備を設置する電気通信事業者 を対象とし

て、毎報告年度経過後２月以内 に、当該伝送路設備の 当該報告年度末の設置状況 について総

務大臣に対して提出することを義務付けております。 

※１ 電気通信事業法施行規則（昭和 60 年郵政省令第 25 号） 

第 23 条の２ （略） 

２ 法第 33 条第１項の総務省令で定める区域（以下「単位指定区域」という。）は、都道府県の

区域 （電気通信役務の利用状況を勘案して特に必要があると認められるときは、総務大臣

が別に指定する区域 ※３）とする。 

３ 法第 33 条第１項の総務省令で定める割合は、固定端末系伝送路設備及び固定端末系伝

送路設備以外の伝送路設備の別に計算し、固定端末系伝送路設備について ２分の１とする。

この場合において、電気通信回線の数は、電気通信回線の使用用途 、周波数帯域の幅 、

伝送速度又は芯線数等にかかわらず 、１の回線につき１とする 。 

※２ 電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政省令第 46 号） 

第３条 固定端末系伝送路設備を設置する電気通信事業者は、様式第 21により、毎報告年度

経過後２月以内 に、当該伝送路設備の 当該報告年度末の設置状況 について、書面等によ

り総務大臣に提出しなければならない。 

※３ 総務大臣が別に指定する区域（平成 13 年総務省告示第 242 号） 

電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）第23条の２第２項の規定に基づき、

神奈川県、富山県、長野県、岐阜県及び静岡県の区域について、神奈川県の区域に静岡県熱

海市泉の一部及び裾野市茶畑の一部の区域を併せた区域、富山県の区域のうち中新川郡立

山町芦峅寺ブナ坂外の一部の区域を除く区域、長野県の区域のうち木曽郡南木曽町（吾妻の

一部及び田立に限る。）の区域を除く区域に富山県中新川郡立山町芦峅寺ブナ坂外の一部の

区域を併せた区域、岐阜県の区域に長野県木曽郡南木曽町（吾妻の一部及び田立に限る。）

の区域を併せた区域、静岡県の区域のうち熱海市泉の一部及び裾野市茶畑の一部の区域を

除く区域をそれぞれ単位指定区域として指定する。 
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２ 報告方法 

① 様式 

報告様式については、報告規則様式第 21に従ってください。ただし、便宜上別添のエクセルフ

ァイル に必要事項を記入の上、提出いただいても構いません。 

 

② 様式項目の説明 

二 線 式：アナログ電話等に用いられる回線 

同 軸：ＣＡＴＶの通信等に用いられる回線 

光信号伝送用：いわゆる光ファイバに相当 

そ の 他：アナログ専用線に用いられる四線式等 

無 線：無線を用いた回線（ＦＷＡ等）※  

※ 回線の一端が特定の場所に設置される利用者の電気通信設備に接続される無線の伝送路設備（ＦＷＡサービスに用い

られる回線等）が該当するが、移動する端末に接続される無線の伝送路設備（携帯電話回線等）は該当しません。 

 

単位指定地域  ： 原則として行政単位としての都道府県の区域ですが、総務大臣が別に指定

する区域（平成 13 年総務省告示第 242 号）により、以下の

とおり例外 があります。 

 

神奈川県：神奈川県の区域に静岡県熱海市泉の一部及び裾野市茶畑の一部の区域を併

せた区域 

富 山 県：富山県の区域のうち中新川郡立山町芦峅寺ブナ坂外の一部の区域を除く区域 

長 野 県：長野県の区域のうち木曽郡南木曽町（吾妻の一部及び田立に限る。）の区域を

除く区域に富山県中新川郡立山町芦峅寺ブナ坂外の一部の区域を併せた区域 

岐 阜 県：岐阜県の区域に長野県木曽郡南木曽町（吾妻の一部及び田立に限る。）の区域

を併せた区域 

静 岡 県：静岡県の区域のうち熱海市泉の一部及び裾野市茶畑の一部の区域を除く区域 

 

 

 

③ カウント方法 

電気通信役務に利用される固定端末系伝送路設備 ※であって 自ら設置（ＩＲＵに基づき利用す

る場合を含む。）しており、かつ 休廃止中でないもの について記載してください。 

回線数 は、電気通信回線の使用用途 、周波数帯域の幅 、伝送速度等にかかわらず 、１回線

につき１として記載 してください。建物に引き込まれた回線数でカウント してください。 

※ その一端が特定の場所に設置される利用者の電気通信設備に接続される伝送路設備をいいます。利用者とは、電気

通信事業者との間に電気通信役務（卸電気通信役務を含む。）の提供を受ける契約を締結する者をいいます。 

 

 

④ 報告年度について 

報告規則第１条第２項※４において、報告年度は「４月１日から翌年３月３１日まで」と規定されて

おりますので、各社の事業年度が４月１日からではない場合でも当該事業年度にかかわらず 、

平成 31 年３月 31 日時点の状況を報告 してください。 
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※４ 電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政省令第 46 号） 

第１条 （略） 

２ この省令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。  

一 報告年度 ４月１日から翌年３月 31 日までをいう。  

二～二十 （略） 

 

 

３ 報告スケジュール 

取りまとめた結果につきましては、確定値として公表することを予定しておりますことから、以

下のスケジュールで取りまとめを進めてまいりたいと考えております。 

 

【主なスケジュール】 

平成 31 年（2019 年）５月 31 日（金）：報告期限 

平成 31 年（2019 年）６月中目途   ：確定値の公表 

 

 




